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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年１１月２７日

自 午前１１時００分

至 午前１１時 ７分

於 委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委 員 長 中島 浩介 君

副 委 員 長 山下 博史 君

委 員 小林 克敏 君

〃 中島 廣義 君

〃 浅田ますみ 君

〃 川崎 祥司 君

〃 深堀ひろし 君

〃 松本 洋介 君

〃 吉村  洋 君

〃 下条 博文 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、審査の経過次のとおり

― 午前１１時００分 開会 ―

【中島(浩)委員長】ただいまから総務委員会を
開会いたします。

これより議事に入ります。

まず会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、川崎委員、吉村委員のご

両人にお願いいたします。

次に、審査の方法について、お諮りいたしま

す。

本日の委員会は、令和元年１１月定例会にお

ける本委員会の審査内容を決定するための委員

間討議であります。

それでは、審査方法について、お諮りいたし

ます。審査の方法については、委員会を協議会

に切り替えて行いたいと思いますが、ご異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことといたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時００分 休憩 ―

― 午前１１時 ７分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。

ほかにご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これをもって本日の総務委員会を終了いたし

ます。お疲れさまでした。

― 午前１１時 ７分 閉会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年１２月１０日

自 午前 ９時５８分

至 午後 ２時４２分

於 委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 中島 浩介 君

副委員長(副会長) 山下 博史 君

委 員 小林 克敏 君

〃 中島 廣義 君

〃 浅田ますみ 君

〃 川崎 祥司 君

〃 深堀ひろし 君

〃 松本 洋介 君

〃 吉村  洋 君

〃 下条 博文 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

警 務 部 長 伊藤 健一 君

首 席 監 察 官 福山 康博 君

首席参事官兼警務課長 山口 善之 君

広報相談課長兼総務課長 川本 浩二 君

会 計 課 長 佐藤 一春 君

装備 施設課 長 塩崎 裕三 君

監 察 課 長 杉本 正彦 君

教 養 課 長 久保 宗一 君

厚 生 課 長 矢竹 雅敏 君

留置 管理課 長 古賀 博文 君

生活 安全部 長 田尻 弘久 君

生活安全企画課長 平田 泰範 君

少 年 課 長 田川 佳幸 君

生活 環境課 長 江口麿貴一 君

サイバー犯罪対策課長 中村 敏弘 君

地 域 部 長 宮崎 光法 君

地 域 課 長 平戸 雄一 君

刑 事 部 長 羽田 敏雄 君

刑事 総務課 長 宮原 哲朗 君

捜査 第一課 長 中村 勝重 君

捜査 第二課 長 柴原 雅也 君

組織犯罪対策課長 平井 隆史 君

交 通 部 長 土井  隆 君

交通 企画課 長 松岡  隆 君

交通 指導課 長 植木  保 君

交通 規制課 長 三浦  寛 君

運転免許管理課長 黒﨑  誠 君

警 備 部 長 豊永 孝文 君

公 安 課 長 杉町  孝 君

警 備 課 長 多田 浩之 君

外 事 課 長 船場 幸夫 君

会 計 管 理 者 野嶋 克哉 君

会 計 課 長 福田 修二 君

物品 管理室 長 岩村 政子 君

出 納 室 長 櫻井  毅 君

監査 事務局 長 下田 芳之 君

監 査 課 長 田尾 康浩 君

人事委員会事務局長 大﨑 義郎 君

職員課長(参事監) 三田  徹 君
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労働委員会事務局長(併任) 大﨑 義郎 君

調整 審査課 長 齋藤太紀雄 君

議会 事務局 長 木下  忠 君

次長兼総務課長 柴田 昌造 君

議 事 課 長 川原 孝行 君

政務 調査課 長 太田 勝也 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（総務分科会）

第119号議案

令和元年度長崎県一般会計補正予算（第4号）

（関係分）

第123号議案

令和元年度長崎県一般会計補正予算（第5号）

（関係分）

７、付託事件の件名

○総務委員会

（1）議 案

第126号議案

職員の給与に関する条例等の一部を改正する

条例（関係分）

第132号議案

当せん金付証票の発売について

第133号議案

和解及び損害賠償の額の決定について

第134号議案

公の施設の指定感謝の指定について

第138号議案

長崎県総合計画チャレンジ2020の変更につい

て

（2）請 願

  な  し

（3）陳 情

・県の施策に関する要望書（豪雨被災箇所の早期

復旧について 外）

・要望書（島原半島の地域高規格道路の整備につ

いて 外）

・要望書（地域高規格道路「島原天草長島連絡道

路」の早期事業化について 外）

・要望書（空港の整備等について 外）

要望書（半島振興対策の充実について 外）

・長崎県議会棟は全面禁煙としてください

・令和2年度離島・過疎地域の振興施策に対する

要望書

・令和2年度簡易水道の整備促進に関する要望書

・要望書（道路の整備について 外）

・上五島町の公設民営船に対する船舶修繕費の補

助に関する要望書

・長崎奉行所西役所等遺跡群の調査・保存・活用・

公開・整備に関する陳情書Ⅴ

・「テクノロジー犯罪」の撲滅を求める陳情書

・「嫌がらせ犯罪」の撲滅を求める陳情書」

８、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開会 ―

【中島(浩)委員長】 おはようございます。
ただいまから、総務委員会及び予算決算委員

会総務分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

126号議案「職員の給与に関する条例等の一部
を改正する条例」のうち関係部分外4件でござ
います。そのほか陳情13件の送付を受けており
ます。

なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を総

務分科会において審査することになっておりま
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すので、本分科会として審査いたします案件は、

第119号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分外1件でありま
す。

次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は、従来どおり、分科会審査、委員会審

査の順に行うこととし、各部局ごとにお手元に

配付しております審査順序のとおり行いたいと

存じますが、ご異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ご異議がないようですので、
そのように進めることといたします。

これより警察本部関係の審査を行います。

まず、分科会による審査を行います。

予算議案を議題といたします。

警務部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【伊藤警務部長】警察本部関係の議案について、

ご説明をいたします。

「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」の警察本部をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第119号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分、第123号議案
「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第5
号）」のうち関係部分であります。

はじめに、第119号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第4号）」のうち関係部分
について、ご説明をいたします。

歳出予算は、合計で警察関係費が4,109万
7,000円の減となっております。これは職員給与
費について、既定予算の過不足調整に要する経

費であります。

次に、第123号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第5号）」のうち関係部分につ

いて、ご説明いたします。

歳出予算は、合計で警察管理費が1億1,667万
9,000円の増となっております。これは職員の給
与改定に要する経費であります。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。よろしくご審議を賜りますようお願

い申し上げます。

【中島(浩)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 質疑がないようですので、
これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。

第119号議案のうち関係部分及び第123号議
案のうち関係部分は、原案のとおり、それぞれ

可決することにご異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定されました。

【中島(浩)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

警務部長より総括説明をお願いいたします。

【伊藤警務部長】警察本部関係の議案について、

ご説明をいたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、
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事件議案1件でございます。
それでは、説明をいたします。

横長の「総務委員会説明資料 警察本部」の1
ページ目をご覧願います。

第133号議案は、平成29年12月13日、佐世保
市島瀬町において、佐世保警察署の職員が捜査

用車で直進中、前方注視を怠ったまま進行した

ため、赤色信号に従って停止しようとしていた

普通自動車に追突したものであり、警察側の過

失100％と認定されたことに基づき、賠償金871
万2,232円について和解及び損害賠償の額を決
定しようとするものです。

なお、この損害賠償金のうち、物損事故の保

険補償額を超えた部分の5万3,910円が県費か
ら支払われることになっております。

次に、議案外の報告事項について、ご説明を

いたします。

同じく資料の2ページ目をご覧願います。
これは公用車による交通事故のうち和解が成

立いたしました3件及び損害賠償事案1件の合
計49万8,775円を支払うため、11月19日付で専
決処分をさせていただいたものでございます。

このうち損害賠償事案につきましては、長崎

警察署の職員が運転免許の取消処分者講習予約

申出書の処分年月日欄に誤った日にちを記入さ

せたことにより、相手方を運転免許試験資格の

欠格期間に受験に赴かせた事案になります。

この損害賠償事案の賠償金1万3,150円は、全
額、県費から支払われることになっています。

第133号議案の事故を機に、当該佐世保警察
署を交通事故防止対策強化のモデル警察署に指

定して、公用車の交通事故を防止するため、緊

張感の維持を図るため、公用車にドライブレコ

ーダーを搭載したり、車両出発時の幹部による

具体的な注意喚起の徹底をしたり、原則、複数

乗車の徹底による指差し呼称などを推進させる

とともに、この取組を各所属にも広めてきたと

ころでございます。

また、各所属におきましても、職員の意識啓

発のために公用車無事故日数の掲示板を設置し

たり、本部においては、警察無線を用いて注意

喚起を促すスポット指令を行うなど、全職員が

一丸となって事故防止に取り組んでいるところ

でございます。

その結果、第133号議案の事故が発生しまし
た平成29年度24件だった公用車による加害賠
償事故は、平成30年度は20件、本年度は9月末
現在で6件、前年同期比でマイナス3件と減少傾
向にございます。

今後は、ドライブレコーダーのさらなる活用

を図るとともに、有効な対策の一層の浸透を図

って減少させていきたいと考えております。

今後も引き続き、交通事故を始めとする損害

賠償事案を起こすことがないよう、対策を徹底

してまいりますので、ご理解をお願い申し上げ

ます。

同じく資料の3ページ目をご覧願います。
これは平成29年9月及び11月定例会で議決さ

れた新長崎警察署（仮称）の建設工事及び電気

工事の契約の一部変更について、10月23日付で
専決処分をさせていただいたものであります。

内容は、建設工事につきましては、インフレス

ライドなどにより請負代金額を1,121万2,300
円増額し、24億1,503万4,180円に変更いたしま
した。また、電気工事につきましても、同じ理

由から請負代金額を565万7,300円増額し、5億
7,373万7,300円に変更したものでございます。
このほかに犯罪の一般概況について、ストー

カー及び配偶者等暴力事案の認知状況について、

特殊詐欺の被害防止対策について、暴力団対策



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１０日）

- 6 -

について、少年非行の概況について、生活経済

事犯の取締り状況について、交通事故の発生状

況について、「長崎県総合計画チャレンジ2020」
の数値目標の進捗状況について、事務事業評価

の実施について、これにつきましては縦長の総

務委員会関係議案説明資料に記載したとおりと

なっております。

令和2年度の重点施策につきましては、令和2
年度の予算編成に向けて、知事部局とともに「長

崎県重点戦略素案」を策定いたしました。これ

は「長崎県総合計画チャレンジ2020」に掲げる
目標の実現に向けて、令和2年度に重点的に取
り組もうとする施策について資料でお示しして

おります。

このうち警察本部における主要事業といたし

ましては、サイバー犯罪及びサイバー攻撃対策、

悪質・巧妙化している特殊詐欺事件の被害防止

対策、高齢者の交通死亡事故抑止対策などを推

進してまいります。

なお、令和2年度当初予算に係る予算要求状
況につきましても、併せて公表を行ったところ

でございます。

これらの事業につきましては、県議会からの

ご意見などを十分踏まえながら、予算編成の中

でさらに検討を加えてまいりたいと考えており

ます。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。よろしくご審議を賜りますようお願

い申し上げます。

【中島(浩)委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質問を行います。

質問はございませんでしょうか。

【吉村委員】 第133号議案、これはいつも出て
くるんですけど、ちょっと高額で、発生した時

期が平成29年12月13日ということです。今、こ
の議案が出てくるということは、和解までの期

間が2年かかっているわけですが、どうしてそ
ういう長期にかかったのか。金額が高額なので

そういうふうになるのか、中身についてもう少

しお知らせいただきたいと思います。

【杉本監察課長】委員から、和解までに長期間

を要した理由についてのお尋ねであります。

示談までに時間を要した理由としては、第二

当事者のタクシーの運転手の方が後遺障害の申

請をされたため、その審査に時間を要したこと。

そして、第三当事者の方が他県に転居されるな

どして一時連絡が取れなくなったことなどから

示談に長期間を要したということでございます。

いまだ第三当事者との示談が成立しておりま

せんが、これを分離することとして、今回、ご

審議を賜っているところでございます。よろし

くお願いします。

【吉村委員】そしたら事故に遭った方は、お二

方おられたんですか。1台に1台がぶつかったん
じゃなくて、複数台ぶつかったんですか。すみ

ませんけど、ちょっと教えてください。

【杉本監察課長】 第133号議案の事故の概要に
ついて申し上げます。

この事故は、先ほど委員からご指摘があった

とおり、平成29年12月13日に佐世保市島瀬町の
国道において、佐世保署員が捜査用車両を運転

し、国道の第3通行帯を直進中、前方不注視に
より、赤信号により停車しようとしていたタク

シー、これは第二当事者になりますけれども、

これに追突いたしました。その勢いでタクシー

が前方停車中の普通乗用車、これが第三当事者

になりますが、これに追突。さらに、同社が停

車中のトラック、これが第四当事者になります

が、これに追突した多重の玉突き人身事故とな
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ります。第四当事者については、損害がないと

いうふうなことでございます。

【吉村委員】 3台にぶつかったわけですね。と
いうことは、結構勢いがあったということです

かね。赤信号で停車しかけている車両に後ろか

ら追突したということですから、よっぽど脇見

がひどかったのか。

こういう事故が、毎委員会ごとに提出される

んですが、ここに事故を防止するためにいろい

ろ記載があるわけですが、毎回同じような表現

で、もう少し具体的に取組をやっていかんとい

かんのじゃなかろうかと。保険から支払われる

とはいうものの、870万円という高額ですから、
こうやって保険から支払われると、保険料もま

た高くなるということが出てくるんですよね。

これも毎回言われるんですが、保険を掛けた方

がいいのか、掛けない方がいいのかという議論

かいつもあるんですけど、個人的には、当然、

掛けておく方がいいと考えるわけですが、ちな

みに、こういう高額な支払いがある場合に、ま

た保険料が戻って、保険を掛けてない時と掛け

た時との比較とかされたことがありますか、こ

こ近年で。保険料の支払いよりも事故の支払い

が多かったので掛けとったがよかったとか、事

故がなかったら保険料率が下がって、これだけ

差が出ておった、事故があったばっかりに保険

料がこれたけ上がって支出が増えたんだという

ような検証をされたことがあればお知らせいた

だきたいと思います。

【塩崎装備施設課長】委員のご指摘の関係でご

ざいますが、内容につきまして詳細に比較した

ことはございませんけれども、これまでの分で

検討いたしました結果、保険を掛けなかった場

合と保険を掛けた場合で大きな違いというのは、

そうございません。そのかわり、保険を掛けて

おる状況でございますが、その時に保険を使い

まして、警察業務、本来であれば保険の示談交

渉であるとか、そういったものに関するいろん

な手続、労務、そういったものにかける時間を

本来の警察業務にかけるとか、いろんな利点が

ございますので、その点も考慮いたしまして保

険の方と契約させていただいている状況でござ

います。

【吉村委員】暇な時はないんでしょうけれども、

そういうのもちょっと比較して計算をしてみる

ということも今後してみたらと思いますので、

時間のある時にでもやってみてください。

それから、最後にしますが、2ページにその
対策として、「緊張感の維持を図るため公用車

にドライブレコーダーを搭載」とありますが、

意味がよくわからんのですけれども、ドライブ

レコーダーを搭載して、どういう緊張の維持を

図るのかというのがいまひとつわからんのです

が、外に向けてなのか、内に向けてなのか、そ

こら辺をもう少しお知らせいただけませんか。

【杉本監察課長】佐世保警察署をモデル署とし

て事故防止対策をやってきたわけですけれども、

この佐世保署におけるドライブレコーダーの効

果を確認いたしました。佐世保署の賠償を伴う

公用車の交通事故の発生状況でございますが、

佐世保署の過去5年間の賠償を伴う交通事故の
平均値が2.4件に対しまして、昨年は1件、今年
は10月までに1件と、ここ2年ほど、平均値より
も下回っている状況にございます。

また、佐世保署員のアンケートを実施したと

ころ、「運転中の安全意識が高まった」という

結果も得られているところでございます。一定

の効果が認められると思っているところでござ

います。

そのような状況から、今後も公用車の事故防
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止対策としてドライブレコーダーを活用してい

きたいと考えているところでございます。

【吉村委員】今の答弁だと内に向けてというこ

とで解釈していいんですかね。普通、ドライブ

レコーダーについて一般的なことで私が考えて

いるのは、事故とか遭った時に、その状況がド

ライブレコーダーに記録されるので、どっちに

瑕疵があったかとか、そういうのがわかる外に

向けての設置というのが普通かなと思っておっ

たんですが、レコーダーが付いているので警察

官が緊張してちゃんとやるというのもおかしな

話かなとちょっと思うんですけれども、いずれ

にしろ、事故の状況はドライブレコーダーによ

ってきちっと記録されるので、どっちに瑕疵が

あるかとか、そういうことも記録されるので、

このドライブレコーダーの設置ということにつ

いては進めるべきだろうと思います。

これは最後にしますが、100％、どの車両に
も設置されているんですか。100％設置されて
いないのであれば、設置率が幾らで、今後どの

ようにしようと考えておられるのか、お尋ねし

ます。

【塩崎装備施設課長】ドライブレコーダーにつ

きましては、現在、警察車両の四輪、二輪、双

方に付けております。四輪につきましては、現

在、全体で887台、約900台ございまして、その
うちドライブレコーダーを設置しておりますの

が約159台、約18％になります。二輪につきま
しては、今のところ、全体で214台ございます
が、そのうちドライブレコーダーを設置してお

りますのが、いわゆる白バイになります。現在

のところ、33台設置しておりまして、全体でい
くと15％ですが、白バイ全体では75％という状
況になります。

ドライブレコーダーにつきましては、先ほど

監察課長からも説明がありましたけれども、事

故が発生する、もしくは事故が発生していなく

ても、そのドライブレコーダーを自分たちで見

ることによって、その時の交通の状況、この時

にどういうふうに運転をしたのか、そういった

ことを1人だけではなくて、関係する警察官全
体が見ることによって、その時の危険性である

とか、この時の判断はいい、この時の判断は悪

い、いろんなことが確認できるという利点もご

ざいます。そういった全体的な教養もできると

いう点から、今後も引き続き予算獲得を行いま

して、全車両の設置に向けて継続的にやってい

く予定であります。

【吉村委員】 その答弁でもうちょっと、今、設

置率が四輪で18％とか言ったでしょう。そした
ら、今後、それに向けて予算も獲得してという

ような、計画的に何年間で100％にするとか、
そういう計画はないのかなと、そういうふうに

答えてほしいんですが、どうですか。

【塩崎装備施設課長】委員からご指摘がござい

ましたが、今のところ、何年計画というものは、

正直申し上げまして、ございません。

ただ、白バイにつきましては、来年度までに

全て設置をする方向で計画、予算措置は図って

おります。

四輪につきましては、残りが約82％ございま
すが、それに向けては、県の財政も厳しいとこ

ろもございます。あと国費車両もございますの

で、国の方にも働きかけております。国費車両

につきましては、今後もドライブレコーダーに

ついては、設置の方向で進めております。県費

についても、先ほど申しましたとおり、早い時

期に設置ができるように、こちらも努力してま

いりますので、よろしくお願いいたします。

【杉本監察課長】先ほどの説明がちょっと舌足
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らずな部分がありましたので、再度、ドライブ

レコーダーの効果というものについて説明申し

上げます。

交通事故防止対策としてのドライブレコーダ

ーの効果としては、一概に言えることはないと

考えておりますが、交通事故の発生件数と被害

事故を含みます賠償金額から見てみますと、最

近10年間の被害事故を含みます賠償金額を伴
う交通事故の平均値は25.2件でございます。昨
年は22件、今年は10月末現在で8件で、数字的
には減少傾向にあります。また、1事故当たり
の賠償額からいうと、10年平均値で約43万円で
すが、昨年は約28万円、本年10月末現在では約
12万円と金額的にも減少傾向にございます。
いずれも減少傾向にあることから、今後もド

ライブレコーダーの活用を図るとともに、それ

以外の有効な対策の一層の浸透を図って事故防

止に努めてまいりたいと考えております。

【吉村委員】そこまで言うなら、それは予算も

あるやろうけど、今なんでそしたら160台ドラ
イブレコーダーが付いとるかと。だから、佐世

保警察署がモデル警察署にしてあって、特に佐

世保警察署の車両にドライブレコーダーを設置

しているのかなと思ったりもするけど、これで

効果があるので設置を進めていきたいと書いて

あるので、何となく増やすとかじゃなくて、や

っぱり効果があるというのであれば、約900台
の車両に一日も早く全台設置をするというよう

な考え方があるんだろうと思うわけです。そう

するとやっぱり、「予算も厳しい中ではありま

すが、5カ年計画ぐらいで全台に設置をする方
向で進めたいと思います」というような答弁ぐ

らいが出てこんとかなと思うんですが、警務部

長、いかがですか、そこら辺まとめてお願いし

ます。

【伊藤警務部長】委員ご指摘のとおり、ドライ

ブレコーダーについては、交通安全教育上、非

常に有効なツールでございますし、警察ばかり

でなく、民間の方々もご活用いただいているも

のであります。

集団教養におきまして、一人だけではなくて、

他の大勢の署員もドライブレコーダーの画像を

参考にして、自分の気がつかなかった危険予測

の技術ですとか、そういったものを培うことが

できます。

予算的には大変厳しい状況ではありますが、

国費車両というのが大半でございますけれども、

国費車両については、警察庁で予算化されるも

のでございますので、こちらについてもぜひ要

望してまいりたいと思います。

県費で付ける分につきましても、5カ年計画
というものは今存在してはおりませんけれども、

予算の許す範囲内で、今後、整備に向けて検討

してまいりたいと考えております。

【中島(浩)委員長】 ほかに質問はございません
でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ほかに質疑がないようです
ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第133号議案は、原案のとおり、可決するこ
とにご異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ご異議なしと認めます。
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よって、第133号議案は、原案のとおり、可
決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について、説明

を求めます。

【伊藤警務部長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した警察本部関係の資料について、ご説明いた

します。

1,000万円以上の契約状況につきましては、本
年9月から10月までの実績は、資料に記載のと
おり、15件となっております。このうち特殊型
耐刃防護衣購入1件を随意契約しているところ
であります。

以上をもちまして警察本部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。

【中島(浩)委員長】 説明が終わりましたので、

まず、陳情審査を行います。

配付しております陳情書一覧表のとおり、陳

情書の送付を受けておりますので、ご覧願いま

す。

陳情について、何かご質問はございませんで

しょうか。

83番の「「テクノロジー犯罪」の撲滅を求め
る陳情書」、84番の「「嫌がらせ犯罪」の撲滅
を求める陳情書」、「令和2年度離島・過疎地
域の振興施策に対する要望書」です。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

でしょうか。

【川崎委員】 おはようございます。

「政策等決定過程の透明性等の確保などに関

する資料」の5ページの1,000万円以上の契約の
分ですが、車両のメンテナンス、東京の事業者

が落札されていますが、1者入札、しかも東京。
メンテナンスですから実務的なことが東京で行

われているとは思わないんですが、契約形態、

中身について説明いただきたいと思います。

【佐藤会計課長】この車両メンテナンス業務委

託につきましては、二輪車を除く全ての四輪車

の車検、点検及びタイヤ・バッテリー交換等、

それと故障時における整備について委託をして

おります。

この契約しているオリックス自動車（株）と

いうのが、長崎県内を含めて、全てに代理店、

自動車整備工場を指定しまして、県内はもとよ

り、全国のどこでも、指定した自動車整備工場

であれば点検整備が受けられるというふうな契

約内容になっております。

【川崎委員】指定した整備工場を持っていると。

そうすると、車検を行う時に、どこの整備工場

に出すかということは、自由にやるという話で

もないんでしょう。ここが一括して受けられる

んでしょうが、車検だから計画的に当然出され

ると思うんです。そういう実務的なことについ

て、もう少し詳しくお知らせください。

【佐藤会計課長】県内の県警の公用車の車検に

ついては、例えば、警察署から十キロ圏内に最

寄りの整備工場を指定してくれと仕様の中でう

たっております。ですから、オリックス自動車

が各警察署ごとに警察署管内10キロ圏内に、そ
れぞれ提携の自動車整備工場を確保して、そこ
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を使って県警はオリックスが指定した整備工場

で車検・点検を行う。県内におきましては、そ

ういうふうな契約形態をとっております。

【川崎委員】 わかりました。そしたら、先ほど

10キロ圏内に指定をして、そこにということで
あれば、ここに出してくださいというのは、オ

リックス側から指定があるんですか。この車は、

1号車はＡ整備工場に持っていってくださいと
いうのは、オリックス側から指示があるんです

か、指定があるんですか。

【佐藤会計課長】車検につきましては、警察本

部の方で計画を立てます。それで警察署ごとに、

例えば、Ａ車は今度は3月が車検になるので、
最寄りの指定工場はＡの指定工場、オリックス

が提携している整備工場をこちらから指定して

割り振りをしているという状況です。

【川崎委員】そこで疑問は、そこまで主体的に

県警が、警察署がやられているんだったら、わ

ざわざオリックスさんを通さなくても直でやる

ということ。つまりここでコストが幾らかでも

発生していると思うんです。そういったことが

できて、いわゆる経費削減にもつながっていく

んじゃないかなと考えますが、いかがでしょう

か。

【佐藤会計課長】確かに、以前は県警内に自前

の車検ができる自動車整備工場を持っておりま

した。ただ、それにつきましては数年前に見直

しによって廃止をしております。その際に、そ

れにかわるものとして一括メンテナンス契約と

いうものを導入しております。

ただ、やはり警察署ごとに、おのおの自動車

整備工場と契約することが現場の警察署の非常

な負担になるというところもありますので、そ

ういったところを警察本部で一括して契約をや

って業務の合理化といいますか、現場の負担を

減らすことも一つの目的として、今回のこうい

う契約を取り入れております。

【川崎委員】合理化という言葉については、そ

うだというふうに思いますが、先ほど、保険の

かかる、かからないの比較もありましたけど、

ぜひそういった比較をやられて、コスト見合い

というか、ぜひ検証していただきたいなと思い

ます。臨時の緊急的なことについてはあるかも

わかりませんが、車検なんていうのは計画的に

できることかと思いますが、ぜひ比較検討をお

願いしたいと思います。

次に、10ページと16ページ、同じような道路
標識の表示設置工事というのがあります。失格

が目立つんです、失格が非常に多いなと。最低

制限価格を下回る入札が多分にあって失格が多

いように記載されております。

これだけ低い金額でできると事業者さんが思

っておられるんだったら、この最低制限価格の

設定価格といいますか、適正だったのかなと、

もっともっと安くできるということにもつなが

っていくんじゃないかなと思いますが、この見

解を求めたいと思います。

【佐藤会計課長】この道路標識表示の積算、予

定価格、最低制限価格の設定につきましては、

まず、標識の部材等につきましては、調査した

市場価格を適用し、また、標示につきましては、

県が公表している基本単価、あるいは物価資料

といったものから算出し、共通経費についても

公表された経費で積算をしております。

我々としては、標識・標示の予定価格の90％
から92％を最低制限価格として設定をしてお
ります。今回、本入札結果を見てみますと、失

格した業者というのが、予定価格の88％から
90％の範囲内に集中しておりますので、最低制
限価格のぎりぎりを狙った結果、こういうふう
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な事態になったのではないかと推測しておりま

す。

【川崎委員】企業の戦略ですから、どういった

取組かということは、はかりかねますが、適正

にされているということであればいいと思うん

ですけれども、いわゆる参考にする資料がある

と思うんですが、それが市場価格ということな

んでしょうが、実態がどうなのかというのは、

毎年更新されるんですかね、基本的な数字の部

分ですけど。

【佐藤会計課長】市場価格につきましては、毎

年、調査はかけております。それで、我々とし

ても今回の結果を受けまして、この2件の入札
結果について、入札の際、工事業者から提出さ

れる工事費内訳書というのがあります。この工

事費内訳書をこちらで分析したところ、直接工

事費、要は、工事に要する直接の経費について、

我々が積算した価格と比較してみますと、概ね

88％から104％というふうに業者の積算がなっ
ていました。

それと比較して現場の管理経費ですね、この

諸経費につきましては、67％から108％と、こ
ちらの方が大きく開きがあった。ということは、

工事費そのものは我々の積算と大きな差はない

けれども、経費率で大きく差が出ているんじゃ

ないかということは、やはり経費をかなり絞っ

て最低制限価格に近いところを狙って応札して、

受注意欲が強い業者は、そういった形になった

のではないかと推測をしております。

【中島(浩)委員長】 ほかに質問はありませんか。
次に、議案外所管事務一般について、ご質問

はございませんでしょうか。

【下条委員】 皆様、おはようございます。

私からは1点、ご質問をしたいと思います。
12月から罰則が強化されました、ながら運転に

ついてお尋ねをしたいと思っております。

私も、いろんなところで、いろんな団体の皆

さんと交流をしますけれども、テレビでも取り

上げていただいた効果で、県民の皆様も結構関

心を持っておられます。私も早速、インターネ

ットであったり、県警の皆様に資料をもらいま

してご説明をしているところですけれども、ま

ず、罰則が12月から始まりまして10日間ですけ
れども、主に大きく変わったのが交通の危機の

場合ですけれども、罰則金が5万円以下だった
ものが30万円以下になったり、また、基礎点数
ですけれども、11月30日までは2点だったのが6
点だったりというふうな大きな変化がなされて

いると思います。

改めまして、大きく変わった点をポイントだ

けで結構ですので、お聞きしたいということと、

長崎県の現状ですね、ながら運転が、今、罰則

を強化して10日ですので、10日してからの現状
というのは、なかなかむずかしいと思いますが、

もともと、ながら運転はだめだったと思います

ので、長崎県の違反の現状をまずお聞きしたい

と思います。

【松岡交通企画課長】携帯電話の罰則がどのよ

うに変わったかということについてお答えさせ

ていただきたいと思います。

携帯電話の使用等による罰則については、施

行前は、おっしゃるとおり5万円以下の罰金で
ございましたが、12月1日から6月以下の懲役ま
たは10万円以下の罰金に引き上げられており
ます。また、反則金及び違反点数につきまして

は、皆様、よく使う普通車でいいますと、施行

前は反則金が6,000円、違反点数1点であったと
ころ、施行後は反則金が1万8,000円、違反点数
が3点に引き上げられております。
このほか、携帯電話の使用等により具体的な
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交通上の危険を生じさせた場合の罰則について

は、施行前は3月以下の懲役または5万円以下の
罰金であったところ、施行後は1年以下の懲役
または30万円以下の罰金に引き上げられてお
ります。また、違反点数が2点から6点という点
数に引き上げられたほか、これまで交通反則切

符で処理していましたものが、交通反則切符で

処理できないようになっております。

【植木交通指導課長】携帯違反の取り締まりの

現状ということでご質問がありましたので、お

答えいたします。

まず、今年10月末現在の件数ですが、1万
3,239件ということで、残念ながら、今年は前年
に比べまして2,288件と減少しております。過去
3年を一応ご報告しますと、平成30年が1万
8,784件、平成29年が1万8,387件、平成28年が1
万9,539件です。
この間、長崎新聞に掲載された記事について、

うちの方から資料を提供しているんですけど、

長崎県自体が携帯電話の全体の取り締まりに占

める割合が高いというところがありまして、全

体に占める割合は、今年10月末現在の数でも
18.7％という数字ですけど、全国の平均では大
体14％ぐらいで、もともとちょっと高かったと
いう状況です。

委員が言われましたとおり、12月1日から厳
罰化されました。これにつきましても暫定の数

字で各署に電話して確認しました。12月1日か
ら7日までの7日間で72件ございました。通常、
さっきの1万3,239件を1日で割りますと大体44
件が1日の数になるんですけど、それからすれ
ば、厳罰化された後、1日平均10件ぐらいとい
うことで、要因は一概には言えませんが、罰則

強化されたことも減少の要因になっているので

はないかと、今のところ、思われます。

【下条委員】 ありがとうございます。今、お話

をお聞きしましても、罰則の強化というところ

は何らかの影響があるんじゃないかということ

ですね。

今さらながらですけれども、ご質問の中に多

いのが、今回初めてこれが禁止になったわけじ

ゃないんですけれども、こういう場合に反則に

なりますかとか、だめですかとか、携帯を持っ

ててナビのように使ってもだめですかとか、こ

ういうかなり基本的なところでのご質問が多く

見受けられました。

ですので、現状、罰則が強化されまして、皆

様も注意をしている状況ですので、この内容も

含めて改めて周知活動を行っていただきたいと

思っております。あおり運転も非常に危険です

けれども、ながら運転も全く前方不注意、見て

ない状況での運転になりますので、これを機会

に周知活動を行っていただきたいと思っている

んですけれども、このような周知活動について

現状どのようにされているか、お尋ねをいたし

ます。

【松岡交通企画課長】現在、県民に対しまして

どのような周知を行っているかということでお

答えしたいと思います。

改正道路交通法が本年12月1日に施行される
のを受けて、県警では継続的な交通指導取り締

まりや、免許更新時における講習や交通安全教

育のほか、先ほどもお話にありましたが、ラジ

オやテレビ、マスメディアを活用した広報や、

警察、市町の機関誌を活用した広報、街頭キャ

ンペーン等による広報、チラシの配布による広

報等、あらゆる機会を通じまして、現在、携帯

電話使用等の厳罰化や車両運転中における携帯

電話の使用の危険性の周知を図っているところ

であります。
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今後も、あらゆる機会を通じまして携帯電話

使用等の危険性について広報啓発を効果的かつ

効率的、継続的に実施していこうと考えており

ます。

【下条委員】ありがとうございます。この機会

をしっかり周知活動につなげて、安心・安全な

交通を保っていただきたいと思っております。

最後になりますけれども、私も資料を読ませ

ていただきまして、端的に申し上げると、自転

車のながら運転ですね、これも現状であったり、

もしくは周知活動であったり、厳罰化になるの

かということをお聞きしたいと思っております。

今朝、テレビを見ておりましたら、大分市で

死亡事故だったんですけれども、非常に悲惨な

事故がありまして、テレビで見た情報ですが、

高校生が夜間ライトをつけずに、細かいところ

はまだ私もわかっていませんが、接触事故を起

こして女性の方が亡くなったということが報道

されていました。自転車というのも、ものすご

く重大事故につながることになると思います。

また、学生が乗る機会が多くなります。学生が

全てというわけじゃないんですけれども、ゲー

ムをしたり、そういったことがよく見受けられ

ますので、自転車については、どのように取り

締まられているといいますか、活動されている

のか、最後にお聞きしたいと思います。

【中島(浩)委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１０時４９分 休憩 ―

― 午前１０時５０分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

【植木交通指導課長】自転車の違反ということ

でご質問がありました。携帯電話の違反という

ことで自転車の検挙はないんですが、無灯火と

か、二人乗りとか、信号無視とか、一時停止、

そのような違反はあります。ただ、長崎県では

検挙はございませんで、取り締まりじゃなくて

指導警告を令和元年10月末で77件、実施してお
ります。昨年、平成30年が56件、平成29年が77
件、平成28年が63件という状況で、長崎県は自
転車事故は他県と比べても少ない状況ですが、

今のところ、そういうことで検挙は今年はない

状況でございます。

【下条委員】ありがとうございます。自転車の

取り締まりといいますか、いろんな啓蒙活動も

されていると思いますけれども、ながら運転も、

見ていまして片手に持って危ないなということ

も見受けられたりしたので、これを機会にぜひ

活動をしていただきたいと要望をして終わりた

いと思います。

ありがとうございました。

【中島(浩)委員長】ほかにございますでしょう

か。

【松本委員】まず、先ほど下条委員から話があ

りました、ながら運転のことで、私もいろんな

方から、ナビはだめなのかとか、食べたりする

のはだめなのかとか、なんで携帯だけなのか等、

いろいろ質問を受けたんですけれども、やっぱ

り大事になるところの一番は、なんで3倍に罰
則強化されたのかということが大事だと思いま

す。恐らく交通事故の原因で一番大きいのに、

ながら運転が関連しているのではないかと思う

んですが、長崎県内で発生している交通事故の

原因の上位についてお尋ねをいたします。

【松岡交通企画課長】 長崎県におきましては、

人身事故につきまして、やはり安全運転義務違

反、いわゆる脇見、ぼんやりとか、そういうの

が一番多くを占めております。

なお、携帯電話が今回法改正になりました理

由の一つに、全国的に過去5年間の携帯電話に



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１０日）

- 15 -

よる人傷事故が全国的に1.4倍に増えておりま
す。長崎県においては、同じ期間で比較します

と約1.1倍という形で事故が増えているという
こと。それとプラスアルファ、死亡事故も毎年、

全国的に発生していること。長崎県におきまし

ても、長崎市内において女神大橋のところで携

帯を見ていて死亡事故も発生しているという状

況から、携帯電話は重傷事故を招くということ

で危険ですよということから、今回の法改正に

なってきたものと承知しております。

したがいまして、どれがだめかというよりも、

まず携帯電話を保持して使ったりカーナビを見

るのはだめですよということを我々は周知を図

っているところでありまして、それはやっぱり

やめてくださいよという形で今後とも周知を図

っていこうと思っております。

【松本委員】そこの一番大事なところは、前方

不注意が一番大きな事故の原因になるんですよ

ということを広く県民の方に強く告知をする。

例えば、試験場で見ましたが、1秒目をそらし
ただけで車は何メートルも進むと。だから、下

をちょっと見ただけで大きく前方不注意になっ

て、先ほどの議案の件もそうでしたね、たった

数秒のことで大きな玉突き事故になってしまう。

だから、やはり携帯電話が鳴っていると仕事で

どうしてもとらなきゃいけない。だけど、それ

をちょっとならいいかと思ってとってしまった

ことが大事故につながるという県民の意識とい

うか、その啓発を、罰則が強化されるからだめ

だではなくて、これを守ることによって交通事

故が減るんです、あなたの身の安全が守られる

んですということを広く伝えて、そしたらやっ

ぱりしない方がいいんだなと。ハンズフリーに

するとか、そういった対策もそれぞれあるわけ

ですから、やっぱりメールとか、そういうもの

も重要なメールが職場からあったとしても、一

回止まって見るとか、そういうところもわかっ

てはいるけれども、やっぱり仕事をしていてど

うしてもということがないように告知を、そし

て、これが罰則強化されて実際に件数も減って

いるわけですから、そこは成果というか、抑止

になっているということも広く伝えていただき

たいと思います。

もう一つは、先月、大阪で住吉区の小学6年
生の女児がＳＮＳで知り合った方に誘拐をされ

て栃木県で保護されるという衝撃的な事件がご

ざいました。その後、たまたま先月29日に県庁
で「青少年のインターネット利用環境づくりフ

ォーラム」が開催されまして、その翌日の11月
30日の長崎新聞に掲載されておった記事がす
ごく印象に残りました。

長崎県内で子どものＳＮＳ被害が、なんと5
年間で100人いるという報道がされております。
特に､2014年は35人ということで、県内で公立
学校の児童生徒の携帯電話の利用状況は、小学

6年生で47.9％、中学3年生で59.8％、高校3年
生で94.7％という、子どもたちが携帯電話を持
つのが当たり前の時代になった中で、大阪の事

件で衝撃だったのは、ＳＮＳで知り合った、全

く顔も名前も知らない人についていってしまっ

たということが、通常の誘拐と違って、無理や

り誘拐されたわけじゃないということで、これ

は県内の子どもたちにも、実際、5年間で100人
が被害に遭っているということであれば、非常

に不安を感じるところでございます。

そちらに対して県警としては、やはり目に見

えないところでございます、ＳＮＳを子どもが

プライベートで使うわけですから。どういった

対策をとっていらっしゃるのか、お尋ねをいた

します。
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【田川少年課長】 携帯電話につきましては、

10年前を振り返ってみますと、ガラケーという
普通の携帯電話が主流だったんですけれども、

最近に至りましてはスマートフォンが主流とな

ってきておりまして、子どもから大人まで所持

している。高校3年生につきましては、委員お
っしゃったとおり、ほぼ90％以上の、ほとんど
みんなの生徒が持っているという状況にありま

す。

また、携帯電話を持たない子ども、児童につ

きましても、親御さんがスマートフォンを買い

換えて残るというふうになると、家の中でＷｉ

－Ｆｉを使って動画を見ることができたりとか、

ＳＮＳをすることができたり、ツイッターをす

ることができます。あるいは家の中ではなくて

も、近くのコンビニに行くとフリーＷｉ－Ｆｉ

というものがありますので、こういったものを

使って非常に外部との連絡とか外部の情報など

を取り入れることができるという状況に今ある

というふうに思っています。

本県におきましても、ＳＮＳを発端とした児

童の犯罪被害というものにつきましては、昨年

までの5年間に、ちょうど100人被害に遭ってお
りまして、これが多いと見るか、少ないと見る

か、私は多いというふうに考えております。本

年につきましては、既に11人の児童がこういっ
たＳＮＳに起因した被害に遭っているという現

状にありまして、昨年以上に増加しているとい

うことを感じているところであります。

大阪であった誘拐事件でありますけれども、

これは報道でも流れたわけでありますけれども、

本県におきましても、平成29年と平成30年に中
学生の子どもが誘拐される事案がございました。

これにつきましては無事に保護して、犯人につ

きましても検挙したところでありますけれども、

内容につきましては、大阪と同じようなＳＮＳ

を発端とした状況というところでございます。

児童生徒に対しましては、警察官とか少年補

導員とかスクールサポーターという職員がいま

すけれども、小学校、中学校、高校から、それ

ぞれ警察職員に対しまして、非行防止教室をや

ってくれないかというふうな依頼がございます

ので、こういった非行防止教室におきまして、

被害の具体的な実情を説明したり、あるいはイ

ンターネットは危険性があるというふうなこと

を説明しております。

私たちが考えているのは、子どもにいくら、

これはだめだよというふうに話しても、なかな

かぴんとこない子どもさんがいますので、保護

者会なんかがある場合には、親御さんに対しま

しても、こういった実態とかインターネットの

危険性というものを実例を示しながら説明をし

て、家庭の中において被害に遭わないように、

あるいは学校においても被害に遭わないように

というふうな啓蒙活動をやっているところでご

ざいます。

【松本委員】 今、答弁にあったのが、昨年、佐

世保で中学1年生の女の子が誘拐されている、
一昨年も佐世保市内で男子中学生が誘拐され、

同じように大阪まで連れ去られております。な

んでこんなに簡単に誘拐されるのかと聞けば、

ラインというのは友達同士だけで友達の連絡ツ

ールとして使っているけど、ツイッターという

のは世界中の人が見ることができ、しかも実名

じゃない。そしたらメッセージが入ってきて、

安易に、ゲームでの情報とかも入った中で連れ

ていかれてしまうということは非常に危険だな

というふうに感じるんですが、実際、警察でそ

ういう講習をしていただいたとしても、ほかの

業務もありますから、県内の全ての小中学生、
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高校生に講習をすることは物理的に不可能だと

思うんですね。

そういう中で、しかし、携帯を取り上げるわ

けにもいかないし、私も中1の娘がいて、携帯
を安全のために持たせているんですが、そうい

った方々に対して、県警だけじゃなくて、それ

はもうＰＴＡだったり、健全協だったり、地域

を挙げて親の意識も変えなきゃいけない。そう

いった取組を警察から促していって、ツイッタ

ーとかそういった事件があって危ないんだよと

いうことを、親からも、学校からも、警察から

も伝えて子どもたちに認知をしてもらう。自分

も被害に遭うかもしれないということを警察か

らもっと積極的に、全庁的にやるべきだと思う

んですが、そちらに対してはどのようにお考え

でしょうか。

【田川少年課長】 今お話がありましたとおり、

警察の役割としては、こういったＳＮＳを利用

して使っている犯人を検挙するという大きな役

割がありますので、これにつきましてもしっか

り尽力していきたいと思っております。

そういった少年たちに対して、被害の状況と

か、非行防止教室などで各学校で活躍している

少年補導職員とかスクールサポーターという職

員がいますので、犯罪の新たな手口というのが

次から次にあらわれてくると思います。これに

ついては毎日というか、毎月のように新たな手

口みたいなものが発生してくると思いますので、

そういった新しい情報を関係者、教育庁、ある

いは保護者、学校関係者、子どもとかかわりの

ある皆さんに情報発信をしていきたいというふ

うに思っております。

【川崎委員】あおり運転についてお尋ねいたし

ます。

前回の議会でもお聞きしまして、長崎県でも

平成30年が50件、いわゆるあおり運転と言われ
るものが認められたという話でございました。

非常に危険な状況から厳罰化を求める声は多分

にあったかと思いますが、最近、そういう法制

化も、新たにあおり運転という定義を明確にし

て厳罰化を図るという報道があります。

実際、この法制化に向けた今の進捗について

いかがでしょうか、お尋ねいたします。

【松岡交通企画課長】あおり運転に関する検討

状況でございますが、これは国の方でやってお

りますので、昨日の段階で国の方からきました

ので、あくまでも現時点での見解という形でご

理解していただいて、ご説明させていただきた

いと思います。

検討で、方針的には、いわゆるあおり運転厳

罰化のための道路交通法の改正の検討を早急に

進めているという現状でございます。その中で

要検討項目として、既存の違反との関係性を整

理の上、いわゆるあおり運転の実態に即し、実

効的な取り締まりができる規定の検討を現在進

めています、というような状況ではなかろうか

と思っております。

【川崎委員】そうしますと、既に警察庁の方で

は具体的に法整備に向けて検討がなされている

という状況ですね。スケジュール感的なところ

までは、まだ明確にはわからないんでしょうか。

【松岡交通企画課長】スケジュール等について

は、我々も把握しておりませんので、この場で

お答えすることは控えさせていただきたいと思

います。

【川崎委員】速やかに法を整備されることを求

めたいと思います。

この厳罰化に関する動きを報道で知ったのは、

つい最近の話であり、今、交通企画課長にも進

捗状況について確認をさせていただきました。
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今議会に公明党会派から、「あおり運転に対

する厳罰化とさらなる対策の強化を求める意見

書（案）」を提出させていただいておりますが、

これは速やかに法整備の検討を進めていただき

たい旨の内容でございまして、今確認をしまし

たら、既に着手されているということでござい

ましたので、今回、この意見書については取り

下げをさせていただいて、速やかに法整備がさ

れるように臨んでいきたいと思いますので、委

員長の方でお取り計らいいただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

次に、交通事故の処理についてお尋ねをいた

します。

一般論でいいんですが、死傷者が発生するよ

うな交通事故が起きた場合に、どのような手順

で事故処理がなされるんでしょうか、お尋ねい

たします。

【植木交通指導課長】委員から質問のあった事

故処理の手順ということに回答させていただき

ます。

一般的な事故処理の手順といたしましては、

110番通報がされまして、それを認知しますと、
警察官が現場に臨場いたします。その際には、

負傷者の有無、あるいは車が動くかどうか、救

急車が要るか、あるいはレッカー車が要るか、

その辺を確認します。そして、現場に赴きまし

て、まず、負傷者の救護が最優先となります。

そして、救護いたしまして、その後、運転手、

あるいは目撃者、参考人がおりますので、まず

運転手、被疑者を特定、あるいは参考人、目撃

者を確保いたしまして、現場保存しまして、交

通規制を実施するかを判断します。

普通の一般道であれば通行止めする必要もな

いような、車を動かせれば、よけて片側通行と

か、そういう場合もありますし、場合によって

は全体を規制してしまうような場合もございま

す。それに乗じて今度は実況見分、捜査ですね。

これは自動車運転過失致死傷罪とか、危険運転

とか、いろんな犯罪となりますので、この事件

捜査をするための実況見分等を現場で行います。

【川崎委員】ありがとうございました。負傷者

の救出等は、恐らく救急車が来て、消防局の方

でやられると思いますが、行政機関が異なった

場合に、全体を指揮する方がいらっしゃって処

理をなさるんでしょうか。

【植木交通指導課長】現場におきまして、消防

と警察ということで機関は違いますけど、まず、

先に行った方が、救護を先に実施しますので、

どちらが指揮をするというのはございません。

まず、救護を優先して、警察が先に行けば警察

が救護して、救急隊の方に渡すというような、

救急隊の方が先に来られる場合もあるかもしれ

ませんけど、指揮系統が決まっているというこ

とはございません。

【川崎委員】事故処理については確認いたしま

した。

個別の事故のことで大変恐縮ですが、10月15
日に川平有料道路で死者が発生する痛ましい事

故が起きてしまいまして、改めてご冥福をお祈

りいたしますが、この時に川平有料道路のトン

ネルの中ということもありました。朝の時間帯

ということもありました。これは事前に伺いま

したけど、早朝に発生した事故で交通規制を解

除するのにお昼ぐらいまでかかっているという

こと。つまり朝の通勤ラッシュの時間帯に重な

ってしまったんですね。そういったことから有

料道路を利用できないということから、一般道

に行く車が重なりまして、いわゆる大渋滞が発

生したということがありました。

重大な事故なので慎重に実況見分をやってい
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ただくことは、至極当たり前という認識のもと

でお尋ねをいたしますけれども、有料道路を完

全に遮断すると、どういったことが起こるかと

いうことを推測するのは、そう難しくない話だ

と思うんです。

そういった中において、個別具体的で恐縮で

すが、発生した時間、そして終了した時間、今

おっしゃられた負傷者救出、運転者の保護とい

いますか、被疑者の保護、確保といいますか、

そういった行程、そして交通規制が必要かどう

かの判断、さらに実況見分、そして終了、これ

は具体的におのおのどの程度時間を要したかと

いうことを説明いただきたいと思います。

【植木交通指導課長】女の都トンネルでの事故

につきましては、事故の形態といたしまして、

10トン車のトラックと普通乗用車の正面衝突
事故でございました。片一方の普通車の方が亡

くなられたというトンネル内での事故です。

午前5時31分頃、事故が発生しております。
110番が32分頃にされて、43分頃、警察官が現
場に到着しております。51分頃に、これは全面
通行止めの必要があるということで、車も大破

しておりまして、部品等は50メートル先まで飛
び散った状態で、オイル等も散乱しておりまし

たので、そのような状態で通行止めを開始して

おります。中に入っていた車は反対の方に帰し

ております。

その後、午前6時12分頃、消防隊はもう来て
おりますので、車から脱出できないような、閉

じ込められた状態でしたので、レスキューの方

が車を開いて出しております。それが12分頃ぐ
らいで、後、消防の方が救急車を移動させて救

命措置をとられて、後、病院とかを手配されま

して、21分ぐらいに搬送して行かれております。
その後、実況見分とか捜査を、運転手さんの

お話を聞いたり、現場の痕跡を探したりしてお

りますが、午前9時50分に、10トン車のトラッ
クの方のレッカー車が来まして、ある程度捜査

も終わりましたので、トラックを搬送しており

ます。その後、普通車につきましては、午前10
時50分ごろに搬送しております。普通車は大破
しておりまして、部品等が飛び散っておった状

況でオイル等が、こっちの方が漏れておったん

ですけど、そのような状況です。

車がある状態で現場保存して見分した後、今

度、車をどけて、きれいにした状態で痕跡を確

認して、その実況見分を終えたのが午前11時17
分頃になります。

そして、今度は道路管理者、県の公社ですけ

ど、こちらが道路の安全を確認して車を通さな

ければいけませんので、これはオイルとかあり

ますし、いろんなものが飛び散っておりますの

で、この確認をしていただきまして、午前11時
30分に全面通行止めを解除しております。
【川崎委員】 詳しくありがとうございました。

発生して負傷者の搬送が開始されて、いわゆる

病院等にお届けをするのが約50分後ぐらい、そ
の後にトラックの搬送、つまりトラックを移動

させたのが午前9時50分と言われましたので、
恐らくここに3時間30分かかってあると思いま
す。その1時間後に普通車を移動させた。つま
り負傷者を搬送し、車が置いてある状況で実況

見分を3時間30分行ったということですか。
【植木交通指導課長】確かに、この時はトラッ

クのレッカー車も、トラックの方は福岡の業者

でしたので、福岡の業者の方が、10トン車を運
ぶレッカー車をということでちょっと時間を要

しております。あと、普通車につきましては、

トラックをどけてから動かすということで、そ

の後、普通車のレッカー車が来ております。現
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場は、決してレッカー車を待っておって何もし

てないという状況はございません。必要な捜査

をその間も実施しておる状況です。

【川崎委員】決してそういった指摘をしている

わけじゃなくて、3時間30分、皆さん、一生懸
命されているので、時間がかかっても、それは

やむなしとは思うんですが、例えば、トラック

を牽引するレッカー車を福岡の業者さんが手配

すると。トラックの業者さんだから、簡単にす

ぐつかまえるのかもわかりませんが、普通車の

搬送なんていうのは、誰が手配するのかという

話ですね。亡くなったわけですし、普通車は、

誰がレッカー車を手配したんですか。

【植木交通指導課長】この時は亡くなられてお

りましたので、家族の方が判明するまでちょっ

と時間がかかっております。そして、家族の方

に確認して、警察の方で手配してもらえないで

しょうかということで、最終的にはこちらの方

で手配しております。

【川崎委員】そこのところをぜひ工夫をしてい

ただきたい。3時間30分、一生懸命、実況見分
をされていることを否定する話ではありません

ので。トラックの方はきちんと応対できるよう

な状況だったので会社を通じて手配をされたの

かもわかりませんが、一方、普通車の方はご家

族、最終的には警察が手配をされたということ

から考えて、こういう状況の時に家族の人を、

失意の中にある家族の方に、レッカー車を手配

せんといかんですよと、おたくがというのは、

非常に酷な話だと思うんです。確かに、行政機

関がどこかの会社に直接云々というのは公平性

を欠くということがあるのかもわかりませんが、

ここはぜひ工夫をすべきところじゃないかなと

思うんです。現実問題ですね、レッカー車なん

て、普通、なかなかお付き合いないですよ、一

般の方は。そう考えていくと、どこに電話すれ

ばいいんですかから恐らく始まる。しかも、家

族はもう動転されている。そういった状況の中

において、ちょっと対応が逆に冷た過ぎるんじ

ゃないかなと思うんです。

そういったところから、こういうレッカー車

の手配といったことが迅速に、そして、皆様の

実況見分がより前倒して、詳しくやっているこ

とを否定はしてないです、何度も言いますが。

それが少しでも時短といいますか、圧縮できる

ような、そういったことについて工夫をぜひや

ってほしいと思うんですね。レッカー車の手配

についての見直しをぜひ検討していただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。

【植木交通指導課長】今回も連絡がとれなかっ

たということで、こちらでとっておりますけど、

通常は保険に入られていますので、保険の中に

レッカーの方も連絡するようになっていて、無

料になったり、ロードサービスとか無料なとこ

ろもあるんですけど、結局、それを依頼するの

は、支払いをするのは、その当事者になります

ので、その辺はトラブルがないように当事者に

お願いしてはおるんですけど、手配できないこ

とがわかれば、それはもう言われるとおり、早

め早めにやっていきたいと思います。

特殊な、大型とか、なかなかレッカー業者も

少ないところがございますので、この辺につい

ては本部の方でも資料をつくってみて、各署に

も、こういうことでありますよということで示

して、レッカー、そういう作業が少しでも早め

早めになるように取り組んでいきたいと思って

おります。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんでしょ
うか。

【小林委員】関連をいたしますけれども、改正
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道路交通法が12月1日から施行されたと大きく
報道されております。下条委員とか松本委員か

らご質問がありましたので、内容をよく把握す

ることができたわけであります。

ここで一つ申し上げておきたいことは、要す

るに、そういう罰則の厳罰化を図るということ。

この厳罰化ということは、聞きようによれば、

何もそこまではとかいうような、そういうたぐ

いの人もひょっとしたらおるかもしれんが、や

っぱり厳罰化することによって根絶する一つの

契機、こういうような形につながっていくとい

うことが一番の大きな目的ではなかろうかと、

こう考えているわけであります。今回も、なが

ら運転とか、あおり運転というのが非常に大き

な社会問題になっている。大きな社会問題にな

るに足るだけの悪しき前例がたくさんあるわけ

でありまして、こういうのをテレビで朝のいい

時間帯に放映してくれるとか、あるいは昼間、

夕方、各局はいい時間帯で世間に内容を知らせ

てくれる、あるいはこうやって新聞で報道して

いただける、こういうようなことでお互いの関

心が高まってくる。高まることによって、なん

でこんな軽罰でいいのかということになってき

て、こういう罰則が厳罰化される。その目的は、

あくまでも根絶をするという方向の中で、これ

をよりよき方向に向かわしめなければいかんと、

こういうことをきちんと我々は意識の中に置か

なくちゃいかんと思うわけです。

それで、例えば、道路交通法でいうならば、

飲酒運転がかなり大きな話題を呼び起こしてお

った。また、いろいろそこからくる被害が、死

亡事件を初めとしてたくさんあったわけであり

ますが、これもやっぱり罰則を厳罰化したこと

によって、これが一つのよい事例となって、相

当な根絶に近い形の中で、飲酒運転は今もなお

問題であることは間違いないが、件数からして

みれば、相当全国レベルでは、やっぱり死亡事

故、死亡につながるような案件はちょっとトー

ンダウンしていると。だから、それと同じよう

に、今回のこういう事例の厳罰化というのは、

極めて大事なことであると私は思います。

そういう意識の中で、こういう厳罰化によっ

て根絶をするということにつなげていくような

意識を我々は持たなきゃいかん。もう飲酒運転

なんかというのは、飲むだけじゃなくて、飲ま

せた方にもそれだけの罰則が課せられるという

ことでもありますので、そういう社会の目が高

まり、関心が高まり、厳しくなるということに

よって根絶につながると、こういうことを期待

しておきたいと思いますので、しっかりお願い

を申し上げたいと、こういうふうに思うわけで

あります。

それから、新聞で私も見たわけでございます

が、長崎新聞あたりのトップで、道路交通法の

改正に伴って、ながら運転に関する記事が報道

されておりました。

例えば、先ほどから課長さんたちから答弁が

あっておりますけれども、長崎県のながら運転

の件数は、全国の平均をかなり上回っているの

ではないかと。例えば、全体の事故の件数から、

その14％ぐらいが全国の平均にもかかわらず、
長崎県の場合は18％を超えているというよう
なことが指摘をされておりました。その情報は

県警当局から出されているものと思いますけれ

ども、こういう背景というか、こういう要因と

いうか、なんでそうやって全国平均から長崎県

が、ながら運転的なものが上回らなければなら

ないのかと。学校教育がよくないのか、家庭教

育がよくないのか、あるいは地域の指導がよく

ないのか、いろんな要因があるだろうと思いま
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すが、この辺のところはどういうふうに、何か

分析というか、その要因をお考えになっている

かどうか、ちょっとお尋ねをしたいと思います。

【中島(浩)委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午前 １１時２６分 休憩 ―

― 午前 １１時２７分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

【植木交通指導課長】委員からのご質問につい

てお答えします。

先ほどの18％というのは、携帯違反のパーセ
ントでございます。長崎県が高いのは、先ほど

もありましたとおり、安全運転義務違反の事故

率が高いということで、いわゆるながら運転に

なります。こういう違反を防止するためという

のもありまして携帯の違反に取り組んだのもあ

りまして、全国よりもやや高いのではないかと

思っております。

【小林委員】その要因が、しっかりとした取り

締まり、そういう指導をやっていただいている

というようなことの結果が、そういう18％を超
えるような一つの比率になっているというよう

なことで、そういう意味では実際、件数が多い

ということのみならず、それをちゃんと指導し

ているというようなことで、よい意味で受け止

めなければならないかと思います。この件数の

パーセンテージを今言ったような状況の中で、

この全国平均をきちんとした取り締まりの中で、

それが下がるようにお願いをし、また、世間の

期待に応えていただきたいと考えますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。

それから、もう1件気になることは、罰則の
厳罰化の中において懲役刑というのがかなりウ

ェートを上げるのではないかと思いますけれど

も、3カ月以下とか、6カ月以下とか、これが今

度は1年ですか、そのくらいに上がっているわ
けです。懲役刑が施行されるというか、そうい

うことにつながるということは、違反を何回か

繰り返すというか、常習犯というか、反省の色

がないというか、そういうところに対する警鐘

だろうと私は思います。

この懲役刑に値するというような、そういう

繰り返す案件については、これは裁判で決める

のか、どこで決めるのかよくわかりませんが、

例えば、懲役刑になるということは、どういう

ときに可能性として高いのか、そこについてお

尋ねをしたいと思います。

【松岡交通企画課長】委員のご質問に関しまし

て、個々具体的な事案になってくるのは控えさ

せていただきたいと思いますけれども、今回の

場合、交通上の危険を生じた場合の罰則として

1年以下の懲役又は30万以下の罰金が指定され
ております。その中で、現時点で例えばになり

ますけれども、一般論で言えば、交通事故を起

こし、人をけがさせた、これは明らかに危険な

場合と認定ができるのではないかと我々は考え

ておりますが、ここは今後積み重ねながら具体

的にやっていきたいと考えております。

【小林委員】 わかりました。要するに、ながら

運転をしながら大きな事故につながった場合は

懲役刑だというようなことが考えられるのでは

ないかということでございますから、しっかり

受け止めておきたいと思います。

先ほど言ったように、関心の高まりは私自身

にも、今朝も遅れるからとかなんとかというて

ね、うちのドライバーをしてくれる事務所の者

が運転しながら電話しようと思ったけれども、

私は止める側に回ったんですね、今日はほめら

れてもいいかと思いますが。「おまえ、こんな

ことしたらながら運転で大変なお叱りを受ける
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し、俺の立場がないからいいよ、俺が電話する

から」というようなことで、やっぱりそこに大

きな歯止めになっているわけですよ。厳罰化、

そして、そういう罰則化が広く、きちんと伝わ

るということがとても大事なことだということ

を重ねてお願いをしておきたいと思います。

それから、ちょっと話は変わりますけれども、

児童虐待というのが、これもまた過去と違って

大きな話題になっているのではないかと思いま

す。我が子でありながら、あるいは我が子でな

い場合もあるかもしれないけれども、そういう

健気な子どもたちに対して暴力行為を繰り返す

というような非人間的な行為が、これも非常に

大きな話題を集めているところでございます。

これは新聞報道でありましたが、長崎県と児

童相談所と県警と、この3者で虐待に対すると
ころの応対訓練をなされたというような記事を

読ませていただいたところでございます。

今言うように、虐待に対しては、これまた根

絶してもらうような罰則強化や、その他の取組

をお願いしたいところでございますが、今回の

いわゆる対応の訓練ということについては、よ

くよくあっていることなのか、初めてのことな

のか。私は、初めてこういう記事に触れたわけ

でございますけども、今、長崎県にどのくらい

の、例えば、県警、あるいは長崎県全体でこの

虐待に対するところの通報というのがどのくら

いの件数になっているのか、当局としてご存じ

かどうか、まずお尋ねしたいと思います。

【田川少年課長】児童虐待の認知につきまして

は、警察側といたしましては、110番などで児
童虐待というふうに認知することもありますし、

市や町の担当課が先に把握することもあります。

あるいは「189（いちはやく）」という番号が
最近よく広報されております。児童相談所への

110番みたいなところですが、そこへの通報に
より児童相談所が児童虐待を認知する場合もあ

ります。

これはあくまで警察の統計ですが、昨年の警

察の児童虐待の認知件数につきましては296件、
そして、人数につきましては404人ということ
でございまして、今年の10月末現在で350件、
376人ということで、人数は若干低いんですけ
れども、認知件数としましては、昨年と比べて

増加している状況でありますので、警察として

も重要視して取り組んでいるところでございま

す。

児童相談所との訓練ということでありますけ

れども、これにつきましては児童虐待に対する

世間一般、国民の認識が非常に高まっていると

いうことと、あと、しつけと虐待の狭間が明確

でないというふうなところがあって、実は、し

つけと思っていても、虐待であったという場合

もございます。

そういった虐待に対して子どもを守るという

意味も踏まえまして、関係機関が家庭に入り込

んで子どもを保護する、あるいは親を支えると

いうふうな活動をしております。

訓練についてでございますけれども、児童虐

待などの通報があった場合に、子どもの安全が

確認できない場合につきましては、児童相談所

が主体となりまして、立入調査、あるいは強制

的に家庭に入る臨検という、任意と強制という

2つの種類がございます。事案的には少ないわ
けでございますけれども、しかし、実情を見ま

して、こういった事案がいつあるかもしれない

ということで、日頃の関係機関の連携というの

が非常に大切だと思っております。

そこで、平成27年から県と児童相談所、そし
て警察とが連携いたしまして、そういった子ど



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１０日）

- 24 -

もを安全に保護するというふうな訓練を定期的

に年に1回行っているところでございます。本
年につきましても、10月に佐世保と長崎でそれ
ぞれ訓練をしまして、お互いの連携のあり方に

ついて確認をとったところでございます。

【小林委員】今の内容はよくわかりました。こ

ういう認知件数が増えてきているんだと、対象

人数は少なくなったかもしれないがというよう

なことでございます。今のようなご答弁で、し

っかり把握されておりまして、問題意識を非常

に高く持っていただいているということ、大変

ありがたいという気持ちでございます。

やっぱりなんだかんだ言っても、県民のより

どころは警察本部、あるいは最寄りの警察です。

また、地域の安全は派出所とか交番の皆様方、

こういう方々が枕を高くして眠れるような、毎

日の生活を非常にバックアップしていただいて

いる、こういう感じがいたしております。

今言うように、子どもを保護するとか、安全

とか、そのことだけでも大変な言葉ではないか

と思いますが、お互いの家族関係においても、

やはり頼るべきについては警察ご当局のご指導

というようなことを当てにしていると思うんで

す。

もちろん、この案件については、いみじくも

ご指摘があったように、これが躾なのか、虐待

なのかと。その家庭におけるところの躾、それ

と世間でいうところの虐待、その狭間がなかな

か難しいところではあろうかと思いますが、や

はり躾も過剰になってまいりますと今日のよう

な虐待になってきて、その間における行政指導

的な、あるいは家族と当局の方々が触れ合うと

いうことがとても大事であって、これは子ども

を守ると同時に、親もしっかり指導していかな

ければいかんと、こういうようなことの両面か

ら考えられるところではないかと思います。

それで、平成27年からこういう連携プレーの
中で対応の訓練をなされていると。対応の訓練

の成果というか、こういうことに今まで気づか

なかったことについて、こういうことがよくわ

かったとか、平成27年から行われて3～4年にな
るけれども、その成果はいかにというところで

ございますが、どうですか、平成27年からおや
りになって、3者プレイの中において、県警で
手が届かないところ、児童相談所でなければな

らないところ、あるいは学校でなければならな

いところとか、そういういろんな問題があるだ

ろうと思いますが、訓練をすることによってど

ういう成果が出ているか、最後にお尋ねをして

おきたいと思います。

【中島(浩)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前 １１時４０分 休憩 ―

― 午前 １１時４０分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

【田尻生活安全部長】 今、委員お話のとおり、

子どもの虐待事案というのは、警察だけじゃな

くて、いろんな関係機関が連携してやらないと、

なかなか成果が上がらないところでございます。

平成27年から関係機関と訓練等を通して情
報の共有とか連携を図っております。正確な数

字は、今、手持ちはありませんが、実感として

は、関係機関からの通報、あるいは大事に至ら

ないための情報交換というのがかなり増えてき

たなというのが私の実感でございます。子ども

の虐待というのは、本当に痛ましいものでござ

います。子どもの健全な成長は、長崎県あるい

は日本国民の願いだと思っております。ここに

対して当然警察はその責務を負っていると思い

ます。
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今後も、県警においても、体制面あるいは人

材面も含めて検討してまいりたいと思っており

ます。

【小林委員】ただいま生活安全部長からご答弁

があったように、我々が県警に寄せるところの

中で、こうやって皆様方、いろいろな部局があ

り、また、担当課長の皆さん方が第一線で頑張

っていただいていると。やっぱりなんだかんだ

言っても、暮らし、生活を支える、無事に過ご

すことができると。昔はなかったような事件が

現実に起こるというような、何が起こってもお

かしくないというような、そんな社会はいかが

なものかと思うけれども、やっぱりそれをきち

んと法律で縛るというようなことは、お互いが

安全に暮らす上においては一番大事なことであ

ると。そこに県警の皆さん方の大きな役割があ

るのではないかと、こういうふうに考えており

ます。

皆様方もいろいろ大変でございますが、これ

から特に年末でございまして、そういう意味か

らいいましても、お互いに引き締まるところの

時期ではないかと思います。より一層、県民の

皆様方の幸せのために大いにご奮闘いただくこ

とを心からお願いをして、終わりたいと思いま

す。ありがとうございました。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんでしょ
うか。

【深堀委員】 幾つかお尋ねをします。

まず初めに、令和2年度免許事務運用案とい
うことについてお尋ねをしたいと思います。

事前にこういう説明資料をいただいて説明を

受けております。今回の改定で本土地区におけ

る違反・初回講習は、試験場及び長崎運転免許

センターのみで行うというのが基本的な柱であ

りますけれども、その中でまずお伺いしたいの

は、この見直しを行う目的、何のためにこれを

行うのかという目的をまず教えていただきたい

と思います。

【黒﨑運転免許管理課長】委員ご指摘の集約化

の目的につきましては、一つは窓口職員の負担

の軽減でございます。これにつきましては先般

から安全協会自体が労働局あたりのご指摘もあ

ったものですから、その辺の雇用形態等の見直

しをしてくれという安全協会に対する指導があ

ったところについて、謙虚にこちらの体制等を

検討しました結果、講習部門の合理化をするこ

とによって窓口に行く来庁者の数が制限される

ことから、こういった関係で合理化をして、集

約化をして集中化を図った次第でございます。

【深堀委員】窓口職員の方々の負担軽減、いろ

んなご指摘を受けながらと。事前にお話をお伺

いする中で、全国的に見ても、今やっている窓

口というのがものすごく県民にとって利便性が

高い、ほかの県では、もう少し窓口が絞られて

いるという話もお聞きしたんですけれども、そ

のあたりの実態はどうですか。

【黒﨑運転免許管理課長】窓口の集約化につい

ての全国的な傾向でございますが、現在、当県

で行っているようなほとんどの署について、講

習の区分が全て、フルスペックで整っていると

ころについては、全国で4県しかございません。
全国ともに集約化が進んでいる現状にございま

して、集約化をしている全国的な傾向も含めて

今回踏み切ったという形にもなるかと思います。

【深堀委員】 わかりました。目的であり、全国

の状況も踏まえた取組、これは一定理解をして

います。

ただ、そうは言いながらも、今回の見直しを

行うことによって、どうしても今の県民の免許

更新に対する利便性が低下してしまうところが
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あるというふうに思うわけですね。そこが許容

できるか、許容できないかという話ではあるん

ですけれども、今回、いろんな話、説明を聞い

てみると、本土地区を集約化することによって

一番遠い地区、例えば、平戸市であったり、松

浦市であったり、もしくは南島原市であったり、

こういった地区においては、これまで最寄りの

警察署で更新ができていた方が、平戸からわざ

わざ大村まで移動しなければいけないという状

況になるわけです。南島原市の方も大村まで行

かなければいけない。

既に今でもそうやっている人はいるのかもし

れないですけれども、いただいた業務一覧表の

資料の説明の中に、今回、見直されることによ

って今までと違うところに行かなければならな

い人たちは、全更新者のうちの約9％というこ
ともいただいております。ただ、今、私が申し

上げたように一番気になる遠方の地区において、

どれくらいの数の方が、例えば、今まで平戸署

に行っていた方が、どうしても大村まで行かな

ければいけなくなった人の数、同じく松浦市、

南島原市、こういったところにどれくらいの具

体的な数が、これまでの実績から見て、ものす

ごく長く移動しなければいけなくなるのか、そ

の具体的な数字を少し教えていただけませんか。

【黒﨑運転免許管理課長】委員ご指摘の講習区

分の合理化につきましては、試験場まで、例え

ば、長崎センターまで来なければならないよう

な人につきましては、違反講習、初回講習、こ

の2つの講習区分が含まれるということで認識
いたします。

その数字でいきますと、例えば平戸ですと、

これは平成30年の免許更新者のベースとして
お答えさせていただきたいと思うんですが、平

戸警察署ですと、違反者講習の区分が904人、

初回講習が291人、約1,200人の方々が長崎もし
くは試験場に来なければならないという形でご

ざいます。

あと、南島原につきまして、違反講習につい

ては959人、初回講習については309人というこ
とで、これにつきましても1,300人ぐらいの方々
がちょっと遠方までという形になります。

全体でいきますと、先ほど委員から数字のご

指摘がありました9％、これは一般講習も含め
ての数字でございます。一般講習が最寄りの、

例えば、平戸であれば江迎とか佐世保で受ける

ことができます。そういった方々の分を除きま

すと、全体で5.9％の方々が試験場ですとか長崎
センターに行かなければならない数字という形

で出ているところでございます。

【深堀委員】ありがとうございました。全体の

5.9％ということですけれども、数にしてみれば、
平戸市でいえば1,200名程度の方が、今まで平戸
署でよかったのが大村まで行かなければいけな

い。南島原市でいけば、1,300名ぐらいの方々が
今まで南島原署でよかったものが大村まで行か

なければいけない。いろんな目的のために苦肉

の策でこういった形になったというのは一定理

解をするんですけれども、平成30年度の実績で
それだけの人がおる地域に対して、令和2年度
だから、来年4月からですよね。そういう地域
の方々のご意見とか、事前に理解を求めるよう

な活動というのはされてあるんですか。

【黒﨑運転免許管理課長】委員ご指摘の周知徹

底の状況等についてお答えいたします。

現在のところ、警察署については、既に案的

なものを示しているところでございます。です

が、地域住民については、議会の承認をいただ

いた後に、各警察署の署協議会を通じての連絡

といいますか、意見の集約といいますか、そう
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いった形での周知徹底を図ろうということです

とか、ホームページに掲載、各警察署が実施す

る会合等における広報、警察署が発行するミニ

広報誌ですとか、交番速報、こういった形での

広報についても積極的に行い、効率性が低いか

らということで県民の不利益を聞き逃すことな

く、理解が求められるように広報、窓口におけ

る説明等を鋭意尽くしたいと思っております。

【深堀委員】そのあたりをぜひやってほしいん

ですけれども、今、説明の中で議会の承認を得

てと言われましたけど、これは議会の承認事項

ではないですよね、一応確認ですけど。という

ことは、案を策定して、それで動くということ

を警察内部で決めていらっしゃるのであれば、

やはり早期に動いてほしいんですね。理解を得

てもらわないと、3月ぐらいになって、平戸の
方に大村まで行ってもらわんばいかんというこ

とが周知できてなければいけないと私は思うん

ですよ。

そこらあたりは漏れがないように、いろんな

媒体を使って、特に気になる遠方の方々ですよ

ね、不利益というか、利便性が非常に低下する

地区は、特にその周知徹底を図っていただきた

いんですけれども、早急にやっていただけませ

んか。

【黒﨑運転免許管理課長】先ほどの議会の承認

等については、訂正させていただければと思い

ます。議会に対する説明という形に変えさせて

いただければと思います。

今後の流れとしましては、委員ご指摘のよう

に、各地域に早い段階から周知徹底をという形

の要望もございまして、それを含めまして、今

後、そういった形で各警察署、例えば、平戸、

南島原といった遠方につきましても、積極的に

広報を実施いたしまして理解を深めたいと考え

ております。

【深堀委員】この問題について最後にしますけ

れども、もともとの目的の中で窓口職員の方の

負担軽減という話があって、これは交通安全協

会が受けていますけれども、そこに対する指導

もあっているということ。ただし、これは単年

度契約の委託ですよね。ですから、未来永劫、

交通安全協会がするということに決まったもの

ではないはずです。当然、今度の4月からも、
こういう新しい窓口体制になって、また公告を

して募集をかけるわけですよね。

今の状況で、こういうふうに窓口が集約化さ

れるということも、そこはいろんな事業者の

方々が手を挙げられるためには一定の時間が必

要になるわけですよね。そこも担保できるよう

にしておかないと、結果的に今やっているとこ

ろがするのかもしれないけれども、しかし、そ

こはしっかり時間を協議できるといいますか、

検討できるだけの時間的なものをとって公告を

しないと、これまたおかしなことなってしまう

ので、その点も要望しておきますので、お願い

いたします。

【佐藤会計課長】委員ご指摘のとおり、今回の

入札につきましては、早い時期に公告を出して、

この公告期間につきましても、少なくとも10日
間となっているところを、広くほかの事業者に

も周知する意味で、約1カ月間と長めにとる形
で準備を進めているところであります。

【深堀委員】そういう準備されているというこ

となので、よろしくお願いしたいと思います。

最後にもう一つだけ。少年非行の概況という

ことで、冒頭、説明もあったわけですけれども、

資料を見ると、前年同期と比較すると2名減少
というふうな報告があっているわけですけれど

も、昨今の事例で、これは長崎市内ですけれど



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１０日）

- 28 -

も、例えば、少年のコンビニ強盗事件があった

り、ごく最近は少女による無免許運転事故があ

ったり、高校生による大麻の事件があったりと

いうふうに、件数としては減ってきているかも

しれないけれども、昨今、報道とかで見る少年

非行の重大化というか、そういったことを感じ

ているんですけれども、部長の説明資料の中で

は、「少年サポートセンターを中心に、問題を

抱え非行に走る可能性がある少年及びその保護

者に対して積極的に」云々という記載もあるん

ですが、学生さんであれば教育委員会というか、

学校サイドも指導するでしょう。しかし、さっ

き私が申し上げたコンビニ強盗の話、無免許の

話というのは、学校に行ってない少年少女だっ

たというふうに理解をしているんですね。

そういった少年少女に対するサポートという

のが、本当にこの少年サポートセンターでどう

なのか、どういうふうな取組をされているのか

ということをちょっと、今までの重大事件にな

ってきている傾向も踏まえて教えていただきた

いと思います。

【田川少年課長】先日、長崎市内における少年

のコンビニ強盗とか、無免許運転などによる交

通事故というのが発生したわけでありますけれ

ども、コンビニ強盗につきましては、死傷者が

発生していればとか、無免許運転の交通事故に

つきましては、第三者が被害に遭っていればど

うなったんだろうというふうなことで、少年非

行に関しまして、少年課としても、県警全体と

しても、非常に危機感を抱いているところでご

ざいます。

我々がこういった非行少年と接する中で共通

して感じていることは、少年の規範意識が低い

ということとか、少年自身のコミュニケーショ

ンが不足しているんじゃないかとか、あるいは

こういった非行を起こすがゆえに、家庭とか、

地域、社会とのかかわり合いというのがだんだ

ん少なくなってきているんじゃないか。そうい

った中で、少年自身が自分の居場所を見出せな

い、孤立するとか、疎外感を抱いている、ある

いは悪さをする者同士がつるんでいるというふ

うな状況があるかと思っております。

先ほど、委員から説明がございましたとおり、

学校等に就学している子どもたちに対しまして

は、非行防止教室ということで体育館などで少

年サポートセンターの職員等が非行防止につい

ての教養を実施できるわけでありますけれども、

学校を卒業した、学校とのかかわりがない子ど

もたちに対して、どのように警察が対応してい

るかということについては、まず、街頭補導活

動、あるいは少年相談活動をやっております。

少年相談活動につきましては、少年自身が「困

っているんですけど」ということで相談に来る

こともございますし、家庭におけるお母さん、

あるいはお父さんが、「うちの子どもがやんち

ゃで非常に困っているんですよ」ということで

相談に来ることもございます。あるいは1度補
導した少年につきましても、1回補導したから
終わりというのではなく、時々は連絡をとって、

その後どうしているのといったことで継続補導

活動ということもやっております。

あるいは立ち直り支援活動といいまして、先

ほど、子どものコミュニケーション不足とか、

地域社会とのかかわり合いが少ないというとこ

ろがございまして、どうしても学校とかかわり

がない子どもたちに対しましても、仕事して給

料をもらいたいとか、勉強を頑張りたいとか、

あるいは社会に役に立つことをやりたいとか、

お父さん、お母さんと仲直りしたいというふう

な子どもたちがいますので、就学支援といたし
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まして、少年補導職員が勉強について教える就

学支援、あるいは就職をしたいということであ

れば、履歴書の書き方について子どもたちに親

切に教えるとか、あるいはハローワークに行っ

て一緒に就職先を探すとか、面接のやり方につ

いて、こういった面接の応え方をするんですよ

というふうな支援活動をやっております。

社会奉仕活動につきましては、清掃活動をや

って社会に役立つということを子どもたちに感

じとらせるとか、あるいはスポーツ活動を行っ

て絆を感じる、社会との絆を感じるというふう

なところをやっております。

親子間の関係修復としましては、親子間でス

ポーツ活動やったり、話し合いをしたりして仲

直りを図って家庭での育成を図るというふうな

ところで、さまざまな活動をして少年の育成に

携わっているところでございます。

【深堀委員】いろんな取組をされていると思い

ます。私の地域でも、少年補導員とか民間のボ

ランティアの方々が非行に走らないようにいろ

んな取組をやられています。ぜひ警察としても、

そういったボランティアの方々とも連携を密に

して、できるだけ地域で見守って、そして、い

ろんな相談ができるような体制。

今回の本会議の一般質問の中で、例えば、社

会的孤立とか、いじめとか、いろんな相談に対

しても、今どきのアプリを使った、ＳＮＳを使

った相談窓口の開設であったりとか、そういっ

たこともありました。警察内部においても、そ

ういったものを活用しながら若い人たちの悩み、

相談にもっと取り組めるようなことをこれから

も考えていっていただきたいと思います。

【中島(浩)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 零時 １分 休憩 ―

― 午後 零時 １分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

しばらく休憩いたします。

再開を午後1時30分といたします。

― 午後 零時 ２分 休憩 ―

― 午後 １時２８分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

ほかにご質問はございませんでしょうか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまでございます。
まず、先日、ローマ教皇が来日されまして、

県警の皆様のご尽力において、県警の皆様のお

かげでローマ教皇を無事にお迎えをして、何事

もなかったということで、県民の誇りでござい

ます。

ただ、我々が知らないところで何か小さい事

件であるとか、また、ローマ教皇の警備に当た

るがために、ほかの地域でカバーできなかった

こと等がありましたらご教示いただければと思

います。

また、私もその時に市内を歩かせていただい

たんですけど、びっくりしたのが、長崎県警以

外の他県からの応援が非常に多くて、すごい頼

もしかったと感じております。どういった体制

で他県からの支援も含めて取り組まれたのかと

いうことをご説明いただければ、よろしくお願

いします。

【多田警備課長】委員からのご質問の、警備の

体制と他県からの応援体制ということについて

お答えさせていただきます。

ローマ教皇の警備に関しましては、全体で約

2,800人の体制で警備を実施いたしました。その
うち他の都道府県警察からは約1,300人の特別
派遣を受けて警備を実施いたしました。この
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1,300人体制につきましては、県内の後方治安に
齟齬が生じないように事前に警察庁とも綿密に

打ち合わせをしまして、この体制を応援、特別

派遣を受けて実施したということでお考えいた

だいて結構だと思います。

24日ですけれども、この日、警備以外のとこ
ろでの大きな事案というのは、特になかったと

認識しております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。完璧
に、無事にお迎えをして、何事もなかったとい

うことは、本当に我々にとっても誇りでござい

ます。何もないことがファインプレーであると

いう厳しい中でやっておられて、何もないこと

がすごく報道されればいいんですけれども、そ

ういった裏でやっていただいた方がいるという

ことをしっかりと県民もわかっておらなければ

ならないと感じております。

次の質問に移らせていただきます。事件、事

故の推移のことについててございます。

前の委員会でも、この件に触れさせていただ

きました。振り返りになるんですが、当時、検

挙率について質問させていただいたんですけど、

認知件数と検挙件数、この時期がずれてしまう

というところから、検挙率の推移を評価しても、

少し違うといったところで後ほどご回答をいた

だきました。検挙率ではないんですが、今回も

この部分で申し上げます。

知能犯についてです。検挙件数で令和元年

115件と。昨年に比べてこれが半数なんですね。
要は、これだけ見ると昨年よりは検挙できてい

ないということが見てとれます。知能犯が、サ

イバー関係の犯罪がここに含まれていると。

今回、県の重点戦略、警察本部の部分でも、

令和2年度長崎県重点戦略、53ページ、警察本
部、こちらで県警として一番強く訴えられてい

るのがサイバー犯罪対策の強化であります。県

警としても、ここが今後ものすごく重要になっ

てくるだろうという決意を示していただいてい

るものだと感じております。

一方で、知能犯が検挙数としては減っている

というところで、特に、サイバー犯罪というの

が、なかなか高度化して、また、質も時間とと

もに捉えにくくなるような犯罪の種類だという

認識でおりますので、もしかしたら長崎の中で

高度なサイバー犯罪が繰り広げられているので

はないかという心配をいたしております。

また、認知件数が下がっております。サイバ

ー犯罪自体が、恐らく方向性としては増えてい

く中で、そもそも認知件数が減っているという

のは、感覚としてはなかなかつかみづらいとこ

ろでございますので、そういったところも含め

て知能犯の状況について、まずご説明をよろし

くお願いいたします。

【柴原捜査第二課長】それでは、委員ご指摘の

知能犯の検挙が減っている要因についてご説明

いたします。

これといったはっきりしたことはわからない

んですけれども、平成30年に南島原警察署がツ
イッターを利用したチケット販売名下の広域詐

欺事件を検挙しております。これが余罪を含め

て47件、この中に入っております。余罪多数の
検挙があった平成30年は、たまたま検挙が上が
っているということです。今年はそういうふう

な大型の余罪を持った被疑者の検挙に至ってな

いということで若干下がっておるというふうな

状況だと思います。

【中村(泰)委員】 回答としては、余罪を含めた
ところでの検挙が今年は少なかったということ

で、結果的に検挙件数が昨年に比べて少ないと

いう理解をいたしました。
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冒頭、サイバー犯罪ということをちょっと申

し上げたんですけれども、サイバー犯罪という

視点からいけば、1年前、2年前と比べて何か景
色というか、その状況が変わったことがあれば

教えていただきたいんですが。

【中村サイバー犯罪対策課長】サイバー犯罪に

つきましては、昨年が検挙が95件ということで
ございます。今年は、令和元年10月末現在、検
挙件数については107件ということで、若干増
加はしている状況でございます。

ただ、インターネット利用の犯罪ということ

で、ほかの刑法犯とかぶっている部分もござい

ますので、我々がサイバー犯罪というような、

不正アクセスとかなんとか、そのあたりがどう

かというところでございますが、ここに関して

は余罪が多かった犯罪があったりしまして、増

加している状況ではあります。

最近の状況として特異なものはないのかと委

員おっしゃられましたが、前回の委員会でもお

話しいたしましたけど、フィッシング絡みとか

そういうところでの、検挙に至っているのは中

国人女性の逮捕というようなことで初めてやっ

ているところもございますけど、相談数は増加

している状況にございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。115
件の中で100件ぐらいがサイバー犯罪、かぶる
ところがあると言われたんですけど、というぐ

らいの理解をしました。であれば、これまで犯

罪の種別が、こういう種別になっていたんです

が、例えば、サイバー犯罪だけをピックアップ

して別の数として整理をするとか、そういった

整理をしていただければ、よりサイバー犯罪の

状況というのがつかめますし、これから一番変

わってくるだろうという犯罪ですので、特に、

市民、県民の皆様に対しての周知も含めてすご

く重要になってくるところなので、別の管理と

いうか、見るようにしていただくことをご検討

いただければと思います。

次の質問に移ります。令和元年度の事務事業

の評価結果についてでございます。警察本部か

ら出ております資料の3ページです。
来日外国人犯罪対策の推進事業ということで、

事業内容と、あと今後の見直しということで触

れられております。

今後、長崎県がインバウンドのお客様である

とか、そういったところ、ＩＲも含めて外国の

お客様が犯罪に巻き込まれる、または犯罪の加

害者になるというような事例が増えていくだろ

うと想定できます。

現状、どれぐらい、例えば観光客のお客様で

あるとか、外国の方が加害者になってしまうと

か、そういった数字がもしあれば教えていただ

けませんでしょうか。

【平井組織犯罪対策課長】委員のご質問につい

て説明をしたいと思います。

明確な統計というのは、外国人がどれだけ、

観光客という部分でのあれはありません。ただ、

年間、数件程度は被害に遭ったりとか、2年前
ですか、ドイツから来られた方が酔ってナイフ

で日本人に切りつけたとか、そういったことが

あっているのは認知しております。明確な、純

粋たる観光客とか、クルーズ船で来た方がとい

うのは、年間1～2件程度という認識であります。
【中村(泰)委員】 ありがとうございます。であ
れば、そんなに被害には遭ってはないだろうと

いう状況ということですね、わかりました。

そういった中でも、先にリスクを予見されて、

こういうふうにしっかりと目標設定をされてい

るところはすばらしいかなと思っております。

最後に、先ほど深堀委員からもお話がござい
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ましたが、免許センターの話でございます。

基本的には決定事項という理解でおるんです

けれども、一つ危惧しておりますのが、新規に

更新をされる方が、従来であれば近くの、もち

ろん、全員が対象になるわけではないんですけ

れども、従来であれば最寄りの警察署で更新が

できたものが、遠いところに行かないといけな

いと。違反をした方ならば、なかなかそこはし

ようがないというか、逆に安全運転を心がける

ための施策というような説明ができるかと思う

んですけれども、新規更新者、特に若い方が想

定できるんですけれども、人口減少、若い方の

人口流出が叫ばれている中で、一層、長崎が住

みにくいと思うんじゃないかなという懸念をい

たしまして、若い方に対するケアというか、そ

ういったところがもしあれば教えていただけま

すでしょうか。

【中島(浩)委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 １時４３分 休憩 ―

― 午後 １時４３分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

【黒﨑運転免許管理課長】現状としますと、若

い方、免許を取って3年たった方が初回講習と
いう形になるんですが、この更新時講習の初回

講習といいますのは、違反者講習と一緒の括り

となっておりまして、違反者講習も2時間、初
回講習も2時間でありますので、現に免許試験
場においても、違反者講習と初回講習は一緒に

している状況でございます。

ですから、これだけを例えば署の方ですると

いうことになると、ならば違反者講習も一緒に

署でするべきじゃないかという形になってしま

って、本当の集約化につながらないところがあ

ります。

確かに、委員がおっしゃられるように、県と

してのイメージダウンにもしかしたらつながる

かもしれないところではあるんですが、私たち

の集約の流れとしますと、違反者講習と初回講

習は一つの括りとして合理化の手段として考え

ているものですから、今後もそういった形でご

理解いただけるような形に一定説明を尽くした

いということで考えております。よろしいでし

ょうか。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。合理
化のために若い方が、犠牲と言ってしまったら

あれなんですけれども、そういう状況にあると

いうことは理解はいたしております。

どうしたらそれを納得していただけるのかな

というところだと思うんですけれども、私も初

回講習の時に、免許を取った後、改めてそうい

ったことを、悲惨な映像とか見た時に、すごく

目が覚めたというか、そういう記憶がございま

す。なので、あえて集約をして質の高いことを

伝えたいんだというような説明をしていただけ

れば、来た若い方も、そういう理由でこうなっ

ているのかと、わざわざ遠いところまで行って

でも何か伝えないといけないことがあるんだと

いうようなメッセージ性を持たせるしか方法は

ないのかなと私は思ってますので、これまでの

講習にさらに踏み込んだような形で取り組んで

いただければ、すごくプラスになるんじゃない

かなと思います。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんでしょ
うか。

【浅田委員】先ほどの関連にもなるんですけれ

ども、午前中、松本委員からＳＮＳを使った青

少年の事件関係というのがあったんですけれど

も、その中でああいうふうな形で誘拐みたいな

ところにつながったのは近年2件というふうに
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おっしゃっていたかと思うんですけれども、そ

れ以外にＳＮＳを使った上での犯罪にどのよう

に巻き込まれたものがあるのか、もう少し詳し

く教えていただけますか。

【田川少年課長】 平成29年と平成30年にそれ
ぞれＳＮＳに絡む誘拐事件が発生したというこ

とで、午前中、説明を差し上げたところでござ

います。

平成30年中にはＳＮＳに絡む被害といたし
まして誘拐事件が1件ございました。そのほか
の罪種といたしましては、育成条例違反、児童

買春、児童ポルノ事犯、児童福祉法違反や略取・

誘拐というところで、どちらかというと性的な

被害というところが大きいものでございます。

本年に入りましては、もう既に11件の被害を
確認しているところでございます。罪種につい

ても、ただいま申しました性犯的な事案という

のがほとんどを占めているような状況でござい

ます。

【浅田委員】使われた言葉がよくわからなかっ

たんですけど、何事件とおっしゃいましたか。

【田川少年課長】 性犯罪事件ということです。

【浅田委員】誘拐とかにしても、いろんなとこ

ろでそれがあったりとか、つい最近も、男性が

男の子をとかというのが2～3日前も、中学生の
男の子が呼ばれてという流れの中で、本人たち

が思いもよらぬような事件になる場合と、今回

みたいに親元からとか学校から逃げたいと、そ

の先のことは何も考えてなくて、とにかく居場

所を探したいとか、いろいろ複雑に絡んでいる

ような気がして、一概に指導の難しさというの

があるように感じております。

最近、私が聞いた中でも、例えば、さっき松

本委員もおっしゃっていましたけど、ゲームと

かを使って、オンラインゲームの中でダイレク

トメールとかが送れたりすると。それで、例え

ば、長崎みたいな田舎の場合は、受験前とかに

ゲームとかを気晴らしにやってて、今度受験に

行くんですみたいな、そこで初めて東京に来る

んだったらいいところを紹介するよみたいなメ

ールのやりとりがあったり、長崎以外の私の知

り合いのお子さんもそうだったんですけど、そ

ういう思いがけないような、田舎から行くと、

ご馳走になれるのかなみたいな軽い気持ちで行

かれているお子さんとかが実際いて、被害者の

11人に上ってない中でも、まだまだ隠れたもの
というのがたくさんあると思うんですよね。そ

の防止というのは、すごくいろんな形でやって

いかないと、子どもから携帯を取り上げるだけ

ではなくて、やっぱりそれぞれの世代に応じて

も、指導の仕方というのがやっぱりあるでしょ

うし、女性、男性ではない部分というのが今往々

にしてあっておりますので、もう少し深く切り

込んだ形での対策が必要なのではないかと思っ

ているんですが、いかがでしょうか。

【田川少年課長】やはり昔と今の違いなんです

けれども、昔は知らない人について行ったらだ

めですよというふうなことで子どもを教育して

いたと思います。私自身もそういったことで親

から教育を受けてまいりました。

しかし、今、委員がおっしゃられましたオン

ラインゲームというのは、基本的に面識がない

人たちと対戦をするといいますか、交流すると

いうか、そういった形式のものであります。

こういった交流をする中で、どのような形で

実際に少年たちが関係者に会いに行くかという

と、一つの推測ではあるんですけれども、やっ

ぱりゲームをしていく中で共通の話題があった

り、あるいは心配ごとをちょっと話したら、「い

いよ、こっちに来ないか」というふうなところ
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で、子どもがどんどん、どんどん、心を開いて

いくというふうなところでこういった事件が発

生しているところだと思います。

委員から説明がございましたとおり、警察に

届け出があった件数につきましては、昨年が16
人、今年が11人ということで認知しております
けれども、やっぱり届け出がない部分が存在は

していると思います。なので、これの件数をも

って判断するのではなく、そういった潜在的な

ところについてもあるんだということを認識し

ながら、我々は子どもに対する教育をしていく

ことが必要かと思います。

そこで感じるところは、やっぱり大人でもス

マートフォンを使ったり、インターネットを使

ったりしてだまされる、詐欺に遭うという事案

が発生する中、子どもがわずか10年、20年で全
て社会のことを知っているとは思えないと思う

んですね。

そういった中で警察といたしましては、子ど

もたちに対して、こういった事案がありますと、

あるいは保護者に対して家庭でしっかり教養を

してくださいよというお願いをしていくことが

非常に大切かと思います。

午前中の答弁にありましても、警察職員、少

年サポートセンター、スクールサポーター等が

学校において被害教育とか非行防止教室とか、

そういったＳＮＳに絡む教育とかを行っている

ところを話し、説明いたしましたけれども、最

近におきましては、警察といたしましては、民

間機関と連携した取組といたしまして、サイバ

ーセキュリティーボランティアに対する委嘱状

を交付いたしまして連携をした活動を行ってい

ます。

どういった活動かと申しますと、専門的な知

識を習得した高校生が小中学生等に教養を行う

事業であります。具体的な学校名を言いますと、

複数ございますけれども、佐世保高専を始めと

しました多くの高校生が参加しておりまして、

こういった高校生が説明を子どもたちにするこ

とによって、メリットとしましては、大人から

話を聞くよりも、年齢が近い高校生、お兄さん、

あるいはお姉さんから説明を受けた方が親近感

が湧いて教養効果が高まるというところを期待

しているところでございます。

実際に佐世保高専の実例の話を聞きますと、

私たち大人はＳＮＳとか十分に専門的な知識は

ありませんので、こういった専門的な知識を勉

強している高校生の実演としまして、パスワー

ドを設定したスマートフォンを、いとも簡単に

パスワードを解除して見せたりということで、

こうやって被害が発生するんだよということを

説明して子どもたちに警鐘を鳴らしているとこ

ろでございます。

オンラインゲームなんかで知らない人につい

ていくという話に戻るんですけれども、なんで

知らない人に相談をするのかというと、じゃ、

知っている人で相談する人はいないんじゃない

かという話にもなるかと思います。そういった

中で社会とか警察とか地域というのは、しっか

りと連携していく必要があると思っております。

【浅田委員】いろいろとありがとうございます。

前に確かに高校生とかがサイバーセキュリテ

ィーとか同じ世代として指導をするんだという

話を聞いた時に、非常にいいなと思いました。

多分、親や学校の先生には言えないこととして

話しながら、いろいろそういうものの怖さとか

実例とかを知ることもできると思うんですけど、

なかなかそれが県下の小中学生に全部ができる

わけではない中で、本当にどんどん、どんどん、

この事案というのが増え続けている。日に日に、
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長崎は11人かもしれないけど、全国的に見ると、
いろいろ日々あっていて、それが氷山の一角で

しかないことを考えると、親御さんたちにも、

こういうことで誘拐につながったり、性犯罪に

つながったり、いろんな実例があるんだという、

もっとリアリティーのあるものをしっかりと紙

媒体で配布するのか何なのかも含めて、いま一

度やっていただけないかなというふうに思いま

した。

受験期を狙って、そういうふうないろんな接

点を持ってくる人たちがいるという話を聞いた

時に、ちょっと怖いなと思って、その後、大学

生になって実際に会ったというような話も聞い

て、継続していったり、それが犯罪になるのか、

ならないのかは別としても、やっぱりいろいろ

我々がわからないところで、そういうところに

つながっていくということをしっかりやってい

ただきたいんですけれども、教育委員会とそう

いったところの連携というのはどういう状況で

しょうか。

【田川少年課長】教育委員会との連携について

はいかがかという質問でございますけれども、

平成20年からこういった問題に取り組むこと
を、学校での問題は、やっぱり学校でしかわか

らない、警察の問題はやっぱり警察でしかわか

らないということで、平成20年から30年までに、
不定期でありますけれども、5回、公安委員と
教育委員それぞれのトップが会合しての意見交

換会というのをやっております。

一例でありますけれども、警察側からは、非

行少年等に対する立ち直り支援活動についての

議題、あるいは教育委員会からはＳＮＳにかか

わる事件及び情報モラルの教育ということで学

校が行っている教育、そして、そこで足りない

部分で警察で担保できないか、あるいは警察で

やっている活動について教育委員会側で何かも

っと補足的にできることがないかということを

トップの間で話をして、周知といいますか、役

立てるような活動はやっております。

【浅田委員】 10年間で5回ですか。
【田川少年課長】平成20年から30年までで5回
ということになっております。

【浅田委員】 10年間で大きくいろんなものが
進んでて、事案も大きく変わっていたりすると

思います。私は、割と肯定的なんですけれども、

オンラインゲームとかｅスポーツとか、正しく

使うとプラスになるものも、リスクヘッジをし

っかりと指導していくということをやればよく

なるものがマイナスになる、反対に転じてしま

うこともありますので、もっと、10年間で5回
というと非常に少ないとしか、ごめんなさい、

思えなかったものですから、もっと時代も進み、

これから学校ではプログラミング教育とかもあ

り、いろんな形でまた細分化していくようなこ

ともあろうと思いますので、そういった会合と

かもできれば密にやっていただければありがた

いかなと思っています。

併せて、先ほど深堀委員からもお話がありま

した薬物、高校生が捕まりました。過去にも長

崎県でそういう事例もあって、数は少ないけれ

ども、明らかに低年齢に落ちていると。特に、

最近では薬物にも種類がたくさんあって、場所

によっては簡単に手に入ってしまうというよう

なことが、芸能人を通じてですけれども、テレ

ビ報道とかでされれば、あっ、意外と簡単にで

きるのかなと思う子たちもいたりするようで、

そういったところをもっとしっかりと、今、学

校でも薬物乱用防止教室みたいなのはやられて

いるようですけれども、本来のあり方としても

う少しやっていただかないと、長崎県で一人で
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もそういう検挙があるというのは不名誉なこと

だなというふうに思っているんですけれども、

ああいう事件を受けて、今後、喫緊の対策とし

てやろうとしていることはおありでしょうか。

【田川少年課長】先ほど、公安委員会と教育委

員会との意見交換会につきまして5回というこ
とでご説明いたしました。直近で言いますと、

平成29年、30年ということで、2年連続して開
催しておりまして、公安委員会と教育委員会以

外で、我々、少年課と、あるいは教育庁の生徒

児童支援室の担当者とは定期的に会合、あるい

は意見交換等実施しておりますので、決して教

育委員会との連携がないというわけではござい

ません。教育委員は非常にお忙しくて日程がと

れないという年もございましたので、しかしな

がら、回数につきましては、なるべく毎年実施

されるような形で進めて、よりよい社会づくり

をしたいというふうに考えております。

薬物事犯についてでありますけれども、喫緊

の対策につきまして、今、手持ちでご説明する

資料がございませんけれども、子どもに対して

薬物というのは危険なんだよと。そして、そう

いったものを乱用すると、もうこんなふうにな

るんだよというふうな薬物の危険性、有害性、

乱用の実態ということに対しまして、学校にお

ける薬物乱用非行防止教室というものを実施し

ております。

これにつきましては警察だけではなく、薬物

を扱う行政機関といたしまして、税関、あるい

は県の体育保健課、薬務行政室、九州厚生局な

ど、関係する部局がそれぞれありまして、学校

側につきましては、ほぼ100％、各学校とも、
そういった薬物乱用防止教室を実施していると

いう話を伺っております。

特効薬というのは、なかなかないかもしれま

せんけれども、ニュースなどでも大きく取り上

げられていますとおり、子どもたちにとっても

非常に理解しやすい時代といいますか、そうい

った風潮であると思いますので、そういった薬

物乱用防止教室というのを実施していきたいと

思っております。

これにつきましては、低学年については、な

かなか理解できないということもありまして、

小学校5､6年生から、中学校、高校生に至るま
で、それぞれの年齢に応じてわかりやすい説明

をしています。

薬物乱用防止の専用の車、「あすなろう号」

というのがあるんですけれども、これに標本と

かＤＶＤを付けたテレビとか、そういったもの

を搭載しておりまして、そういった専用車両を

使って啓蒙活動をしております。

私が非常にうれしいと思っているのは、そう

いった薬物乱用防止教室は各学校からのオファ

ーがあって開催するわけですけれども、子ども

たちからお礼の手紙というのが来ます。「びっ

くりしました。こんなに種類があると思いませ

んでした」、あるいは「きれいなラムネ色の形

をしているから、もしかしたら、私、知らなか

ったら飲んでいたかもしれません」というふう

な感想を多くいただいております。

そういった意味で、そういった被害の子ども

というのは一定数はいるかもしれないんですけ

れども、大きく役立っていることは間違いない

ところだと思っております。

【浅田委員】ありがとうございます。薬物にし

ても、ＳＮＳにしても、現場の方たちともいろ

いろ会を積み重ねているということで、それは

本当に感謝したいと思います。

薬物のことに関しても、いろいろそうやって

至るところで周知をしてくださっているという



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１０日）

- 37 -

お話の中で、これもまた聞いた話で恐縮ですけ

れども、今は、修学旅行とか短期留学とか、い

ろんな方たちがいて、海外に行くと日本と違っ

て合法だったり、もっと手軽だったりというと

ころがあって、そういうことで子どもたちの機

会が増えておりますので、留学をしようとして

いるところとか、いろんなところで、より周知

をしていただきたいなと。

例えば、オランダに行った時にびっくりした

のが、大学生がたくさん並んでいるところがあ

って、これは何をしているんですかと検査機関

で聞いたら、自分が持っているドラッグが良質

なのか混じり物が入っているのか、それを調べ

ると。良質だったら、まあいいだろうと、悪質

な、薬物がいっぱい混じっている、混じりもの

がいっぱいあれば、混じりものが今地域によっ

てたくさん出回っているから注意喚起しましょ

うみたいな、国によって全然違ったりとか、ク

ラブに行って遊ぶ前にバケツに捨てたら水を1
本もらえますみたいな地域に行くと、それが普

通になっているところに仮に学生として行くと、

罪悪感がないままという形もありますので、そ

ういったところまでケアを深く深く、今、時代

がそうやって修学旅行を含め、いろいろ行って

おりますので、ぜひともお願いしたいなと思い

ます。よろしくお願いします。

【中島(浩)委員長】 ほかに質問はございません
でしょうか。

【吉村委員】最後になりましたが、さっきの中

村(泰)委員の質問に関連するんですが、隣が変
な方にいってしまったので、サイバー犯罪です

ね、これが去年の資料を見ますと、年々増えて

きておりますね、犯罪の数自体はね。それで、

平成29年から平成30年に関しては倍増してい
るんですよね、犯罪の数は。

それで、1年前に解析資器材の充実に向けと
いうことで730万円ぐらい予算をとっています
というふうになっているんですが、そういう解

析器材の効果とか、そういうことをまずお聞き

したいと思うんですが、お答えいただきたいと

思います。

【中村サイバー犯罪対策課長】現在、解析資器

材に関しましては、解析用パソコン28台、捜査
支援用のパソコン8台、あとはユーフェドとい
いましてスマートフォンを解析するようなもの

で運用いたしております。

解析の件数といたしましては、解析用のパソ

コンで平成29年が2,254台、平成30年が3,070台、
令和元年9月末で1,666台の解析を行っている
という状況でございます。

【吉村委員】解析をした結果とかもお知らせい

ただければと思います。どういうものを解析し

て、どういう結果が得られているのかというこ

ともお聞きしたいと思います。まずそれから。

【中村サイバー犯罪対策課長】現在、あらゆる

犯罪でスマートフォンとかパソコンとか使われ

ているという認識でおります。ですから、犯罪

の解明をいたす前提として、犯罪に活用したス

マートフォンとかパソコンとか、中にどういう

履歴が残っているのかとか、そういったところ

から始まって証拠化をしていくということで。

ですから、あらゆる犯罪の証拠づけといいます

か、そういうところでの活用で使われていると

考えていただければよろしいと思います。

【吉村委員】履歴を調べていくというようなこ

となんですかね。そういうふうに理解しておき

ます。

それと一緒に、平成29年1月に産学官共同で
14機関、サイバーセキュリティーに関する総合
協力協定というものを結ばれています。その機



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１０日）

- 38 -

関の一つに長崎県立大学の情報セキュリティ学

科というのが入っていると思います。先ほど工

専とかの話が出ておりましたが、こういうとこ

ろと協定を結んで連携して、どういう効果が出

てきているのかということをお知らせいただき

たいんですけど、具体的な例があればお願いい

たします。

【中村サイバー犯罪対策課長】 平成29年1月に
県内外の関係機関14機関と「サイバーセキュリ
ティ相互協力協定」ということを結んでやって

おります。その中に県立大学も入っていただい

ておりますので、まず、警察との関係ではお互

いに講話とか研修とか、したり、されたりとい

う形での連携ができております。

また、これまでにも警察が行った研修とかＩ

Ｔ企業を呼んでの研修とか、それに加わってい

ただいたりということもやっております。

今後、来年2月の話ですけれども、連携の一
環として県立大学が主催で大学生が中心となっ

て、警察本部が共催という形になりますけれど

も、サイバー関係の知識とか技能関係のコンテ

ストをやってみようということで、まだ計画段

階でございますけど、そういう形で連携を進め

ていこうと思っております。

【吉村委員】これまでの具体的な効果というも

のについては、何か答弁できるような中身はな

いですか。

【中村サイバー犯罪対策課長】知識は大学の方

が持っていらっしゃいますので、うちの方から

相談をさせていただいたりとか、さっき申しま

したけど、講義を受けたりということで知識の

アップというところで効果が出ているのかなと

思います。

【吉村委員】もう少し数字で出てきたら楽しい

んですけど。例えば、検挙率とか、平成30年が

大体95件ぐらいとさっき言われたですかね、九
十数件。それで、検挙数が四十数件かなと思う

んですけど、その前の年は38件少ないんですよ
ね。倍増している。検挙率が15～16％というと
ころかなと。例えば、検挙率が上がってきてい

るんですよということを分析されていないかな

と思いますけど、いかがですか。

【中村サイバー犯罪対策課長】具体的に今まで

県立大学とのかかわりの中で検挙率が上がった

というのは、分析をそこまでいたしておりませ

ん。ただ、いろいろ協力をしていく中で警察の

知識とか技能が上がっていくということで、数

字には出ないと思いますけれども、そういうと

ころでの反映というのはできているのではない

かと考えられます。

【吉村委員】具体的にそういう数字をまだ調べ

てないということですが、これは県立大学のサ

イバーセキュリティ学科ばかりじゃなくて、14
機関で協定を結ばれているわけでしょう。その

効果がこういうふうにあったんだというのは、

次の機会にでも調べておっていただいて、さっ

きからも、ちょっと引っかかるんですけど、具

体的に目標を設定するとか、数字を出して効果

を検証するとか、そういう作業が多少あってい

いのかなと思いますので、そういうところにつ

いて要望させていただきたいと思います。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんでしょ
うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、これをもちまして警察本部関係の審査を

終了いたします。お疲れさまでした。

引き続き、出納局及び各種委員会事務局の審

査を行います。

しばらく休憩し、再開を14時30分といたしま
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す。

― 午後 ２時１１分 休憩 ―

― 午後 ２時２９分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

これより、出納局及び各種委員会事務局関係

の審査を行います。

【中島(浩)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

会計管理者より、予算議案説明をお願いいた

します。

【野嶋会計管理者】出納局関係の議案について、

ご説明いたします。

「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」の出納局・各種委員会事務局の1ページを
お開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第119号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分、第123号議案
「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第5
号）」のうち関係部分であります。

まず、第119号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第4号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明いたします。

歳出予算で（目）一般管理費126万5,000円の
減を計上いたしておりますが、これは職員給与

費について既定予算の過不足の調整に要する経

費であります。

次に、第123号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第5号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明いたします。

歳出予算で（目）一般管理費118万4,000円の
増を計上しておりますが、これは職員の給与改

定に要する経費であります。

以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。

【中島(浩)分科会長】 次に、監査事務局長より
予算議案説明をお願いいたします。

【下田監査事務局長】 同資料の2ページをお開
きください。

監査事務局関係の議案について、ご説明いた

します。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第119号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分、第123号議案
「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第5
号）」のうち関係部分であります。

まず、第119号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第4号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明いたします。

歳出予算で（目）事務局費644万2,000円の増
などを計上いたしておりますが、これは給与費

について既定予算の過不足の調整に要する経費

であります。

次に、第123号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第5号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明いたします。

歳出予算で（目）事務局費40万6,000円の増
などを計上いたしておりますが、これは給与改

定に要する経費であります。

以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【中島(浩)分科会長】 次に、人事委員会事務局
長より、予算議案説明をお願いいたします。

【大﨑人事委員会事務局長】人事委員会事務局

関係の議案について、ご説明をいたします。

同資料の3ページでございます。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

まず、第119号議案「令和元年度長崎県一般会
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計補正予算（第4号）」のうち関係部分であり
ます。

歳出予算で（目）事務局費1,011万円の増を
計上いたしておりますが、これは職員給与費に

ついて、既定予算の過不足の調整に要する経費

であります。

次に、第123号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第5号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明をいたします。

歳出予算で（目）事務局費37万2,000円の増
を計上いたしておりますが、これは職員の給与

改定に要する経費であります。

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。よろしくご審議を賜ります

ようお願い申し上げます。

【中島(浩)分科会長】 次に、労働委員会事務局
長より、予算議案説明をお願いいたします。

【大﨑労働委員会事務局長】労働委員会事務局

関係の議案について、ご説明をいたします。

同資料の4ページでございます。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

まず、第119号議案「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第4号）」のうち関係部分であり
ます。

歳出予算で（目）事務局費86万6,000円の減
を計上いたしておりますが、これは職員給与費

について、既定予算の過不足の調整に要する経

費であります。

次に、第123号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第5号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明いたします。

歳出予算で（目）事務局費16万6,000円の増
を計上いたしておりますが、これは職員の給与

改定に要する経費であります。

以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。よろしくご審議を賜ります

ようお願い申し上げます。

【中島(浩)分科会長】 次に、議会事務局長より
予算議案説明をお願いいたします。

【木下議会事務局長】 同じく分科会資料の5ペ
ージをお開きください。

議会事務局関係の議案につきまして、今回、

ご審議をお願いいたしておりますのは、第119
号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第

4号）」のうち関係部分、第123号議案「令和元
年度長崎県一般会計補正予算（第5号）」のう
ち関係部分であります。

まず、第119号議案関係では、歳出予算で（目）
議会費1,681万5,000円の減、（目）事務局費270
万円の増を計上いたしておりますが、これは議

員報酬及び職員の給与費について既定予算の過

不足の調整に要する経費であります。

次に、第123号議案関係では、歳出予算で（目）
議会費268万7,000円の増、（目）事務局費78
万3,000円の増を計上いたしておりますが、こ
れは議員の期末手当改定及び職員の給与改定に

要する経費であります。

以上をもちまして、議会事務局関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【中島(浩)分科会長】 ありがとうございました。
以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 質疑がないようですので、
これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。
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予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。

第119号議案のうち関係部分及び第123号議
案のうち関係部分は、原案のとおり、それぞれ

可決することに異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 異議なしと認めます。
よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【中島(浩)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

出納局及び各種委員会事務局においては、委

員会付託議案がないことから、所管事項につい

ての説明を受けた後、所管事項についての質問

を行うことといたします。

まず、人事委員会事務局長より、所管事項説

明をお願いいたします。

【大﨑人事委員会事務局長】人事委員会事務局

関係の所管事項について、ご説明をいたします。

「総務委員会関係議案説明資料」の出納局・

各種委員会事務局の1ページでございます。
まず、令和元年度県職員採用試験についてで

ございますが、短大卒業程度及び高校卒業程度

の各試験を実施し、11月に最終合格者を発表い
たしたところでございます。

また、警察官Ⅰ類（男性・女性）〔第2回〕、
警察官Ⅲ類（男性・女性）の各試験の実施状況

及び合格発表予定につきましては、それぞれ記

載のとおりでございます。

次に、職員の給与等に関する報告及び勧告に

ついてでありますが、人事委員会は、去る10月
9日、地方公務員法の規定に基づき、県議会議
長及び知事に対して、職員の給与等に関する報

告及び勧告を行いました。概要は、記載のとお

りでございます。

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

報告を終わります。

【中島(浩)委員長】 次に、労働委員会事務局長
より、所管事項説明をお願いいたします。

【大﨑労働委員会事務局長】労働委員会事務局

関係の所管事項について、ご説明をいたしま

す。

同じ資料の3ページでございます。
調整事件について。これは、労働組合と使用

者との間で生じた紛争に関する事件であります

が、前回説明以降、新たに申請された事件はな

く、現在、調整中の事件は1件でございます。
審査事件について。これは、不当労働行為に

関する事件でありますが、前回説明以降、新た

に申し立てられた事件はなく、この間、取り扱

いました事件3件中1件は、命令書交付により終
結し、現在審査中の事件は2件であります。
以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。

【中島(浩)委員長】 次に、提出のあった「政策
等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」について、説明を求めます。

【福田会計課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した出納局・各種委員会事務局の資料について、

ご説明申し上げます。資料の1ページをご覧く
ださい。

1,000万円以上の契約について、本年9月か
ら10月までの実績は、1ページに記載のとおり、
4件となっております。
また、それぞれの入札結果の状況につきまし

ては、2ページから5ページに記載のとおりで
ございます。

【中島(浩)委員長】 以上で説明が終わりました
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ので、まず、陳情審査を行います。

配付しております陳情書一覧表のとおり陳情

書の送付を受けておりますので、ご覧願います。

陳情書について、何かご質問はございません

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はございませ

んでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 それでは、次に、所管事務
一般について、質問はございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 質問がないようですので、
これをもちまして出納局及び各種委員会事務局

関係の審査結果について整理したいと思いま

す。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時４１分 休憩 ―

― 午後 ２時４１分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、出納局及び各種委員会事

務局関係の審査を終了いたします。

本日の審査は、これにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、文化観光国際部関
係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時４２分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年１２月１１日

自  午前 ９時５９分

至  午後 ４時３０分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 中島 浩介 君

副委員長(副会長) 山下 博史 君

委 員 小林 克敏 君

〃 中島 廣義 君

〃 浅田ますみ 君

〃 川崎 祥司 君

〃 深堀ひろし 君

〃 松本 洋介 君

〃 吉村  洋 君

〃 下条 博文 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

文化観光国際部長 中﨑 謙司 君

文化観光国際部政策監

（国際戦略担当）
浦  真樹 君

文化観光国際部次長 岩田 正嗣 君

文化振興課長 村田 利博 君

世界遺産課長 桒原  恵 君

観光振興課長 佐古 竜二 君

国際観光振興室長
（ 参 事 監 ）

佐々野一義 君

物産ブランド推進課長 宮本 智美 君

国 際 課 長 永橋 勝巳 君

国際課企画監
（アジア・国際戦略担当）

小川 昭博 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５９分 開議 ―

【中島(浩)委員長】皆さん、おはようございま

す。

これより、文化観光国際部関係の審査を行い

ます。

今日は、12時15分に拉致議連での街頭活動が

ございますので、午前中の審査を11時40分を目

途に終了したいと思いますので、ご協力をお願

いしたいと思います。

分科会に入ります前に委員の皆様にお諮りい

たします。

本日、審査を行う一般会計補正予算の議案と

第134号議案「公の施設の指定管理者の指定につ

いて」は、関連があることから、まず、予算及

び第134号議案について説明を受け、一括して質

疑を行い、その後、予算議案についての討論・

採決を行い、委員会再開後、第138号議案につい

ての質疑、その後、第134号議案及び第138号議

案についての討論・採決を行うこととしたいと

思いますが、ご異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】それでは、そのように進め

させていただきます。

【中島(浩)分科会長】まず、分科会による審査

を行います。

文化観光国際部長より、予算議案及び第134

号議案について、説明をお願いいたします。

【中﨑文化観光国際部長】おはようございます。

それでは、予算決算の議案説明資料と総務委

員会の議案説明資料の2種類をお手元にご用意
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いただきますようお願いいたします。

それでは、「予算決算総務分科会関係議案説

明資料」からでございます。

文化観光国際部関係の議案について、ご説明

いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第119号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予

算（第4号）」のうち関係部分、第123号議案「令

和元年度長崎県一般会計補正予算（第5号）」の

うち関係部分であります。

はじめに、第119号議案「令和元年度長崎県一

般会計補正予算（第4号）」の関係部分について、

ご説明いたします。

予算額は、歳出予算で合計584万3,000円の減

であります。これは文化観光国際部職員の給与

費について、関係既定予算の過不足の調整に要

する経費であります。

次に、第123号議案「令和元年度長崎県一般会

計補正予算（第5号）」のうち関係部分について、

ご説明いたします。

歳出予算は、合計321万8,000円の増でありま

す。これは職員の給与改定に要する経費であり

ます。

この結果、令和元年度の文化観光国際部所管

の歳出予算総額は、第119号議案のうち関係部分

と合算いたしまして42億7,142万2,000円となり

ます。

債務負担行為について。

次に、令和2年度以降の債務負担を行うものに

ついて、ご説明いたします。

長崎県伊王島リゾート公園管理運営負担金に

係る令和4年度までの債務負担行為として382万

5,000円を計上いたしております。

なお、この債務負担行為につきましては、今

回、ご審議をお願いしております議案と関係が

ございますので、「総務委員会関係議案説明資

料」の1ページをよろしくお願いいたします。1

ページ中ほどでございます。

第134号議案「公の施設の指定管理者の指定に

ついて」は、地方自治法第244条の2第6項及び長

崎県伊王島リゾート公園条例第5条の規定に基

づき、長崎県伊王島リゾート公園の指定管理者

として、「株式会社ＫＰＧ ＨＯＴＥＬ＆ＲＥ

ＳＯＲＴ」を指定するものであります。

なお、指定管理期間は、令和2年4月1日から令

和5年3月31日までの3年間を予定しております。

以上をもちまして、文化観光国際部の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【中島(浩)分科会長】次に、観光振興課長より

補足説明をお願いいたします。

【佐古観光振興課長】それでは、債務負担と公

の施設の指定管理者の指定につきまして、補足

してご説明いたします。

関連いたします資料は、横長の「予算決算委

員会総務分科会説明資料」でございます。この8

ページに債務負担についての概略を記載いたし

ております。もう一つが、「総務委員会 補足説

明資料」ということで、こちらは縦書きのもの

になります。具体的な内容につきましては、縦

方向の資料で補足して説明させていただきます。

それでは、表紙をおめくりいただきまして、

今回、指定管理者の指定に当たっては、地方自

治法、それから、それぞれの施設に関連します

条例の規定に基づきまして、あらかじめ議会の

議決をいただくということになっておりますの

で、本委員会での審議をお願いするものでござ

います。

具体的な内容ですけれども、施設の名称につ

きましては、「長崎県伊王島リゾート公園」で

す。この施設の概要ですが、芝生公園、それか

ら植栽帯というものがございます。資料の3ペー
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ジに位置図をお示ししておりますけれども、赤

い丸で囲った部分が公園、それから、赤い線で

なぞっている部分が植栽帯という施設でござい

ます。これを合計しまして約1万6,000平方メー

トルという規模の施設になっております。

その中に附帯設備としまして、照明灯、花壇、

ベンチ、こういったものが配置されている状況

でございます。

指定管理の運営の業務内容ですけれども、一

つは、公園の利用許可に関する業務です。例え

ば、どなたかが独占的に、あくまでも一時的に

ですけれども、少しイベントをするとか、そう

いった場合に指定管理者の方で許可をすると。

ただ、こちらにつきましては、これまで実績と

してはございません。

メインになる業務が②に記載しております公

園の附帯設備の維持・管理でございます。具体

的に申し上げますと、園内の清掃、それから芝

生の管理、あるいは植栽、施設の管理というも

のをお願いするものでございます。

指定管理の候補者につきましては、記載の「Ｋ

ＰＧ ＨＯＴＥＬ＆ＲＥＳＯＲＴ」でございま

す。こちらは隣接します「アイランドナガサキ」

の運営者ということでございます。

指定の期間は、令和2年4月1日から3年間で、

この3年間の県の負担金につきましては、毎年度

127万5,000円ということで、合計しまして3年分

で382万5,000円。こちらの債務負担を補正予算

の議案でお願いしているところでございます。

それから、候補者の選定の経過でございます

けれども、募集期間につきましては、今年の8

月16日から9月20日まで。結果、応募いただきま

したのは、この「ＫＰＧ ＨＯＴＥＬ＆ＲＥＳ

ＯＲＴ」の1者のみという状況でございます。選

定委員会を10月に開催いたしまして、委員のメ

ンバーは記載の3名の皆様にお願いしておりま

す。

2ページ目にまいりまして、選定結果でござい

ますけれども、300点満点で229点ということで、

この点数で選定しております。

選定理由に記載しておりますけれども、隣接

する「アイランドナガサキ」という施設と一体

的に管理をしていただくということで、効率的、

経済的であるというふうに選定委員会において

も判断をいただきまして、県としても、この選

定委員会の評価結果のとおり、指定管理者とし

て指定しようというものでございます。

以上で説明を終わります。よろしくお願い申

し上げます。

【中島(浩)分科会長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案及び第134号議案に対する質疑を行いま

す。

質疑はございませんでしょうか。

【吉村委員】リゾート公園の指定管理制度とい

うのがあるんですが、3年間ですね。今、何期目

になるのかなと思うんですけど、1者しか応募が

なくて、選定結果が300点満点の229点。ここら

辺の中身について、もう少し詳しくお知らせい

ただけないかなと思いますけれども、いかがで

すか。

【佐古観光振興課長】まず、今回の指定管理期

間で5期目となります。

ちょっと詳しく申し上げますと、最初の2期が

非公募、公募ではなくて指定をしておりました。

1期目が5年間、2期目が3年間、第3期から部内で

いろいろ検討した結果、公募に移行しまして、

第3期で3年間、第4期で3年間という経過でござ

います。基本的に第4期まで含めて、会社が変わ

ったということがございますけれども、基本的

には「ＫＰＧ ＨＯＴＥＬ＆ＲＥＳＯＲＴ」の

方に指定管理をしてきているということでござ
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います。

それから、点数につきましては、選定委員会

を開催するに当たりまして、300点満点で60％以

上の点数でないと選定をしないというような仕

様にしておりましたけれども、今回、229点とい

うことで76.3％という結果でございましたので、

こちらを選定をしているという状況でございま

す。

【吉村委員】 今の説明で大方わかるんですが、

5期目ということで、1期目、2期目は非公募とい

うことは、委託をしておったということになる

のかなと思うんですけど、「ＫＰＧ ＨＯＴＥ

Ｌ＆ＲＥＳＯＲＴ」ですかね。会社が途中で変

わったということですが、ホテル自体はずっと

運営されておって、その隣接施設ですから、そ

こにお願いをするというような形なのかなと、

応募者もずっと、3期目以降も1者であったのか

なと思うんですが、3期目以降は、この1者だけ

ですか。

【佐古観光振興課長】1期目と2期目の非公募の

場合も、制度としては指定管理という形でやっ

ておりまして、相手方を非公募で選定しており

ます。それから、3期目と4期につきましては、1

者のみの応募という結果でございます。

【吉村委員】指定管理は指定管理なんですけど、

1者にお願いをするというのは、昔は管理委託と

か、そういうふうに言いよったんだろうと思い

ます。

概ねこういう状況の施設というようなところ

が県内各所にあるわけですね。特に、こういう

隣接して施設があるところ、公園があるところ

とか、そこにお願いをしてやってもらうと。60

点以上で採用ということですが、76.3点という

点数です。ここら辺、ずっと管理をしてきてお

って76点という点数について、その評価はどの

ようにされているのかなと思いますけれども、

その点についてもお聞かせいただけませんか。

【佐古観光振興課長】 評価に当たりましては、

事前に応募者から「事業計画書」というものを

出していただきまして、そこの中で管理運営に

関する方針ですとか、例えばですけど、住民の

平等な利用を確保するとか、それから公園の効

用を最大限発揮する、それぞれ考え方をお示し

をいただいて、それから収支計画等も提出いた

だきまして、そういった事業計画書をもとに、

それぞれの選定委員の方に判定をしていただい

たという形でございます。

【吉村委員】すみません、ちょっと聞き方が悪

かったですね。減点になった理由というふうに

聞いたがよかったですかね、76.3％。これだけ

ずっと長年やってくれば、せめて80％以上ぐら

いついて、90％ぐらいついていいのかなと思う

んですけれども、あえて76％という点数になっ

たところが何かなと思うんですけれども、いか

がですか。

【佐古観光振興課長】 過去2回やっておりまし

て、今回を含めまして3回です。3回の中では今

回が一番高い点数ではございます。

【吉村委員】わかりました。なかなか厳しい採

点をされておるんだなということがよくわかり

ました。

ちょっと長くなりましたが、この質問の本当

の意味は、長崎県伊王島リゾート公園、県営の

公園ですよね、「長崎県」とついておりますか

ら。県内に県営の公園が幾つあって、その管理

をどのようにやって、今後、県立公園のあり方

というようなところをこの際検討されたのかな

と思うんですが、実は、この前からも、いわゆ

る世知原青少年の家の統廃合計画というのがち

らっと出てきたんですが、まだ具体化には至っ

てないと思うんですが、そういった意味で、こ

こもこういうふうにずっと継続されて、リゾー
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トホテルの隣にあるから整備しとかんばいかん

だろうということかもしれませんけれども、い

わゆる県内の県営の公園のあり方ということに

ついては、全体的に県としての考え方というの

をまとめられておるのか、お尋ねしたいと思い

ます。

【佐古観光振興課長】公園以外も含めてですけ

れども、県内で指定管理を導入している施設が

50ございます。この中で公園的なもの、公園も

いろいろ規模ですとか提供しているサービスで

大きく違いまして、例えば、土木部が管理して

おります県立都市公園のような規模の大きいも

のもございます。

私どもが管理している伊王島リゾート公園に

類するような、いわゆる余りいろんな施設がな

いもので申し上げますと、それ以外に4カ所程度

あるかと思いますけれども、そういったものを

全庁的にどういう方針で今後運営なり管理をし

ていくかというところの全庁的な整理というの

は、今していない状況でございます。

【吉村委員】そこですよね。それは土木部が管

理している都市公園も当然あるし、自然公園が

あるしということはわかっているんですが、所

管部署が違うのでとなりますが、この際、全庁

的に集まって連携をとって、県民から見ればど

れも同じ公園なんですよ。所管が違うから我々

は知らんというのでは県民に対して説明が行き

届かない形になってしまう。ですから、関係部

局が一緒になって県内全体の公園のあり方とい

うのをこの際検討していただければなと思うと

ころです。

最後にもう一つ、これもちょっと違うところ

の意味があるんですけれども、債務負担行為を

組んで3年間の予算を確定するわけですけど、こ

れが途中で、これは限度額を設定していますね。

だから、限度額内だったらいいんだろうと思い

ますけど、限度額を超えて支出が発生するとい

う場合に、この債務負担行為についてどのよう

な手続があるのかなと思うんですが、おわかり

であればお知らせください。

【佐古観光振興課長】この伊王島リゾート公園

で申し上げますと、協定を指定管理者と結ぶこ

とになります。そこでは当初設定した金額以上

は県としては負担金は出さないという取り決め

をしております。過去の実績で申し上げると、

若干、数万円とか赤字が出て、そこは指定管理

者の負担で対応していいただいている状況です。

先ほど、採点といいますか、選定委員会の評

価の少し点数が低かったのが、そこの収支の部

分で過去赤字が出ているところが、少し点数と

しては低く評価されている、もう少し効率的に

収支相償うような運営をすべきじゃないかとい

うようなご意見もいただいております。

【吉村委員】範囲内でというのが出てくるのは

わかるんですが、今、数万円は指定管理者にか

ぶってもらうというような話ですけど、それも

どうかと。効率的な運営とか、そういうのがな

されてないという評価になってマイナス点にな

るというのも、半分わかって、半分わからんよ

うな話ですけど、これが1年で127万円ですから、

例えば50万円赤字になるとした場合、やってく

れというけど、どうしても足らないという時に

は債務負担行為の取り扱いはどうなるのかなと

思って聞いたんですけど、そういう場合は。

【佐古観光振興課長】先ほど申し上げましたよ

うに、事業計画書というものを事前に出してい

ただきます。そこの中では、当然、収支は相償

っていると、赤字は出ない、黒字も出ないとい

う計画書を出していただいております。それを

前提に指定をしておりますので、結果として赤

字が出たという場合は、指定管理者の方に見て

いただいているというのが現状です。
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それから、例えばの話ですけれども、何か大

きな災害とか、そういったことが生じて多額の

維持費が必要というような場合、これは県が直

営で予算を計上して対応していくということも

あるでしょうし、想定の話ですので何とも言い

づらい部分があるんですけど、債務負担行為を、

指定管理者にそこをさせるということであれば、

また議決を改めていただいて変更するという流

れは技術的にはあるのかなと思いますけれども、

可能性としては県が直接施工する、大きな対応

が必要な場合、施工することになるのかなとい

うふうに思っております。

【中島(浩)分科会長】ほかに質疑はございませ

んでしょうか。

【深堀委員】今の伊王島の件で、ちょっと一つ

だけ確認なんですけど、この公園自体は、今の

「アイランドナガサキ」の施設とほぼ一体化し

たような、隣接しているわけですけれども、一

般のお客さんにしてみれば、どこからが公園で、

どこからが「アイランドナガサキ」の施設なの

かというのがわからないぐらいの、ある意味、

一体化したようなものだというふうに認識を私

はしているんですけれども、あの施設も、今ま

で紆余曲折いろんな歴史があって、最終的に長

崎市からＫＰＧさんが所有権を取得しています

けれども、そういったことを考えれば、この伊

王島リゾート公園自体も、県が管理をするとい

うか、今運営をしているＫＰＧの方に例えば売

却をするとか、そういったことも選択肢として

はあるんじゃないのかなと思うんですけれども、

そのあたりの考え方をお聞かせください。

【佐古観光振興課長】もちろん売却するという

選択肢も一つあるとは思っております。

ただ、これは県のもろもろの規定の話ですけ

れども、県有財産を売却するに当たりましては

一般競争入札というのが原則になりまして、例

えば隣接の地権者の方に随意契約で売却すると

いうのが、非常に例外的でハードルが高い規定

になっております。

ですから、そこは今後研究はしないといけま

せんけれども、一般競争入札でやった場合に、

もしＫＰＧさん以外の方が取得をされて、全く

違う雰囲気の施設が建つとかですね。当然、売

却に当たっては、いろんな利用目的とかの条件

は付するとは思いますけれども、そういった問

題もございます。

委員がおっしゃいましたように、航路の利用

者は、橋が架かってからは少なくはなっており

ますけど、一定、航路を使って伊王島に来られ

る方もいらっしゃる。そこから「アイランドナ

ガサキ」までのエントランス機能のような部分

も持ち合わせております。

それから、地元の住民の方のご意見をお聞き

しても、住民の散策のコースであるとか、そう

いう形で憩いの場にもなっているというような

ご意見もいただきました。ですから、即、売却

をするというところは、現状では考えておりま

せん。

もう一つ、すみません、漏らしましたけれど

も、ＫＰＧさんの方で、あの公園を取得して何

かを整備するという具体の構想が現状はないと

いうことでございますので、今後は当然わから

ないんですけれども、現状ではまだそこまで整

理されていないと。

そういったＫＰＧさん側の意向とか地域住民

の方の思い、それから県の処分するに当たって

の規定、こういった少し難しい要素がございま

すから、売却することを今の時点で否定はしま

せんけれども、当面は、観光の立場からすれば、

公園という形で存続をさせながら、一体的な雰

囲気づくり、観光客の呼び込みなどに活用がで

きればいいのではないかというふうに考えてい
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るところです。

【深堀委員】 今すぐ云々という話ではなくて、

そういう選択肢も将来的には考えていった方が

いいんじゃないのかなというのが、指定管理者

へのいろんな負担金として、こういった費用も

発生する、公園の利用の許可に関する業務につ

いても、今まではそういった実績もないという

お話でありましたし、「アイランドナガサキ」

と本当に一体的に。今も、既にオリーブの木を

すごく植えていらっしゃって、恐らく将来、そ

ういったいろいろな利用価値も施設としても出

てくる可能性があるというふうに私は思うので、

そういったことも少し念頭に置きながら運用し

ていただきたいということを要望しておきます。

【中島(浩)分科会長】ほかにございませんでし

ょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】ほかに質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、予算議案に対する討論を行います。

討論はありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】討論がないようですので、

これをもって予算議案に対する討論を終了いた

します。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第119号議案のうち関係部分及び第123号議案

のうち関係部分は、原案のとおり、それぞれ可

決することにご異議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定されました。

【中島(浩)委員長】次に、委員会による審査を

行います。

議案を議題といたします。

文化観光国際部長より総括説明をお願いいた

します。

【中﨑文化観光国際部長】 それでは、「総務委

員会関係議案説明資料」をお手元によろしくお

願いいたします。

1ページでございます。

文化観光国際部関係の議案について、主なも

のについてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第138号議案「長崎県総合計画チャレンジ2020」

の変更について」であります。

第138号議案「長崎県総合計画チャレンジ2020

の変更について」は、長崎県行政に係る基本的

な計画について議会の議決事件と定める条例第

2条の規定に基づき、「長崎県総合計画チャレン

ジ2020」の数値目標について、長崎県観光統計

の統計手法の見直しに伴い、関係部分を変更し

ようとするものであります。

次に、議案外の所管事項の主なものについて、

ご説明いたします。

追加2をよろしくお願いいたします。追加2の1

ページでございます。

ローマ教皇の長崎訪問について。

去る11月24日、ローマ教皇フランシスコ台下

が本県をご訪問になられ、県内外の多くの方々

が歓迎される中、無事に本県における全行程を

終えられました。

教皇のメッセージは、世界の平和を願う人々

に大きな勇気と励みを与えるものであり、被爆

者をはじめ、長崎県民と思いを同じにしていた

だけることは大変心強く、「長崎を最後の被爆

地に」との思いを込めて、被爆地から情報を発

信していかなければならないと考えております。

県としましては、核兵器廃絶と世界恒久平和

の実現を目指し、教皇のメッセージをはじめ、
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長崎ご訪問の状況を世界に向けて発信してまい

りたいと考えております。

2ページでございます。

今回の教皇の長崎ご訪問の様子は、国内外の

メディアにより全世界に発信されており、長崎

の認知度が向上していることから、県としまし

ては、この機会を活用し、更なる国内外の観光

客誘致につなげてまいります。

もとの資料の1ページでございます。

対馬市における韓国人観光客の減少に伴う影

響と対策について。

2ページをお願いいたします。

県としましては、国内観光客を誘致するため、

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金事業

を活用した「しま旅旅行商品」を拡充し、対馬

を旅先とする商品の募集期間の延長や新たな商

品造成を進めており、その販売実績も好調に推

移しているところであります。

さらに、11月1日から、対馬での宿泊料金が1

泊3,000円割引となる「行っ得！つしま」宿泊割

引キャンペーンを開始するとともに、自然、景

観、歴史、文化、食など対馬特有の魅力を各種

メディアで発信するなど、国内観光客の誘客に

力を注いでいるところであります。

なお、対馬では、韓国人観光客減少対策をは

じめ、観光振興の課題や今後取り組むべき方向

性等を検討するため、民間事業者や関係団体、

外部の有識者等で構成する「対馬観光のあり方

検討会」を10月18日に立ち上げるとともに、同

25日には、対馬島内の観光関係事業者の連携を

図り、国内外の観光客の誘致及び受入環境整備

を推進することを目的に、対馬振興局を事務局

とする「対馬おもてなし協議会」を設立しまし

た。県としましても、こうした取組に積極的に

参画し、地元関係者と一体となって観光産業の

再生を強力に推し進めてまいります。

文化の振興について。

長崎県美術館においては、世界的に活躍する

フランス人アーティスト、ボルタンスキーの半

世紀にわたる創造活動を紹介する「クリスチャ

ン・ボルタンスキー Ｌｉｆｅｔｉｍｅ」を1

月5日まで開催しております。その後、1月25日

からは、その独特の手法や世界観が多くのファ

ンに支持されている漫画家・荒木飛呂彦氏の原

画展「ＪＯＪＯ 冒険の波紋」を九州で初めて開

催いたします。

「若者アート創造プロジェクト」では、大村

市においてジュニア向けヴァイオリン・セミナ

ー「ＯＭＵＲＡミュージック・キャンプ」を初

はじめ、長崎県美術館では、若者主体の文化活

動を支援する取組として「満月ＢＡＲ」を実施

いたしました。若者が主体的に文化芸術イベン

トに参画する中で長崎の魅力を再認識し、郷土

への愛着を深めることにより、若者人口の定着

につながるように努めてまいります。

世界遺産の保存活用について。

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

の世界遺産登録1周年を記念し、「長崎から世界

へ 世界遺産を未来へどう伝えるか」をテーマと

した講演会を、長崎歴史文化博物館と連携して3

回シリーズで開催したところ、毎回、会場のホ

ールが満席となり、多くの方々に世界遺産の意

義や価値を発信することができました。

「世界遺産でつなぐ・つながるプロジェクト」

の一環で実施している、大学と連携した世界遺

産集落でのフィールドワークについては、現地

調査の実施など、地域課題の解決に向けた検討

を進めており、長崎県立大学では、学生が主体

となって春日集落内の主要な場所である「丸尾

山」の歩道の補修に取り組んだほか、地域住民

に対する報告会を実施し、交流を深めたところ

であります。
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今後も、ふるさと教育やフィールドワークを

通じた世代間交流や、各構成資産同士をつなぐ

情報交換会による地域間交流も促進しながら、

世界遺産集落の維持・活性化につなげてまいり

ます。

観光の振興について。

追加2の2ページをよろしくお願いします。

本県観光の動向について、直近となる7月から

9月期における県内主要宿泊施設の状況は、8月

末の大雨や9月の連休時における台風の襲来な

ど、悪天候の影響を受け、県全体としては、対

前年同期比4.6％の減少となっております。

こうした中、五島地域では、「潜伏キリシタ

ン関連遺産」の登録効果等により、宿泊客が対

前年同期比で32.5％増加し、また、対馬地域で

は韓国人宿泊客の大幅減少の一方で、国内宿泊

客は同11.5％増加しております。

今後とも、本県への誘客に力を注ぎ、交流人

口の拡大を図ってまいります。

本文の4ページ下でございます。

国境離島地域における滞在型観光の促進につ

いては、市町や旅行会社と連携し、宿泊、交通

機関に地元の体験プログラムを組み合わせた

「しま旅旅行商品」の企画・販売に取り組み、9

月末現在、前年度を大きく上回る約2万6,000人

泊を送客するなど、順調に増加しているところ

であります。

去る10月28日、第1回「長崎県ツーリズム・ア

ワード」表彰式を開催いたしました。この表彰

は、本県観光の振興に大いに貢献している取組

や、その成功事例の掘り起こしを行うことで、

観光業に携わる方々の取組意欲の喚起や、観光

立県の推進に向けた県民意識の醸成につながる

ことを目的に、今年度新たに創設したものであ

ります。

観光人材の確保・育成については、県内の高

校2年生を主な対象とした「観光の『ミライ☆ニ

ナイ』塾」を8月から長崎、佐世保の両地区で月

1回のペースで開催しているところであります。

受講者からは、「ホテルで働くイメージができ

た」、「ホテルの仕事に興味がわいた」、「働

いている方の生の意見を聞けて良かった」とい

った声をいただくなど、好評を得ているところ

であります。

引き続き、宿泊施設の経営者やウェディング

関係者による講座等を2月まで予定しており、働

く上での心構えや現場の厳しさ、働くことで得

られる喜びなど、良い面も、厳しい面も、しっ

かりと学んでいただき、一人でも多くの生徒の

皆様に観光産業を目指していただきたいと考え

ております。

国際航空路線の取組について。

これは追加1の1ページでございます。

国際航空路線については、本年開設40周年を

迎えた上海線において、来年2月12日から水曜日

に増便されることが決定いたしました。

本文の6ページでございます。

今回の増便により、月曜日と金曜日を合わせ

週3便となり、利便性が格段に向上することから、

増便を契機として、インバウンドについては、

旅行会社への販売促進支援に加えて、個人旅行

向けのウェブサイトを活用した情報発信や教育

旅行誘致の強化、また、アウトバウンドについ

ては、県民の皆様への増便の周知や利用の働き

かけのほか、旅行会社とのタイアップキャンペ

ーンなど、本路線の利用促進に取り組んでまい

りたいと考えております。

本年6月から10月まで連続チャーターが運航

されておりました台湾については、チャーター

実施者である旅行会社、航空会社とともに、今

後も本県へのチャーター実施の意向を示されて

いることから、引き続き現地における本県の観
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光地としての情報発信に取り組むとともに、チ

ャーターの実現に向け、継続して働きかけを行

ってまいりたいと考えております。

今後とも、国際定期航空路線の維持・拡大と

ともに、新たな定期航空路線の開設を見据えた

チャーター誘致に取り組むことで、インバウン

ドの受入拡大に努めてまいります。

県産品のブランド化と販路拡大について。

10月には「宿泊施設グレードアップネットワ

ーク」に参画する施設の料理長等を、「長崎と

らふぐ」、「長崎和牛」などの産地に招聘し、

来年2月に県内でブランド食材を活用したコー

ス料理を提供する「プレミアムフェア」を開催

することで、「長崎の食」の魅力発信に取り組

んでまいります。

県産品愛用の推進については、10月に長崎市

で開催された「長崎食の博覧会」及びＶ・ファ

ーレン長崎のホームゲーム会場において県産品

ＰＲブースを出展し、「県産品愛用運動推進月

間」である11月に、テレビＣＭの放映等により

県産品愛用についての周知を行ったところです。

8ページでございます。

県産品の輸出促進については、11月には香港

の生活雑貨店5店舗において波佐見焼、県産酒な

どを取り扱った「長崎フェア」を開催したほか、

韓国ソウル市の日本食レストラン6店舗で、12

月には中国上海市の日本食レストラン10店舗に

おいて、県産食材を使用した料理を提供する飲

食店フェアを開催するなど、ご来場いただいた

海外の多くの方々に県産品をＰＲするとともに、

県産品の認知度向上と販路拡大につなげること

ができました。今後とも、関係部局や団体とも

連携しながら、県産品の輸出促進に努めてまい

ります。

追加1の1ページをお願いいたします。

令和2年度の重点施策について。

令和2年度は、「長崎県総合計画チャレンジ

2020」の達成に向けて、更なる交流人口の拡大

を実現するとともに、新たに「長崎県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」がスタートすること

から、観光産業をさらに発展させるため、「い

かに良質な雇用を拡大してもらうか」の視点を

持って、観光事業者の成長に欠かせない「生産

性の向上」や「人材育成」などの取組に引き続

き注力するとともに、それぞれの地域において、

行政はもとより、これら観光事業者を含む多様

な関係者が一体となり、本県ならではの魅力を

付加した「観光まちづくり」に取り組んでまい

ります。

また、文化・観光・国際・物産各部門の緊密

な連携により、2つの世界遺産をはじめとする本

県の多様で魅力ある地域資源の価値を発信し、

歴史文化を活かした交流促進やブランド力の強

化によって、国内外からの観光客や観光消費額

の増加、県産品の販路拡大など、実需の創出を

図り、県政の最重要課題である人口減少対策に

取り組んでまいりたいと考えております。

本文の8ページでございます。

「長崎県総合計画チャレンジ2020」の数値目

標の進捗状況について。

平成28年度から令和2年度の5年間を計画期間

とする「長崎県総合計画チャレンジ2020」に掲

げる数値目標の平成30年度末にけおる進捗状況

のうち、文化観光国際部関係については、お配

りしている資料のとおりであります。

事務事業評価の実施について。

本年度の事業評価において、事務事業評価、

指定管理者制度導入施設の評価を実施いたしま

した。文化観光国際部関係分については、お配

りしている資料のとおりでございます。

「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」

の数値目標の進捗状況について。
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「地域ならではの産品のブランド化」につい

ては、アンテナショップの開設と魅力発信に係

る取組として、「日本橋 長崎館」において、平

成30年度に店舗のリニューアルを図り、生鮮農

水産物の販売や取扱商品数の拡大等を行うとと

もに、広告媒体を活用したＰＲや観光情報の発

信等、来館者の増加や長崎県への誘客を図りま

した。

結果、平成30年度の来館者数は、前年度と比

較すると15万6,000人増の56万5,000人となり、

多くの方に本県の魅力を発信することができま

した。今後とも、運営事業者や県内市町・関係

団体等と連携し、より効果的な情報の受発信に

努め、県産品のブラント化・販路拡大につなげ

てまいります。

地方創生の推進について。

第2期総合戦略の策定については、去る9月定

例会において骨子案をお示しし、ご議論いただ

いたところであります。

県においては、骨子案に対する県議会でのご

議論や有識者による懇話会等からのご意見をお

伺いした上で、市町と緊密な連携を図りながら、

取組内容を具体的に盛り込んだ素案を取りまと

め、今定例会にお示ししております。

今後、今定例会でのご意見や外部有識者等で

構成する懇話会などのご意見、加えて、現在実

施しておりますパブリックコメントなどにより、

広く県民のご意見をお伺いした上で、来年3月を

めどに策定してまいります。

以上をもちまして、文化観光国際部関係の説

明を終わります。よろしくご審議賜りますよう

お願いいたします。

【中島(浩)委員長】 次に、観光振興課長より、

補足説明をお願いいたします。

【佐古観光振興課長】それでは、議案に関しま

して補足説明をいたします。

説明いたします資料は、縦方向の「総務委員

会補足説明資料 長崎県総合計画チャレンジ

2020の変更について」、それから、追加で提出

いたしました1枚ものの「総合計画の数値目標の

見直し」についての資料、この2つの資料に沿っ

てご説明をいたします。

今回、総合計画の数値目標の変更をお願いす

るものでございますけれども、その理由といい

ますか、きっかけというのが、「長崎県観光統

計」、これは毎年度、取りまとめを行いまして

毎年6月に公表いたしておりますけれども、この

県の観光統計について、平成30年分から統計手

法の見直しをいたしました。そこが数値目標に

関連してくるということですので、まず、この1

枚紙で観光統計の見直しについて概略をご説明

したいと思います。

総合計画の観光分野の数値目標につきまして

は、その多くが県の観光統計から数字を使って

おりますけれども、平成30年分の、昨年分の観

光統計から統計手法の見直しを行いました。見

直しを行った理由につきましては、後ほどご説

明します。

今回の定例会におきまして、総合計画の進捗

状況ですとか、そういった報告も併せて行われ

ておりますので、数値目標の変更議案につきま

しても今回お願いをするものでございます。

その下の観光統計の見直しでございますけれ

ども、まず、見直しの目的です。県の観光統計

といいますのは、それぞれ県内の各市町におい

て数字を算出していただきまして、それを県で

集計をして全体の取りまとめを行っております。

ただ、これまで市町によって数字のとり方に

少しばらつきがございましたので、今回、平成

30年分から統計手法の統一を図ったということ

でございます。

このタイミングで統一手法を見直したのは、
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平成30年というのが次の総合計画の恐らく基準

年に、まだ最終決定はしてないようですけれど

も、基準年になる可能性もございますので、そ

ういった継続性というものを次の総合計画の中

で検討の中に入れていくために平成30年分から

見直しを行ったということでございます。

主な見直しの概要でございますけれども、ま

ず、ａの「観光客数」、こちらも記載のとおり

ではございますけれども、全体のそれぞれの地

域への入込客は、国の基準を準用しながらカウ

ントをして、具体的に申し上げますと、観光ス

ポットですとかイベントとか、そういったもの

にどれだけの方が来られたかということをそれ

ぞれの市町で集計をしていただいております。

日帰り客につきましては、今申し上げた形で出

てきた全体の入込客の中から宿泊客の実数を差

し引くという形で日帰り客を算出するようにし

ております。

それから、宿泊客数でございますけれども、

これまでサンプル調査、例えば、市の中に50施

設の宿泊施設があるとした場合、例えばですけ

れども、30施設にサンプル調査をかけまして、

その前年の30施設のサンプル調査と今年度の調

査の結果の伸びを前の年の全体の宿泊客数にか

けて今年度の全体を出すというような手法でご

ざいましたけれども、今後につきましては、原

則、全施設にそれぞれの市町から調査をかけて

いただきまして回答を得ると。一部、未回答施

設も当然出てまいりますけれども、そういった

場合はほかの宿泊施設の規模、これぐらいの規

模であれば、これぐらいの宿泊者がいるという

ような平均値をとりまして、それを使いながら

推計をするというやり方に改めております。

最後に、経年変化、過去の数字との整合でご

ざいますけれども、今回、30年分は新しいルー

ルで算定をいたしました。それから、前年の平

成29年につきましても、新しいルールにのっと

って、もう一度、再算定をしております。平成

28年以前につきましては、それを一つひとつ再

算定をすると市町の事務量も大きくなりますの

で、そこは過去の毎年公表してきたそれぞれの

項目の伸び率、対前年比の伸び率で逆算をいた

しまして過去の数字を再算定をしているという

状況でございます。

以上が県の観光統計の見直しの内容の概要で

ございます。

続きまして、こちらの議案の補足説明資料で

ご説明いたします。

まず、1ページをご覧いただけますでしょうか。

こちらは観光客延べ数について、どういう見

直し内容になっているかということでございま

す。この観光客延べ数といいますのは、日帰り

客の実数と宿泊客の延べ滞在数、例えば、2泊3

日された方は3と数える、それを日帰り客と合算

したものを、これまでも観光客延べ数という定

義で公表しております。

下の方に変更後の目標値の設定根拠を記載し

ております。ここで順を追ってご説明いたしま

すと、まず、①の実績値の推計でございますけ

れども、一番右側の平成30年の変更後の3,550

万人、この数字は新しいルールで出した実績で

ございます。その左にいきまして3,512万人とい

う数字が平成29年にございますけれども、こち

らも先ほど申し上げましたとおり、新しいルー

ルで再算定をした実績ということになります。

平成28年以前につきましては、それぞれの、例

えばで申し上げますと、平成27年から28年とい

うのが観光客延べ数で申し上げますと、マイナ

ス2.7％という数字でございます。このマイナス

2.7％という数字で逆算をいたしまして平成27

年の実績値を推計する。それから、同じように

基準年になります平成26年の実績値を推計する
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という流れにしております。これは総合計画の

計画期間の都合上、平成27年の数字は割愛して

おりますけれども、同じような形で過去の数字

を推計しております。

基準値が3,375万人という変更後の数字が出

てまいりますので、次の②の目標値の推計の方

に行きまして、これは変更前の平成26年から平

成32年まで、それぞれの毎年の伸び率がござい

ますので、この伸び率を3,375万人という基準値

にそのまま各年度乗じまして、それぞれの年度

の目標値を置き直したという作業を行っており

ます。

次に、2ページ目でございますけれども、観光

消費額の総額でございます。詳細は割愛します

けれども、今、観光客延べ数のところで申し上

げた手法と全く同じやり方をしまして、平成26

年の基準値を置き直して、それから平成26年の

基準値からの伸び率をそのまま、また置き直し

まして変更後の目標値を出しているということ

でございます。

3ページ目につきましては、外国人延べ宿泊者

数でございますけれども、こちらも1ページ目の

観光客延べ数と同じ考え方で、それぞれの実績

値と目標値を置き直しております。

4ページ目につきましては、観光消費額の中の

宿泊客の総額でございますけれども、こちらも

同様の考え方で数字を置き直している状況でご

ざいます。

5ページ目でございますけれども、これは「し

ま」への観光客延べ数ということで、五島市、

新上五島町、小値賀町、壱岐市、対馬市の3市2

町の数字の合計ですけれども、それぞれ市町ご

との積み上げがございますので、その市町ごと

に先ほどご説明した同じ考え方で過去の数字を

置き直している状況でございます。

6ページ目から13ページ目にかけましては、そ

れぞれ地域別の計画、これはそれぞれの振興局

で総合計画の策定の時点でどういった指標を採

用するかということで決定されたものですけれ

ども、地域によって何を使っているかというの

は、少し違いはございますけれども、観光客延

べ数、消費額、宿泊者の数、同じような考え方

で数字を置き直して変更を考えているというこ

とでございます。

概略でございましたけれども、以上でご説明

を終わります。よろしくお願い申し上げます。

【中島(浩)委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたが、第134号議案に

対する質疑は終了しておりますので、第138号議

案に対する質疑を行います。

質疑はございませんでしょうか。

【小林委員】観光振興基本計画というのが出て

いるね。その時の数字、ここは、この統計の見

方によって当然変わってくると思うんだけれど

も、そこのところはどうしていますか。

【佐古観光振興課長】もろもろの計画の取りま

とめといいますか、庁内で企画振興部がやって

おりますけれども、そこと相談をいたしまして、

まず、最も上位の計画である総合計画について

数字を見直して、その後の議会で、それに関連

します下の方の計画を見直すという考え方のよ

うでしたので、観光振興基本計画については、2

月にまたご審議いただく形になろうかと思って

おります。

【小林委員】観光振興基本計画というのを策定

して、何年ぐらいまでに観光客数をどれぐらい

にする、あるいは外国人の宿泊者数についても

51万9,000人からこうするとか、こういうのを出

していますね。基本的に統計の仕方が変わって

数字が変わるわけだから、その基本的な、今打

ち出している数字を変えるのが2月ということ

ですか。
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つまり、以前の統計の仕方、今聞いてみれば、

かなりあやふやな統計だったんだなと。決して

正確さがにじみ出ているような統計のあり方で

はなかったかもしれない。これから長崎県は観

光に力を入れていきたいということは当然のこ

とであるし、これはもうある意味では産業とし

ての位置付け、基幹産業としての観光と、そう

いうようなことで皆さん方もやっていただいて

いるし、我々もそういう成長を非常に期待をし

ているわけです。

そういう状況で、まずそうやって基本計画を

立てて、いつまでにどれぐらいの観光客数、あ

るいは宿泊者数、それから外国人の宿泊者数と、

こういうことを出しているわけで、2020年ぐら

いで一つの方向性を出しているんじゃないかな。

2020年、そこのところの数字がかなり、この統

計の仕方によって変わってくるのではないかと。

だから、そういう変わった数字を、今の統計の

あり方で将来的にこうするんだと、こういうよ

うなことを打ち出していただかなければいかん

ではないかと。

これまでの統計のとり方については、新たな

統計のとり方よりも少ないんだよ、数字が。そ

の数字を見て、長崎県の観光に入れ込む力とい

うのが非常に弱いとか、観光県の長崎県として

打ち出さんといかんところに、例えば外国人の

宿泊者なんかは、日本全体でワースト2番目だと

か、あるいは九州の中で、外国人の宿泊者数が

ほとんど伸びていないとか、そんなようなこと

を新聞記事なんかに書かれると、そこのどの数

字をもって言われているかということになって

くるわけだよ。

そういう面から、伸びしろがある長崎県の観

光行政、観光の基本的な姿勢をもって考えてい

けば、新たな統計のこの数字をきちんと入れ直

していただいて、それをもとに評価をしていた

だかなくちゃいかんじゃないかと考えているわ

けだけれども、それについてどうですかと、こ

う聞いているわけだよ。

【佐古観光振興課長】計画自体の数値目標の議

案としての取り扱いにつきましては、先ほど申

し上げたとおりでございますけれども、今年の6

月に公表いたしました県の観光統計の数字は、

見直し後の、統計手法の見直し後の数字で公表

をしております。

ですから、現状で申し上げれば、より実態を

反映できるようになった数字をもとに、今後の

次期総合戦略とか次期総合計画、こういったも

のに、どこを目指していくかというところは内

部で議論しているところでございます。

【小林委員】例えば、2016年に策定した観光振

興基本計画というのは、2016年だったろう、違

うか。そんなところからよくわかっておらんと

やろうが。この2016年に策定した観光振興基本

計画では、例えば、2014年の観光客延べ数が

3,265万人だったものを、2020年には3,863万人

にしますよと、こういうことをきちっと出して

いるんだ、数字として。宿泊者延べ数について

も、2014年を基準値として669万人だったものを、

2020年には824万人に伸ばします。そして、外国

人宿泊者数が51万9,000人だった基準値を2020

年には100万人にいたしますと、こういう数字を

出しているんだろう。

だから、この数字は、新しい統計をもってこ

の数字になっているのか。2016年は新たな統計

前で、数字が基本的に変わってくるのではなか

ろうかと。だから、それだけの本当の統計のあ

り方できちんと目標設定をせんと、少ないと、

伸び率がよくないと、こんなことを旧来式のこ

とで言われても、たまったものじゃないと。

おい、応援する言葉で言っているんだから、

もっとよく聞けよ。部長、わかっているか、や
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っとうなずきよる。

だから、そういう形でね、今、聞いているこ

とは、2020年の目標としているところの数字が、

新たな統計の数字をもって算出するものか、旧

来式でやっているかというところの違いがある

だろうと、旧来式でやっているんじゃないかと、

だから、これは数字を変えていかんといかんの

じゃないのかということを言っているわけだけ

れども、いかがですか。おい、部長、どうか。

【中﨑文化観光国際部長】ご指摘のとおりでご

ざいます。総合計画までの数字は、今ご説明し

たとおりでございますけれども、観光振興計画

は今の統計に置き換えて、そしてその数字を検

証しながら、どういった施策が有効かというの

をしっかり組み立ててまいります。

【小林委員】 それはお願いしておきます。

【中島(浩)委員長】ほかにございませんでしょ

うか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。

第134号議案及び第138号議案は、原案のとお

り、それぞれ可決することにご異議ございませ

んでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり、それぞれ

可決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について、説明

を求めます。

【村田文化振興課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本委員会に提

出しております文化観光国際部関係の資料につ

いて、ご説明申し上げます。

お手元の「総務委員会提出資料」をご覧くだ

さい。資料は、いずれも9月から10月までの実績

について記載しております。

資料の1ページをお開きください。

補助金の内示について、県が箇所付けを行っ

て実施する個別事業に関しまして、市町及び直

接、間接の補助事業者に対し、内示を行った補

助金の実績を記載しております。

今回は、直接補助金で長崎県21世紀まちづく

り推進総合補助金の2件でございます。

次に、資料の2ページをお開きください。

1,000万円以上の契約案件でございます。

1,000万円以上の契約件数は2件ございまして、

1件は、長崎歴史文化博物館の空調自動制御機器

修繕業務に係る契約でございます。この業務を

実施できますのは、当初の施工からメンテナン

スまで一貫して実施している業者に限定される

ため、随意契約としております。

残りの1件は、アルカスＳＡＳＥＢＯに設置し

ております氷蓄熱チラーユニット、これは冷却

水の循環装置でございますけれども、その部品

交換に係る契約でございます。契約方法は、一

般競争入札で実施しております。資料の3ページ

に入札結果を掲載しております。

次に、資料の4ページをお開きください。

こちらは営繕課で実施しております集中契約

のうち、文化観光国際部関係で1,000万円以上の

契約案件を掲載しております。

なお、集中契約分につきましては、各契約担
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当部局、今回は営繕課でございますので、土木

部から報告することになっておりますので、参

考として添付しているところでございます。

次に、資料の5ページをお開きください。

陳情・要望に対する対応状況でございます。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

9月から10月までに県議会議長宛てにも同様の

要望が行われましたのは、対馬市からの韓国人

観光客の激減対策に関する要望についての3件

でございます。それぞれに対する県の対応をお

示ししているところでございます。

以上でございます。よろしくご審議を賜りま

すようお願い申し上げます。

【中島(浩)委員長】次に、観光振興課長より補

足説明をお願いいたします。

【佐古観光振興課長】 それでは、県の「観光振

興基本計画」に掲げます事項の実施状況につい

て、ご説明をいたします。

資料は、横方向の資料になります。表題が「長

崎県観光振興基本計画に掲げる事項の実施状況

について」でございます。

表紙をめくっていただきまして、まず、1ペー

ジ目に現在の県の「観光振興基本計画」の施策

体系をお示ししております。一番上に「長崎県

観光の将来像」として「世界が認める観光県な

がさき」というものを掲げまして、平成28年度

から平成32年度までの5年間の取組を計画の中

に盛り込んでおるものでございます。

上の方で申し上げますと、長崎県観光の課題

ですとか、それから、右側にあります観光を取

り巻く現状、こういったものを踏まえまして観

光振興の方向性として上の真ん中に5つ、方向性

を整理しております。「観光産業の活性化・高

度化」から、5つ目の「海外交流の歴史等を活か

した外国人観光客の誘客拡大」まで、この方向

性に沿って個別の施策を講じているところでご

ざいます。

具体的な取組につきましては、後ほどのペー

ジでご説明をしたいと思います。

1枚めくっていただきまして2ページ目でござ

います。

こちらには先ほど申し上げました5つの大き

な方向性に沿って平成30年度に実施した事業、

それから、その成果等を記載しております。

1つ目の「観光産業の活性化・高度化」でござ

いますけれども、ここは高付加価値化という考

え方になろうかと思いますが、主な取組で申し

上げますと、ポツの2つ目、長崎コンシェルジュ

推進事業、これは今、累計で14名の長崎コンシ

ェルジュの方を認定しております。長崎コンシ

ェルジュにつきましては、一般的なホテルでの

質の高いサービスを提供するということももち

ろんでございますけれども、長崎の魅力ですと

か、そういったものも併せてお客様にご紹介、

ご説明できる方ということで、県の方で研修を

して認定を行っている制度でございます。

その下のプレミアムコンテンツ創出事業、こ

ちらも高額の旅行商品を基本的に取り扱ってい

らっしゃる旅行会社等に商品化の働きかけをし

まして、なかなか通常ではできない特別な体験

といったものを旅行商品の中に組み込んで、で

きるだけ付加価値の高い旅行をしていただくと

いう取組でございます。

2つ目、「地域と一体となった観光まちづくり

の推進とそれを担う人材の育成」でございます

けれども、ポツの2つ目に世界遺産関連のガイド

の育成を記載しております。今、昨年度末の累

計で認定ガイドの方が114名、活動されておりま

す。

今後につきましては、個人客の方にもできる

だけガイドを活用していただきたいということ

で、この114名をさらに伸ばしていきたいと考え



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１１日）

- 59 -

ております。

それから、ユニバーサルツーリズム推進事業

につきましては、これはバリアフリーの周遊ル

ートの開発を3ルート行いまして、これも平成28

年からの累計で、記載しておりませんけれども、

8ルートが開発されております。

3つ目の「交通基盤の整備と広域連携の推進」

でございますけれども、ポツの2つ目で申し上げ

ますと、今、長崎県と熊本県、大分県、この3

県で九州の横軸連携という形で旅行商品の造成

等に取り組んでおりまして、平成30年の実績と

しては、300名余りの方にこの商品を活用いただ

いている状況です。

4つ目の「2つの世界遺産」関係でございます

けれども、ポツの最初にガイドを手配した観光

客数が1万1,243名という記載をしておりますけ

れども、構成資産を訪れた方は、全体で申し上

げればもっと大きい数字でございますので、基

本的に今ガイドを活用していただいているのは、

団体、ツアーがほとんどでございます。ですか

ら、ここの部分は、個人で訪れる方にもガイド

をできるだけ使っていただきたいという取組を

今年度進めているところでございます。

5番目の「外国人観光客の誘客拡大」でござい

ますけれども、こちらはポツの2つ目、国際定期

航空路線利用者数は、対前年比で28％の伸びと。

それから、クルーズ船につきましても、若干で

すけれども、4.4％の伸びという成果につながっ

ております。

ページをめくっていただきまして、3ページ目

と4ページ目に、先ほどもご意見をいただきまし

たけれども、数値目標、それから、それぞれの

数値目標の状況を記載しております。

観光消費額で申し上げますと、3ページ目でご

ざいますけれども、対前年伸び率が0.4％という

数字でございます。こちらは県の観光統計の数

字を使っておりますけれども、現時点では先ほ

どご説明した見直し後の数字ではなくて、基本

計画の数値目標を正式には議案としては変えら

れていないという状況でございますので、そち

らの数字を使っておりますけれども、私どもの

内部では見直し後の数字でしっかり考えていこ

うと考えております。

消費額につきましては、0.4％と微増でござい

ますけれども、これは国の全体で申し上げると、

マイナス3％という数字が出ておりますので、そ

こと比較をすると一定プラスの数字が出ている

のかなと考えております。

それから、観光客延べ数につきましては、世

界遺産登録ですとか、クルーズ客船の乗客・乗

員の増加ということで過去最高にはなっており

ます。

ただ、私どもが一番大事だと考えております

宿泊客につきましては、2.3%増の676万人にとど

まっておりますので、ここをいかに大きく伸ば

していくかということにしっかり取り組んでい

きたいと考えております。

それから、外国人の延べ宿泊者数でございま

すけれども、こちらも前年比では4.9％増の78.8

万人となっております。

クルーズ客船は、先ほど申し上げたとおりで

ございます。

最後の再来訪意欲度、これは県で実施してお

りますアンケートに基づく数字でございますが、

前年比では3.6％減ということでございます。国

内客で申し上げますと、人口減少で高いリピー

ター化ですとか、1泊ではなくて、さらに2泊、3

泊という取組を進めていかなければなりません

ので、ここの数値につきましては、原因等しっ

かり分析しながら次の施策につなげてまいりた

いと考えております。

3ページの一番右側に目標達成率、平成32年、
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最終年度の目標に対する達成率を記載しており

ますが、クルーズ船を除きますと非常に厳しい

状況でございます。見直し後の数字で考えても

厳しい状況でございますので、できるだけ効果

的な施策を講じてこれらの数値目標の達成に向

けて取り組んでまいりたいと考えております。

5ページ目と6ページ目につきましては、それ

ぞれ5つの柱ごとに今後の施策の方向性等を記

載しております。

1つ目の「観光産業の活性化・高度化」につき

ましては、長崎コンシェルジュに引き続き取り

組むことと併せまして、本委員会でも折に触れ

てご意見をいただいておりますユニバーサルツ

ーリズムにつきましても、少し拡充したような

形で取組ができないかと考えているところでご

ざいます。

2つ目、「観光まちづくりと人材育成」でござ

いますが、「住んでよし・訪れてよしの観光ま

ちづくり」は、平成30年から地域の皆様が主体

的に取り組むまちづくりを支援している事業で

ございまして、こちらにも力を入れてまいりた

い。

それから、今年度、高校生を対象にしました

観光の「ミライ☆ニナイ塾」というものに取り

組んでおりましてて、こちらも今年度は非常に

多くの方に参加いただいております。引き続き、

関係者のご意見等をお聞きしながら、よりよい

制度にしていきたいと考えております。

3つ目、「交通基盤の整備と広域連携の推進」

でございますけれども、こちらも基本的に目新

しいものはございませんけれども、引き続き取

り組んでまいりたいと考えております。

4つ目の「2つの世界遺産」につきましては、

こちらも個人客にできるだけガイドを利用して

いただけるような取組を進める。もう一つが、

ながさきリピーター創出促進事業、これは修学

旅行でございます。修学旅行につきましては、

一定の規模、本県は実績を上げておりますので、

こちらも継続的に誘致活動に取り組んでまいり

たい。

最後の5番目の「外国人観光客」につきまして

は、いろんな媒体を活用したプロモーションを

従来よりも少し力を入れて戦略的に展開すると

いう方向でございます。それから、国際定期航

空路線の利用促進、あるいは新規の路線誘致等

に取り組んでいくという考え方でございます。

以上でございます。よろしくお願い申し上げ

ます。

【中島(浩)委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、まず、陳情

審査を行います。

配付しております陳情書一覧表のとおり、陳

情書の送付を受けておりますので、ご覧願いま

す。

陳情書について、何かご質問はございません

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はございませ

んでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】次に、議案外所管事務一般

について、ご質問はございませんでしょうか。

【下条委員】 皆様、お疲れさまでございます。

私からは県産品の販売について、それからユニ

バーサルツーリズムについて、この2項目につい

てご質問をしたいと思います。
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まず、県産品の販売ですけれども、先ほど、

中﨑部長からご説明がありましたとおり、現在、

県としましても、県産品をさまざまなところで

ＰＲをしていただいていると思います。「日本

橋 長崎館」であったり、長崎とらふぐ、かまぼ

こ、和牛、また、Ｖ・ファーレンの長崎でのホ

ームゲームにおいて県産品のＰＲブースという

ような形でＰＲをしていただいていると思いま

す。

私は、前回の委員会で、活魚、鮮魚を活用し

た海鮮市場の設立についてご質問をさせていた

だいておりました。まず、この海鮮市場に関連

しましたご質問ですけれども、大黒町周辺の都

市開発に関連して、一般社団法人長崎県物産振

興協会が運営する長崎県物産館が移転を視野に

入れて活動を行われているというふうにお聞き

しております。

県としましても、こういったさまざまなＰＲ

をしていただいているということで、私も、か

もめ広場や県庁ロビー、その他イベント等でＰ

Ｒする時は、なるべく顔を出して、どういった

反響があるのかということを見ているんですけ

れども、この物産館は、実際にいい場所で県産

品を販売しております。また、事業者に聞いて

も、一事業者ではなかなか取り組めないような

イベント等への参加であったり、また、駅前の

県営バスターミナル2階にあります物産館で販

売させてもらっていて非常に助かっているとい

うふうに聞いております。

この物産協会と長崎県との連携といいますか、

現状の協力関係であったり、そういったことを

まずお聞きしたいと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】一般社団法人の

長崎県物産振興協会が運営しております長崎県

物産館でございますが、委員からご紹介があっ

たとおり、駅前の交通産業ビルの2階に店舗を構

えております、事務所も入っております。

県との関わりでございますけれども、交通産

業ビル全体と土地、全体の管理については県の

交通局で、2階部分の、現在、7団体が入居して

おりますが、その部分を物産ブランド推進課の

方で区分所有ということで関わってきておりま

す。

ご指摘のとおり、駅前地区の周辺の開発とか、

様々なまちづくりの計画に合わせて、今、物産

館自体が移転といいますか、あそこの使用許可

という形で行っておりますが、許可期限があと2

～3年後ということで聞いておりますので、それ

に向けて、協会の中で、あり方といいますか、

どうしていくかということを検討している状況

でございます。

検討委員会の中には、県も委員として入って

いって、様々な議論がされているところですけ

れども、県の関わりにつきましては、物産館の

今後の機能の強化でありますとか、もう少し物

産振興協会自体を魅力ある機能を持った組織に

するような形で協議を行っているところでござ

います。

【下条委員】ありがとうございます。この物産

館につきましては、今議会の一般質問で浦川議

員からも少しお尋ねがあったと思います。その

内容をかいつまんで言いますと、外国人観光客、

また、国内でもそうですけれども、長崎に来ら

れて周遊の際に地元にお金が落ちてないんじゃ

ないかというようなご質問だったと思います。

今年の11月12日に第19回都道府県議会議員研

究交流大会が東京で開催されましたが、そちら

に参加をしてきました。2部構成になっておりま

して、1部目は大学の先生方が議会についてとい

う総論だったんですが、2部目が分科会に分かれ

まして、私は、第5分科会の「外国人観光客の増

加と広域観光振興」という議題で、コーディネ
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ーターが大正大学地域構想研究所の村橋教授の

お話をお聞きしました。これには広島県の緒方

県議、また、三重県の東県議がコーディネータ

ーという形で、主に瀬戸内ＤＭＯ等の外国人観

光客についての講義がなされました。

ここでいろんな有益な情報をいただいたんで

すが、おっと思ったのが、かなりはっきりと、

コト消費はもうからないと、いかにモノ消費に

つなげるのかが重要だということが中心の論点

でございました。

私個人としては、コト消費というのは、どん

どん発信をしたり、集客をするためには必ず必

要だと思います。コト自体が、イベント自体が

悪いわけではないんですが、モノを買ってもら

う、そして初めて県産品であったり、県の事業

者さん、農家さん、水産関係の方たち、この方

たちが潤って初めて観光が完結するのではない

かなと強く感じました。

その中で、県の物産振興協会は、歴史を少し

調べますと、昭和36年に設立されております。

当時の時代背景が今とは全く違いますので、一

様に何とも言えないんですけれども、この時、

会長は県知事がされておりますし、県を挙げて

県産品をバックアップしていこうという形で設

立をされた機関だと思います。当然、機関自体

はさまざま名称を変え、今は一般社団法人とい

う形で存続をしていますけれども、ぜひとも、

移転の可能性があると、まだ決定ではないんで

しょうけれども、その時はさまざまなことの協

議ができるというふうに思っております。

今、宮本課長から少しお聞きしましたけれど

も、こういったことは現在も協議をしている最

中なんですよね。最初に県との関係をお聞きし

ましたが、コト消費と、モノ消費という観点か

ら、もう一度、県との連携、バックアップとい

うことに対して少しお尋ねをしたいと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】もともと物産振

興協会の理事会の中で移転というものが見えて

きた段階の中で、物産館は売り場を持っており

ますので、売り場自体をどこに移転するみたい

な協議だけではなくて、今、物産振興協会が担

っているいろいろな役割と申しますと、例えば、

首都圏の百貨店での長崎物産展であったり、百

貨店等に県産品を斡旋していく事業、物産館店

頭での物販の機能、あと、ＥＣサイトの「ｅ－

ながさき旬鮮市場」というものを構えて様々な

取組を行っておりますので、そういったものの

機能がございます。

それで、店頭販売の部分だけをいろいろ議論

するよりも、今後、先ほど委員がおっしゃった

ように、設立から何年もたち、機能もいろいろ

変わっていく中で、まちも、周辺も変わってい

く中で、物産振興協会が、物産館がどういうふ

うな機能を持って物産振興の役割を果たしてい

くのかというそもそものあり方の検討委員会で

ございます。

3回目ということで、先月、開催いたしました

けれども、その中で先ほど委員からおっしゃっ

たような、例えば、食の魅力を発信するような

機能であったり、食の情報発信コーナーの設置

みたいなところも、委員の中から意見が出てき

ているところでございますので、本日、委員が

ご提案された内容につきましても、今度の検討

委員会でありますとか、理事会に私の方から報

告いたしますとともに、検討が進んでいく中で、

県として担うべき役割を明確にした上で議論を

深めてまいりたいと考えております。

【下条委員】ありがとうございます。具体的に

全てが決まってない状況で何をというのは難し

いと思いますが、コト消費をモノ消費につなげ

ていくという観点から、ぜひとも積極的に、こ

れはチャンス、機会だというふうに私は思って
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おります。再編をするに当たって、時代に合わ

せて県としてもバックアップをしていただいて、

皆さんに県産品を買ってもらっていい観光事業

ということをつくっていただきたいと思ってお

ります。よろしくお願いいたします。

続きまして、ユニバーサルツーリズムですけ

れども、ユニバーサルツーリズムについては、

川崎委員からもいつも質問がある項目でありま

して、障害のあるなしに関わらず、全ての方が

旅行を楽しむことができるということが概念で

始まったユニバーサルツーリズムだというふう

に思っております。

今回、県としても、新しく予算を確保して推

進事業について取り組んでいるというふうにお

聞きしております。

1つ目が、ユニバーサルツーリズム調査情報発

信事業、これは予算が93万4,000円で、ＮＰＯ法

人長崎県ユニバーサルサポートさんが受託事業

者ということでお聞きしております。もう一つ

がユニバーサルツアー事業ということで、予算

が170万5,000円、受託事業者が株式会社ＪＴＢ

長崎支店とお聞きしております。

総額265万3,000円をこの推進事業ということ

で進まれていると思いますが、この中身につい

て少しお尋ねをしたいと思いますが、簡潔に内

容を教えてください。

【佐古観光振興課長】 まず、1つ目の調査情報

発信事業でございますけれども、これは従来か

ら県内のバリアフリーに取り組んでいただいて

いる民間の方に委託をするという形で、具体的

な委託の内容としましては、世界遺産の構成資

産周辺のバリアフリーの調査とか、構成資産ま

での移動の動線の調査。それから、そういった

調査を踏まえた情報の発信。それ以外にも観光

客の方からの相談対応といった形をお受けいた

だいて、それ以外に自主事業として車椅子の貸

し出しですとか、観光周遊ルートの開発といっ

たことを進められています。

もう一つ、ユニバーサルツアー事業につきま

しては、これは今年度の新たな取組となります

けれども、県外のいろんな旅行会社、ユニバー

サルに造詣の深い旅行会社の方にもいろいろご

相談しまして、着地でどういったユニバーサル

ツアーができるのかというのが大切だというよ

うなご意見をいただいたものですから、今年度

につきましては、実際に障害を持たれている方

を県外からお呼びをして、それから、県内の宿

泊施設、あるいは交通事業者、いろんな関係す

る事業者の方とも連携しながら実際にツアーを

してみると。併せて来ていただいた方から県内

の事業者の皆様にも、セミナーというとちょっ

と固いかもしれませんけれども、意見交換の場

をつくって意識醸成にもつなげたいというふう

に、これが今年度の事業でございます。

【下条委員】ありがとうございます。長崎市が

観光立国ショーケースということで選定して、

ＤＭＯのところで、このユニバーサルツーリズ

ム事業というのを、2年ぐらい前から取り組まれ

ているというふうに聞いております。ぜひこの

長崎市の取組と連携しまして、この2つの事業に

ついて、今、少しお聞きしましたら、実証とい

いますか、まずやってみてどうかということの

ようですので、ぜひとも民間事業者さんだった

り、さまざまな機関と連携しまして、いいデー

タ、事業化につながる、ユニバーサルツーリズ

ムの実現につながるような取組にしていただき

たいと思っております。

その中で、私も現地のユニバーサル事業につ

いて、観光施設、また、旅行業者さんに少しお

話を聞いてきましたので、かいつまんでポイン

トだけお伝えをします。

このユニバーサルツーリズムの実現で一番困
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っているといいますか、壁になっているのがバ

リアフリーツアーの設備の導入ということをお

聞きしております。各施設とも、これはもう来

年、オリンピック、パラリンピックも開催され

ますし、さまざまな観光客の皆さんが来られま

すので、これは当然対応しないといけないんで

すけれども、どうしても費用面が高額になる場

合が多いということが一番引っかかっていると

いうことです。しないといけないと思っている

けど、ハード面の費用の面で引っかかっている

ということでした。

いろいろな事業者さんとも考えまして、ハー

ド面の充実を図りながら、人的介助、いわゆる

ソフト面においてユニバーサルツーリズムのサ

ービスの提供が実現できれば大変ありがたいと

いうような現場の声も聞いております。これが

観光の受け入れの施設側の声です。

一方、こういったサービスをソフト面で支え

る人的介助をする事業者さんに聞いたところ、

例えば、長崎市のＤＭＯの件で言いますと、市

内のネットワークはかなり充実をしていると。2

年間やりましたので、さまざまなことも体験し

たと。ただ、これが県全域になったら、やはり

ネットワークがなかなか難しいそうです。はっ

きり言いますと、事業者さんに頼んだら、もう

その方にお願いするしかないと、そういうよう

な表現をしていました。

ですから、その方がどれだけの経験であった

りとか、安全性があるかということを、県全域

になりますとネットワークが保ちにくいという

ことを聞いております。

もう一つは、営業活動ですね。今、実証実験

で松が枝でブースを出してクルーズ船の客に対

してアピールをしているそうですけれども、な

かなか周知活動がうまくいかないということが

ありましたので、長崎県内のネットワークとと

もに、営業活動についても困っていると。

こういったことも今回のツーリズム事業を通

しましてバックアップをしていただきたいと思

っているんですけれども、ご見解はいかがでし

ょうか。

【佐古観光振興課長】今回、委員会に提出して

おります重点戦略の中にも記載しておりますけ

れども、来年度に向けた新規事業といたしまし

て、ユニバーサルツーリズム関係の事業を拡充

したいと考えております。

まだ予算編成の過程でございますので、今後、

庁内での議論で最終的な形がどうなるかという

ことはございますけれども、私どもとして実現

をしたいものという前提でご説明いたしますと、

一つは、県外の方からご相談があった時にワン

ストップで対応できる窓口が必要ではないかと

考えておりますので、そういったワンストップ

の窓口を設置したいというのが一つでございま

す。

その機能として、既に何年もしっかり頑張っ

ていらっしゃるユニバーサルの皆さんもいらっ

しゃいますので、そういった方としっかり連携

しながら、あるいはそういった方が、例えば、

長崎市の事業者の方が島原半島の事業者の方と

何か連携をする上で少し難しいところがあると

すれば、そういうワンストップ窓口、県の方で、

そこの調整の機能を担っていきたいというふう

な、大きくはその一つと、もう一つは空港にユ

ニバーサルの観光案内所が設置できないかとい

うことも考えております。ただ、今後の予算編

成の結果ということになろうかと思います。

【下条委員】わかりました。ありがとうござい

ます。今、ご答弁いただいたワンストップのブ

ースですね。今現在は、空港等もないのかなと

思いますが、先進地としまして、沖縄なんかは

那覇空港のかなり目立つところに車椅子の貸し
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出しであったり、そういったネットワークのワ

ンストップでの相談所というのがありました。

見てきましたけれども、それに近いようなもの

を民間事業者さんとともに実現できれば、観光

客の皆様も非常に助かるのではないかなという

ふうに思っております。

私がいろいろと調べておりまして、いわゆる

中立の立場で一つ懸念材料がありましたのが、

やはり人的介助になりますので、一緒に私もグ

ラバー園の坂道を車椅子で昇りましたが、もう

本当に難しいですね。人がいない時間、朝早く

やったんですけれども、わずか数センチの、1

～2センチの段差で車椅子は引っかかって自力

では上に上がることができませんし、坂がかな

り急ですので、介助の知識がない方だと、また、

人混みの中だと重大事故につながる可能性があ

ります。

こういった安全性の確保、また、指導を県と

して民間事業者さんと連携していく中でぜひと

も強く指導をしていただきたいなというふうに

感じております。

一番ありがたいのは、一緒になってブースを

拠点に、駅とか、空港とか、また、2バース化に

なりますけれども、松が枝のブースとか、こう

いうところに置いて、また、海外の旅行者さん

とも事前に話をして、長崎を周遊する場合は、

こういうサービスが受けられますよということ

を事前にお知らせできるような体制があれば、

よりいい形で迎え入れることができるんじゃな

いかなというふうに思っております。

最後になりますが、これはご質問というより

は、少しご要望があります。ユニバーサルツー

リズムを私の方で少し調査している中で、タク

シー事業ですけれども、今、松が枝でブースに

入ってこられて、車椅子の方がおられます。数

はそんなたくさんではないです。例えば、100

人の中で4～５名の時もあれば、大体10名弱ぐら

い､10％はないですね、そういう状況ですが、中

にはご自身で手づくりをされたような簡易的な

車椅子で旅行に行かれる方もおりまして、黙っ

て見ていると、普通のタクシーのトランクの後

ろの部分に入れまして、それが閉まらない状況

で周遊しているようなことを見かけました。

タクシーの事業者さんに、「介護タクシーの

導入は考えてないんですか」と言いましたら、

もちろん、したいんだけれども、普通のタクシ

ーよりも約2倍程度、大体200万円が平均らしい

んですけれども、400万円近く、このタクシーを

導入する場合にはかかると。こういったものも、

ストレートに言いますと、「補助であったり、

ちょっとサポートしていただければ助かるんだ

けどな」というようなご意見をいただいており

ます。

これはもうご答弁は結構ですので、こういっ

たことも非常に重要な観点ですので、少し視野

に入れて活動していただきたいというふうに思

います。

終わります。ありがとうございました。

【中島(浩)委員長】ここでしばらく休憩をとり

ます。

再開を午後1時30分といたします。

― 午前１１時４２分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

【川崎委員】観光行政についてお尋ねをいたし

ます。就学旅行、教育旅行についてのお尋ねで

す。

まず、3年ぐらいの状況は、いかがでしょうか。

【佐古観光振興課長】修学旅行の実績でござい

ますけれども、平成28年に熊本地震がございま

したので、平成27年からの数字を申し上げます
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と、平成27年が45万3,000人、平成28年は地震で

落ち込みまして40万2,000人、平成29年に44万

1,000人、昨年は44万9,000人ということで、平

成28年の落ち込みから、まだ完全という状況で

はございませんけれども、回復をしてきている

という状況でございます。

【川崎委員】熊本の震災では長崎は何も被害は

なかったんですが、修学旅行、教育旅行という

観点から安全面を優先した形の結果がこういう

ふうになっていると思います。回復については、

まだまだということですが、就学旅行というの

は、営業活動スタートから実績、実になるまで

数年かかるということを考えると、一度失った

実績を取り返すのは非常にエネルギーが要るも

のだというふうに私も思っております。

そういった中において、誘致活動の実態は、

どのような形で誘致をし、実績に結び付けてい

かれているのか、お尋ねいたします。

【佐古観光振興課長】誘致活動の状況でござい

ますけれども、まず1つ目としまして、県の観光

連盟において、全国各地での誘致活動というも

のを展開しております。これは関東、関西、中

部、さまざまな場所に、学校に直接訪問いたし

まして、長崎県への修学旅行を働きかけている

と。今年のこれまでの実績で申し上げますと、

全体で446校を回って働きかけを行っています。

それからもう1点、九州各県、九州観光推進機

構等も含めて連携した誘致活動ということで、

九州7県合同でのキャラバンを全国各地で実施

している状況でございます。

【川崎委員】実働部隊は県観光連盟の、この県

庁舎におられる方も行かれるんでしょう。連盟

に加入されているいろんな事業者さんたちもご

一緒に行かれるということですね。ということ

であれば、本当に皆様が一生懸命取り組んで今

のような環境をつくっておられると思います。

この具体的な活動費ですが、県観光連盟です

から、県費が直接じゃなくて、県観光連盟に対

する補助が活動費の一部ということになってい

ると思いますが、修学旅行に充てている活動費、

県が出している予算についてどのような流れか、

ご説明いただきたいと思います。

【佐古観光振興課長】 活動費につきましては、

その他の事業と併せたような形で県から観光連

盟に対して補助金という形で交付しているとこ

ろでございます。

主なものとしましては、学校をセールスで回

る際に県内で子どもたちがいろいろ体験できる

プログラムなどを網羅した素材集、冊子を作成

いたしまして、これをセールスの素材として活

用しているところでございます。それ以外には、

いわゆる旅費ですとか、そういったものを計上

している状況でございます。

平成30年度の実績で申し上げますと、就学旅

行関係で全体で約830万円という事業費になっ

ております。平成30年度につきましては、新し

い学習指導要領、「主体的、対話的で深い学び」

と、こちらにおいていただいた時のいろんな学

びのためのメニューをつくり込むという事業に

取り組みましたので、それが250万円、それから

旅費かれこれで340万円、それから素材集の作成

が約190万円、そういった内訳になっております。

【川崎委員】今年度はどういった予算割りでし

ょうか。

【佐古観光振興課長】平成31年度につきまして

は、全体事業費で580万円となっております。素

材集の印刷代等が前年度に比べますと減ってい

るという状況でございます。

【川崎委員】 平成30年度が830万円、平成31年

度は580万円、素材集の作成ということでしょう

が、大幅に減をしていると。それが営業活動に

多大な影響を及ぼしていないのかどうなのか。
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先ほど申し上げましたように、何年もかけて実

績につながっていく、そういった形態であるが

ゆえに、一定のところを確保しながら継続的に

取り組むことが大事な修学旅行の活動だと思い

ます。平成31年度、減したことが影響を及ぼし

てないのかどうなのか。併せて、来年度はどの

程度要求されているのか、お尋ねいたします。

【佐古観光振興課長】来年度の予算要求につき

ましては、約400万円という数字になっておりま

す。

すみません。先ほど答弁した内容が少し間違

っておりまして、平成30年度の予算が全体で約

1,000万円でございました。平成31年度が610万

円です。来年度が約400万円ということで、来年

度の予算要求に向けまして、先ほど私が申し上

げた素材集の印刷代を削っているという状況で

ございます。

【川崎委員】昨年度が1,000万円、今年度が610

万円、来年度は400万円。400万円というのは昨

年度からすると4割、6割減。その素材を大幅に

減らしたり、大丈夫ですか、大丈夫ですか。先

ほど、平成27年度の45万人から回復基調にある

とはいえ、平成30年は44万9,000人、まだ届いて

ない。大丈夫ですか。

【佐古観光振興課長】修学旅行関係という予算

額につきましては、これは全体の当初予算の要

求のシーリング対応等もございまして削減して

おりますけれども、先ほど申し上げました各学

校に直接セールスをかけていくといったところ

については、引き続き進めてまいりますし、そ

こが弱くならないように取り組んでまいります。

また、全体の観光連盟の予算等もやりくりし

ながら後退にならないように取り組んでまいり

たいと思っております。

【川崎委員】ぜひその決意を固くされて来年度

の取組をお願いしたいと思います。昨年度は446

校訪問されたと。すばらしい取組だと思います

が、この校数が一つの活動のバロメーターとい

うふうに思いますので、今、厳しい予算の予定

ではありますが、しっかりと工面しながら取り

組んでいただきたいことを要望いたします。

次に、ユニバーサルツーリズム、先ほど下条

委員からも触れていただきました。6月議会で随

分やりとりをさせていただいて、ワンストップ

の窓口についても、沖縄の事例を申し上げなが

ら必要性を訴えさせていただきました。

来年度に向けては、先ほどもご答弁がありま

したように、ワンストップの体制と、そして空

港に案内所をつくっていきたいというふうに考

えているということでありました。大変大きく

前進した取組というふうに承知をいたしました。

今から予算折衝だと思いますが、実現してほし

いんです。来年が東京オリンピック・パラリン

ピック、タイミングというのは大事ですね。こ

の時に、長崎に行きたいんだけど、何の窓口も

ないとか、そういった体制、車椅子も借りれな

い、ベビーカーも借りれない。例えば、介護の

人にお世話になりたいんだけど、その窓口もな

いということがあってはならないというふうに

思いますが、いま一度、固い決意を持って取り

組んでいただきたく、ご答弁いただきたいと思

います。

【佐古観光振興課長】来年度に向けまして、ユ

ニバーサルツーリズムについては、予算規模も

拡充していきたいと考えております。

私どもとしましては、観光振興課は国内観光

を所管しておりますけれども、人口減少が今後

進んで国内旅行が縮小していくということは予

測されていますので、そういう中で本県の観光

産業を持続させていく上で、これは観光庁もい

ろんな場面でおっしゃっていますけれども、全

人口の3分の1を占めるユニバーサルツーリズム
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対象の方、高齢者、障害者、妊婦の方、あるい

はベビーカーを利用されている方が全体の3分

の1いらっしゃる。そういう方を少しこちらの誘

客の対象としてしっかり捉えて、そういった

方々を長崎にスムーズに受け入れられるような

体制をつくる。これは以前の委員会でも私から、

できれば民間の力でそういったところが進めば

ベストだと思っているというお話をしましたけ

れども、その後、いろんな事業者の方ともお話

をさせていただいて、なかなか民間の力だけで

はしっかりした体制というのはつくれない、あ

るいは例えば長崎市内でユニバーサルにしっか

り取り組んでいらっしゃる方が、今度は島原半

島に送客をしようとした時に、少し連携という

部分で県の役割というのが出てくるんだろうと

いうふうに今考えておりますので、そこを役割

としてしっかり果たしてまいりたいと。

今後、庁内での予算の議論が進んでまいりま

すけれども、私どもの思いとしては、そういう

ことでございますので、庁内でしっかり議論し

てまいりたいと考えております。

【川崎委員】ここ数カ月の間に随分理解を深め

ていただいて、大変失礼な言い方ですが、本当

に県の役目としてご認識いただいたということ

は大変ありがたく思っています。

県が直接云々ということよりは、民間がやっ

ているところは後押しをしてあげて、どうして

もお世話にならんといかんところを押してあげ

て軌道に乗せてあげればというふうに思うんで

す。

まさに広域的な連携なんていうのも、神戸は、

そこを行政がお手伝いをして、だんだん、だん

だん引いていくような形で成功されていますの

で、ぜひお取り組みいただきたいと思います。

これも情報としてお届けしたかと思いますけ

れども、特別支援学校の修学旅行も受けるぐら

い、神戸は成長して力もつけておられますので、

ぜひそういったことで長崎はオールマイティー

に全ての方を受け入れられるような観光地づく

りを目指していただきたいと思います。空港の

窓口は、何とぞよろしくお願いいたします。

次に、クルーズ船のことについてお尋ねいた

します。

本年の入港数、まだ12月は終わってはおりま

せんが、ほぼほぼの残り、見えていると思いま

す。本年の見込みをお尋ねいたします。

【佐々野国際観光振興室長】本年11月末までの

クルーズ船の入港の実績ですけれども、長崎港、

佐世保港、それからその他の港ということで、

離島を含めまして県全体の合計で258回となっ

ております。それから、12月分につきましては、

予約が入っている数を合計しますと、県全体で

272回ということで今見込んでいるところでご

ざいます。

【川崎委員】その中で長崎港だけ抜き出せます

か。

【佐々野国際観光振興室長】今申し上げました

合計の中の長崎港につきましては、11月末まで

の実績で171回、それから12月に予約が入ってい

るもので12回ということで、合計183回が見込ま

れているところでございます。

【川崎委員】数は昨年より少し減っているのか

もわかりませんが、高い数字で進んでおります

し、いいことだというふうに思います。2バース

化に向けての調査費もついて、さらに大きく受

け入れようというふうにしておりますので、引

き続き営業も頑張っていただきたいと思います。

今年度の入港を見て昨年度と違ったような特

徴、特筆すべきことがあればお知らせください。

【佐々野国際観光振興室長】昨年に比べて入港

数が若干減っているということは、中国からの

クルーズ船が、昨年、今年と、中国のマーケッ
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トが調整局面に入っているということで、これ

は国の分析でもありましたし、この委員会の中

でも、そういった議論がされたところです。

特徴としましては、中国からのクルーズ船が

今年は減っているところでございます。一方で、

日本のクルーズ船、それから欧米、台湾、こう

いったところが若干増えているところでござい

ます。

【川崎委員】わかりました。ありがとうござい

ます。中国が調整基調ということでありますけ

れども、大事なお客さんですから、何とかつな

いでいただきたいと思います。

毎度、これも質疑させていただいているんで

すが、上陸されるお客様の観光消費行動という

のがパターン化されていて、免税店を回ってい

かれるということから、なかなか地元の経済に

直結していない。ゼロじゃないんでしょうけど、

思ったほどないよという声がいまだにあるわけ

です。

はからずも、今日、報道機関においてお土産

の取組を、いい着眼点でやられているなという

ふうに思いました。そういった形で長崎の県産

品もどんどん取り込んでいただけるように頑張

っていただきたいと思います。

こういったことで今年度、いわゆる地元の企

業の皆様が何とかプラスになるような、そうい

った動きがあればお知らせいただきたいと思い

ます。

【佐々野国際観光振興室長】今、委員からご紹

介がありました中国のクルーズにつきましては、

ビジネスモデルということで、県内外の免税店

に立ち寄るツアーが大半を占めている状況でご

ざいます。そういった中でも免税店以外の市内

の商店街にも立ち寄るようなツアーがおよそ半

分ぐらいあるという状況でございます。こうい

った取組を広げていくと。

それと、商店街でもそういった中国からのお

客様を呼び込むような取組といったことも促し

ていきたいと思いますし、浜町商店街でも、例

えば簡単な中国語を習得して対応されたり、電

子決済を導入するといった取組も少しずつ進ん

でおりますので、そういったところを長崎市と

も連携しながら取り組んでいきたいと思います。

今日、新聞でも紹介していただいておりまし

た中国のクルーズ客に事前に、クルーズ船に乗

る前に商品をＥＣサイトで注文していただいて、

長崎に到着した後はいろんな観光地などを巡っ

ていただいて、お帰りになる時に商品を受け取

って決済をして帰っていただくと、そういった

取組もチャーター旅行社と連携をしながら進め

ておりますので、本年度中にその取組が進むよ

うな形で引き続き連携して取り組んでいきたい

と考えております。

【深堀委員】今、川崎委員の質疑の中でクルー

ズ船の話がありました。私も、この新聞記事を

見て、非常にいい取り組みだなというふうに感

じた次第です。

この事業に至る経緯とか、今後の見通しにつ

いて、少し教えていただけますか。

【佐々野国際観光振興室長】この事業につきま

しては、クルーズを企画するチャーター旅行社

から、寄港地クルーズの多様性を図りたいとい

うことで、魅力を上げていくと、その一つとし

て、事前に買い物をするということになります

と、観光地を巡る時間も増えてきますので、将

来的にはＥＣサイトで買い物だけではなくてツ

アー商品も販売するといったところまで計画を

されているというような状況でございます。

実際、この取組につきましては、今年の8月に

テスト的に長崎港でやっております。そこで電

子決済のところで、中国でよく使われている電

子決済のシステムでウィーチャットペイとアリ
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ペイというのがあるんですけれども、片方だけ

しかその時に使えなかったということもありま

して、もう一つの電子決済システムを加えなが

ら、新たなシステムの調整と、取り扱う商品、

県内事業者と扱う商品、価格も含めて、今、調

整をされているということで、年度内に本格的

に実施できるように協議を進めているという状

況でございます。

【深堀委員】 8月に試行的にやられたというこ

とです。

この記事を見ながら考えたのは、クルーズ船

向けの商品販売会社、ＨＢＣＳですか、そこが

県内の事業者に発注して商品を準備するという

ふうな報道だったんですけれども、そこにどれ

だけの県内の事業者が加盟をするのかとか、あ

とは、今おっしゃったアリペイとか、ウィーチ

ャットペイとか、協力した県内の事業者がその

決済システムを導入しておかなければいけない

のか、それとも、ＨＢＣＳの支払いがそういっ

た電子マネーであって、そこに登録している県

内の事業者はそういった決済方法は必要ないの

かとか、そのあたりがちょっと気になったとこ

ろなんですけれども、そのあたりはどうなんで

すか。

【佐々野国際観光振興室長】商品販売を実際に

行う会社がＨＢＣＳということで、中国のチャ

ータークルーズ社が参画をして、長崎市に拠点

を構えていただいて、今やってるところなんで

すけれども、そこは県内の事業者から商品を仕

入れて、実際に決済をするのはＨＢＣＳという

会社が決済をするということで、商品を納入す

る会社そのものは、そういった電子決済を必ず

しもやらなくてはいけないということにはなっ

ていないという状況でございます。

【深堀委員】 わかりました。そうしたら、どれ

だけの県内の事業者でそういった決済システム

を入れているのか聞こうかと思ったんですけど、

それは必要はないということなんですね。

あとは、どれだけの県内のいろんなお土産と

いいますか、長崎の物産を扱っている会社が、

このＨＢＣＳに登録できるかという話だと思う

んですけれども、そのあたりは行政が関わる部

分ではないのかもしれませんが、幅広くそこに

登録できるような働きかけは必要ではないのか

なというふうに思うんですけれども、そのあた

りはいかがですか。

【佐々野国際観光振興室長】先ほどの商品販売

会社、ＨＢＣＳというのは、もともとが中国の

チャーター旅行社が立ち上げた会社ということ

で、県内の事業者の情報というのをあまり持ち

合わせてないということもありますので、県の

方で、そういった事業者と併せて商品も紹介を

させていただきながら、マッチングを進めてい

るというところでございます。

【深堀委員】県が行政としてどこまでそこに関

与できるのかというのは非常に微妙なところだ

とは思うんですけれども、できる限り県内のそ

ういった事業者の方が登録できる形がとれれば

いいのかなということが一つ。

あとは、直接そういったネット上で購入する

ことも必要、周遊ツアーの時間を確保するには

必要だと思うんですけど、でも、実際に現場で

買ってほしいものも当然あるわけですよね。だ

から、そういったものが事前に、長崎に寄港さ

れる中国の観光客の方に、事前に商品を買うカ

タログ的なサイトもある一方で、現地ではこう

いったものがあるんだというようなＰＲもでき

れば、長崎の事業者にとって非常にメリットが

あるというふうに思うんです。そこがＨＢＣＳ

の話にはなるんですが、そういったところも県

としては働きかけができないのかなというふう

に感じているんですけれども、そのあたりはど
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うですか。

【佐々野国際観光振興室長】今の中国のクルー

ズ船の寄港地ツアーというのが、基本的にビジ

ネスモデルが確立されて、免税店に回るという

ことが多いんですけれども、そういったところ

で多様性を図るという意味も含めて、県内の周

遊ということで、中国資本とかの免税店ではな

くて、いわゆる物産館とか物産センターとか、

そういったところにも回るような商品も船会社、

チャーター旅行社にも働きかけて、実際にそう

いったツアーもできてきていますので、そうい

った取組を今後広げていきたいというふうに考

えております。

【深堀委員】さっき川崎委員もおっしゃいまし

たけど、クルーズ船、着地型といいますか、結

局、免税店ばかり回って、実際に地元の経済波

及効果というのがなかなか伸びないという点も

あるので、今回のこの取組というのは非常にそ

れが期待を持てる話だと思いますので、ぜひ積

極的に関わっていただきたいということを申し

上げておきます。

次に、チャレンジ2020、平成30年度の数値目

標の進捗状況の資料で、ちょっと気になる点を

お尋ねしたいんですが、いろんな説明の中で、

長崎観光の一つのテーマとして再訪問、いかに

してリピーター率を上げていくかという話があ

る中で、その資料の中で、再来訪意欲度という

数値が記載されています。平成30年度の実績が

74.9％ということで、実はこれが、平成29年度

と比較すると落ちているんですよね。

落ちている分析がされています。年齢別で見

ると、20代が最も大きく、8.3％低下し、発地別

では福岡県が8.2％低下している。また、宿泊施

設の満足度については、「大変満足」の評価が

前年度の22.4％から20.1％に低下しており、宿

泊施設の評価も再来訪意欲度に影響しているも

のと考えられるという評価が、この資料に記載

されていました。

こういったところが、どういう要因があって

こういうふうに低下してきているのかというの

は、これからの長崎県の観光振興施策を考える

上で非常に重大な課題ではないのかなというふ

うに思っているんですけれども、現時点で何か、

例えば地区別の問題点とか、具体的には観光施

設の問題点であったり、そういったものを分析

されているのか、今後検討していくのか、その

あたりの考え方をお知らせください。

【佐古観光振興課長】再来訪意欲度につきまし

ては、数字として、県内の地域別の数字という

ものがないものですから、データに基づいたと

いう形ではないんですけれども、それぞれの地

域の特色がございますし、私どももそれぞれ市

町の皆さんとも日々意見交換をしている中で、

例えば、この地域は宿泊施設の魅力がかなり足

りないんじゃないか。宿泊施設の魅力というの

が、ハード面ももちろんですけれども、おもて

なしの心とか、そういったソフト面の部分も含

めて弱いところもあるというふうな理解はして

おります。

あるいは長崎市で申し上げると、富裕層をタ

ーゲットにしたようなハイグレードなホテル、

今後出てはきますけれども、現状ではなかなか

少ないと、そういった宿泊施設の魅力。

この再来訪意欲度というのは、県が独自にア

ンケートをしている結果でございますけれども、

それ以外に、例えば、じゃらんリサーチセンタ

ーとか、民間で調査をされている結果を見ても、

やはり宿泊施設の魅力が少し足りていないとい

うのは、数字としては見て取れています。

それ以外に観光地、いわゆる観光スポットが、

一度来ればいいという施設にとどまっているの

ではないかとか、いろんな、データではないん



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１１日）

- 72 -

ですけれども、定性的な分析はしているところ

ではございますけれども、しっかりした網羅的

な地域別の整理というのは、今後、取り組んで

まいりたいと思っています。

【深堀委員】目標に対して達していないからど

うのこうのと言っているつもりはないんですよ。

非常にいいデータというか、今から長崎の観光

を振興していく上では、回答の中身が非常にい

ろいろ、長崎県の課題というのを捉えやすくな

るんじゃないかなと、回答の中身がですよ。

そこをぜひ次の施策に、こういったデータを

生かしてほしいなということを申し上げたくて

言っていますので、ぜひ。今、このデータの中

でどうのこうのというのはないのかもしれない

けれども、今から先、どうにかこのデータを活

用していただいて、次の施策につなげていって

いただきたいということを申し上げます。

【佐古観光振興課長】再来訪意欲度のアンケー

トと併せて、設問の中には、「長崎の観光を充

実させるためにどういったものがあったらいい

か」という設問もございます。これが、毎年調

査をしていますけれども、毎年トップに上がっ

てくるのが、魚市とか、朝市とか、そういう食

ですね、食べられるところがあるといいという

のが毎年トップに出てまいります。

長崎ならではの食を食べられるお店というの

は、当然ながら長崎市内にもございますし、個

店という意味でございますけれども、設問が魚

市とか朝市というイメージなものですから、そ

ういったものが固まったものがないというのが

皆様の印象なのかなと思っています。

それとまた、県内のいろんな民間の方のお話

を聞いても、せっかくの食が、長崎の食がうま

く観光に活かされてないんじゃないかというよ

うなお話もいただいていますので、来年度に向

けましては、食と観光というのをうまく連携さ

せて、観光客の皆様に長崎の食のすばらしさを

お伝えして、またリピーター化にもつなげると

いうような取組にも力を入れてまいりたいとい

うふうに考えております。

【深堀委員】ぜひ、そういった取組をお願いし

たいと思います。

それに少し関連するんですけれども、令和元

年度の事務事業の評価の結果の資料も今回提出

いただいております。その中に、今言ったよう

なリピーターといいますか、再び訪れたいと思

われる観光地を創出する事業が、例えば、「住

んでよし・訪れてよし」まちづくり応援事業費

ということについて、今回、評価がされていま

す。

事業内容、そして見直しの方向性というのが

あって、今言った「住んでよし・訪れてよし」

のまちづくり応援事業費というのは、今回終了

するわけですけれども、見直しの方向性の中に、

これまでの事例が少し紹介されているんですけ

れども、平成30年度は1団体を採択したと。不採

択となった5団体も継続的かつ積極的にまちづ

くりの取組を進めており、令和元年度において

も5団体がエントリーをしているというふうに

評価がされています。

この取組の事例を、登録されたのは1団体だけ

が採択をされたんだけれども、5団体がエントリ

ーをしているということもあるので、どういっ

た団体が取組をしているのかということを少し

報告をいただけないかなと思います。

【佐古観光振興課長】平成30年度は、全体では

6団体が応募されまして、佐世保市、西海市、雲

仙市から4団体ということで、最終的には佐世保

市の江迎活性化協議会というところの案を採択

しております。

江迎の活性化協議会につきましては、国道、

県道を含めまして、あの地域に3つの通りがござ
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います。その通りをそれぞれ、例えば宿場町の

風情を再現する通り、あるいは昭和のレトロ感

を再現する通り、それから今の通りと、通りご

とに少し色をつけて、そこを感じていただける

よう、修景事業も含めて取り組んでいくという

ような構想でございます。

今年度は、江迎の場合は、その大きな構想を

さらにアクションプランという形で落とし込ん

で、来年度以降、21世紀まちづくり補助金で、

県として、その具体的な取組を支援していくと、

まちづくりの実現を図っていくということでご

ざいます。

それ以外の団体につきましても、基本的には、

それぞれの地域の特色を生かしたような形で、

人を回遊させるような、そういったまちづくり

に取り組むと。

不採択になった団体も、それを継続していた

り、あるいは1年間、関係者で議論したことが、

もう既に成果になったとか、非常に高評価をい

ただいています。

今年度につきましても、今、5団体に応募をい

ただいておりまして、それぞれの5団体が大きな

構想づくりを進めている、そこを県として支援

をしていくと。

事務事業評価でまいりますと、ルール的に今

年度が予算事項としては終期になっていますの

で、終了とは記載しておりますけれども、この

事業で取り組んでいる中身というのは、滞在型

観光の促進とか、リピーター化とか、我々が目

指しているところに非常に合致している取組だ

と考えていますので、来年度に向けても事業を

ぜひ継続したいという要求をしているところで

ございます。

【深堀委員】 今、お話を聞いて、各地域でいろ

んな独自の取組をやられているということがよ

くわかりました。

私がこれを質問したのは、先ほどと同じよう

な観点ですけれども、事業が存続する、存続し

ないという話ではなくて、各地域で、その地域

の特色あることをされているんだろうけれども、

これが他の地域でも同じような、活かせるよう

な事例があるんじゃないのかなと。その地域限

定の取組、似たようなことが他の地域でもでき

るようないい事例があるんじゃないか、水平展

開できるようなことがあるのではないだろうか

というようなことで聞いているんですよ。

ですから、これまでやってきた取組で、例え

ば、江迎の話をされましたが、江迎でしかでき

ないことであれば、それは仕方がないとしても、

これだったら例えば雲仙の方でもできるかもし

れないとか、いろんなことがある。だから、そ

ういった好事例をいかに県内のいろんな事業者

の方に周知を図って展開してもらうかというの

が、これからの政策の一つではないのかなとい

うふうに私は思うんですけれども、そういう観

点はどうでしょうか。

【佐古観光振興課長】昨年度、吉村委員からも

同じような、例えば募集をして不採択になった

ところが実際にどういう構想をつくったのかと

か、そういうものを横展開といいますか、情報

を共有することが、ほかの地域の取組を促すこ

とになるのではないかというご意見をいただき

まして、実は昨年度は、募集の段階でそういう

アナウンスをしておりませんでしたから、そこ

は昨年度は行っておりませんけれども、今年度

につきましては、そこの募集の仕方の見直しを

図りまして、募集の段階から、これは最終的に

は皆さんに公表しますと、ほかの地域にもいろ

んな取組を促していきますというようなお話を

前提として申し上げまして今進めておりますの

で、深堀委員がおっしゃった部分については進

めていこうと思っております。
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【松本委員】 議案説明資料の1ページ、「対馬

市における韓国人観光客の減少に伴う影響と対

策について」というところでございます。

9月補正におきまして、県でも9,500万円の補

正予算を投じまして、2ページに書いてあるとお

り、旅行の企画であったり、宿泊割、情報発信

等に取り組んでいただきました。

韓国人観光客が減少しても、それ以外の外国

人であったり、国内の観光客を誘致していこう

ということで、8月は8割減、9月は9割減まで落

ち込んでいるということですが、9月補正以降、

10月、11月の対馬における観光客の状況につい

ては、何か変化があったのか、お尋ねいたしま

す。

【佐古観光振興課長】 9月の補正で予算をご了

解いただきまして取り組んでおります。一つ大

きいのが、国境離島交付金を活用しまして平成

29年度から取り組んでおりますしま旅行商品、

いわゆる団体型の商品でございます。これにつ

きましては県外の大手から小さいところも含め

て旅行会社に対馬への送客の働きかけを行いま

して、補正後で約6,500名の国内の方を今年度中

に送客する計画でしたけれども、現在のところ、

7,400人を超える数字になっております。今後も

新しい商品の追加等も予定されておりますので、

7,400人という数字をどんどん伸ばしていきた

いと思っております。

ちなみに申し上げますと、平成29年度の対馬

の実績が529人、これはあくまでも、しま旅旅行

商品扱いのものです。平成30年度が1,800人とい

う数字で、今が7,400人ですので、非常に伸びて

いるというふうに、誘客対策としては好調に滑

り出しております。

もう一つ、宿泊料金の割引キャンペーン、1

泊3,000円の割引でございまして、こちらは1万

人の送客計画としておりますけれども、現在の

販売状況として6,500人という数字になってお

ります。こちらにつきましても好調な状況かな

と思っております。

実際、今、国境離島の島民割引が導入された

以降、実際に島に行く方の島民以外の方の数字

が把握できるようになりました。この数字で申

し上げると、対馬の場合、9月が前年比8％増、

10月が前年比3％増という形になっておりまし

て、実際、純増といいますか、島に渡る方が増

えているという状況でございます。

【松本委員】補正の効果がすぐに出ているとい

うことは評価をいたします。今まで韓国人観光

客がかなり来てくださっていたから、それに依

存していた部分もあるのではないかと。これを

機に対馬の方々も観光をしっかり見直して、観

光のあり方を考えようということで、2ページに

書いてありますとおり、これを機に、「観光振

興の課題や今後取り組むべき方向性を検討する

ため、民間事業者や関係団体、外部の有識者等

で構成する「対馬観光のあり方検討会」を10月

18日に立ち上げるとともに、同25日には、対馬

島内の観光関係事業者等の連携を図り、国内外

の観光客の誘致及び受入環境整備を推進するこ

とを目的に、「対馬おもてなし協議会」を設立

しました」とあります。

ということは、補助金に頼るのではなくて、

自分たちでも今の対馬の観光のあり方を見直し

て、そして、来てもらうような対馬の観光をや

っていこうという内部での取組は評価するんで

すが、じゃ、その中で何が今まで足りなかった

のか、これから何をしていくべきなのか。そう

いったものは協議会などではどのような意見が

出たのか、お尋ねをいたします。

【佐古観光振興課長】「対馬おもてなし協議会」

というものを設立しております。私もアドバイ

ザーという立場で発足時点にも参加してご意見
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を申し上げました。

対馬の観光を考えました時に、これは従来の

話ですが、国内でいえばビジネス客、それが気

付いた時には韓国人が、対馬自身で余り努力し

ない中で大量に来ていただいたという状況が今

までだったと思います。

私どもも、先ほど申し上げた、しま旅旅行商

品の造成に当たっては、旅行会社の方のご意見

もいろいろ聞いております。これは私自身も感

じておりますが、観光地としてお客様を真心を

込めておもてなしするというところが一番の課

題だと思っております。これについては協議会

の中でも私自身からも申し上げました。意識さ

え変われば、お金も時間もかかるものではない

ので、そこを皆さんでぜひ取り組みましょうと

いうお話をさせていただいたところです。

外部の有識者の検討会議もありますけれども、

そこでも同様のご意見、もちろん、施設、ホテ

ル、旅館等の施設、ハード面の対応というもの

も必要な部分もございますけれども、そこはな

かなか時間もかかる、お金もかかるところです

ので、まずは人の部分で意識を変えていきまし

ょうという話を進めているところです。12月23

日、24日で、下対馬、上対馬の2カ所で、そうい

ったおもてなし意識向上のセミナーを早速開催

するようにいたしております。

【松本委員】 先ほども申し上げましたとおり、

年間30万人も韓国から観光客が来られると、確

かに、もうたくさん来ているから、それの対応

で、黙っていてもお客さんが来た状態だったの

かもしれません。しかし、それがなくなった時

に、あら困ったという時に、改めて内部で見た

時におもてなしが足りないということを考えら

れたこと。それはおもてなしというのは心であ

りますし、それぞれの職員の方々の対応の意識

だと思うんですね。

そういうところを、今回の補正で一時的に何

とかなったかもしれないけど、これが永続的に

補助があるわけではないので、五島も壱岐も頑

張っていらっしゃるので、そこはやはり対馬の

方々にも自助努力というものをしっかりしてい

ただきながら支援をしていって、そして、後々

また外国人観光客が戻ってくる時に、さらに喜

んでもらえる、リピーターになっていただくた

めの取組を県の方でも、補助金だけではなくて、

アドバイザーとして課長もぜひ支援していただ

きたいと思います。

次に、4ページですが、世界遺産についてでご

ざいます。

世界遺産に登録されまして観光客も増えては

おりますが、やはり懸念されることは、語り部

の方やガイドさんも高齢になられております。

今後、永続的に世界遺産を続けていくためには、

やはり若い世代や子どもたちが長崎県の世界遺

産のことを知ることも大事だし、そして、その

ことに対して守っていこうという意識を持って

もらうことが大事だと思っております。

そんな中で、4ページにあるとおり、「10月31

日及び11月1日の2日間にわたり長崎大学教育学

部附属中学校で、世界遺産をテーマとした2回目

の公開授業が実施され、「世界遺産を生かすた

めに何が必要か」について中学2年の生徒142名

が今までの学習内容を踏まえたプレゼンテーシ

ョンやパネルディスカッションを行い、みずか

らが世界遺産にどう関われるかを真剣に考えて

くれました」という事業が実施されております。

学ぶだけだったら社会の授業でもできますけ

れども、結局、自分たちが自ら世界遺産のため

に何かを自発的にできるかと考えるということ

は、大変すばらしい内容だと思うんですが、具

体的にどういう事業をして、具体的にどういう

提案が子どもたちからあったのか、お尋ねをい
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たします。

【桒原世界遺産課長】今回の中学校でのモデル

事業でございますが、総合的な学習の時間の授

業を使いました。長崎に住む自分たちが県民と

して世界遺産とどう関わりながら生きていくの

か、長崎の未来と自分のあり方への考えを深め

るというような内容のプログラムでございます。

この事業の中で、生徒の皆さんは、まずは世

界遺産の価値を自分で調べる。それから、その

地域の魅力探しをして、そういうことを知って

いく中で地域の課題に気付いて、現段階では世

界遺産を切り口に自分が長崎のために何ができ

るかということを考えてくれるまでになってい

ます。

具体的には、途中の段階では、短い映像や漫

画をつくってわかりやすく発信したらいいんじ

ゃないかとか、あるいはお金の補助をしたらど

うかとか、言ってみれば人ごと、人任せみたい

な提案が多かったのですけれども、授業を重ね

るにつれまして、自分が今度はＳＮＳで外国の

方に英語で発信したいとか、あるいは構成資産

の中にある教会を段ボールでつくって、それを

皆さんに見せることで島の人の思いを伝えたい

とか、そのような形で主体性のある自分の行動

としての発表に変わってきております。

一連の取組の中で3回目の公開授業を2月に予

定しているんですけれども、その授業は地域の

方にもオープンでやろうとしておりますので、

私どもも大変楽しみにしております。学校の先

生方にとっても初めての取組、試みでございま

したので、先生とともに子どもの成長に大変感

動しながら、見守りながら、一緒に考えさせら

れているところでございます。

ふるさと教育は本当に大切で、より推進をす

べきと改めて感じているところでございます。

【松本委員】大変すばらしい、やはり自分たち

の世界遺産なんだと、我がまちの世界遺産だと

いう認識を持ってもらって、そして、それぞれ

の子どもたちの目線で、子どもたちだったら、

もっとこうした方がいいということを具体的に

ＳＮＳをしてみたり、いろんな模型をつくった

りということは大変ありがたいことだと思いま

す。

これは長崎大学教育学部附属中ということで、

やはり今後の展開として単発で終わらせるので

はなくて、一番大事なのは構成資産がある自治

体の中学生、身近にあるわけでございますから、

ここは教育委員会と連携して、今後はそこまで

拡大をしていただいて、これは郷土愛の醸成に

もつながりますので、広げていく必要があると

思いますが、ご見解をお尋ねします。

【桒原世界遺産課長】まさに委員ご指摘のとお

りでございます。私どもも、このモデル事業を

普及し、定着させるということを目指しており

まして、未来への世界遺産の継承、ひいては長

崎県への愛着と誇りの形成から地元定着までつ

ながってほしいと思っています。

しかしながら、取組を進める中で、小中学校

に普及をさせていくためには、委員からありま

したとおり、市町教育委員会の理解ですとか協

力を得ること、それから、やる気のある先生が

いらっしゃること、あと、学習指導要領に沿う

アプローチやプログラムであること、こういっ

たいろいろなハードルがあることもわかりまし

た。

そこで、実は昨年度から大学の研究者と学校

現場の教員、それから、県の世界遺産課の3者で

連携しまして、世界遺産を活用した学習素材の

開発と実践、そして、それを普及・定着させて

いくという目標を立てまして、先行して附属小

学校でのモデル授業に取り組んでおりました。

今年度、その成果を生かして、4月には構成資産
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のある市町教育委員会に対して説明を行いまし

て働きかけをしたり、11月には長崎大学の教育

実践研究フォーラムに参加しまして、小中学校

の先生とか、先生を目指している大学生とか、

130名ほどだったかと思いますが、こういった授

業ができるんだよ、世界遺産を活用して、こん

なことを子どもたちがやって成長してるんだよ

というようなことを説明したところであります。

今、先ほどの中学校のモデル授業のほか、県

で関係者の調整を図りつつ、条件が整った学校

で出張授業をしたりしながら、本格的な普及、

実施に向けた種をまいている段階でございます。

このふるさと教育によって世界遺産の保護や、

先人の思いを伝えていくこと、継承していくこ

とにつなげていきたいと思っております。

【松本委員】ありがとうございます。ぜひ今後

広げていただきたいと思います。

続きまして、7ページです。物産にかかわるこ

とで、「日本橋 長崎館」についてご質問いたし

ます。

平成28年にリニューアルをして、平成30年、

昨年の来場者は56万5,000人ということで、前年

対比15万6,000人の増ということで大変好調で

ございます。7ページの記載にも、来館者は前年

比7％増になっており、売り上げも前年同額の1

億2,700万円となっているということでござい

ます。

実は、私、先月、東京出張の時に立ち寄って

調査をさせていただきました。実際行ってみて

驚いたのは、本当に日本橋のど真ん中にあって、

都内の中心部にあると。店舗もデザインが非常

に斬新で立ち寄りやすい雰囲気であります。

そこの店長さんとお話をさせていただく中で

感じたのが、あくまでも販売が目的というより

も、アンテナショップとしての関東への発信と

しての役割が大きいということで、「何が一番

好評ですか」と言ったら、催事をした時に珍し

くていろんなお客さんが入ってくるということ

でした。

実際、イベントがどれくらいあるのか調べさ

せていただきましたら、平成30年で357回してい

らっしゃいます。その中で県がやっているのが

68件で全体の19％、市町がやっているのが99件

で27.7％、民間が78件で21.8％、事業者が112

件で31.4％ということです。この催事をする場

合は使用料がかからない、無料であるというこ

と。ただ、物販した場合は10％納めなきゃいけ

ないということですが、ほかで借りるよりは全

然お徳だと思います。

ただ、気になったのが、市町ですね、27.7％、

約3割ですけれども、この21市町の中で偏りがあ

るのではないかと思うんですが、その状況につ

いてお尋ねをいたします。

【宮本物産ブランド推進課長】委員ご指摘のと

おり、イベントスペースの活用というものが、

今問題としているところでございます。先ほど

数字をおっしゃっていただきました357件中、県

が19％、市町が27.7％ということで、市町の活

用が30％ぐらいあるんですけれども、長崎市、

大村市が各29日、五島市が13日、諫早市が5日、

佐世保市、東彼杵町が各3日、雲仙市、南島原市、

小値賀町、新上五島町が各2日と、なかなか利用

していただけてない市町がございます。

そこで、満遍なく県の離島・半島を含めて、

県産品及び市町の観光も含めて発信をしていた

だきたいと考えておりまして、先月、私ども、

各市町を回りまして、利用していただけないと

ころの理由でございますとか、今後の利用を含

めての意見交換を行ってきたところでございま

す。

イベントスペースが14坪ありますが、先ほど

委員がおっしゃっていただいたとおり、使用料
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はかかりませんし、市町以外の団体も含めて幅

広い活用を今後とも呼びかけてまいりたいと考

えております。

【松本委員】 佐世保市、東彼杵町は3日という

ことですが、佐世保市もハウテスンボスとかも

ありますし、知名度は高いと思うんですね。で

すから、その市の考え方ではありますが、先ほ

どおっしゃったとおり、利用料はかからないと

いうことですから、何か出張に絡めて立ち寄っ

ていただく、そして知っていただくことが大事

だと思います。

実際、私が行った時は、長崎市のみかん農家

の方が商談の帰りに寄られて店頭で長崎のみか

んを売っていらっしゃいました。やっぱりおい

しいので、いろんな人が立ち寄って、「長崎の

みかん、おいしいね」と言って東京の方が話を

している姿を見て、やはり商圏の規模が全然桁

違いなので、いかに関東に売り込むかという意

味の、金額よりもやっぱり発信をしていくべき

だと思います。

もう一つ気になったのが、物販だけじゃなく

て、観光のスペースがありました。ちょっと狭

いけれども、カウンターになっていて、窓口に

なっていて、長崎の観光ということで担当の方

もいらっしゃったんですけれども、目立ちにく

いというか、移住サポートセンターというのが

有楽町にもありますけど、ほとんど全国のブー

スがあります。しかし、長崎館は長崎に興味が

ある人が入っているわけですから、そこでやは

り観光や移住の発信をするのは、もともと興味

のある方々が来ていらっしゃるわけだから、そ

こで呼びかけていくということはすごく大事だ

と思うし、せっかくそこに立ち寄ったなら、も

し長崎に観光に行っていただいた時にインセン

センティブ、この長崎館に立ち寄ったら、長崎

に旅行した時、ここがお得ですよとか、口コミ

で広がるとか、そういうふうなファンを増やし

ていくためのアンテナも必要だと思います。そ

れに関しては、別に新たに何かを投資するわけ

ではないので、やり方一つだと思うんですが、

物産とはちょっと異なりますが、一緒になって

やっていくようなお考えはないでしょうか。

【宮本物産ブランド推進課長】首都圏に設置し

ております自治体のアンテナショップでござい

ますが、約60店舗あると聞いております。その

中で自治体のＰＲでありますとか、特産品のＰ

Ｒ、観光案内というのは、もう本当に80％以上

の自治体がやっているところでございますが、

それに加えて最近は市場調査でありますとか、

消費者ニーズをそこで拾うとか、あと田舎暮ら

し、ＵＩターンというものの機能も、やはり皆

さん考えていらっしゃいまして、昨年度の調査

でいきますと、60店舗中23店舗はそういったも

のに着手しているというようなデータがござい

ます。

そこで、私どもも、移住に関しましては地域

づくり推進課が所管しておりますけれども、現

在の状況でありますと、有楽町にありますふる

さと回帰支援センターが中心になるんですが、

先ほど委員がおっしゃられましたとおり、長崎

館に来ていただける方が、そこで空気を感じて、

そこの特産品を食べたりとか、観光を感じてい

ただいて、そこでまた移住の相談会とかそうい

ったものをやると、また一定効果が倍増するの

ではないかみたいなお話もさせていただいてお

りますので、今やっていることは、観光窓口に

移住のパンフレットを設置し、具体的な相談は

ながさき移住サポートセンターにつなぐといっ

たことをやっております。

今年度は、昨年度もやりましたけれども、移

住相談会を年に5回程度開催することとしてい

ます。五島列島とか壱岐市、そういったところ
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が5回程度開催されております。

今後の対応といたしましては、イベントスペ

ースを活用した市町と一体となった移住相談会

の充実ということで、そこの中で回数を増やす

こともそうなんですが、内容を充実させるとい

うこととか、また、ＵＩターンに伴う動画がご

ざいますので、そちらを流したり、そういった

ことを地域づくり課と検討している状況でござ

います。

【松本委員】最後になりますが、ぜひ生かして

いただくととも、1個だけ、これは要望にかえさ

せていただきますが、下条委員、川崎委員から

ユニバーサルツーリズムのことについてお話が

ありましたが、私も非常に重要なことだと思い

ます。

私の父が車椅子で晩年過ごしていたものです

から、さっきのグラバー園の話もそうなんです

けど、家族でどこかに行くにしても、小さな段

差がすごく大きくて行けない、飲食もなかなか

限られてくる。そういう時に、改めて車椅子の

人にしかわからない苦労というのも、身近に、

家族にいたものですからわかりました。

そして、わざわざ長崎まで障害を持たれた方

が来られた時に、不自由な思いをして帰らせる

ということ自体が、やはりリピーターにつなが

らなくなるのではないかと、これはやはり意識

の問題だと思います。

今回、新年度予算でつくっていただいたこと

は評価をするんですけど、ただ、県だけがやっ

ても限界があるんじゃないかと。やはり21市町

がそれぞれ、そういうユニバーサルツーリズム

の意識を持ってもらうために、県が旗を振って、

21市町の観光担当の実務者と協議会をつくって、

そして、各市町連携してやりましょうと。そし

て、そこに足りないところがあれば支援も検討

しますというような誘発や先導もしていかない

と、県だけが旗を振っても、ほかの地域、隅々

まで届けるというのは予算的にも難しいと思い

ますので、そういったところも今後、来年度に

向けて、まず実務者の協議を、県内のユニバー

サルツーリズムの現状を把握して報告していた

だきたいと思いますので、申し述べておきます。

【中島(浩)委員長】ここでしばらく休憩いたし

ます。

再開を午後2時50分といたします。

― 午後 ２時３６分 休憩 ―

― 午後 ２時５０分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

【小林委員】先ほどの松本委員とのやり取りと

か、そんなのを聞かせていただいて、「日本橋 長

崎館」、ああいうところで21市町に、それぞれ

の物産等の展示会をはじめとして、いろんなイ

ベントを呼びかけているわけですね。

しかしながら、先ほどちょっと触れられたと

思いますが、要するに、そういうイベントをや

ってくださる、取り組む市町と、全くナシのつ

ぶてみたいなところもあるんだと。このナシの

つぶてについて、今まで市町に対して、県とし

てのバックアップは精いっぱい、いろいろやっ

てきたわけだけれども、こういう時代を迎えて

一番大事なことは何かというと、やる気がある

ところとやる気がないところだけは明確に区分

けをしていただかないと。頑張るところと頑張

らないところが、みんな一緒みたいなことは、

あってはならんことですよ。

だから、県の姿勢として、これはもう全ての

事業に対しても、全ての内容についても、やる

気のあるところはしっかり背中を押していただ

いて、やる気のないところについては、取り組

む姿勢をしっかり明快にしていただくような、

ある意味では、言葉がちょっと過ぎるかもしれ
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ないが、厳しい姿勢で臨んでいただくというよ

うな態度をとっていかなければだめだと、こう

考えますから、ひとつ部長も、部長会議等々に

おいても、中村県政はそういうやり方の中で。

もう予算も限られているし、成果も限られて

いるし、やる気のないところをやる気があるよ

うに、いろいろと背中を押すことは当然だけれ

ども、背中を押しても押すだけの価値がないよ

うなところを、いついつまでも、みんな平等と

か、みんな一緒みたいな、そんなようなやり方

では限界があると。やる気のあるところに予算

を流す。そして、さらに成果を高めていく、こ

ういうようなことを今後きちんとやっていただ

くことをひとつお願いをしたいと、こういうこ

とでお願いしておきます。

それから国際課長、お元気でしょうか。雨に

濡れながら、11月24日、ローマ教皇の長崎県入

りをいろいろと頑張られたことに対して、国際

課長を初め、部長も、そして皆さん方、いろい

ろ連絡会議をつくってやっていただいた皆さん

方のご尽力に心から敬意を表したいと思います。

ありがとうございました。

無事にお帰りになったということが何よりの

ことでありますし、また、原爆落下中心地から、

世界に向けてメッセージを出されたということ

に対しても大変なことだと思いますし、非常に

効果があったのではないかということで、その

取組に重ねてお礼を申し上げておきたいと思い

ます。

そこで、ちょっと思いますことは、まず第1

点に、今回、時限条例であるけれども、ドロー

ンの規制を、しかも罰則まで設けて、ある一定

の期間は飛ばしてはならないと、期間もいつか

らいつまでと、こういうようなことで条例を定

められたということでございます。

時限の条例でありますから、もうそれは取っ

払ってあると思いますけれども、この期間、ド

ローンを、こういうふうに条例までつくって規

制したということに対して何の問題もなかった

か、どういう検証をされているか、まずこの辺

のところについてお尋ねをしてみたいと思いま

す。

【永橋国際課長】委員ご指摘のとおり、ローマ

教皇の来県に際しましては、「ローマ法王の来

県時における小型無人機の飛行の禁止に関する

条例」を9月定例会に上程して制定いたしました。

条例につきましては、10月4日に公布・施行、そ

して11月24日、教皇様が去られると同時に失効

しております。

この間、前回の委員会でもご説明させていた

だきましたけれども、やはり周知して飛ばさな

いことが一番であるということで、県警察本部、

市町、自治会、そして関係団体と一緒に周知徹

底を図ってまいりました。結果として何もなく

教皇様にお帰りいただいたということは、条例

としては一定の成果があったものと考えており

ます。

県警察本部にお尋ねしましても、ドローン飛

行の届出自体は1件もなかったと、それと実際に

飛んだ事例もなかったということで、警護も非

常にスムーズにいったという話を聞いておりま

すので、条例としては一定の成果があったもの

というふうに評価をしております。

【小林委員】 ここまで、条例までつくって、時

限的な条例であって今は失効しているけれども、

一番心配しておりました、何事もなかったとい

うところ、ご無事にお帰りになったというとこ

ろ、この辺のところがですね。その背景には相

当な皆様方のご苦労があったと。しかも、午前

中は雨がやたらに降りましたので、38年前は雪

だったけれども、今度は雨だった。ところが、

午後からはぴたっとやんで、すばらしいいい天
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気に恵まれたというありがたい流れだったわけ

です。

ですから、そういうドローンの規制を条例ま

でつくってやったけれども、その成果として何

事もなかったと。しかも、ドローンを飛ばした

いというような申し出も1件たりともなかった

というようなことで、やはり条例の効果がそれ

なりに出されたというような受け止め方の中で

ですね。

今後も、同じようなこともあり得るだろうと

いうようなことでございますので、その辺のと

ころをしっかり受け止めて、そういう条例の成

果がいかんなく発揮されたというふうな受け止

め方で、今後ともよろしくお願いをしたいと思

います。

それから、私も本会議で質問をさせていただ

きましたので、県の意向、あるいは知事の意向

というものは十分承知をいたしておりますけれ

ども、爆心地から、一番中心地の、まさにそう

いう一番よい場所で、確かに雨降りではあった

けれども、そこから世界に向けて、核兵器の廃

絶、それから世界平和というような形で世界に

向けてメッセージを発信していただいたという

ことは、大変大きな効果があったことだと思い

ます。それは、核兵器の廃絶ということと同時

に、世界平和であるし、被爆県長崎だという、

原爆落下中心地から、そういうメッセージを発

信していただいたということ、それ自体が大き

な大きな、世界にとってよいプラス面を与えた

のではないかと、こういうふうに思っておりま

す。

要は、これから、ローマ教皇のあれだけの発

信されたメッセージを、どうやって長崎県が活

かしていくかということ。特にこれは戦後75年

ということで、特に核兵器の廃絶の核兵器不拡

散条約、ＮＰＴというのがありますね。これが5

年に1度、再検討されるということでございます

から、この年でもあるし、また同時に被爆から

75年というような一つの節目を迎える。こうい

う中から、教皇のメッセージを長崎県として、

今後とも世界平和に向けて、核兵器の廃絶に向

けて取り組んでいくかというところ、この辺の

ところにつきましても国際課長にちょっとお尋

ねをしておきたいと思います。

【永橋国際課長】原爆落下中心地において、ロ

ーマ教皇フランシスコ台下が、世界に、核兵器

廃絶と平和の訴えについてのメッセージを出さ

れたということは、非常に意義深いものがある

と思っております。本会議で知事も答弁してお

りますけれども、県としては、これをしっかり

と世界へ向けて発信をしていくという覚悟で取

り組んでまいります。

県の取組として、現状はどうかといいますと、

県のホームページにおいて、ローマ教皇のご来

県の状況、それとメッセージを発信しておりま

す。さらに県の観光ホームページの「ながさき

旅ネット」にも状況を掲載して発信をさせてい

ただいております。

県では、今回のご来県に際しまして、公式カ

メラマンを据えて多くの写真を撮っております。

長崎市では映像も撮っているということで、こ

れらの資料を編さんしながら、世界に向けて情

報を発信してまいりたいと思っております。

長崎市では、原爆資料館で、現在、教皇が献

花された花輪、キャンドル台、それと直筆のメ

ッセージなども展示されております。こうした

ものを、先ほど委員からご指摘がありましたＮ

ＰＴ再検討会議等の場でも発信できないのか、

こういったことを検討してまいりたいと思いま

す。

当然、関係者の皆様方、長崎大学や長崎市、

いろんな方々と連携しながら、長崎大司教区の
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理解も得ながら、こうしたメッセージをしっか

り届けてまいりたいと考えております。

【小林委員】大体、今のようなことに尽きると

思います。

ただ、我々がよく考えておかなくちゃいかん

のは、ローマ教皇というお立場がどれだけ大き

いものかということに改めて驚くわけだ。13億

人の信者のトップに立つ人、バチカンという180

カ国以上の国々とお互いの信頼関係を持つ、そ

のバチカンの元首であられるということ。

そういうところから、ローマ教皇のメッセー

ジというものは、世界に向けて大きな大きな意

義深いメッセージを送るということになって、

この効果というのは最大に、我々としてはよい

意味で活用していかなければいけないと、こう

いうように考えます。

今回のご来県において、重ねて、何事もなか

ったということは大変結構なことでもありまし

たし、悪天候の中で非常に皆さん頑張っていた

だいた。わけても、ボランティアの方とか、県

警とか、大司教区とか、そういうようなところ

も含めて、よくやっていただいたと思います。

それは長崎県の大きな飛躍につなげることがで

きるように、ひとつお願いをしておきたいと思

います。

それから、観光の問題が大事な問題だという

ことが、このセクションでのお互いの論議の中

心になってくるということで、人呼んで栄える

町が長崎県なんだと、観光というものが基幹産

業的な大きな分野を占めるというようなことの

中で、誰もが期待しているし、それに対して疑

いを持つ人は誰もいないと思うんです。

そういうことの中で、長崎県が観光県として、

あるいは観光立県として、どれぐらいのプラス

になっているのか、こんなことが数字で出てく

ると思うんです。

県民の皆さん方も、長崎県はどういうまちか

とか、長崎県というのはどういうところかと聞

かれれば、やっぱり歴史と、昔からのつながり、

西洋との出会い、一番最初に西洋に向けて門戸

を開いたところなんだと。したがって、こうい

うストーリーというものが実にすばらしいんだ

ということで、そういうことの背景の中に人を

呼び込むことの、それに足るだけの背景がある

んだと、そんなようなことを我々も強調させて

いただいているわけです。

ところが、最近、新聞を読んでびっくりした

ことがあるんです。10月7日の新聞で、名前は言

わないけれども、県の昔の部長だよ。長崎の観

光を考えるというようなことで書いているんだ

けれども、地元新聞だよな。何と書いているか

というと、観光庁による調査で、2015年の日本

人宿泊客は長崎県は全国で22位、日帰り客は33

位、訪日外国人宿泊客は17位というのが実態だ

と、こんなようなことを書かれているわけだよ。

そして、日銀長崎支店の調査、これは本当かど

うかわからんが、本当だろうと思うが、5年間の

伸び率は九州でもよろしくないと、こういうこ

とが記されているわけです。

今言うように、九州での伸び率もあまりぱっ

としないと、それから22位とか33位とか、17位

とか、この長崎県の観光の明日に、ちょっとい

かがなものかというような、こんな数字が前面

に出されている。一体、本当なのかなと。こう

いうような驚きを隠しきれないんだけれども、

県の皆さん方も、この新聞記事、また、この内

容は分析されているだろうと思いますが、今言

うような順位、これはどこからきたのか。観光

庁からの本当の数字なのか、その辺のところは

どうなんですか。

【佐古観光振興課長】新聞記事で引用されてお

りますのは、観光庁が毎年実施しております宿
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泊旅行統計の結果であろうと思っております。

これと別に、午前中もご説明申し上げました

けれども、私どもは、長崎県観光統計という数

字で県内の状況は把握しております。これは長

崎県のルールにのっとって出している数字でご

ざいます。

全国的に見回しますと、長崎と同じように県

が独自のやり方で数字を出している県と、全く

出していない県、いろいろございます。

そういうことで、私どもとして、他県と比較

をする際には、今申し上げました観光庁の宿泊

旅行統計調査、これしかないものですから、比

較をする場合はそこを活用しております。です

から、数字が間違っているということではない

かと思います。

例えばで申し上げさせていただきますと、平

成30年の数字で、県の観光統計でいうところの

日本人の宿泊者数は743万人です。これに対して、

同じ時期に国が公表しておりますのは700万人。

同じく外国人で申し上げますと、県の統計では

93万人に対して、国の統計では86万人というこ

とで、例年、国の統計の数字が小さく出るとい

う傾向はございます。

この原因としては、観光庁も集計の仕方をつ

まびらかまでには私どもに教えていただけない

んですけれども、わかっている範囲で申し上げ

れば、観光庁は宿泊施設にどんと調査をかけま

す。回答があるところ、ないところがございま

す。ないところに催促をするといったことは、

どうもされていない。そこは推計をかけたりと

いうことで全体を出している。

私どもは、出していただけないところは催促

をかけて出してくださいということで、できる

だけ宿泊客数の把握に努めておりますので、数

字的には私どもの県の観光統計の方が実態には

近いというふうに考えております。

【小林委員】だから、今ここに出ている数字が、

県民が一番見る地元新聞ではないか。それなり

の意識のある人は、この順位はやっぱり見ると

思うよ。ちょっと言葉が過ぎるかもしれないけ

れども、一般論として、この数字を見た人は、

なんだ、長崎県はこのくらいの数字かと、これ

くらいの位置付けかと、こう思われるところに

対しての影響というものをお互い考えようでは

ないかと、こう言っているわけよ。

これだけみんなも一生懸命やっているし、こ

うやって長崎県というのは人呼んで栄えるまち

なんだと、いかに消費額を上げるか、あるいは

いかにして一人でも多くの方々に宿泊をしてい

ただくか。来るだけではなくして宿泊をしてい

ただいて、そしてまた、平均が10万円ぐらいだ

けれども、全国の消費額の平均よりもちょっと

下回っているかもしれない、だからこれをもっ

と上げるようにしていただこうと。いろんなこ

とを、あの手この手で、議論もずっと午前中か

ら、観光一色じゃないか、佐古さん、あなたは

佐古さんというんだろう。あなたのところばっ

かりじゃないか。だから、そういうようなとこ

ろから考えていけば、やっぱりこういう数字が

ね。

今の話では、観光庁の統計は、長崎県の統計

よりも、ちょっといかがものかというようなこ

とで、返事をしないところはそのまま素通りし

ていると、長崎県の場合は、県の観光統計をし

っかり出すために、そうやってお願いをしてい

るんだというようなことをあなたは珍しく力説

をされました。

しかし、30年前までは同じようなことをやっ

ておったかもしれない。ホテルが100あれば、50

ぐらいしか返事が返ってこなくても、大体推計

でやりよったんだろうから。しかし、それでは

いかんということで、今回、平成30年度から統
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計のあり方をきちんとしていこうということで、

平成30年以降のものは、かなりの正確なものが

出てくるということであります。

ただ、こういう観光庁の統計みたいな速報値

が、県の人は、県の出身者だからわかっている

んだろうと思うんだろうけれども、功を焦るの

か、原稿の時間がなかったのかどうかわからな

いけれども、こういうふうに書かれてね、実際

の数字よりもちょっと少ないような状態で、本

来ならば順位ががっと上がるところを、下回っ

て書かれるということは、非常に私どもとして

は懸念の材料です。

それと同時に申し上げておくと、こんなこと

まで書いているんだよな。「他の地域が」と、

つまり他県が「観光客誘致策を積極推進する中、

長崎は埋没している感すらある」と、埋没だよ。

そういうような状況からしてみて、やっぱりこ

れは若干、私は素通りするわけにいかんところ

もあるわけだよ。

だから、要するに、もうちょっと頑張らんば

いかんと、もうちょっとしっかりやってほしい

という激励の意味での話はしっかり受け止めん

といかん。ただ、いたずらに批判するだけの批

判では、ちょっとこれもいかがなものかと。ど

う受け止めるかということは、この読者の感想

だろうけれども、一般論として、長崎県のこれ

からの観光に入れる力、また、入れている現在

の力、そういう点から見ても、実際にそのデー

タは、先ほど説明があったように、もうちょっ

と上みたいな感じがしますので、今後、こうい

うところもまたあるし。

だけど、これの対応策というのはないんだよ

な。だから、それだけしっかりやるしかないと

いうところで、これから取り組むということで、

これはいい意味で、頑張れというようなそうい

う激励であると。こう受け止めて、これからな

お一層頑張れということでやっていきたいと思

うが、部長、どうですか、こういう内容を見ら

れて。

【中﨑文化観光国際部長】私も、先輩が後輩に

向けた書いた激励のメッセージだと受け止めて

おります。

観光の数字というのは、今後、施策を構築し

ていく上で非常に大事な数字でございますので、

より精査した数字の中で新しい施策を構築した

いと思っています。

これは、委員の皆様からもご指摘があってお

りますとおり、長崎県は昨年、観光客数は過去

最高の数字でございましたけれども、観光消費

額、あるいは宿泊者数は伸び悩んでいるという

のが実態でございます。そのために我々も、人

を呼びこむだけじゃなくて、宿泊事業者の皆さ

んと向かい合って、おもてなし、あるいは価値

の向上というようなことも図っております。ま

ちづくりで市町、あるいは地域の皆さんと一緒

になって、観光資源を掘り起こして、より長崎

の価値を上げていこうというような取組を一緒

にやっております。

ぜひ、そういった皆さんの思い、行政だけの

取組ではなくて、民間、あるいは地域の皆さん

と一緒になって、より観光を産業化させて、人

を呼び込み、それで地域が潤って、そして雇用

につなげる、そういった施策に全力で取り組ん

でまいりたいと考えております。

【小林委員】もう時間がないそうでありますか

ら、要望にかえておきたいと思いますけれども、

実は、長崎空港の国際空港面がなかなか、乗降

客はいまひとつの感じがするわけです。5万

1,000人ぐらいだったものが6万6,000人になっ

ている、平成30年の実績で1万5,000～6,000人増

えている、ここは大いにウエルカムなんだけれ

ども。



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１１日）

- 85 -

実は、そういう6万1,000人ぐらいになってい

るところだろうけれども、佐賀空港は、韓国便、

ソウルとの便数が週3便で12万人に達している

わけよ。もちろん今は長崎県も佐賀県もソウル

便は休便になっているから、昨年までの話だけ

れども、12万人という数字。

今、長崎県の場合は全体を入れて6万人ちょっ

とと、いわば半分しかないわけよ。それで、知

ってのとおり、佐賀の空港は滑走路が2,000メー

トルしかないわけだよ、我が方は3,000メートル

あるんだ、大村空港は。それだけ1,000メートル

も違う状況の中で、なんでこんなに差がつくん

だろうかと実は思っているわけです。

今回、10月28日ごろだったか、中国の西安、

ＬＣＣだろうけれども、春秋航空が新たな路線

を中国側からもってきているわけだよ。そうい

うようなところからしてみて、あそこも週3便体

制だよ。うちは、やっと週3便の、またいつどう

なるかわからないみたいな、そんなような話な

んですけれどもね。

いずれにしても、ちょっとやっぱり国際空港

的な取組、また、あの空港をもっと国際線とし

て生かすための、それだけの受け入れの態勢整

備等々をですね。しかも、また明日、議論にな

るかもしれないが、ＩＲを目の前に控えて、や

はり交通アクセスが一番大きな問題として指摘

をされている中において、3つの中の1つにどう

しても入れたいとするならば、空港の整備とい

うのは、どうしても避けることができない大き

な課題だと思っているわけです。

そしてまた、九州へ来る外国人観光客は、も

う既に518万人になっていると、過去最高になっ

ていると、500万人を超えたと、こういうことも

大きな見出しで書いてあります。

そういう点から考えてまいりますと、もうち

ょっと、全ての面において、外国人観光客をい

かにして長崎県に案内をするか、来ていただけ

るか、あるいはそこでお金を落としていただけ

るかとか、そういうようなところを本気になっ

て取り組んでいかなければいけないと。

観光客全体が500万人を超えたという大きな

数字が出ているわけです。九州のそれぞれの空

港が国際線の便数を増やして、それだけの取組

をしている結果が、そうやって外国人のお客様

が多くなっていると、こういうこともきちんと

指摘してあるわけです。

長崎県としては、騒音が少ない、就航率が高

い、世界で初めての海上空港であると。これだ

け素晴らしい整備された空港を、一ローカル空

港でずっと眠らせてきた。これだけの県の産業

構造の中で一番の重きをなす空港の基盤を生か

しきっていないというようなことが、実に残念

な気持ちでいるわけであります。

なかなか取組は大変だと思うけれども、その

辺のところも含めながら、もう一回、心機一転、

そういう背景の中で、この空港を生かす道をし

っかり考えていただき、それが長崎県全体を潤

すような、そういう本来の目的につながること

を特に要望して終わりたいと思います。お願い

しておきます。

【中島(浩)委員長】ほかに質疑はありませんか。

【浅田委員】 まず、9月と11月の定例会で国連

についての質問が相次いでありました。併せて

ＳＤＧｓに関してということと国連を併せてと

いうようなご説明があった中で、私もＳＤＧｓ

については2年以上前からずっと議会でも質問

していて、それとＳＤＧｓと国連のつながり、

そもそも国連誘致ということ、県が今どのよう

な形で捉えていて、今後どういう展開があると

いうふうに現段階で思われているのかというこ

とを整理した部分を教えていただけますでしょ

うか。
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【小川国際課企画監】国連機関の誘致について

でございますけれども、国連の中に国連訓練調

査研究所、通称、ユニタールと言われている機

関がございますけれども、そちらの方で紛争後

の復興などをテーマに紛争地域の政府の職員の

方々の育成機関の一つでございます。その下に

シファールトレーニングセンターが世界19カ所

に設置されておりまして、そちらの方でそれぞ

れのテーマに沿った人材育成が行われている状

況でございます。

今お話があっておりますのが、国連の中でも

ＳＤＧｓを進めていく中で、2030年の目標達成

に向けて進めていく中での人材育成が必要だと

いうところで、長崎において、平和をテーマと

したシファールという機関の創設の可能性につ

いてご検討いただけないかという話を今いただ

いているところでございます。

平和をテーマとするということで、長崎とし

ましては非常に意義があるものと考えておりま

して、長崎市ですとか、長崎大学の方ですとか、

地域の方々、民間の方々などを含めて意見交換

を進めているところでございます。

【浅田委員】 私は、個人的には、長崎というも

のは国際都市でもあり、過去に遡ること出島の

時代からでも遊学都市ということで、そのトレ

ーニングセンター、世界に門戸を開いたものが

できるというのは、非常に喜ばしいことなのか

なというふうに思っております。

先ほど企画監がおっしゃった民間の方とか大

学の方とかの勉強会を、一度、私ども10月にお

邪魔をさせていただいて聞いたんですけれども、

その時に、すごく課題が多いというようなこと

と、それが長崎市と長崎県でなければならない

のか、長崎県と各市町、ＳＤＧｓの中でいうと

いろんな組み方があると思います。そのあたり

をどういうふうに捉えて今後進めようとしてい

るのかが、この間の9月定例会、11月定例会で聞

いた中で余りよくわからなかったものですから、

これからの進め方としてどういう状況なのか、

あれから進んでいるのか、進んでないのかとい

うあたりも教えていただけますか。

【小川国際課企画監】国連機関の誘致につきま

しては、今、お話をいたしました民間の方々と

の意見交換ということでやっているところでご

ざいます。当初、平和というテーマがございま

したので、長崎市とか長崎大学の方々を中心に

意見交換をさせていただいたところではではご

ざいますけれども、そのほかにもＳＤＧｓとい

う幅広いところもございますので、その内容に

ついて意見を深めていかなければいけないと思

っております。

その内容につきましては、意見交換する中で、

まだなかなかはっきりわからないところがあり、

人材育成プログラムは、どういうテーマで、ど

のようなことをやるのかということですとか、

あと、意見交換の中で国連職員の方から年間約1

億3,000万円以上の予算が必要であるというお

話等もあっておりますので、そういうところを

今後さらに深めていかないといけないかなと考

えているところでございます。

【浅田委員】この間、国連にかかわっている方

とアドバイザー的な方、お二人が、そもそも長

崎に適しているのではないかというようなお話

があって、長崎が持つ可能性というものをお感

じいただけたところはありがたいなということ

が共通認識だと思うんですね。

そんな中で財政負担の話があり、この間、同

僚議員も質問していた中で、目に見える費用対

効果なのか、もっと未来に向けての創造なのか

というところがあるのではないかなというふう

に私も思っているんですけど、研究します、検

討しますというふうにおっしゃっていましたけ
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れども、その辺の目途であったり、民間の方と

と、あれからもう何回もやってかなり進んでい

る状況なのかとか、聞いている方々もわからな

いままというのがあったと思うんですね。

今のご答弁を聞いても、そのあたりが民間の

方、大学の方とおっしゃっても、実際進んでい

るのか、検討がどうなのかというところと可能

性的なもの、1億3,000万円というものは、県だ

けで負担しなくても、民間投資ができるみたい

なお話も出てましたし、少し理解している部分

をご答弁いただければと思います。

【小川国際課企画監】まず、委員にご参加いた

だいた10月の会議の後、11月12日に国連の方々

とスカイプをつなぎましての会議をやらせてい

ただきまして、その中でいろいろお尋ねをした

ところでございます。

今、想定をされていますシファールの中身に

ついては、まだ、なかなかはっきりわからない

ところもありますけれども、目に見えない効果、

どうしても費用対効果ということを考えざるを

得ないところもありますし、目に見えないとこ

ろで、シファールとはまた別の組織になります

けれども、先ほどお話がありました上部機関の

ユニタールが広島県に設置されておりますし、

福岡県にはハビタットという国連機関が設置さ

れております。そのあたりにつきましても、年

内にそれぞれ地元の方にお伺いし、国連機関を

設置したことによる地元へのメリットといいま

すか、効果というところもお聞きしたいと思っ

ております。

シファールにつきましては、今、世界各国に

19カ所ございまして、一番近いところは上海に

シファール上海が設置されておりますので、そ

ういうところにもお話を聞きたいと考えており

ます。

【浅田委員】県としても、もちろん民間の方と

か、今、官民一体となり産学官でやるべきこと

なのかなと思います。非常に大きな話でありま

すが、しかし、そこは県として一歩進めるため

にも、研究を深めるためにも、今、非常に動い

ていただいているということで捉えても大丈夫

ですよね。

【小川国際課企画監】誘致をするかどうかとい

うことについては、どうしてもそういうところ

をしっかり押さえた上で検討していかないとい

けないと思っておりますので、そういうところ

を整理した上で検討を進めていきたいと考えて

おります。

【浅田委員】 私も、非常にいいお話だと。もち

ろん、県の方々が費用対効果なり、あと、いろ

んなことを考えていかなければいけないという

のは非常に理解するところでもありますし、課

題の部分とか、可能性とか、そのあたりをしっ

かり分析して、見える形で示していく。もちろ

ん、賛成したいと思っている私たちも含めて、

そういう動きをしていかなければならないなと

いうふうに思っております。

この間のご答弁の中で、長崎市を中心に平和

をということがあって、どこに設置をするとい

うのも、私なんかも勝手ながら、それこそ県庁

跡地でいいんじゃないのというようなことを考

えたりもしたんですけれども、それを設置する

に当たって、どれぐらいの広さがなくちゃいけ

なくてとかという、そういう条件面などは既に

わかっているんですか。

【小川国際課企画監】事務所体制ですとか、配

置される人数、あと研修に必要な広さというと

ころまでは、まだ情報としていただいていない

という状況でございます。

【浅田委員】 そんな中で議会の議論の中でも、

さっき、1億3,000万円ぐらいかかるというお話

の中で、たしか、9月定例会の時には長崎に合わ
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せた形での予算組みも考えられるということが

一つあったと思うんですね。そういったところ

の話し合いを深められたりはありますか。

【小川国際課企画監】11月12日のスカイプを使

いました会議の中で、そのあたりはお話をさせ

ていただきました。やはり国連としてＳＤＧｓ

を進めるため、平和をテーマとした人材育成を

進めるためという思いを持っていただいている

ということでございましたので、それに必要な

規模ですとかレベル感というのは、やはり国連

側もお持ちじゃないかなということでお尋ねを

しまして、その中で約1億3,000万円というお話

をいただいているという状況でございます。

【浅田委員】現段階で国連側としては、どうい

ったものが長崎県にあるべきか、長崎にあれば

いいなという姿は描かれていると。それを今後、

県を中心として、大学を巻き込んで、いろんな

形で、どこまでそれが現実のものにできるかと

いうことを検討していくということで、実際そ

れをやられていて、上海の方にお話を聞いたり、

福岡とか、いろんなところの現状を知ろうとい

うふうになさっているということで捉えさせて

いただいてよろしいでしょうか。

いずれにしても、長崎だからこそ選ばれる場

所というか、向こうから検討してほしいと言っ

ていただいているということは、非常に大きな

ことなんですよね。政策監は、この間、そのあ

たり答弁していたと思うんですけれども。

【浦文化観光国際部政策監】国連機関の誘致に

関しまして、ここ2回、本会議でもご議論いただ

きました。

先ほど企画監から答弁いたしましたように、

国連の関係者の方から、今回、投げかけをいた

だきました。ただ、言葉としては平和、あるい

はＳＤＧｓの実現を目指してということで、そ

のためのトレーニングを政府機関の職員、ある

いは国連機関の職員に対してやる場所として、

被爆の惨禍から立ち直ってきた長崎の地で、そ

ういった機関を配置して取り組むことは非常に

意義があることじゃないかというようなご提案

をいただいております。

なかなか言葉としては、私どもも受け止めは

できるのですけれども、具体的にどういう研修

の中身、トレーニングの中身をやっていくのか、

それを誰が、どういう形で担っていくのかとい

う詳細な、いざやろうとした時に、いろんな具

体的な課題が当然頭に浮かんでくるわけです。

おっしゃるように、直接的、間接的な効果と

して期待できるものはそれぞれあろうかと思い

ますけれども、一方で費用的な現実的な問題も

ございますし、何より県だけで受け止めるもの

では当然ないと我々も思っておりまして、ＳＤ

Ｇｓの実現という意味でいきますと、やはり若

い人たちをより巻き込んでいくことも大事だと

思います。

そういう意味では、大学の関係者を巻き込む

ことも必要だと思いますし、平和の観点からい

くと、何より長崎市の立場というのもあろうか

と思いますので、そういった関係者と議論する

上でも、具体的な事業の内容というものをもう

少し具体的に明らかにしていかないと、皆さん

に投げかけて議論を進めていくこともできない

ということで、その辺の情報を我々県としても

集められるところは集めていきますし、改めて

国連の関係の方にもお尋ねしながら議論が進ん

でいくように取り組んでいきたいと思っていま

す。

【浅田委員】今まさしく政策監がおっしゃった

若い方々を取り込んでいく、トレーニング機関

でもあり、長崎が世界に発信することによって

新たな未来型のまちづくりだったりとか、いろ

んなことができていくであろうと思うんですね。
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そんな中で、ＳＤＧｓと一言で言っても、17

項目あって、その中にさらに細目があって、い

ろんな可能性をこちら側から提示していくこと

も当然できるわけですよね。そのあたりもまだ

具体的にわからないということですか。

【浦文化観光国際部政策監】一応投げかけとし

てありましたのは、ＳＤＧｓの中の17の大きな

目標の中で、一つには平和と開発の実現という

ことがありますので、恐らくメインはそれを先

方としてはまず考えておられたということはお

聞きしています。ただ、平和に対して具体的に

どういう、ＳＤＧｓの中での位置付けと研修の

内容、そういったものは逆にこちらの方に知恵

を求められる部分もあろうかと思いますので、

その辺はこれからいろいろ相談をしないといけ

ないと思っております。

【浅田委員】事業内容というか、向こう側が検

討してほしいと言っていただいている部分、長

崎の可能性の部分、いろんなところが相まって、

どこができるのか、それだけの予算をかけるこ

とをどうやっていくのかというのは、まだまだ

これから協議をしていかなければならないとい

うことですよね。それがいつまでなのかとか、

早めにやらなきゃいけないことなのかとか、そ

の日程的なものがちょっとわからなかったもの

ですから、私としては、可能性のあることで、

何かできることを模索していただきたいなと思

ったものですら、これは質問をさせていただき

ました。

続いて、もう1点だけ。今日、皆さんからもユ

ニバーサルツーリズムの質問がずっと出ている

かと思います。この件をずっと聞いていて思っ

たのが、昨年も総合交通対策特別委員会という、

ここにいるメンバーでは私だけその委員だった

んですけれども、そこの中でも、交通の中でユ

ニバーサルツーリズムをどうするかという協議

をした中で、関係団体の方々のところに行って

実際に調査をさせていただいて、今、何が足り

ないのか、例えば、グラバー園の問題だったり、

空港の中で受け付けがなくて非常に困っている

というお話だったり、実際、ＵＤタクシーにも

乗らせていただいたり、設置にどれだけ時間が

かかるとか、その当時は野本議員がいらっしゃ

ったので、車椅子に乗っていただきながら、「Ｊ

ＩＮＲＩＫＩ」というものを使って、いかに簡

単に坂道を上がれるかとか、いろんな検証をさ

せていただきました。それから既にもう1年以上

がたっているわけなんですね。

その委員会の中でも、意見書等も出させてい

ただいておりますし、そうやって積み上げてき

たことを踏まえて予算化ということを考えてい

ただいていることは理解できるんですけれども、

実際、既にやってきたこと、いろんな関係団体

からお話を聞いたことと、先ほど質問を投げか

けられての答弁というのが、なんかこう余りに

もリンクしないのではないか、せっかくやって

きたことが担当部署にしっかりと落とし込まれ

てなかったのかなという気がしたんですけれど

も、そのあたりはいかがでしょうか。

【佐古観光振興課長】ユニバーサルツーリズム

につきましては、平成27年度から観光振興課に

おいても取組を進めてきております。基本的な

こととしては、バリアフリー状況の調査、それ

から、その調査結果を発信していただく、車椅

子の貸し出しをしていただく。これは県内にユ

ニバーサルに取り組んでいらっしゃる団体に対

する支援という形で進めてまいりました。

それから、平成30年度はワークショップを開

催して県内の関係する事業者の皆さんの意識醸

成というとあれですけれども、どういったとこ

ろに課題があるのかとか、そういった認識を深

めていただくような取組をしまして、今年度は、
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先ほども申し上げましたけれども、いわゆる着

地型のユニーバーサルツアーを実施するという

方向で今取り組んでいるところでございます。

これまでの取組を踏まえまして、これは私ど

もとして課題であるというふうに考えましたの

が、県内のそれぞれの地域で一生懸命取り組ん

でくださっている団体がいらっしゃいますけれ

ども、それを県下の広域でつないでいくという

機能が現状ではない。そこは県が役割として果

たすべきだろうと思っています。

それからもう一つが、これも先ほどお話し申

し上げましたけれども、そこをじゃ民間でそう

いった機能を担えるかというところも福祉関係

の事業者の方と意見交換をしましても、現状で

そこまで手が出せる方というのもなかなか見つ

からない。

あとは、民間の着地ツアーというのも幾つか

できてはおりますけれども、そこがなかなか積

極的な活用が図られていない。そういう意味で

は県外に対して情報発信も必要になってくる、

大きな情報発信ですね。

そういう意味で、県下全域をつなぐワンスト

ップの機能、それから、対外的に情報発信をし

ていけるような機能という意味で、そこがもし

民間の方でできないのであれば、そこを行政が

積極的に今後の本県の観光産業の持続を図って

いく上で一歩足を踏み込むといいますか、そう

いう取組が必要だという、これまでの取組も踏

まえて今の事業を検討しているという状況でご

ざいます。

【浅田委員】さまざま今までのことも踏まえて

やっていただいている。川崎委員もおっしゃっ

ていたワンストップ型というところもどんどん

やっていただけるものと私たちも期待をしたい

とところであります。

それと相まって1つだけ。前に私も一般質問で、

ピクトグラム、絵で示すもので、いろんな色が

ついていたりとか、デザインがあったりとかす

るけれども、本来でいうところの障害者の方々

がツーリズムをする時には、ＪＩＳで、きちっ

と規格型でやっているものじゃないと、後々困

ると思いますみたいな提案を若干させていただ

いて、そういうこともご検討をいただきたいと

いうような質問をさせていただいたことがあり

ますが、そういったことも含めて障害者団体の

方とか、ツーリズムに合わせてそういう示し方

というところの発展性の進捗状況は今どのよう

になってますでしょうか。

【佐古観光振興課長】今、観光振興課の方で進

めておりますのは、ユニバーサルツーリズムを

いかにスムーズに受け入れていくかということ

で検討を進めていますけれども、今、委員がお

っしゃられたピクトグラムですとか、それ以外

の施設のバリアフリーの話もあると思います。

ですから、少し広い県全体の取組ということ

になりますと、私どもの部だけではなくて、関

係部局がたくさんございますので、そことも話

をしてまいりたいと思います。

【浅田委員】言葉が足りなかったかもしれませ

んけど、全体的な部分ではなくて、観光の中に

おいて、いろんな表示の仕方とか、ツーリズム

に係るところ、これも前の特別委員会でも指摘

があったんですけれども、観光地においてそう

いったものの導入の仕方だったり、動線の中に

おいてこの見せ方というようなところを今後検

討していただきたいというような話があった部

分に関して、すみません。

【佐古観光振興課長】今後、具体的な検討を進

めてまいりますので、今のご提案につきまして

も、その中でしっかり受け止めてまいりたいと

考えております。

【中島(浩)委員長】ほかに質問はございません
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でしょうか。

【中村(泰)委員】お疲れさまでございます。ま

ず、先ほど深堀委員からもお話がございました

関連で、今朝の長崎新聞の客船のお客様に対し

ての事前に購入いただくという仕組みにつきま

しての記事を拝見しておりましたら、中国の旅

行社の方から相談があったという記載がござい

まして、これは海外の旅行者、先方も困ってい

るのかなとちょっと思ったんですけれども、そ

のあたりの経緯を少し教えていただけますでし

ょうか。

【佐々野国際観光振興室長】昨年、中国のクル

ーズを企画するチャーター旅行社からご相談が

ありました。理由としましては、クルーズの寄

港地ツアーは画一的な、どちらかといいますと

外資系の免税店ばかりという形になっています

ので、ツアーの多様性を図るという中で、買い

物の時間に免税店に行くということでとられて

いますので、それを事前に、例えば県産品も含

めて注文をして、お帰りになる時にそれを受け

取るということで周遊に使える時間が多くなる

ということで魅力的な寄港地ツアーを組めるよ

うになるといったことでのご相談があったとい

うふうに考えております。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。周遊

の時間をとりたいということで、免税店に行き

たいということなのか、観光地を回りたいのか

というのは、そこで違ってくるとは思うんです

けれども、いずれにしても、そことのパイプが

かなり重要であろうということをすごく感じま

した。

記事を読みながら、私の経験というか、海外

旅行のあるシーンを思い出しました。飛行機で

到着する間際に、アメリカだったんですが、モ

ニターに到着地のいろんな観光施設とか食べ物

とかのアナウンスがいきなり出てきたんですね。

それを見たら、これを食べたいなと自然に思い

ました。

船に乗る前に物を買うというのは、気持ちと

して盛り上がってないので難しいのじゃないか

というところがあって、であるならば、長崎に

着く間際に、客船であれば大きいモニターがあ

りますので、そういったところでがんがん広告

をかけるとか、乗っているお客様に紙媒体で周

知をかけるといったことができるんじゃないか

なと思ったんですが、そういったことが今検討

されているかどうか、お願いします。

【佐々野国際観光振興室長】私も中国発のクル

ーズ船に1度だけ乗船させていただいたことが

ありまして、その際に艦内の客室でテレビで流

れております寄港地の情報ということで、長崎

に寄港するということで長崎の情報が、観光地、

それから飲食店、そういった情報がずっと流れ

ているチャンネルが1つありました。もう一つは、

長崎に入る前にセミナーという形でクルーズ船

の中にある大きなホールで、ツアー会社の方が

寄港地の、長崎の観光地の情報を直接説明され

ます。パワーポイントを使いながら説明をされ

て、その後に客船の中で寄港地ツアーというこ

とで、その時は雲仙に行くようなツアーを販売

されていたということで、乗る前だけではなく

て、乗っている間も寄港地の情報ということで、

私は1度しか乗ってませんので、そういった情報

は随時出されているのかなと、ほかの船でも出

されているのかなと思います。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。旅行

会社の方でそういったプランでされているとい

うことであるならば、そこに対してどれだけ売

り込みをかけるかがものすごく重要かなと思い

ます。例えば、長崎の県産品のリストみたいな

紙媒体で、ＱＲコードで、例えば何とかのお茶

なんか読み込ませて、そのサイトにすぐアクセ
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スできるみたいな形でやれば、ものすごく、お

客様も時間がないというのはわかっているので、

であれば、クルーズ船に戻ってきた後で購入を

したいという方もおられると思うので、船内で

の売り込みについてもう少し深く考える価値が

あるのかなということで要望させていただきま

す。

続きまして、まち・ひと・しごと創生総合戦

略で、総務委員会の補足説明資料の21ページで、

文化観光国際部が主管、所属になっているとこ

ろで、基本的方向・進捗状況で、「遅れている」

というところにチェックが入っています。なぜ

かというところで拝見させていただいたところ、

先ほどから出ておりますが、観光消費が伸び悩

んでいるとか、関西圏からのお客様がなかなか

といったようなところで、進捗の状況の総括と

して、「遅れ」になっている部分が3つあるよう

です。

先ほど、部長からも、昨年は観光客の延べ数、

また、外国人の延べ宿泊客数が過去最高であっ

たと。そういった中で観光消費がなかなか伸び

ないというところであり、先ほど、部長の熱い

ご覚悟を伺った後ではあるんですが、非常に厳

しい状況に観光があるんじゃないかなというこ

とを、この状況を見て感じました。

また、いただいた県の観光動向調査も拝見し

たところ、7月から9月期は前年度比マイナス

4.6％、自然災害、台風でダメージを受けたので

観光業界もすごく厳しい状況にあるのかなと思

いながらも、数年の状況を見るに、確かに、7

月から9月はがっと落ちてはいるんですが、 通

年伸びている状況にはないなというように感じ

ております。

そういった状況も踏まえて、今、長崎の観光

が局面を迎えているんじゃないかなと思うんで

すが、それについてご答弁をお願いします。

【佐古観光振興課長】 今年度の状況でいえば、

観光動向調査の夏場の数字は確かに非常に厳し

い状況になっています。これは天候、猛暑です

とか台風が複数、3連休等に来たというマイナス

の要因もございます。

ただ、ベースとして長崎県の観光が厳しいと

いう状況は、私は余り思ってはないんですけれ

ども、いろんな特殊要素がございますので、今

年1年の数字が最終的にどうなるかというのは

ございますけれども、世界遺産登録で来訪者が

増えたこと、あるいは国境離島の滞在型観光の

促進で離島への集客も前の年に比べれば非常に

増えております。

そういうところもございますので、おっしゃ

るように、掲げた目標に対して達成率が悪いと

いうのは、結果としては出ておりますけれども、

これは高い目標を掲げて取り組んでいることの

裏返しでもあろうかなと思っております。これ

までもできるだけ観光消費額を増やしていくと

いうことでいろんな個別の事業に取り組んでま

いりましたし、先ほど申し上げましたが、来年

度に向けましては、少し食の部分が、まだまだ

伸ばす余地があるということに着目して新たな

事業も考えております。ユニバーサルについて

も、新しい市場を念頭に置きながら取り組んで

まいりたいと思っております。

ベースとしての部分で長崎県の観光が非常に

厳しいのかと問われれば、そこまではないのか

なというのが私の認識でございます。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。目標

設定が高いので、見かけとしてそういうふうに

なっているのかというのは、そこは私はすぐに

理解いたしました。しかしながら、議員として

も、状況が変わっているのであれば、そこは共

有して、じゃ、どうするのかといったことが非

常に大事になってくるだろうと考えております。
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観光動向調査をずっと見ておったんですけれ

ども、今年については、宿泊施設と観光施設の

利用者と宿泊者のグラフがこちら、傾向が似て

いるので、ここは相関があるのかなというのが

よくわかりました。

要は、宿泊施設以上に観光施設が打撃が大き

いというのがよくわかります。次のページの主

要観光施設の動向で、各観光施設の増減が出て

おりますが、こちらが26施設合計で、ほぼでは

ないんですけれども、通年下がってきている。

これは7月から9月だけじゃなくて、全体的に下

がってきている様子が見受けられます。

先ほど、佐古課長が水産関係の食を充実させ

たいんだということを言われて、そこは私もま

さにそのとおりだというところがあって、なか

なか施設に頼ってしまってはお金もかかるとい

うのがあるんですけれども、現状、古いとか新

しいといったところはあるんですが、なかなか

結果がついてきていないと思われます。そうい

ったところはいかがでしょうか。

【佐古観光振興課長】確かに、主要観光施設に

つきましては、夏場以外も含めて前年度と比べ

ますと少し厳しい状況にございます。こういっ

た施設というのが、いわゆる見る観光といいま

すか、そういう施設も含まれておりますので、

こういった数字が前年に比べて厳しくなるとい

うのは、もう少しつくり込むといいますか、観

光まちづくりといった観点でのつくり込みにも

っと力を入れていく必要があるのかなという認

識はしております。

例えば、いろんなアンケートで、旅行先を決

める時に何を第一に決めるかというのは、観光

スポットというのが第一にくるわけですけれど

も、その次に食ですとか温泉とかということに

なります。主要観光施設も、もちろん観光スポ

ットではあるんですけれども、ただ見るだけで

はなくて、そこに足を延ばした時に何が体験で

きるのか、日常生活と違う何が体験できるのか。

単に掲示されたものを読むとか、それだけでは

なくて、実際に自分の体なり頭を動かして通常

と違う体験をするというのが恐らく必要になっ

てくると思います。そういう意味では過渡期か

もしれません。

ですから、私どもとしては、それぞれの市町

ともしっかり話をしていきながら、今以上の楽

しんでいただくための仕掛けというのをつくり

込んでいきたいと考えております。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。総合

計画を拝見させていただきましたら、文化観光

国際部のところで、予算化に向けて検討を行う

主な事業というところに、1億円かけて21世紀ま

ちづくり推進総合支援事業費ということで、こ

こに一番高い割合で金額が上げられています。

ここがまさに今、佐古課長がおっしゃられたと

ことだろうと思います。

そういったことで、施設ではなくて、もので

あったり、体験に大きくかじを切ろうとしてい

るのかなということを、この資料を見ながら私

は感じたので、先ほどのような質問をさせてい

ただきました。

その2つ下に、長崎の食の魅力を一堂に体験し

てもう食の拠点をと。こちらも先ほどから話が

出ております魚の市場とか、そういったところ

をイメージしております。

ただ、こういったことをやっていく時に、こ

れは民間のプレーヤーが絶対に必要で、それを

どれだけ掘り起こせるか。市町が自立して市町

がやるというような、先ほど小林委員からも話

がございましたが、そういった高いモチベーシ

ョンがある仲間を見つけることが極めて大事だ

ろうと思っております。

もう少し具体的に、ここまで予算を付けてい
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るのであれば、ある程度何か見えているのかな

という期待があるんですが、実際どこまで踏み

込んでやっておられるのか。また、そういった

プレーヤーがおられるのか、言える範囲で教え

ていただければと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】まだ具体的なプ

レーヤーというものは、決まっていない状況で

ございます。長崎市とか、長崎サミットでも民

間の方がかなり入ってきておりますので、そち

らの方と今協議を粛々と進めているような状況

でございます。

来年度の予算につきましては、調査費と、1

カ月程度のトライアルのイベントを開催できな

いかということで予算を要求している状況でご

ざいます。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。なか

なか見えてない中で予算をつけたというのは、

もうやるしかないというご覚悟が示されている

のかなと思いますので、そこは必ず結果を出し

ていただきたい。また、我々議員としても、何

とかつなげられるように民間の方と連携をしな

がら、行政とも連携をしながら、そういった事

業を伸ばしていきたいと考えております。

また、観光動向調査の話に戻るんですけれど

も、長崎の地域、ブロックごとの宿泊動向など

も示されております。ここではっきりしている

のは、勝ち負けが本当にはっきりしているなと

いうことがよくわかります。県北地域がかなり

厳しいということと、あと特筆すべきところは、

五島がずっと通年伸び続けているんですね。対

馬の状況は理解するんですが、壱岐は上がった

り下がったりといった中で、五島がこれだけ健

闘できているのはなぜか、ご教示いただけます

でしょうか。

【佐古観光振興課長】今のご質問にお答えする

前に、重点戦略に記載しております事業、私ど

ものものも含めて、今、案として出しておりま

すので、最終的に2月定例会で予算のご審議をい

ただくことになります。

今お尋ねの五島が伸びている理由ですけれど

も、これは世界遺産効果というものが大きいと

考えております。

それと、これは世界遺産とはまた別の話です

けれども、全国ネットの旅番組とか情報番組と

か、そういうものでの露出の機会が非常に増え

ておりました。それと、そのニーズを受けとめ

る宿泊施設、魅力のある宿泊施設が新しくオー

プンした。今後もオープンする予定になってお

りますけれども、そういったことも含めて、そ

れから国境離島の取組、交付金を活用した送客

の取組、これらが複合的に功を奏してこういっ

た数字になっているというふうに理解しており

ます。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。それ

は多分五島だけじゃなくて、ほかの地域もそう

いった施策をやっている中なので、恐らくほか

に理由が間違いなくあると思います。なので、

もう少し調査をいただいて、なぜ五島がうまく

いっているのか、これは成功事例になるはずな

ので、ぜひともそれはほかの地域にも展開をし

ていただきたく、よろしくお願いをいたします。

最後の質問になります。長崎－上海間の国際

定期航空路線の件で、11月27日に増便計画が延

期になるという一報をいただきました。その翌

日に、延期の報告があったが、その後協議を行

った結果、増便を実施するという結果が戻った

ということが起きました。

正直、延期になった時に、これはもう駄目に

なったのかなと思ったんですけど、翌日にもと

に戻ったと。結果的によかったんですが、なん

でこんなことになったのかといったことと、本

当に先方とうまく連携がとれているのかという
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ことが非常に心配になったので、そのあたりを

よろしくお願いいたします。

【佐々野国際観光振興室長】長崎－上海線を運

航しております中国東方航空の方からは、当初、

1月15日から増便するということで認可申請も

それで進められていたんですけれども、今回、

上海便が増便になった大きな要因というのが、

日中間の航空枠が自由化されたということで、

長崎線だけではなくて、日本と中国を結ぶ路線

が大幅に増えました。通常、国際定期航空路線

というのは、10月末からの冬ダイヤと3月末から

の夏ダイヤということになるんですけれども、

10月末からの冬ダイヤで、既に多くの路線が就

航して、中国東方航空だけではなくて、ほかの

航空会社との競争がかなり厳しくなったという

ことで、中国東方航空自体の収益が難しい状況

にあるということで、一旦、1月15日から増便す

る認可申請がされていた長崎線については、時

期も含めて少し延期をさせてほしいということ

で、中国東方航空本社の方で決定がなされたと

いうことで連絡を受けまして、それで延期とい

うことでご報告を差し上げました。

この路線については、今年、就航40周年とい

うことで、知事にも直接本社の方に訪問いただ

きましたし、中国東方航空の副社長にあたりま

す副総経理にも長崎の方においでいただいて、

その時に長崎線を1便増便するといったお話も

あって、そういった経過も踏まえて中国東方航

空の長崎支店、それから、本県の上海事務所を

通じて本社の方に再度働きかけをして、結果と

して運航日は1カ月ほど遅くはなりましたけれ

ども、増便ということで回答いただいたという

のが経過でございます。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。確認

したかったのは、1日でなぜ結果が戻ったのかと

いったところだったんですが。

【佐々野国際観光振興室長】その結果を受けて、

すぐ中国東方航空の長崎支店、それから、県の

上海事務所を通じて本社に働きかけをして、社

内でそういった協議をしていただいて、どうし

てそうなったかというのは、私たちもちょっと

よくわかりませんけれども、働きかけをしたこ

とで、時期はずれましたけれども、結果として

増便になったということで、その期間がなぜ1

日だったかというのは、私どもも、そこは中国

東方航空本社内での協議ですので、そこまでは

ちょっとわからないところでございます。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。会社

の決定が1日で戻るというのは考えにくいんで

すけれども、また、突然やめるとか言われない

のかなといったところがすごく不安になりまし

たので、中国東方航空さんとは密にコミュニケ

ーションをとっていただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。

【中島(浩)委員長】ほかに質疑はございません

でしょうか。

【吉村委員】 もう時間も大分過ぎましたので、

関連ばっかりになるんですけど、聞いていたら

一言言いたいなとなるんですが、まず、今、中

村(泰)委員からもお話がありましたが、中国人

クルーズ客に県産品をというこの記事ですね。

先ほどからいい取組だという話が出ていたもの

だから、果たして、いい取組かと。この中身を

読むと、今、中村(泰)委員が言ったように、あ

んまり変わらんわけですね。今まで免税店に行

っていた。だから、魅力的な旅行商品にならな

い。それを考えたＨＢＣＳが船に乗る前に中国

のクレジットカードで買わせて取り込むという

だけの話で、「県が新システム、中国人クルー

ズ客に県産品を」と、この題名だけ見たら県が

主体になって、いいアイデアを出してくれたの

かなとちょっと期待したんですが、全然中身が
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違うというところで、題名のつけ方でこんなに

違うんだと。この報道の書き方というか、そう

いうので印象ががらっと変わるなと思って。

ですから、もう少し県が主体になって、この

題名のとおりに、何回も言ってすみませんけど、

提案がありました。ああいうことをＱＲコード

でも印刷して紙媒体でもいいから、そういう新

しい県独自のシステムを構築するということを、

要望で終わったんですが、取り組んでいくとい

う返事が欲しいなと思って再度質問させていた

だくわけですが、いかがでしょうか。

【佐々野国際観光振興室長】県産品をクルーズ

でおいでになったお客様に買っていただくとい

う取組は、今までもＥＣサイト以外でも、例え

ば、外資系の免税店でない各道の駅ですとか物

産センター、そういったところへの周遊を促す

ようなツアーの提案をしておりますし、そうい

ったチャーター旅行社を招聘して実際に見てい

ただくといった取組も行いながら商品の造成に

つながっているという事例もあります。船内で

使っていただく食材の納入についても働きかけ

を行ってきております。あと、外資系の免税店

に関しましても、県産品を免税店の中で扱って

ほしいといったことで関係部局の方で免税店と

商談会を開いて、そういった成約の機会を設け

るといったことも過去にはされたこともあるん

ですけれども、結果としては、価格面で、なか

なか成約に結び付いていないということもあり

ます。

ただ、委員おっしゃったように、いろんな形

で県産品をいかに購入していただくかといった

取組が必要だと思っておりますので、ご提案を

いただいた内容につきましても、実際に寄港地

ツアーを実施されるチャーター旅行社に提案を

こちらからもさせていただきたいと考えており

ます。

【吉村委員】今まで免税店の中で県産品がどれ

ぐらい販売されていたのかなということが、そ

こで疑問になるわけです。全然置いてないとい

うことはないと思うんですけど、長崎市内なり

なんなりの免税店でね。そういうところをちゃ

んと把握をして、どれぐらい売れるんだ、それ

をどれぐらい伸ばす、その販売先が免税店ばっ

かりじゃなくて、いわゆる旅行社は魅力ある旅

行商品をつくりたいというのがきっかけなんだ

ろうと思うわけです。だから、行った先で販売

できる。その販売するところを船内でＱＲコー

ドで見つけてあらかじめ探せるというようなこ

とがとれれば、多少は県産品の販路拡大という

ところにつながるんじゃなかろうかなと思うわ

けです。

ですから、そういう意味で具体的なそういう

取組をやっていただくように、改めて新聞に本

当に県が新システムをつくりましたという記事

が載るように期待しておきますので、お願いい

たします。

その次に、先ほど、小林委員からも話があり

ましたが、長崎空港の国際航空路についてです。

今日の資料の6ページに国際航空路線の取組に

ついてという記載があるんですが、ここに香港

が全然載ってないのでなんでかなと思って。

1年前は香港が大々的に話に上がって、香港の

客の客単価が出ております。それが1番なんです

ね、2万5,000円ぐらいです。先ほど、話があっ

たんですが、6万人ぐらいですけど、これがもっ

と増えると、そこに乗客が増えるんじゃないか

と。佐賀の半分ぐらいの乗降客数では話になら

んと私は常々思っている一人です。

そういうことで、1年前の話では、香港のＬＣ

Ｃが就航して、日本人を引くと2万2,000人ぐら

いで、それが2万5,000円の消費をすると単純に

計算すると約5億5,000万円の売り上げになると。
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こうあるわけですが、その後、1年間で香港の状

況はどのようになったか、お知らせいただけれ

ばと思います。

【佐々野国際観光振興室長】香港線の状況でご

ざいますけれども、就航が本年の1月19日でござ

いまして、順調に80％を超える搭乗率でずっと

推移をしておりました。そういった中で、皆さ

んもご存じかと思いますけれども、香港で民主

化に対するデモの動きが激しくなったこともあ

りまして、9月から搭乗率が少し落ちてきており

ます。9月、10月は60％台まで搭乗率が落ちてお

りまして、11月に入りまして74％ということで

少し回復傾向にあります。これは運航しており

ます香港エクスプレスとも11月に香港で意見交

換をさせていただきました。

日本全体の路線の搭乗率というのは厳しくな

っているという状況でございます。香港エクス

プレスはＬＣＣでございますけれども、ＬＣＣ

だけではなくて、フルキャリアもそういう状況

の中で価格を抑えて運航しているという状況が

ありますので、競争が一層厳しくなっていると

いう状況でございます。

そういった中で、長崎線は就航してから1年た

っていないということで、就航当初は80％を超

える好調な搭乗率であったんですけれども、ほ

かの路線に比べると路線としての認知度が足り

ないということもありますので、運航しており

ます香港エクスプレスと連携しながら、香港に

おける路線の周知、それと長崎県の観光地とし

ての魅力を発信するような取組を継続して行っ

ていくことで安定した運航ができるような体制

にもっていきたいと考えております。

【吉村委員】 去年、そのＬＣＣに2,600万円で

すか、補助金を出して誘致をしておるわけです。

今、香港の民主化運動でちょっと低迷している

と、韓国もそうですけど。そういう予期せぬ自

体が起こり得るわけです。だから、そういうこ

とも頭に入れながら、利益率がいいというか、

こういういいお客様が来ていただくところには、

もう少し注力してやっていかないといかんのだ

ろうと。

そこで、観光振興課長にお尋ねですが、先ほ

どの質問の時に答弁で、「長崎の観光はそう悪

くはないというような判断をしております」と

いう答弁だったかと思いますが、果たして、そ

れでいいのかと思いますが、いかがですか。

【佐古観光振興課長】総合計画に掲げました数

値目標に対する達成状況というのは、厳しい実

績となっておりますけれども、各種統計、例え

ば、民間が実施しておりますアンケートかれこ

れを見た時に、例えば、長崎に入港された方の

満足度は非常に高いと、全国で6番目に高いです

とか、あるいは再来訪意向も全国で10位になっ

ているとか、あるいは旅行会社とタイアップし

まして、これは主にツアー商品ということにな

りますけれども、例えば、ＪＲ西日本と連携し

てキャンペーンを実施した結果、その送客とい

うのは、参加しております九州の5県の中で断ト

ツで実績が大きいとか、いろんなデータがござ

います。

そういったことを複合的に考えると、ベース

としての長崎県の観光というものが厳しいとい

う認識ではなくて、いろんな特殊要因もござい

ますので、それは一つひとつ解決を図りながら

取り組んでいきたいという思いで、そもそもの

ベースの長崎県の観光が厳しいという認識は持

っておりませんという考え方でございます。

【吉村委員】今の話がわからんわけじゃないけ

ど、やっぱり聞かれた時に、「目標どおり大体

できているんですよ」と言うよりも、やっぱり

「常に危機感を持って取り組んでいます」と言

うてほしいわけよね、こっちの気持ちとしては。
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だから、そういう意味で取組をやってもらいた

いと思いますので、お願いしますね。

次に、「日本橋 長崎館」ですが、先ほどの松

本委員の質問の中で、イベントは無料で提供さ

れているということで、長崎県の物産を拡大し

ていく。ここはアンテナショップですよね。で

すから、認知度を高めていくというようなこと

でいいんだろうと思いますけれども、そこの稼

働率は何％ぐらいになっておりますか。

【宮本物産ブランド推進課長】イベントスペー

スの稼働率でございますが、昨年度末が80％程

度、本年度に入りまして86％ぐらいまで上がっ

ております。

【吉村委員】 100％にはまだなっとらんわけで

すね。ただなのに100％にならないというところ

がどうなんだろうと思いますけど、これをもし、

そこの地域の平均的な相場で貸し出した時に年

間幾らぐらいの貸出料が収入として上がると計

算されておりますか。

【宮本物産ブランド推進課長】申し訳ございま

せん。その数字は持ち合わせておりませんが、

イベントスペースが14坪でございますので、そ

ちらの数字は後ほど計算して提出したいと思い

ます。

【吉村委員】急に聞いたのでわからんかもしれ

ませんけど、常々そういうことを考えとってく

ださいよ。やっぱり費用対効果とか私はあんま

り言いたくないんですけど、本来であれば、こ

れだけのところを長崎県が活用して県産品拡大

に取り組んでいるんだという意識を持つために

も、自分たちがそういう意識を持っておかんと

周りに伝わっていかないんじゃないですか、お

願いしますね。

もう一つ、インセンティブとかいう話もあっ

たので、有楽町には移住サポートセンターもあ

るんですが、この「日本橋 長崎館」にそういう

情報の発信拠点という役割も出るのかもしれな

いなと思います。

そこで、去年、インセンティブほどになるの

かわからんけど、ポイントカードをつくってお

りますね。現在、何名ぐらいになっております

か。

【宮本物産ブランド推進課長】 現在、約3,500

人ぐらいの人にポイントカードの会員になって

いただいております。

【吉村委員】去年からすると増えているわけで

すね。これによってリピーターの人が増えてき

ているのかなと思うんですけど、そういう分析

はされておりますか。

【宮本物産ブランド推進課長】平成30年度に事

業者の変更を行った時にポスシステムを導入し

ておりますので、リピート数の数も押さえてき

ております。申し訳ございません、今、ちょっ

と詳細な分析結果は持ってきておりませんが、

そういう情報も把握してきております。

【吉村委員】そういうことを把握されておれば、

それをまた活用して次のステップに行けると思

うので、今後ともそういった取組をやっていた

だきたいと思います。

今、クルーズと国際航空路と「日本橋 長崎館」

と3つ、質問をさせていただいたんですが、今の

答弁をずっと聞いておって、緊張感といいます

か、「観光立県長崎県」となるわけですけれど

も、その割にはそこら辺が多少少ないような気

がするんですが、最後に部長、そこら辺を今後

どのように取り組んでいくか、お話を聞かせて

いただいて質問を終わりたいと思います。よろ

しくお願いします。

【中﨑文化観光国際部長】答弁の中で緊張感が

ないんじゃないかというお話でございました。

先ほど、観光課長の答弁も、できているという

ことじゃなくて、逆に、これだけの観光資源の
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ポテンシャルがあるから、より伸ばす余地があ

るというような意味での答弁でございます。

私も常々答弁しておりますとおり、長崎県の

最大の課題は人口減少でございます。なかなか

人口減少が止まってないという、この県の大き

な課題に観光行政がどう取り組むかということ

であれば、やはりまだまだ我々として取り組む

べき要素はたくさんあると思っております。

「日本橋 長崎館」につきましても、今、管理

委託をしてちょうど4年目になりますので、お客

様が増えているということだけではなく、発信

ができているのかもしれませんけど、これは公

的な役割を果たす施設でございますので、どれ

だけ販路開拓につながったのか、あるいはアン

テナショップでございますので、発信だけでは

なくて受信、いわゆる生産者の皆様にどういっ

た商品が売れる、あるいはどういった値段設定

がいい、そういったことをきちんとフィードバ

ックして、また商品改良につなげていただく。

そういったことをきちんと検証した上で、引き

続き、アンテナショップをやるということであ

れば、また議会の皆様にご相談しないといけな

いと思っています。

いずれにしても、いろんな事業が最終的に県

民益につながるという意識を持って我々も取り

組んでおりますので、ぜひこれからも委員の皆

様にいろんなご指導をいただきながら、文化観

光国際部として精いっぱい取り組んでまいりま

すので、どうぞよろしくお願いしたいと思いま

す。

【中島(浩)委員長】ほかに質疑はないでしょう

か。

【川崎委員】 2巡目ですので手短に伺います。

アジア国際戦略、中国の対応についてお尋ね

いたします。

9月27日に知事が福建省に行かれて栄誉公民

を授与されたという報道がありました。37年間

の友好県省のつながりの成果だと思います。一

方、11月14日は于 偉国（う いこく）福建省書

記、省内の最高指導者の役職と伺っております

が、お越しになられて興福寺創建400年に合わせ

て、鐘がないということで、その鐘をつくるお

手伝いをというお話で、非常に友好的にお話が

進んでいると承知しております。

長崎県は、いろんな海外のゆかりのある地域

と交流を深めてあると思いますが、とりわけ福

建省との37年間という長い歴史の中において、

より一層友好関係を深めていくべきだと思って

おりますが、今後の交流のあり方についてどう

お考えか、お尋ねいたします。

【永橋国際課長】 今の委員のご説明のとおり、

福建省とは古くから交流を行ってきております。

1982年に友好県省を締結しまして、その後、い

ろんな交流を進めてきております。知事の福建

省の栄誉公民の授与、それと最高責任者であり

ます于 偉国書記のご来県ということで、両地域

のトップ同士の交流等含めて、いろんな民間交

流も行われてきております。

この友好県省を結んでおりますのは、これま

での長い歴史の中で育まれたもの、それプラス

いろんなことができないかということで取り組

んできておりますので、これまで長年にわたり

蓄積してきました福建省人民政府との関係、そ

れと先人の方々が築き上げてきましたいろいろ

な人脈等を活用しながら、今後もしっかり交流

を行ってまいりたいと思っております。

特に、今、福建省人民政府と話をしておりま

すのは、若い世代の交流、こういったものに力

を入れていこうということで事務的レベルの交

渉も行っておりますので、次年度以降の予算に

おきましても、こういったものを含めてしっか

りと取り組んでまいりたいと考えております。
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【川崎委員】 私も2年前、35周年の時に県議団

の一員として交流をさせていただきまして、地

域の発展の目ざましさといいますか、さまざま

な認識を新たにしてきて帰ってきたところであ

りました。

文化の恩人でありますし、歴史も深いところ

であるんですが、とりわけ経済交流、学術交流、

こういった分野もぜひ新たな展開として交流を

図っていただきたいなというふうに思うんです。

長崎総領事も、お会いするたびに青少年交流

を中国とは積極的にやっていきたいんだと、ぜ

ひ力を合わせてということをたびたびおっしゃ

っておられますので、ぜひそうしたところから

お取組を加速していただければと思います。

次に、その総領事館ですが、来年は開設35年

ということでございまして、来年度の重点戦略

には記念事業が展開されると説明があっており

ます。具体的にどのような展開がされるのか、

お尋ねいたします。

【永橋国際課長】中国駐長崎総領事館は、1985

年に設立されまして、国内で3番目に設置された

総領事館でございます。全国で唯一、本県1県の

みを管轄区域としている総領事館でございまし

て、これまでもいろいろな交流事業、領事業務

だけではなくて、青少年交流でありますとか、

県内マスコミの中国招聘、その他地域の方々と

の交流など、いろんな交流へのご協力をいただ

いております。

来年は35周年を迎えるということで、重点戦

略の中に載せております。詳細につきましては、

今から県内の関係各者の皆様、それと総領事館

と検討してまいりますが、30周年の時にどうい

ったことをやったかということをベースに検討

しております。

前回、30周年の時には中国へ訪問団の派遣、

これは県だけではなく、議会の皆様、それと経

済界の方々と一緒に中国政府の方にお伺いしま

して、中国総領事館の設置についての感謝の意

をあらわしたところでございます。それと本県

での記念祝賀会の開催、総領事館の見学会等、

県民の方々に知っていただくための内容を現在

検討しているところでございます。詳細につき

ましては、2月定例会でご説明させていただきた

いと思っております。

いずれにしましても、今後、県内の関係各位

の皆様と議会の皆様、総領事館、それと中国側

の方々と協議をしながら、この事業を成功に導

くべく取り組んでまいりたいと思っております。

【川崎委員】 具体的には2月定例会で議論をさ

せていただければと思います。ぜひ積極的に関

係を深めていく取組をお願いしたいと思います。

最後に、平和行政についてお尋ねいたします。

来年、2020年は、被爆75年を長崎は迎えるわ

けでありますが、県が取り組む平和事業につい

てどうお考えか、お尋ねいたします。

【永橋国際課長】県では、これまでも長崎市や

関係団体と連携しながら、さまざまな平和事業

に取り組んできております。県として主に取り

組んでいるものとしましては、次世代に被爆の

事実を語り継ぐ「被爆講和」の開催、それと海

外からの留学生に被爆の事実を伝える「長崎平

和大学」の開催などを行っております。

委員ご指摘のとおり、来年は75周年、それと5

年に一度のＮＰＴ運用検討会議開催の節目の年

でもあるということで、今、予算を上げさせて

いただいております。

内容としましては、ローマ教皇のメッセージ

の発信とともに、県庁ロビーでの県民の方を巻

き込んだロビーコンサートの開催などを検討し

ておりまして、今回のローマ教皇のご来県のご

発信とともに、効果的な情報発信ができないの

か、長崎市や関係団体と一緒になって検討して
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まいりたいと考えているところでございます。

詳細については、これも2月定例会でご説明さ

せていただければと考えております。

【川崎委員】ありがとうございました。ローマ

教皇がお見えになられて世界に強いメッセージ

を発信していただいて、それを受けての来年、

節目の75年、長崎県として、もちろん長崎市と

しっかりと連携しながら、世界恒久平和、核兵

器廃絶に向けた取組を何としても力を入れてや

っていただきたいと要望して、終わります。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】ほかに質問がないようです

ので、文化観光国際部関係の審査結果について

整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時２９分 休憩 ―

― 午後 ４時２９分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、文化観光国際部関係の審

査を終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10

時から委員会を再開し、企画振興部の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時３０分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年１２月１２日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ５時 ５分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 中島 浩介 君

副委員長(副会長) 山下 博史 君

委 員 小林 克敏 君

〃 中島 廣義 君

〃 浅田ますみ 君

〃 川崎 祥司 君

〃 深堀ひろし 君

〃 松本 洋介 君

〃 吉村  洋 君

〃 下条 博文 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

副 知 事 平田  研 君

企画 振興部 長 柿本 敏晶 君

企画振興部政策監
(離島･半島･過疎対策担当)

前川 謙介 君

企画振興部政策監
（ＩＲ推進担当）

吉田 慎一 君

企画振興部次長 坂野花菜子 君

企画振興部参事監
(県庁舎跡地活用担当)

村上 真祥 君

政策 企画課 長 陣野 和弘 君

政策企画課企画監 福田 義道 君

(次期総合計画担当)

Ｉ Ｒ 推進課 長 小宮 健志 君

地域づくり推進課長 浦  亮治 君

地域づくり推進課企画監
(離島振興対策担当)

明石 克磨 君

スポーツ振興課長 野口 純弘 君

スポーツ振興課企画監
（スポーツ合宿･
大会誘致担当）

江口  信 君

市 町 村 課 長 井手美都子 君

土地 対策室 長 原田 一城 君

新幹線・総合交通対策課長 小川 雅純 君

新幹線・総合交通対策課企画監
(航路･バス事業担当)

椿谷 博文 君

県庁舎跡地活用室長 苑田 弘継 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【中島(浩)委員長】 おはようございます。
これより企画振興部関係の審査を行います。

今日は分科会審査並びに委員会審査を受けま

して、説明がかなり多いみたいですので、説明

を簡略にお願いしたいと思います。

【中島(浩)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

企画振興部長より、予算議案説明をお願いい

たします。

【柿本企画振興部長】 おはようございます。

企画振興部関係の議案について、ご説明をい

たします。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

をご覧願います。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第119号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分、第123号議案
「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第5
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号）」のうち関係部分であります。

はじめに、第119号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第4号）」のうち企画振興
部関係についてご説明いたします。

補正予算は、歳出予算で7,958万4,000円の増
を計上いたしております。

これは、職員給与費について、既定予算の過

不足の調整に要する経費であります。

次に、令和2年度の債務負担を行うものにつ
いてご説明いたします。

東京2020オリンピック聖火リレー告知業務
委託にかかる令和2年度に要する経費として、
534万9,000円を計上いたしております。
続きまして、第123号議案「令和元年度長崎
県一般会計補正予算（第5号）」のうち企画振
興部関係についてご説明いたします。

補正予算は、歳出予算で、780万9,000円の増
を計上いたしております。

これは、職員の給与改定に要する経費であり

ます。

以上をもちまして、企画振興部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【中島(浩)分科会長】 ありがとうございました。
以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 質疑がないようですので、
質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 討論がないようですので、

これをもって、討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。

第119号議案のうち関係部分及び第123号議
案のうち関係部分は、原案のとおり、それぞれ

可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【中島(浩)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

企画振興部は、委員会付託議案がないことか

ら、所管事項についての説明及び提出資料に関

する説明を受けた後、陳情審査、所管事項につ

いての質問を行います。

企画振興部長より所管事項説明をお願いいた

します。

【柿本企画振興部長】企画振興部関係の議案外

の報告事項及び所管事項について、ご説明いた

します。

お手元の「総務委員会関係議案説明資料（追

加1）」をお開き願います。
まず、議案外の報告事項について、ご説明い

たします。

（令和2年度の重点施策について）
令和2年度の予算編成に向けて「長崎県重点

戦略（素案）」を策定いたしました。このうち、

企画振興部の予算編成における基本方針及び主

要事業についてご説明いたします。

令和2年度は、「長崎県総合計画チャレンジ
2020」に掲げる諸施策を講じていくことで、よ
り着実な計画の推進に努めるとともに、新たな

「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」が

スタートすることから、これまで以上にＵＩタ
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ーン施策やしまの人口減少対策の一層の充実と

強化に向けて取り組んでまいります。

また、新幹線開業やＩＲ区域整備に向け、分

野横断的な連携体制を強化するなど交流人口の

創出・拡大に向けた取組を進めるとともに、県

庁舎跡地活用の推進等にも取り組んでまいりま

す。

それでは、令和2年度に取り組む主な施策等
をご説明いたします。

まず、新幹線開業に向けた県民の気運醸成や

受入体制の構築による誘客促進、周遊のための

交通対策の取組等に加え、持続可能な公共交通

ネットワークの確保に向けた地域公共交通の再

編を促すとともに、長崎空港24時間化を目指し
て航空会社への路線誘致を強化してまいります。

ＩＲの整備については、民間事業者の公募・

選定を行い、区域整備計画認定申請に向けた諸

準備を着実に実施するとともに、交通アクセス

強化のためのインフラ整備等を検討してまいり

ます。

人口減少対策については、地域産業の振興に

資する雇用の創出や、ＵＩターン者による創業

等を市町と連携して支援してまいります。

さらに、「ながさき移住サポートセンター」

を核として、移住検討段階から地域への定住ま

で、きめ細かなサポートを実施するとともに、

地域住民主体による集落維持の仕組みづくりに

向け、部局横断的なサポート体制を構築し、市

町の集落維持・活性化の取組を支援してまいり

ます。また、関係人口の創出・拡大に向けた取

組についても、関係部局や県内市町と連携して

推進してまいります。

離島地域の活性化については、有人国境離島

法に基づく国の支援策等を活用し、しまの地域

資源を活用した産業振興と雇用の確保など、し

まの人口減少対策を強化してまいります。

このほか、スポーツを活かした地域活性化の

推進等についても取り組んでまいります。

これらの事業については、県議会からのご意

見などを十分踏まえながら、予算編成の中で、

さらに検討を加えてまいりたいと考えておりま

す。

総務委員会関係議案説明資料の1ページをご
覧願います。

（和解及び損害賠償の額の決定について）

これは、公用車による交通事故のうち和解が

成立した1件につき、損害賠償金合計54万1,994
円を支払うため、去る11月19日付で専決処分を
させていただいたものであります。

次に、所管事項についてご説明いたします。

（地方創生の推進について）

地方創生の推進に向けて策定を進めておりま

す第2期総合戦略については、去る9月定例会に
おいて骨子案をお示しし、県議会でのご議論や

有識者による懇話会などからのご意見をお伺い

した上で、市町と緊密な連携を図りながら、取

組内容を具体的に盛り込んだ素案を取りまとめ、

今定例会にお示ししております。

第2期総合戦略では、3つの施策体系を掲げ、
これまで根付いた地方創生の意識や取組を継続

する一方で、第1期総合戦略で残された課題や、
新たに生じた課題に対応するための視点を積極

的に取り入れ、施策の深化と施策体系のステッ

プアップを図るとともに、施策ごとにＫＰＩを

定め、目標管理を行うこととしております。

次に、施策体系ごとに企画振興部関係の具体

的取組をご説明をいたします。

「地域で活躍する人材を育て、未来を切り拓

く」では、さらなる移住促進を目指し、ＵＩタ

ーン別のターゲットに応じた効果的な情報発信
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や相談窓口の充実強化を図るとともに、関係人

口の創出・拡大に向けた都市部の人材・企業等

との継続的な交流機会の創出などに取り組んで

まいります。

「夢や希望のあるまち、持続可能な地域を創

る」では、地域や住民が主体となった集落・地

域コミュニティの維持・活性化の推進、ＩＲの

導入や新幹線の開業を見据え、交流人口の拡大

や ＭａａＳと連動した新たな交通サービスの

導入等の検討による大村湾周辺地域の活性化、

ＵＩターン者のしまでの創業・事業承継の支援

や若者の地元定着等に資する島内企業の人材確

保の促進など、しまの資源を活かした地域の活

性化に取り組んでまいります。さらに、都市部

からの移住促進や国内外からの観光客の誘客な

どについて、九州各県等との連携などを推進し

てまいります。

今後、県議会において、ご議論いただくとと

もに、外部有識者で構成する懇話会や市町、県

民の皆様や関係団体などのご意見をお伺いしな

がら、来年3月を目途に策定してまいります。
（次期総合計画の策定について）

令和3年度以降における県政運営の指針や考
え方を県民の皆様にわかりやすくお示しするた

めの次期総合計画の策定については、市町との

意見交換や県内の地域ごとの意見交換会を通じ

て、地域の課題や施策の方向性等についてのご

意見を伺いながら検討を進めているところであ

ります。

また、次代を担う若者の視点も積極的に取り

入れたいと考えており、高校生や大学生との意

見交換も実施をしております。

引き続き、さまざまなご意見を参考にさせて

いただきながら、計画の策定作業を進めてまい

ります。

総務委員会関係議案説明資料（追加1）の2ペ
ージをご覧願います。

（特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進に

ついて）

ＩＲ区域の整備については、本県におけるＩ

Ｒ整備の意義・目標、ＩＲ事業実施の上で必要

となる要件及び民間事業者の選定方法などを定

める実施方針を策定しているところであり、そ

の素案について、去る10月1日に公表した九
州・長崎ＩＲ基本構想（案）とあわせて、今月

20日から来年1月17日までの期間にパブリック
コメントを実施することとしております。

今後とも、県議会や県民の皆様のご意見を伺

いながら、佐世保市はもとより、九州・山口各

県及び経済界との連携を深め、九州・長崎ＩＲ

の実現を目指してまいります。

総務委員会関係議案説明資料の2ページにお
戻りを願います。

（集落維持・活性化対策について）

集落維持・活性化対策については、県の人口

減少対策の重点プロジェクトの一つに位置づけ、

関係部局や振興局と連携を図りながら、市町の

主体的な取組の促進・支援に力を注いでいると

ころであります。

県内市町とは、県内外の先進事例の共有や意

見交換等に取り組んできましたが、今回新たに、

県内ＮＰＯ法人と連携し、9月から10月にかけ
て、県内5地域で、市町の関係職員のほか、社
会福祉協議会職員やまちづくり協議会の方々な

どを対象に「住民主体による移動サービスのあ

り方研修会」を開催し、参加者の方々から「移

動支援の重要性や仕組みづくりに関して大変有

意義だった」とのご意見をいただいているとこ

ろであります。

今後も、引き続き、人口減少、少子高齢化が
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進展する中で、10年先、20年先を見据え、地域
住民主体による集落維持対策に向けた機運醸成

や具体的な活動につながるよう、県内市町と一

体となって取組を推進してまいります。

総務委員会関係議案説明資料（追加1）の3ペ
ージと（追加2）の1ページを、あわせてご覧を
お願いいたします。

（Ｖ・ファーレン長崎について）

Ｖ・ファーレン長崎は、11月のアルビレック
ス新潟戦をもって2019シーズンが終了し、17
勝20敗5分、勝ち点56でＪ2リーグ12位となり、
1年でのＪ1再昇格は叶いませんでした。しかし
ながら、天皇杯においては、チーム初のベスト

4進出を果たしており、来る12月21日には元日
の決勝進出をかけてＪ1鹿島アントラーズと対
戦することとなっております。

また、来シーズンの体制について、平成29年
4月の就任以来、チームの再建に尽力された高
田 明代表取締役社長が退任され、来年1月2日
付で、現Ｖ・ファーレン長崎上席執行役員であ

り、ジャパネットメディアクリエーション代表

取締役社長の高田春奈氏が新社長に就任される

ことが発表されました。

Ｖ・ファーレン長崎の活躍は、県民に夢と希

望を与えるとともに、地域経済の活性化と全国

に向けた本県の情報発信に大きく寄与するもの

であり、来シーズンこそは新体制でＪ1リーグ
へ昇格していただけるよう、引き続き県民の皆

様とともに応援してまいります。

総務委員会関係議案説明資料の4ページと
（追加3）の1ページをご覧をお願いいたします。
（九州新幹線西九州ルートの整備促進につい

て）

九州新幹線西九州ルート（新鳥栖～武雄温泉

間）の整備のあり方については、本年8月、与

党整備新幹線建設推進プロジェクトチーム「九

州新幹線（西九州ルート）検討委員会」から、

フル規格により整備することが適当と判断する

こと、関係者である国土交通省・佐賀県・長崎

県・ＪＲ九州の間での協議を深めていくべきこ

となどの基本方針が示されたところであります。

このような中、10月28日には、国土交通大臣、
鉄道局長がそれぞれ、佐賀県知事と会談を行わ

れ、新鳥栖～武雄温泉間の整備のあり方につい

ての意見が交わされたところであります。

また、12月6日には、中村知事が鉄道局長と
面談し、令和2年度予算へ環境影響評価調査費
を計上できるよう、政府予算案の決定に向けた

佐賀県との協議・調整について要請してまいり

ました。

さらには、昨日、12月11日、国土交通大臣、
鉄道局長がそれぞれ、佐賀県知事と会談を行わ

れ、今後の協議のあり方について、事務的なレ

ベルで確認していくことで意見が一致したとの

ことであり、協議に向けた道筋が佐賀県と国土

交通省との間で一致したことは、一歩前進した

ものと受け止めております。

本県としては、今後、国土交通省がどのよう

な形で協議を進めていく考えであるのか、よく

確認をした上で、関係者との協議に積極的に参

加するなど、議論の進展に向け、必要な対応を

図ってまいりたいと考えております。

（ＪＲ長崎本線の上下分離について）

ＪＲ長崎本線の肥前山口～諫早間については、

平成19年の長崎県、佐賀県及びＪＲ九州による
「三者基本合意」において、ＪＲ九州は肥前山

口～諫早間全区間を経営分離せず、上下分離方

式により運行することとし、九州新幹線西九州

ルートの開業後20年間運行を維持することと
されております。また、線路等の鉄道施設につ
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いては、長崎、佐賀両県が主体となって所有と

維持管理を行うこととしております。

さらに、平成28年には、本県や佐賀県、ＪＲ
九州を含む関係六者による「九州新幹線（西九

州ルート）の開業のあり方に係る合意」におい

て、肥前山口～諫早間の取り扱いについては、

令和4年度の西九州ルート（武雄温泉～長崎間）
の開業時点で上下分離し、ＪＲ九州は開業後23
年間運行を維持するとされたところであります。

このため、現在、西九州ルート開業時の上下

分離の実施に向けて、施設等の維持管理体制の

構築をはじめとするさまざまな課題について、

佐賀県及びＪＲ九州と事務レベルでの協議を鋭

意行っております。

このような中、平成20年4月に本県と佐賀県
が確認した鉄道施設の維持管理費については、

当時は年間2.3億円と見込んでおりましたが、労
務費や資材価格の上昇に加え、確認時点から新

たに発生したＪＲ基準による保守レベルの向上、

並びに設備指令業務等により、想定を加えて大

幅に増嵩する見通しであり、このように、当初

確認されていなかった事項については、佐賀県

との間で新たな合意が必要であると考えている

ところであります。

今後は、令和4年度の上下分離の円滑な実施
に向けて、県議会のご意見をいただきながら、

引き続き、佐賀県及びＪＲ九州との協議・調整

を重ねてまいります。

総務委員会関係議案説明資料の5ページと
（追加2）の1ページをあわせてご覧願います。
（県庁舎の跡地活用について）

県庁舎の跡地活用については、この地の重層

的な歴史を活かしながら、賑わい創出や交流人

口の拡大につなげるべく、現在、主要機能の詳

細な機能や規模、運営手法等について定める基

本構想の策定作業を進めております。

具体的には、委託事業者の持つ専門的知見に

基づく意見や、各分野の専門家や民間事業者か

らの提案などを踏まえ、広場、交流・おもてな

しの空間、文化芸術ホール、県警本部跡地の活

用など、より効果的な方策や機能について検討

するとともに、早期に賑わいを創出するために、

活用が可能な石垣下の空間などの先行的な整備

方法や、それにあわせて必要となる企画・運営

に携わる人材発掘・育成に向けたワークショッ

プの運営手法についても検討を始めたところで

あります。

一方、埋蔵文化財調査については、旧県庁舎

の解体が終了し、教育委員会において、10月中
旬から約3カ月の予定で範囲確認調査が開始さ
れるとともに、出土した遺構等の取り扱いにつ

いて、教育委員会と事業所間部局で協議する際

にご意見を伺う、国内を代表する埋蔵文化財の

専門家を委嘱し、去る12月5日に1回目の意見聴
取を実施したところであります。

今後とも、埋蔵文化財調査の状況を踏まえつ

つ、県議会をはじめ、専門家や関係者の皆様か

らのご意見などもいただきながら、長崎市とも

協議の上、よりよい活用策となるよう検討を進

めてまいります。

以上をもちまして、企画振興部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。

【中島(浩)委員長】 ありがとうございました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【陣野政策企画課長】 私の方から、「政策等決

定過程の透明性等の確保及び県議会・議員との
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協議等の拡充に関する決議」に基づき、本委員

会に提出しております企画振興部関係の資料に

ついてご説明いたします。

お手元に配付しております資料をご覧くださ

い。

まず、資料の1ページをご覧ください。
市町等の補助事業者に対し内示を行った補助

金につきまして、9月から10月までの実績を記
載しておりますが、長崎県集落維持対策推進事

業補助金に関し、西海市分の1件となっており
ます。

2ページをご覧ください。
1,000万円以上の契約案件につきまして、9月
から10月までの実績は、記載のとおり3件とな
っております。そのうち競争入札に付した契約

件数は2件、その資料は3ページから5ページに
お示ししているところでございます。

7ページをご覧ください。陳情・要望に対す
る状況でございます。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

9月から10月までに県議会議長宛てにも同様の
要望が行われたものは、7ページから18ページ
までに記載しております。

長崎県身体障害者福祉協会連合会、長崎県庁

跡地遺構を考える会、対馬市・対馬市議会、そ

して、恐れ入ります11ページの陳情番号50番で
ございますが、こちらは申しわけございません。

名称が、記載が漏れておりますが、養生所を考

える会、そして、新上五島町、島原半島幹線道

路網建設促進期成会、南島原工区地域高規格道

路「島原天草長島連絡道路」建設促進期成会、

壱岐市からの要望10件となっております。
最後に、19ページから附属機関等会議結果報

告でございます。

9月から10月までの実績は、長崎県まち・ひ

と・しごと創生対策懇話会の1件でございまし
て、議事概要につきましては、20ページにお示
ししております。

以上で資料の説明を終わらせていただきます。

【中島(浩)委員長】 次に、政策企画課長より補
足説明をお願いします。

【陣野政策企画課長】引き続きまして私から補

足説明といたしまして、「第2期長崎県まち・
ひと・しごと創生総合戦略」の素案についてご

説明させていただきます。

お手元に配付しておりますＡ4横の、この「第
2期長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略（素
案）の概要について」という資料をご覧くださ

い。

先ほど企画振興部長からも説明させていただ

きましたように、9月議会に骨子案を示させて
いただいておりましたが、その後、私どもの方

で策定作業を進めまして、「第2期長崎県まち・
ひと・しごと創生総合戦略」の素案について、

今回、資料として提出させていただいておりま

す。

1ページをご覧ください。
左側に記載しておりますが、第1期の戦略に
おきましては、転出超過数の改善、企業誘致等

による雇用創出等の基本目標を掲げておりまし

た。

そうした中で、第1期におきましては、企業
誘致等による雇用創出や移住者の増など、一部

の施策については成果があらわれているものの、

全体としては転出超過の改善には至っていない

という状況でございます。

このため、1ページの右側でございますが、
第1期の戦略から見えてきた課題といたしまし
ては、雇用の創出が人口の減少の改善に結びつ

いていない、県内就職率の低迷、民間や県民の
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意識等の共有の不足、女性の転出超過の拡大、

合計特殊出生率の伸び悩みなどが課題として見

えてきたところでございます。

このため、第2期の総合戦略におきましては、
成果が得られている分野につきましては、さら

に充実させるとともに、十分成果が得られてい

ない分野については、その要因分析を行った上

で、足らざる取組の追加拡充に努めることを基

本としながら、しごととひとのマッチングの促

進、県内企業の採用力強化、県外転出者へのＵ

ターン対策の一層の充実・強化、若者の受け皿

となる魅力的な働く場の創出と交流人口の拡大、

ふるさとで活躍することの重要性について理解

を得るための施策の強化、女性の県内定着促進

や、子供を産み、育てやすい環境を整備する取

組の充実・強化を見直しの方向としております。

また、新たな視点といたしまして、Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ5.0や2040年問題、関係人口の創出拡大、
ＳＤＧsの考え方も盛り込むこととしておりま
す。

2ページをご覧ください。
2ページにつきまして、上段の部分は、戦略

の施策体系につきまして記載させていただいて

おります。ひと・しごと・まちの流れで構築す

ることとしております。

そして、左の下のところに、第2期の総合戦
略の基本目標の1番といたしましては、ひとの
分野におきまして6年間の転出超過数を33％、
人数換算で約1万2,000人を改善するという点、
また、合計特殊出生率を1.93まで引き上げると
掲げております。

②のしごとの分野につきましては、誘致企業

等による雇用計画数を累計で3,600人とする。ま
た、観光消費額を4,137億円に引き上げるとして
おります。

また、3番のまちの分野につきましては、持
続可能な地域づくりに取り組む地域団体数を

250に引き上げる。また、県と地域が連携した
地域づくりを推進という形での基本目標を掲げ

させていただいております。

その隣に、今後、こういった戦略を進めるに

当たりましては、さまざまな主体の幅広い参画

や地域間の連携が必要であることから、市町を

はじめ大学、産業界、金融機関、民間企業、さ

らには九州各県との連携を図っていきたいと考

えております。

3ページから5ページにかけましては、それぞ
れ、ひと・しごと・まちの体系で施策を展開す

ることとしております。

まず、3ページをご覧ください。
こちらにつきましては、ひとの分野でござい

ますが、それぞれ施策体系に沿って、素案に掲

げる主要のＫＰＩを、主な取組を記載させてい

ただいております。

主な取組のうち新たな取組や拡充する取組は、

下線で引いております。

まず、3ページのところにつきましては、ひ
との分野でございますが、上段から申し上げま

すと若者の県内就職につきましては、高校生の

県内就職率を68％、大学生の県内就職率を50％
に引き上げることをＫＰＩと設定し、キャリア

サポートスタッフ等による就職支援のきめ細か

な対策に加えまして、新たな視点といたしまし

て、地域の枠を超えた企業説明会の開催、また、

賃金・休日等の処遇改善を県内の企業にも働き

かけを行ったり、また、県内企業の採用活動を

強化するなどの県内企業の採用力強化にも取り

組むこととしております。

また、上から3つ目のところでございますが、
新たな視点といたしまして、高校卒業時に多く
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の方が進学等で県外に転出されていることから、

福岡県や首都圏におきまして、県内就職の支援

体制を構築することにより、本県出身者のＵタ

ーン就職を促進していきたいと考えております。

また、その3つ下のところでございます。外
国人の労働者数をＫＰＩと掲げまして、各産業

分野において人材不足が深刻化する中で、こう

いった外国人材を安定的に確保するような仕組

みを構築したいと考えております。

加えまして、人材活躍支援センター（仮称）

を設置しまして、卒業後数年以内の既卒者を含

む多様な人材と企業のマッチングを強化するな

ど、県内企業の人材確保を促進していきたいと

考えております。

下から3つ目のところでございます。順調に
推移しております移住施策につきましては、今

後さらに移住を促進することを掲げまして、Ｕ

Ｉターン別のターゲットに応じた効果的な情報

発信に取り組みますとともに、その1つ下で、
新たには将来の移住の裾野を拡大するために、

都市部の人材企業等との継続的な交流機会の創

出やテレワークなどのしごとづくりを促進する

など、関係人口の創出拡大の取組も進めてまい

りたいと考えております。

一番下段のところにつきましては、自然減対

策といたしましては、婚活支援事業による成婚

数を年間150組とすることをＫＰＩと掲げまし
て、お見合いシステム、縁結び隊、めぐり逢い

事業等、さらに今年度から取り組んでおります

企業間交流事業など取り組んでいくことにより、

結婚を希望する独身者への出会いの場を創出し、

こういった結婚につなげていきたいと考えてお

ります。

4ページをご覧ください。4ページは、しごと
の分野でございます。

上段のところに記載ございますが、海洋エネ

ルギー関連産業、ロボット・ＩｏＴ関連産業、

航空機関連産業の3分野につきまして、具体的
な雇用数等のＫＰＩを掲げまして、造船業に次

ぐ新たな基幹産業の創出・育成に努めてまいり

たいと考えております。

また、その下にスタートアップ創出のための

取組を促進するとともに、後継者人材不足によ

る中小企業者の廃業の防止や生産性の高い産業

構造への転換を図るために、事業承継や創業企

業の支援を行ってまいりたいと考えております。

また、若者に魅力のある雇用の場を提供でき

る安定性、成長性のある企業との誘致を戦略的、

効果的にも引き続き推進してまいりたいと考え

ております。

そのほか、しごとの分野につきましては、観

光まちづくりの推進やインバウンドの観光の拡

大、さらには県産品の輸出、また、農業、水産

業につきましては、スマート化など先端技術を

活用した取組を進めるなど、魅力のあるしごと

の創出と力強い産業の育成に取り組んでまいり

たいと考えております。

5ページをご覧ください。5ページにつきまし
ては、まちの分野でございます。

こちらにつきましては、将来の人口減少に対

応できる持続的な地域をつくるために、地域住

民が主体となった集落地域コミュニティの維

持・活性化の対策、また、地域の医療・介護等

のサービス、地域公共交通の確保などに取り組

むほか、地域の特徴や資源を活かし、夢や希望

のあるまちをつくるために、九州新幹線西九州

ルートの整備促進など、交通ネットワークの構

築、また、ＩＲの導入、さらにはしまの資源を

活かした地域の活性化などに取り組んでまいり

たいと考えております。
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6ページ以降は、特に、見直しの方向性に基
づきまして主な取組を記載させていただいてお

ります。

こちらにつきましては、今のご説明と重複す

るところもございますので、説明は省略させて

いただきます。

今後、本定例会におけるご議論、さらには外

部有識者で構成する懇話会や市町、関係団体と

の意見交換、さらにはパブリックコメントによ

る県民の皆様のご意見を伺いながら、来年3月
の策定を目指してまいりたいと考えております。

私からは以上でございます。

【中島(浩)委員長】 次に、ＩＲ推進課長より補
足説明をお願いいたします。

【小宮ＩＲ推進課長】お手元に配付いたしてお

ります「九州・長崎特定複合観光施設設置運営

事業実施方針（素案）」、こちらの資料をお手

元にご用意お願いいたします。

この概要版を資料1として配付させていただ
いております。資料2が、この本編版となりま
して、ちょっとボリュームが多くありますので、

概要版にてご説明をさせていただきます。

この実施方針は、ＩＲ設置運営事業者の公

募・選定を行うに当たりまして、ＩＲ区域の整

備の意義、目標、民間事業者の募集及び選定に

関する事項を定めます、いわゆる仕様書、ある

いはルールブックのようなものでございます。

今後、県議会や県民の皆様からのご意見も踏

まえながら、来年の2月議会に最終案をお示し
いたしまして、2020年春ごろの策定・公表を目
指してまいります。

それでは、左側の第1の目的から第3のＩＲ区
域認定の位置及び規模に関する事項になります

けれども、こちらは前定例会までの説明と重複

をいたしますので、割愛をさせていただきます。

次に、下段の第4でございます。
ＩＲ施設、それから宿泊施設につきましては、

国から示されております基本方針案、こちらの

認定審査の基準におきまして、ＩＲ整備法施行

令で規定されております施設の規模要件、これ

を満たしていることが前提条件となってござい

ます。いわゆる要求水準でありまして、足切り

要件になっております。

そのほか、魅力増進施設や送客施設、あるい

は下から2番目に記載しております、その他観
光客の来訪・滞在の促進に寄与する施設。これ

は、地方自治体ですとか、事業者の創意工夫が

求められておりまして、評価基準の対象項目と

なってございます。

下段にありますカジノ施設につきましては、

記載のとおり、ＩＲ施設全体の床面積の3％以
下とされており、有害な影響の排除を適切に行

うための必要な措置を講ずることとされており

ます。

次に、右側の第5をお願いいたします。
スケジュールに関しましては、今後の国の基

本方針の公表時期によりまして変更となる可能

性がございますけれども、現在、想定しており

ます最速のスケジュールといたしましては、

2020年の春ごろを目途に、設置運営事業者の選
定手続に入ってまいります。

事業者の選定につきましては、有識者で構成

いたします審査委員会を設置いたしまして、審

査を行い、おおむね秋ごろをめどに事業者を決

定いたしまして、区域整備計画の策定に進んで

まいります。

国の区域認定が得られましたら、県と事業者

とで実施協定等を締結いたすことといたしてお

ります。

次に、中ほどの第6でございます。設置運営
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事業等の円滑な実施かつ確実な実施の確保に関

する事項につきましては、大きく3つの柱で構
成をいたしております。

1点目が、前提条件といたしまして、地域経
済への振興及び地域社会への貢献の協力。

次に、リスク分担の基本的な考えといたしま

しては、設置運営事業者等が担うもの等を整理

いたしております。

次に、ＩＲ事業者の責任履行確保に関する事

項につきましては、設置運営事業者の財務状況

等について、県においてモニタリングを実施す

るというところでございます。

次に、第7でございます。
ＩＲ事業者は、カジノ事業の収益をＩＲ施設

の整備、その他本事業の事業内容の向上及びＭ

ＩＣＥ誘致のための取組や広域周遊観光など、

本県が実施いたします施策への協力に充てるよ

う求めることといたしております。

最後に、第8のカジノ施設の設置及び運営に
伴う有害な影響の排除に関する事項でございま

す。

本県及び公安委員会、立地自治体であります

佐世保市が実施いたします施策や措置に関する

項目を記載しております。

ギャンブル依存症対策をはじめ、治安維持対

策、組織犯罪対策及び青少年の健全育成対策に

つきまして、県、市並びにＩＲ事業者、それぞ

れが担う役割や連携した取組を実施することで、

カジノ施設の設置に伴う懸念事項対策を重点的

かつ横断的に実施することといたしております。

説明は以上でございます。よろしくご審議の

ほどお願いいたします。

【中島(浩)委員長】 次に、企画振興部次長より
補足説明をお願いします。

【坂野企画振興部次長】九州新幹線西九州ルー

トに係る最近の主な動きについて、ご説明をい

たします。資料につきましては、表題に、「九

州新幹線西九州ルートにかかる最近の主な動

き」と書かれた資料をご覧ください。

10月28日、赤羽国土交通大臣と山口知事が会
談を行っております。

概要につきまして、4ページをご覧ください。
会談後の取材に対しまして、山口知事からは、

「議論を拒むものではないが、フルと決め、そ

れがにじみ出るような形での議論に応じること

は難しい」ということ、「これまで合意した3
つは受け止める準備はできているが、それ以外

の2つについては、時間をかけて、将来に向け
て幅広く議論することは断らない」ということ

をお話しされております。

また、赤羽大臣は、翌日の記者会見におきま

して、「直接話し合える機会は大事であり、今

後も継続したい」ということ。「高規格のネッ

トワークを張っていくことは、国民の利便増強

のために大事であり、佐賀県知事として長期に

わたる地元の皆様のことも考えてもらい、お互

いによい知恵を出していきたい」というふうに

お答えをしております。

また、同日、10月28日、水嶋鉄道局長と山口
知事も会談を行っております。概要については、

5ページをご覧ください。
山口知事からは、これまで話している内容と

同様の話がなされたということです。

水嶋局長からは、「国土交通省としては、与

党検討委員会及びプロジェクトチームから、四

者で誠実に協議をするのが国の責務であると言

われており、非常に重く受け取っている。引き

続き佐賀県とコミュニケーションをとっていき

たい」ということ。

「与党は、フルという結論を出しており、国
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土交通省としては、その結論は重く受け止めて

いるが、国として正式にフルだという意思決定

の手続を踏んでいるわけではない。佐賀県が、

何をもってゼロベースと言っているのか考えを

確認した上で、具体的な協議に入れるようお願

いしていく」という話がございました。

また、考えなければいけないことということ

といたしまして、「今のまま、新鳥栖～武雄温

泉の間が在来線で残ってしまった時に、利用者

がどのように思うのかということ。乗り換えを

余儀なくされる新幹線を、令和の時代に固定化

してしまうことを、後の世代がどのように思う

のかということを考えなければならない」とい

うふうに挙げ、最後に、「新幹線ネットワーク

で結ばれることで、地域の交流人口が増える。

地域の経済が活性化するといったプラスの面を

踏まえて、北部九州の地域を、次の世代にどう

引き継いでいくのかを議論しなければいけな

い」というお話がございました。

資料1ページにお戻りください。
同じく、10月28日に、自民党佐賀県議会の新

幹線ＰＴに対しまして、国土交通省がフリーゲ

ージトレイン導入断念の経緯や、貸付料の算定

根拠などについて説明を行っております。

また、11月18日にも、佐賀県の財政負担につ
いて実質負担の試算根拠などを説明をしており

ます。

次に、11月2日には、水嶋鉄道局長のインタ
ビュー記事が佐賀新聞、朝日新聞に掲載されま

した。

佐賀新聞のインタビューでは、水嶋局長は、

「環境アセス経費の予算計上には、佐賀県のゴ

ーサインが出ることが必要だ」ということ、「ル

ートは、アセスルートが説得力のある合理性の

あるルートだ」ということ、「鉄道はつながっ

てこそネットワークの意義が発揮できる」とい

うこと、「鉄道の責任者として、知事に許して

いただけるなら、毎週末でも県庁に通い、話を

伺いたい」ということの話がされております。

2ページをお開きください。
朝日新聞のインタビューに対しまして鉄道局

長からは、地方負担につきまして、「佐賀県は

単年度で約660億円を支払うわけではない」と
いうことや、固定資産税収入に触れ、「こんな

お買い得な公共事業はない」ということや、「負

担の割に経済効果が大きい」ということを話し

た上で、佐賀県知事の懸念について、「問題の

所在を明確にした上で、一緒になって解決する

話をしたい」という話がされております。

11月5日には、赤羽国土交通大臣がルートに
つきまして、佐賀空港を経由するルート案につ

いて地盤の問題もあり難しいのではないかとの

認識を示しました。

次に、11月11日には、「北部九州の未来をひ
らく交通インフラを考える」と題しまして、福

岡県でシンポジウムが行われ、西九州ルートに

ついても議論がなされました。

資料9ページをお開きください。シンポジウ
ムの概要を記載しております。

まず、基調講演では、森国土交通省顧問から、

「新鳥栖～武雄温泉については、九州全体、日

本全体の活力向上のため、利便性が高くなるよ

う進めていきたい。できるだけ早くつなげるこ

とが重要である」との話がなされました。

パネルディスカッションにおいても、「九州

全体のために一番よい方法をとりたい」といっ

た議論がなされ、九州全体として議論していく

ことが大事であるとの認識が示されました。

再度2ページにお戻りください。
11月18日、自民党佐賀県連会長が与党ＰＴ検
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討委員会の山本委員長と会談し、佐賀県内の議

論の状況を報告しました。

山本委員長からは、アセス費用の新年度予算

への計上に関し、現状では厳しいとの見方を示

すとともに、インバウンドや地方創生を考える

と、フル規格で進めるべきとの考えを示してお

ります。

また、佐賀県連会長は、フル規格前提の協議

に応じられないのは、県連も同じだというふう

な考えを示しております。

11月24日には、公明党の佐賀県本部の勉強会
に与党ＰＴ検討委員会のメンバー、国土交通省

鉄道局、ＪＲ九州が出席いたしました。

ＪＲ九州は、その中で、並行在来線が検討さ

れる在来線区間の取り扱いについて、「四者協

議の中で、これから真摯に協議する」といった

発言をしておりまして、経営分離を前提とせず

に協議に応じる姿勢を示しているとのことです。

資料3ページをお開きください。
ＪＲ九州は、11月27日にも佐賀新聞主催の懇

話会で講演を行い、「ＪＲ九州の青柳社長と山

口知事の会談や四者協議の場が設定されること

を希望している」という話がされております。

12月6日には、中村知事が国土交通鉄道局長
を訪問いたしました。中村知事からは、令和2
年度政府予算案へ環境影響評価調査費を計上で

きるよう、佐賀県との協議・調整をお願いし、

鉄道局長からは、「政府予算案の決定ぎりぎり

まで計上に向けて調整したい」との話をいただ

いております。

また、最後、資料には記載ございませんが、

昨日11日、与党プロジェクトチームが開催され
ました。

プロジェクトチーム終了後の取材に対しまし

て岸田座長は、「西九州ルートについて、本日、

佐賀県と国土交通大臣が会談するので、報告を

受けることとしている」ということや、「再度、

翌週にはＰＴを開催する」ということなどを話

されております。

また、同じく昨日11日、山口知事と国土交通
大臣及び鉄道局長と、それぞれ面会が行われま

した。

面会後の取材において、山口知事からは、「協

議のあり方について事務的なレベルで確認をす

るということで一致した」ということ、「確認

したことは、文書で交わす必要がある」という

ことをおっしゃっております。

また、アセス費用の予算案への盛り込みにつ

いては、会談の中で大臣からアセスの話はなく、

佐賀県は国が一方的にアセスをやることはあっ

てはいけないとの見解を示しております。

また、取材において山口知事は大臣からの話

といたしまして、「佐賀県の考え方にも理解し

ていただいた」ということ、「大臣からは幅広

い議論をしてほしいということや、ネットワー

クでつながることが大事」との話があったとし

ております。

また、鉄道局長は、面会後の取材におきまし

て、「協議のあり方について四者協議という言

葉にはこだわらず、協議のやり方は、山口知事

がやりやすい形で始めたい」という話をしたこ

と、「協議のやり方を、事務的なレベルで整理

することになり、可及的速やかに文書による整

理を行いたいというふうに考えているというこ

と」をお話ししました。

また、今回、事務レベルで整理していくとい

うことで合意したということは、その先に協議

をする準備ができているものと考えており、そ

ういう意味では大きな一歩だというふうに考え

ていること、また、協議の実施方法につきまし
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ては、「必ずしも四者が揃う必要はなく、議題

に応じて関係者が参加して、協議できればよい」

ということをお話しされております。

また、環境影響評価調査費の令和2年度予算
への計上につきましては、「佐賀県の理解なし

に計上することはあり得ないと考えており、政

府予算案の決定まで、あと数日あるので、佐賀

県の理解が得られるか最終的な調整をしていき

たい」ということをお話しされております。

今後の動きといたしまして、県としましては、

国土交通省が今後どのような形で協議を進めて

いく考えを持っているのかよく確認をした上で、

関係者との協議に参加するなど、必要な対応を

図ってまいりたいと考えております。

以上で九州新幹線西九州ルートにかかる最近

の主な動きについて説明を終わります。

【中島(浩)委員長】 次に、新幹線・総合交通対
策課長より補足説明をお願いいたします。

【小川新幹線・総合交通対策課長】ＪＲ長崎本

線の上下分離について、ご説明いたします。

総務委員会補足説明資料の1ページをお願い
いたします。

まず、これまでの経緯についてご説明いたし

ます。

ＪＲ九州が、九州新幹線西九州ルートの並行

在来線として経営分離を表明されたＪＲ長崎本

線の肥前山口から諫早間の取り扱いについて、

平成19年12月に佐賀県、長崎県及びＪＲ九州の
三者で合意がなされております。

その内容につきましては、ＪＲ九州は、肥前

山口から諫早間、全区間を経営分離せず、上下

分離方式により運行することとし、開業後20年
間、運行を維持する。

ＪＲ九州は、これに伴う負担に対処するため、

新幹線開業までに肥前山口から諫早間の線路等

の設備の修繕を集中的に行った上で、佐賀県、

長崎県に有償で資産譲渡を行う。資産譲渡の対

価14億円は、佐賀県、長崎県がＪＲ九州に一括
して支払うというものでございます。

結果といたしまして、上下分離により、並行

在来線の経営分離にかかる地元の同意という着

工条件がなくなったこともございまして、平成

20年3月に九州新幹線西九州ルートの武雄温泉
から諫早間の工事実施計画が認可をされ、平成

20年4月に佐賀県、長崎県の両県におきまして、
肥前山口から諫早間の鉄道施設の資産譲渡及び

維持管理にかかる負担割合について確認をして

おります。

当時、両県において確認した事項につきまし

ては、4ページに掲載をしてございます。
その内容は、佐賀県及び長崎県は、九州新幹

線西九州ルート武雄温泉～諫早間の整備に当た

り、新幹線開業後において、少なくとも20年間、
九州旅客鉄道株式会社による肥前山口から諫早

間の並行在来線の運行を維持するための前提で

ある1つといたしまして、ＪＲ九州からの資産
譲渡の対価14億円、2つ目に、譲渡された鉄道
施設にかかる運行開始後20年間の維持管理経
費見込額年間2.3億円の負担割合等について、下
記のとおり確認すると。

1つ目に、佐賀県及び長崎県の負担割合は、
ＪＲ九州による肥前山口から諫早間の並行在来

線の運行が維持される限りにおいて、佐賀県1
に対して長崎県2の割合とする。

1にかかわらず、上記②の費用に関し、災害
等により当初の見込み額を超えて費用が増加し

た場合の費用増加分については、佐賀県及び長

崎県が折半して負担する。

新幹線開業後20年間を経過した後の取り扱
いについては、改めて協議するものとするとい
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うものでございます。

佐賀県との費用負担の問題につきましては、

後ほどご説明をさせていただきます。

続いて、資料1ページに戻っていただきます。
平成24年6月に九州新幹線西九州ルートの武

雄温泉～長崎間の工事実施計画が認可され、資

料2ページの平成28年3月に九州新幹線（西九州
ルート）の開業のあり方に係る合意、いわゆる

六者合意を締結しております。

その内容につきましては、長崎本線肥前山口

から諫早間の上下分離時点におきまして、三者

基本合意に定められた譲渡価格14億円にかか
わらず、ＪＲ九州は、佐賀県及び長崎県に鉄道

施設を無償で譲渡する。

長崎本線肥前山口から諫早間の取り扱いにつ

きましては、ＪＲ九州は、経営分離せず、平成

34年度の開業時点で上下分離し、三者基本合意
が定めるところにかかわらず、ＪＲ九州は、当

該開業時点から3年間は、一定水準の列車運行
サービスレベルを維持するとともに、当該開業

後23年間運行を維持するというものでござい
ます。

次に、上下分離実施に向けた長崎県、佐賀県

及びＪＲ九州との協議状況でございます。

具体的には、平成28年5月に事務担当者によ
る打ち合わせを開始いたしまして、現在は、月

に2回程度の頻度で協議を行っているところで
ございます。

また、事務担当者間で整理した方向性や内容

につきまして、三者の部長級職員で構成いたし

ます三者協議会において、協議・確認を行って

おります。これまで、三者間におきまして、方

向性を確認、共有した事項を記載しております。

1つ目は、鉄道施設の維持管理体制でござい
ます。

鉄道施設の維持管理につきましては、上下分

離区間が両県にまたがることもございまして、

輸送の安全の確保や災害など緊急時に、より迅

速で、柔軟な対応ができるよう両県で一つの組

織を設立するのが望ましいと考えまして、令和

2年度中をめどに、非営利型の一般社団法人を
設立することとしております。

その上で、鉄道事業者として、安定輸送の確

保に努める上で、鉄道事業にかかる専門知識や

経験を有する職員が必要となるため、鉄道事業

許可申請の準備を開始する令和2年度から、Ｊ
Ｒ九州より2名の出向者を受け入れる予定とし
ております。

3ページをお願いいたします。
2つ目は、上下分離区間の運営体制でござい

ます。

長崎本線の上下分離におきましては、ＪＲ九

州が列車を運行し、両県及び一般社団法人が鉄

道施設等を所有し、維持管理を行うこととして

おります。その前提のもと、一般社団法人が鉄

道施設の維持管理に必要な費用を負担し、現場

業務等はＪＲ九州に委託することとしておりま

す。

3つ目は、ＪＲ九州から譲渡を受け、所有管
理する資産として、レールや枕木などの線路設

備、信号や踏切保安設備などの電路設備、その

ほか駅舎や鉄道用地などがございますが、これ

らの資産を、法人や両県へＪＲ九州から譲渡し

ていただくというものでございます。

最後の項目でございます。佐賀県との維持管

理経費等にかかる費用負担について、ご説明を

いたします。

現在、佐賀県との間で費用負担の話が報道さ

れておりますが、平成20年4月に両県におきま
して費用負担の確認が行われ、その当時は年間
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2.3億円と見込まれておりましたが、現在の維持
管理の経費の規模としては、大幅に増嵩する見

込みとなっております。

5ページをお願いします。
上段の青色部分でございますが、鉄道施設の

維持管理にかかる経費につきましては、平成20
年4月の佐賀県との費用負担の確認時点におき
まして、第三セクターの松浦鉄道を参考に、年

間2.3億円と見込まれておりました。しかしなが
ら、ＪＲ九州の現時点における試算では、列車

を安全に運行するために必要な維持管理の経費

は、税抜きで年間約6.9億円との規模感が示され
たところでございます。

あくまで、現時点では規模感でございまして、

実際には、毎年、当該路線の維持管理経費等に

要した額が請求をされるということになります。

長崎県といたしましては、増額の主な要因は、

中段の青色の部分でございますが、人件費や資

材の高騰もございますが、それ以上に、平成20
年度当時の負担割合の確認時点では想定されて

いなかった中段の赤色の部分になりますが、Ｊ

Ｒ基準による保守レベルの向上、並びに設備指

令業務の発生などによるものが大きくなってい

ると認識しているところでございます。

保守レベルを高基準にということにつきまし

ては、ＪＲ九州が安全に運行できる鉄道施設の

保守の基準を基に行う必要がございまして、例

えば、第三セクターの鉄道会社に比べて施設の

安全確認のための巡回や検査等の保守の基準が

高くなるものでございます。

また、設備指令業務といいますのは、列車の

安全運行に必要な線路や信号等の鉄道施設の状

態を24時間体制で監視することや、災害や事故
が発生した場合には、一刻も早く、もとのダイ

ヤに復旧できる体制をとることでございます。

このほかにも、先ほどご説明いたしました中

段の黄色い部分でございますが、鉄道施設の維

持管理を行うために設立いたします新法人の人

件費、事務所管理費、鉄道施設の固定資産税な

どの費用が、本県独自の試算で税抜き年間約1.6
億円程度見込んでいるところでございます。

当時想定されていない事項は、長崎県といた

しまして、佐賀県と協議を経て、新たな合意が

必要であるものと考えているところでございま

す。

また、これ以外に右端の緑色の部分になりま

すが、鉄道施設の鉄道橋やトンネル施設などの

設備投資にかかる経費がございます。この経費

につきましては、どの程度見込まれているのか、

現在、ＪＲ九州が試算をしている状況であり、

この部分につきましても、佐賀県と協議をし、

新たな合意が必要であると考えております。

最後になりますが、長崎本線の上下分離の実

施につきましては、令和4年度の九州新幹線西
九州ルートと同時に行うことが決まっておりま

すので、費用負担の問題などさまざまな課題が

横たわっておりますが、課題解決に向けた副知

事間協議を含め、引き続き、協議の調整を行う

こととし、令和4年度の上下分離の円滑な実施
に向けて取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

よろしくご審議いただきますようお願いいた

します。

【中島(浩)委員長】 次に、県庁舎跡地活用室長
より補足説明をお願いいたします。

【苑田県庁舎跡地活用室長】県庁舎跡地活用に

関しまして、補足説明をさせていただきます。

資料につきましては、「 県庁舎跡地活用に関す

る検討状況」という資料と追加でお配りしてお

りますカラーの「長崎県庁舎跡地範囲確認調査
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状況」という資料をお願いいたします。

まず、Ａ4縦の部分ですが、埋蔵文化財調査
関係でございます。

本年10月から来年1月15日までの3カ月の予
定で、教育委員会において、遺跡の有無や範囲

などを確認するための範囲確認調査を実施いた

しております。

調査状況につきましては、カラーの「長崎県

庁舎跡地範囲確認調査状況」のほうでご説明を

させていただきたいと存じます。

まず、最初のページにお付けしておりますの

が、今回の調査箇所でございまして、これは上

が市役所通り側で、下が出島側となっておりま

して、右側にありますＴＰ1というところから
ＴＰ18までございますけれども、18カ所を学芸
文化課において範囲確認調査を実施しておりま

す。

このうちの右下のＴＰ1やＴＰ2のあたりで
明治期の石垣の一部などが確認され、また、左

上にございますＴＰ13の左側の部分ですとか、
ＴＰ15やＴＰ17において、江戸時代のものと考
えられる瓦片などが混じった土が確認されてい

る状況でございます。

カラーの資料をおめくりいただきまして2ペ
ージに石垣の検出状況をお付けいたしておりま

す。そして、また、3ページと4ページに江戸時
代のものと考えられる瓦片やしっくい片が混じ

った土の状況をお付けさせていただいておりま

す。

Ａ4縦の資料にお戻りいただいてよろしいで
しょうか。

引き続き、学芸文化課のほうで予断を持つこ

となく調査を行うことといたしておりまして、

その状況につきましては、県のホームページの

ほうで、随時、お知らせをしてまいります。

また、一般向けの現地説明会でございますが、

11月24日は悪天候のため中止となりましたが、
次回を今月の22日に実施する予定といたして
おります。

続きまして外部専門家の委嘱についてでござ

いますが、9月議会でご説明しておりました埋
蔵文化財等の専門家を委嘱しまして、出土した

遺構等の重要性や、その保存・活用のあり方等

についてご意見を伺うことといたしております。

こうした中、おめくりいただきまして2ペー
ジでございますが、冒頭にございますように今

月の5日、委嘱した3名のうち2名の専門家に現
地をご視察いただき、その後、1回目の意見聴
取を行ったところでございます。

主な意見につきましては、中ほどより記載の

とおりでございますが、「発掘調査はしっかり

と行われており、引き続き、予断を持たず調査

を進めてほしい」といったお話がございました。

また、その下でございますが、先ほどご説明

しました石垣の調査箇所につきましては、「江

戸期の石垣が残っている可能性が高い」、また、

西側の江戸時代の瓦片などが混じった土が確認

された調査箇所につきましては、「その下に、

さらに古い時代の遺物を含む層が残っている可

能性があるのではないか」といったご意見もい

ただき、学芸文化課において、さらに調査を進

め、1月中旬を予定しておりますが、次回の意
見聴取の際に改めてご意見をいただくこととい

たしております。意見聴取の結果等については、

逐次、お知らせをしてまいります。

続きまして、3ページをお願いいたします。
6月議会で予算をお認めいただきまして作業
を進めております基本構想の策定状況について、

ご説明いたします。

9月議会以降の委託事業者や各分野の専門家、
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民間事業者に、歴史を活かしながら、賑わい創

出や交流人口の拡大につなげるための、より効

果的な方策や機能について広く意見をお聞きし

ております。

主な意見は、中ほどより記載をいたしており

まして、総論的な意見としましては、「デザイ

ンの重要性」でございますとか、「ハードに加

えてＡＲやＶＲといった最新技術によるソフト

的な機能、また、モニュメントなどの象徴的な

構造物の設置、カフェなどの飲食機能が有効で

はないか」といった意見や提案などをいただい

たところでございます。

4ページをお願いいたします。
個別の機能といたしましては、日常的な賑わ

いをもたらすための空間のあり方でございます

とか、長崎ならではの体験ができる「コト消費

型」の施設、人が集まりやすい交通結節点の整

備、県警本部跡地のさまざまな活用策などにつ

いて、ご意見やご提案をいただいたところでご

ざいます。

今後も、幅広く意見や提案をお聞きしながら、

よりよい活用策となるよう検討を進めてまいり

ます。

また、②といたしまして、こうした効果的な

活用策の検討とあわせまして、県庁舎跡地エリ

アに早期に賑わいを生み出すための石垣の下の

空間を活用した先行的な賑わいづくりや、企画

運営に携わる人材の発掘・育成に向けたワーク

ショップの運営方法についても検討を始めたと

ころでございます。

今後、県議会や専門家の皆様などからのご意

見を踏まえながら、具体的なイメージを整理し

てまいりたいと存じます。

最後に、長崎市との協議状況についてご説明

いたします。

現在、ホールの質の高さ、整備する施設間の

連携のあり方、駐車場の整備方法などについて

協議を行っております。

それぞれにつきまして、考え方を持ち寄りま

して、5ページでございますが、ホールの質の
高さにつきましては、今後、市が策定するホー

ルの基本計画の中で、設備や機能等の詳細をど

のように確認していくかについて、また、②の

施設のデザインや運営につきましては、相乗効

果を発揮するための施設間の連携のあり方、統

一的なデザイン等による整備のための設計のあ

り方について協議をいたしております。

また、その下の駐車場につきましては、県は、

景観と利用者の利便性を考慮しまして、ホール

建物内に一定規模の駐車場を確保し、不足分に

ついては、県警本部跡地等で整備するとの考え

方、市におきましては、整備費用の面から平置

き駐車場を考えておりましたが、景観に対する

県の考え方も踏まえ、障害者用や搬入車両用は

ホール付近に、それ以外は県警本部跡地で整備

するとの考えで協議を続けているところでござ

います。

今後の対応のところにございますように、長

崎市としましても、1月15日までの予定の範囲
確認調査の動向も注視しながら、ホールの整備

場所について判断したいとの意向でございます。

こうした状況にも留意いたしまして、民間事

業者などの意見も参考にしながら、県市による

協議を続けてまいりたいと考えております。

以上で説明を終わります。どうぞよろしくお

願いいたします。

【中島(浩)委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、まず、陳情

審査を行います。

配付しております陳情書一覧表のとおり、陳
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情書の送付を受けておりますので、ご覧願いま

す。

陳情書について、何かご質問はございません

か。

【川崎委員】 79番の九州商船から出ている「新
上五島町公設民営船に対する船舶修繕費の補助

に関する要望書」について、お尋ねします。

まず、県の認識をお尋ねしたいと思います。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 今回、

新聞報道にもございましたけれども、新上五島

町におきましては、「びっぐあーす」の点検費

用を町で負担をするといったところで取組が進

められております。

この新上五島町におきましては、五島産業汽

船株式会社に「びっぐあーす」の指定管理者を

お願いした際には、同社から提出をされた事業

計画に基づき、町及び町議会におきまして検証

いたしまして、同社は鯛ノ浦～長崎航路の安定

運航が行える事業者として指定されたと伺って

おります。

あわせて、この際には、「びっぐあーす」の

点検費用等については、新上五島町と五島産業

汽船株式会社との間において、航路事業者が負

担する旨の裸傭船契約が締結されておりますの

で、指定管理を結ぶ中で、この航路につきまし

て、新上五島町は責任を持って五島産業汽船株

式会社にお願いをするといったところで取組が

進められたと思っております。

しかしながら、新上五島町、それから九州商

船にもいろいろなご意見をお伺いする中で、特

に新上五島町におきましては、現状を見た時に、

五島産業汽船株式会社においては、旧会社より

も定員が少ない船舶で運航していること。旧会

社においては、「びっぐあーす」と「びっぐあ

ーす2号」ということで、300名定員の2隻体制

で運航しておりましたけれども、これが、実際

のところ、79人体制の「ありかわ8号」と「び
っぐあーす」、これは300人体制になりますけ
れども、定員規模が少ない船舶で運航している

ということもありまして、運航開始から1年た
ちますけれども、実績としましては、約8万
1,000人、前年と比べて、同航路では約7割程度
という状況になっていること。

また、会社全体の収支状況を見る中で、「び

っぐあーす」の点検費用等を五島産業汽船株式

会社が負担することは難しいという判断も一定

されたという中で、公設民営船舶が運航します

鯛ノ浦～長崎航路の安定化のためには、「びっ

ぐあーす」の点検費用等を町において負担する

といったことが適当であるということで、町及

び町議会においては判断をされたということを

伺っております。

しかしながら、県としましては、今回の取組

は、確かに、町が独自に行う航路対策事業とい

うことはございますけれども、航路対策事業と

して、町からは鯛ノ浦～長崎航路を守り、町有

船の資産価値保全に対する町の責任として、ま

た、離島航路を守るための実施ということでお

伺いしておりまして、また、五島産業汽船株式

会社の運転資金に対する支援ではないといった

お考えも聞いておりますけれども、この鯛ノ浦

～長崎航路におきましては、競合する航路、つ

まり九州商船が運航する有川～長崎航路がござ

いますので、そういった前提はありながらも、

関係事業者に対するしっかりとした説明は、当

然ながら必要と考えておりまして、新上五島町

においては、関係者に対して十分な説明をする

ように、今現在求めているところでございます。

【川崎委員】そうすると、公設民営の船であり、

維持のために取り組むことについては、町民、
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利用者の立場に立てばそうなのかもわかりませ

んが、一方では、関係者というところが競合路

線というところで、丁寧な説明を求めていると

いうところで県はとどまっている。そこから踏

み込んだ動きは、県としては行わないというこ

とでしょうか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】現状で

は、鯛ノ浦～長崎航路におきましては、有川～

長崎航路とあわせまして、指定区間ということ

で、離島住民が日常生活等営むために必要な航

路という認定がなされております。

その中で、サービス基準といたしまして、こ

の航路であれば、毎日2往復、40人規模の船舶
で運航するといったところが、まず、利用者の

利便性を考えた中で定められたルールというこ

とになっております。

現状におきましては、離島航路の確保・維持

の観点という面で言えば、このサービス基準が

満たされているという状況にあります。今後、

そうは言いながらも競合航路である以上は、一

方では、こういった九州商船からのご意見も出

てきていますので、相互の理解、それから、今

後、離島航路を守るために、新上五島町として

しっかりとした説明をしていただきたいという

ふうに、県では思っているところでございます。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【小林委員】 今、話があっているところの、九

州商船から、「新上五島町の公設民営船に対す

る船舶修繕費の補助に関する要望書」と、この

内容を読ませていただきましたが、率直に言っ

て、かなり辛辣な内容になっていると。これま

でいろいろとお互い競合する会社が、お互いを

いろいろ指摘しあったりとか、そんなことは、

正直言ってなかったと思うんです。

ところが、現時点において、九州商船という

のはよく知らないけれども、離島航路とか、長

い経営をしっかりおやりになって、島民の足を

きちんと確保されてきた立派な会社だと、こう

いうふうに思っているわけであります。また、

経営者の方も、それなりの識見のあられる方と、

こういうふうに聞いておりますので、そんな一

方的な、間違ったような内容等を、我々のこの

県議会という権威あるこの場所に持ってくると

いうことはないと思います。

そういう視点から考えてみても、この内容と

いうものが、読ませていただいて、実に極めて、

ちょっと理解ができがたいという、この九州商

船におけるところの、いわゆる辛辣な内容とい

うのが、一体県の行政とか、あるいは町の行政

とか、離島航路を確保するために、本当に公平

かつ正確にやっていただいているかどうかと、

この適正さが疑われると思うわけです。

そこで、お尋ねしますが、まず、これは当然

のことながら、指定管理を受けるということで、

五島産業汽船と新上五島町で契約は交わされて

いると思うんです。その契約が交わされている

ところの中において、こういういろいろ修理と

か点検とか、当然のことが出てまいります。こ

こについては、契約の中においてはどういう位

置づけになっているか、まずお尋ねをします。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】新上五

島町と五島産業汽船株式会社の間においては、

船舶の貸し付けの際に、裸傭船契約というもの

が結ばれております。この中におきまして、修

繕・検査及び諸費用につきましては、傭船者は、

本契約期間中における本船の定期検査、中間検

査及び臨時検査、修繕・運航及び船員に関する

諸費用、その他本船仕様並びに保守・保全に必

要な一切の経費を負担しなければならないとい

った定めが設けられております。
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【小林委員】今、契約書の内容を読んでもらっ

たと思うんだけれども、私もこの契約書を手に

入れました。裸傭船契約書となって、新上五島

町と五島産業汽船の会社と町で契約を交わして

いると。その中身に、確かに言われるように、

修繕・検査及び諸費用については、いわゆる傭

船者、つまり会社側ですべて一切の費用を負担

しなければならないと、こういうようなことに

なっている。

そういう契約を交わされておりながら、なぜ

今回、法定検査費用というのか、それが大体幾

らなのかと。それをなぜ公金をそうやって充て

なければならないと、こういうふうなことにな

っているのか、その辺の経過は一体どうなって

いますか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 まず、

旧五島産業汽船が経営破綻をいたしまして、昨

年10月2日にから、運航するすべての航路を運
休いたしました。その時点から、新上五島町に

おきましては、当然ながら離島航路の安定化に

向けてさまざまなお考えのもと、取組を進めら

れてこられまして、特に、今考えていらっしゃ

いますのは、欠損補助を受けている航路につき

ましては補助はございますので、安定維持はで

きるけれども、欠損補助を受けていない航路、

鯛ノ浦～長崎、有川～長崎航路、この航路につ

いては欠損補助を受けていない、いわゆる競合

航路となっている中で、今後、離島航路の安定

化を図るためにはさまざまな手はずをしていか

ないといけないといったところのお考えがござ

いました。

その中で、離島航路の安定化のための欠損補

助を新たに設けるといった取組というのは、当

然ながら制度を変える動きでもございますので、

時間がかかってくると。そういった中で、まず

町としては、どういった取組ができるのかとい

ったところの検討もされる中で、町有船である

「びっぐあーす」、「びっぐあーす2号」につ
いては、指定管理航路ということで投入してい

ることもございますので、そこにかかる経費に

ついては負担をするというお考えも生まれてき

たということで伺っております。

しかしながら、今回につきましては、先ほど

ご説明をいたしましたように、まずきっかけと

なりましたのは、「びっぐあーす」の1億7,000
万円程度の点検費用でございますけれども、こ

の負担を現状の五島産業汽船株式会社の収支の

状況を見る中では非常に厳しいという判断を町

及び町議会においてはなされたものといったと

ころで、今回の動きになっているところでござ

います。

【小林委員】 今の話で、1億7,000万円もの法
定検査費用がかかると。本来ならば、契約どお

りでいくならば、当然これは五島産業汽船が、

やっぱり会社でやってもらわなければいかんと、

こういうようなことになっているところを、改

めてこういうような背景になったのは一体何な

のかと。

つまり、新会社が設立されて1年間ぐらい経
過をしたけれども、そこにおけるところの会社

の経営が一体どういうふうになっているのか。

赤字なのか、黒字なのか、この1億7,000万円を
負担するという契約をしながら、それを履行で

きないということは一体どういうことなのかと。

これをまた町が受け持つということは一体どう

なのかと、こういうことを聞いているんですよ。

まず、経営はどうなんですか。

【中島(浩)委員長】 暫時休憩いたします。

― 午前１１時１８分 休憩 ―
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― 午前１１時１８分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開します。
【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】新会社

の経営状況の把握につきましては、五島産業汽

船、旧会社のほうが経営破綻して以来、生活航

路を運航する航路事業者に対しましては、随時、

国と連携を図りながらヒアリング等実施してい

るところでございます。

新会社の経営につきましては、これもまた随

時、燃料費や運賃収入、こういったところの航

路の収支、それから利用実績の聞き取りを行い

ながら、現時点では安定しているとお聞きをし

ているところでございます。

しかしながら、新聞報道もございますけれど

も、町のほうからは、ドック費用の負担までは

できる程度ではないと、収支のほうは安定はし

ていないといったところもお聞きしております

し、また、会社設立から1年たちまして、先月
末に株主総会も開かれたというふうにお聞きし

ておりますので、今後、国とも連携を図りなが

ら、会社全体の経営状況についてヒアリングを

行うことを検討しておりまして、その中で、ま

た状況を把握していきたいと思っております。

【小林委員】これは陳情だから、要望書だから、

あまりこの時間帯でやることが適正ではないと。

また、議案外等々においてこの問題は質疑を交

わしたいと、こうなっているんだけれども、企

画監かな、何かあまりしゃべり過ぎて、反対に

私がよくそうやって言われるんだけれども、焦

点が全然わからんたい。なんば言いよるかわか

らんたい、べらべらしゃべって。

だから、今聞きたいことは、いわゆる経営が

どうなっているかと、こう聞いているだけなん

だよ。そこだけを言えはいいことで、新聞記事

がどうだとか、何のかんのといって話を煙に巻

くようなことはやめろ、そうやって。聞いてい

ることだけ答えろ。

まず一つは、経営がどうなのかということを

聞いて、当然決算書とか、9月に決算を出さな
くちゃいかんわけだから、県のほうにも過去に

来た経過があっているわけだから、そうやって

経営内容が、決算書を見てもわかるように、ち

ゃんと送ってきているんじゃないかと思うし、

そこはどうなのかと、こう聞いているんです。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】五島産

業汽船株式会社につきましては、県のほうで補

助事業とかのかかわりはございませんので、国

のほうについては、航路収支というのは報告す

る義務はございますけれども、県のほうには決

算関係の書類はまいっておりません。

しかしながら、先ほども申しましたように、

今回の航路安定化問題につきましては、五島産

業汽船株式会社にも十分ご説明をいたしまして

ご協力いただくということになっておりますの

で、株主総会が終わったということでございま

すので、今後、決算関係書類であったり、関係

事業書類の確認をヒアリングという形でお願い

したいというふうに思っているところでござい

ます。

【小林委員】 黒字なのか、赤字なのか、1億
7,000万円を出せるような状態ではないみたい
なことを言っているわけだけれども、なんでそ

んなことがわかるのか。

黒字なのか、赤字なのか、そうやって1億
7,000万円の法定の検査費用を出しきらない状
態であるとか、そんなことを何か言っていて、

全然つじつまが合わんじゃないか。内容はわか

らんのに、あなたはどこの人間か。そういうお

かしなことを言うな。明快に答えろ。



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１２日）

- 124 -

決算書、これは国のほうに上げているかもし

れないが、県には来てないと。県には来てない

ということも、実際的に旧会社を引き継いだ新

たな会社の経過からみれば、あれだけ大きな迷

惑をかけているし、県が中心となって国につな

ぎ、17億3,000万円というような大きな公金を、
いわゆる旧五島産業汽船のほうには拠出してい

るわけだよ。それが、ああいう形になったわけ

だから、当然、県としても離島航路を守るとい

う観点から、その内容についてははっきりわか

っておかなくちゃいかん。

だから、一体内容がどうなのか、ここのとこ

ろをしっかり明らかにしてもらわないといかん

けれども、黒字なのか、赤字なのか、1億7,000
万円を拠出できないということは一体どういう

ことなのか、ここのところをきちんと答えてく

ださい。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 まず、

「びっぐあーす」の点検費用を拠出できないと

いう状況につきましては、町のほうにつきまし

ては、指定管理で傭船を五島産業汽船株式会社

に行っておりますので、町は決算書類を確認し

ていると思っております。その内容を踏まえて、

町では今回のような判断をされたといったこと

になります。

県のほうにつきましては、先ほど申しました

ように、燃料費や運賃収入、こういったものの

航路の収支を見た中では、いわゆる安定してい

る、赤字ではないというふうに認識をしており

ますけれども、会社全体の経営状況ということ

になりますと、現在は決算時期がきております

ので、今後、収支状況をしっかり確認するとい

うことで、今検討、準備をしているところでご

ざいます。

【小林委員】 決算というのは、大体9月に行う

んだよ。今や12月だよ。大分月日がたっている。
しかもね、今日、新聞は見てないけれども、新

上五島町では、そういう決算をもとに、いろい

ろと審議もあったんではないかと推測されるわ

けだよ。

当然こちらから新上五島町に、9月決算はど
うだったかと、重大関心事であらなければいか

んし、そういうものは、こちらからも求めなけ

ればならないんではないかと。だけど、今のあ

なたの話では、赤字ではないということだけを

明らかにされた。このことは、またしっかり、

それを前提として、また今後において議論した

いと思いますが、最後に、市町村課長、過疎債

か何か、そんなものを1億7,000万円、法定検査
費用をというようなことだけれども、そんな話

が新上五島町から具体的に、正式にお願いがき

ておるのかどうか、そこだけをお尋ねしておき

たいと思います。

【井手市町村課長】現段階で正式にきているわ

けではございません。

ただ、過疎債におきましては、所要額調査と

いうものが11月に総務省からまいります。枠が
ございます関係があるものですから、所要額調

査というものがございまして、その中に金額と

しては上がってきている状態でございます。

ただ、正式に起債計画書といったものが提出

されているものではございません。

【小林委員】 そうすると、新上五島町は、県を

経過せずに、国に対して1億7,000万円の「びっ
ぐあーす号」の法定検査費用を過疎債でお願い

したいということは、もう県を飛び越えて先に

話がいっているということになりますか、確認

をいたします。

【井手市町村課長】すみません。私の説明が若

干言葉足らずでございました。
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所要額調査というのは、総務省から県にお尋

ねがまいりまして、県から各市町にお尋ねをし

て上げます。それを県のほうからお答えすると

いう状態ですので、直接町から国に対していっ

てしまっているということではございません。

【小林委員】最初の答弁と、新上五島町から正

式にそういう過疎債云々の話はないと、あなた

はさっき言うたろう、そういうことを。正式に

はないと言ったじゃないか、さっき。だから、

それを言ったのにもかかわらず、今度は、さも

あったかのような話になって、何か話をすり替

える。

だから、いずれにしても、後で話をしますけ

れども、何かうさんくさいような話は困るんだ

よ。今までの経過があればあるだけに、我々と

しては、九州商船というそれなりの会社がここ

までいきり立っているということは尋常じゃな

い。そこに大きな問題があるんじゃないかと、

こういうことなんです。

ですから、後でここのところはしっかり議論

を、また他の委員の方もあられると思いますの

で、させていただきたいと思いますが、とりあ

えず私は、こういう競合路線の九州商船が、一

方において競合しておって、それから、もう一

つしているわけです。

九州商船は、当然「びっぐあーす2号」を指
定管理として受けているわけだね。そこの法定

検査、同じような法定検査、そういうものがあ

ったと思うんだけれども、ここはどうだ、どこ

から金が出ているのか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】「びっ

ぐあーす2号」につきましては、佐世保～有川
航路に就航しておりまして、この区間につきま

しては、欠損補助区間ということになっており

ますので、公費のほうで負担をされることにな

ります。

【小林委員】だけど、これも指定管理を受けた

船なんだろう。それから、どういうような形で、

当然、この契約に基づいて、その「びっぐあー

す2号」の法定費用については、ちゃんと九州
商船が自前で調達してそれを払っていると。今

回みたいに、そういう公金を流用するような手

続とか、そういうお願いはないということだけ

は明確にしてもらいたいと思うんだけれども、

そういうことでいいんですか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】私の説

明がまずかったかと思いますので、改めてご説

明いたします。

佐世保～有川航路につきましては、欠損補助

区間ということで、「びっぐあーす2号」につ
いては国費、県費のほうで賄われると。

それから、競合航路の鯛ノ浦～長崎、有川～

長崎について、長崎～有川の九州商船の検査費

用につきましては、九州商船が賄っているとい

った形になっております。

【小林委員】よくわからん。とにかく後でやる

けれども、九州商船も、当然「びっぐあーす2
号」は町から無償貸与されている、ここのとこ

ろのいわゆる法定検査費用は自前で調達をして

いるということで、何もそうやって公金を流用

しているというような動きもなければ、そうい

うところで何かお願いするとかというようなこ

ともなかったと、自前でやっていると、こうい

うことでいいんですね。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】「びっ

ぐあーす2号」につきましては欠損補助でござ
いますので、九州商船からの持ち出しはござい

ません。

【小林委員】 はい、わかりました。

【中島(浩)委員長】 ほかに質問はございません
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か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 次に、議案外所管事務一般
に対する質問を行うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はございませ

んか。

【川崎委員】 8ページの一般社団法人長崎県身
体障害者福祉協会連合会から出されている、「県

議会議員選挙公報について」という陳情に関す

る書類ですが、「何らかの対応ができるかどう

か調査・研究をし」、よくわからないんですが、

何らかの対応ができるかどうか調査・研究をし

ていきたいと考えているというのは、選挙公報

というのは、候補者が作成をしていって、皆様

にお知らせをする内容でありまして、それを、

例えば視覚がなかなか厳しい方にお伝えをする

ということに関しては、これは提出する側にも

かかわってくることなので、どういったことが、

今お考えになられているのか、お尋ねをいたし

ます。

【井手市町村課長】選挙公報の視覚障害者の方

に対して選挙のお知らせという形で点字、それ

から音声、拡大文字という3種類の方法が、今
ございます。

今現在は、参議院選挙ですとか衆議院選挙、

それから知事選挙においては、この選挙のお知

らせということで、視覚障害者に対しての、先

ほど申しました点字、音声、拡大文字というも

のを作成している状況でございます。

県議会議員の選挙におきましては、現在のと

ころ作成をしておりません。これは、私どもも

作成をしたいという思いがございますけれども、

ほかの選挙と比べまして候補者の数が多い、そ

れから、選挙の運動期間が9日間ということに

なっておりまして、現在、例えば参議で作成を

しておりますのが1種類であって、これを作成
するのに6日程度かかっているところがござい
ます。これを県議選挙になると16選挙区ござい
ますので、16で、仮に先ほどの3つとも作成す
ると48になるんですけれども、この期間は6日
間以上かかるだろう、選挙期間が9日と考えま
すと、なかなか作成が厳しいというところで、

今現在はつくってないという状況がございます。

しかしながら、こういったご要望も受けてお

り、我々としましても、候補者の皆様の公約と

いうのをお知らせして選挙にご理解をいただく

というのは重要だと思っておりますので、今の

ところ、九州各県の状況等確認をしたり、どう

いった形で視覚障害者の方に対して選挙のお知

らせを提供できるかという形の調査・研究をさ

せていただいているという状況でございます。

【川崎委員】 議員発議の条例で、平成26年に
施行しました「障害のある人もない人も共に生

きる平和な長崎県づくり条例」、今議会の最初

のほうに、我々も街頭に立って啓発の取組を行

わせていただきました。5年経過をして、浸透
ということについてはまだまだであると、あと、

連合会の会長様からのご指摘のもとに、議長が

先頭に立って取り組んだ行事だったんですね。

そういったことから、我々も少しでも皆様に

お応えをしていきたいと思っております。そう

いった中において、点字版、音声版、拡大文字

版、確かに、限られた時間の中ですべてをとい

うことは難しいかもわかりません。しかしなが

ら、やれるところから取り組んでいくという姿

勢は見せてほしいと思いますし、当然それは

我々もやらなければいけないことになるわけで

すから、これは、例えば始まる直前に、こうで

すよというようなことを決められると、これは
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また準備も大変でありますし、早急に方針を決

めて、次回はこういうところは取り組んでいき

ましょうよというところは、ぜひ、具体的に一

歩前進の新たな施策を講じていただきたいとい

うふうに思っておりますので、最後にご答弁を。

【井手市町村課長】今、委員からご指摘もござ

いましたとおり、「障害のある人もない人も共

に生きる平和な長崎県づくり条例」というのは、

我々も十分承知しているところでございます。

今、委員からお話しいただきましたように、

できるところからということで、我々もぜひ取

り組んでまいりたいと思っておりまして、どう

すればできるか、どういう点を改善したり、ご

協力をいただいたりすることで対応できるかと

いったところをぜひ考えまして、取り組んでま

いりたいと思っております。

【浅田委員】資料請求だけでお願いしたいんで

すけれども、今、いろんな、3種類のやり方が
あると。ここではおわかりにならないと思うん

ですけれども、長崎県内でどれぐらいの方が、

どの方式を求められているかというのをまとめ

て、後で構いませんので、教えてください。後

ほどでいいです。

【井手市町村課長】求められているかという点

だと、正直ちょっと厳しいところがあるんです

けれども、例えば前回の参議の選挙におきまし

ては、点字版の作成を、選挙区171、比例171
という数で作成をしておりまして、それぞれ市

町の選管ですとか、長崎県視覚障害者情報セン

ターですとか、社会福祉協議会といったような

ご希望があるところと申しますか、視覚障害者

の方がお立ち寄りになられるであろうところに

配布をさせていただいているという状況でござ

います。

それは、点字版、音声版、音声もカセットと

ＣＤとございますけれども、拡大文字版と、そ

れぞれちょっと作成数が異なっておりますので、

後ほど配付をさせていただければと考えており

ます。

【中島(浩)委員長】 ほかにございますか。
【中村(泰)委員】 お疲れさまです。第2回長崎
県まち・ひと・しごと創生対策懇話会の会議結

果の報告書に関してでございます。

議事概要の中で、2番、①ＫＰＩがおおむね
達成されている中で、人口減少、若者の県外就

職に歯止めがかかっていない状況に対し、問題

意識を持つべきというご指摘をいただいており

ます。会議の場で、この問いに対してどういう

ご回答をされたのか、よろしくお願いします。

【陣野政策企画課長】 まち・ひと・しごと創生

対策懇話会の議事概要でございます。

今ご指摘がありましたように、ＫＰＩがおお

むね達成しているところ、特に雇用の場の創出、

移住が順調に推移していく中で人口減少、特に

若者の県外就職に歯止めがかかっていないと。

雇用の場、移住は順調なんですけれども、やは

り県内就職のところがなかなか進んでいないと

いうところについて問題意識を持つべきという

ご指摘でございます。

これは、私どもも非常に重要なご指摘と考え

ておりまして、雇用の場は創出しておりますけ

れども、若者の県内就職が低迷しているという

中で、私どももどういった要因があるのか、さ

らには、県内においても雇用の場があるにもか

かわらず、若者が外に出ていくという中で、一

定そういった中で、我々も分析する中で、やは

り賃金の問題であったりとか、休日の問題と、

そういったところはまだまだ県外の企業の方が

条件がいいという問題もありますし、そういっ

たところを若者が意識をして就職をしていると
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いう状況もアンケート等でも把握をしましたの

で、改めてそういった点を強化していきたいと

いう形でのご答弁を差し上げて、次の戦略の中

においても、企業にもそういった賃金、休日等

処遇等の改善の働きかけを行っていきたいとい

うのを、次期戦略の柱として考えていきたいと

いうことをご答弁させていただいたところでご

ざいます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
このご指摘はすごく的を射ているというか、

客観的に見た時に、こういうふうに見えてしま

うと。ＫＰＩを設定いただいていることは非常

にすばらしいことで、ＫＰＩも設定していない

自治体も当然あられる中で、こういった批判を

受けてしまうのは仕方がないと思いながらも、

すごく有意義な議論をされているんだと感じて

おります。

こういうご指摘をいただいてＫＰＩを見直す

であるとか、そういったことが恐らく必要であ

ると思いますので、そういう視点で捉えていた

だければと思います。

以上です。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 それでは、次に、議案外所
管事務一般について、ご質問はございませんか。

【吉村委員】先ほど九州・長崎ＩＲ運営事業実

施方針という説明を受けたところですが、長崎

県、佐世保市あわせて九州ＩＲという形で着々

と進められておるというふうに感じておるわけ

ですが、先月末、北海道知事が「ＩＲ誘致は断

念する」と、そのような報道をお聞きしている

わけですが、全国の状況といったものがどうい

うふうになっているのかなというのが疑問にな

るんですが、その進捗状況ということについて

ご説明をいただければ、ありがたいと思います。

【小宮ＩＲ推進課長】今、委員からご質問があ

りました全国の状況でございます。

さきに国土交通省観光庁が都道府県及び政令

指定都市にアンケート調査を行いました結果、

北海道を含む8の地域が申請、または検討して
いるという回答をしておるところですけれども、

ご承知のとおり、大阪府・市が手続が先行して

おりまして、本年4月から10月までＲＦＣ、事
業者からコンセプトを募集するＲＦＣを実施い

たしておりまして、この12月から来年6月まで
をめどにＲＦＰ、事業者の公募・選定の手続に

入るという情報を得ております。

次に、和歌山県でございます。和歌山県は、

今現在、土地を確保できたという報道がなされ

ておりますけれども、おおむね来年の春から事

業者の公募・選定手続に入りまして、秋ごろを

めどに事業者を決定したいという報道の情報を

得ております。

次に、横浜市ですけれども、横浜市は、8月
末に市長が誘致を表明いたしまして、9月議会
で補正予算等々が可決になりまして、今現在、

本県並びに、先ほどの和歌山県と同じようなス

ケジュールで、来年春から事業者の公募手続に

入るという状況がございます。

このほか、東京都ですけれども、小池知事は

定例記者会見で、「ＩＲ誘致のメリット、デメ

リット双方あるので慎重に検討していく」とい

うことで、従来の姿勢を崩しておられません。

ちょっと判断を先送りしている状況かと思われ

ます。

次に、千葉市でございますけれども、千葉市

は、本年10月から、ＩＲ関連企業から情報収集
を行いますＲＦＩ、インフォメーションのほう

です。ＲＦＩを実施いたしまして、8事業者か
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ら提案を受けておるということで、千葉市は引

き続きＩＲ誘致についての検討を続けていると

いう状況でございます。

それから、先ほど北海道のお話がございまし

たけれども、北海道は、今回、さまざまな要件

があって、先月末、知事が、今回の3カ所への
誘致には間に合わないというご判断から、誘致

を断念されるという報道は得ております。

それから、最後に、名古屋市でございますけ

れども、市長がＩＲ誘致を表明されているとい

うことで、その後、特段の動きはないというと

ころで把握をいたしております。

【吉村委員】今の説明ですね、大阪はかなり進

んでいるのかなと思います。あと、和歌山、横

浜、千葉と、そういったところが挙がっておる

ということが確認されるわけですが、大体国が

今言っておられるのが、上限3カ所という区域
認定になるわけですけれども、今の話を聞くと、

この長崎を含めて大体4地域、4カ所ぐらいで争
う形になるのかなと思うわけですが、ＩＲ誘致

に向けた大阪、和歌山、横浜、この組織体制と

いうか、今の聞いた状況で、取り組み姿勢とし

ての予算規模あたりはどのようになっているの

か、ご存じであれば、お知らせをいただきたい

と思います。

【小宮ＩＲ推進課長】今、委員から大阪府・市、

和歌山、横浜の組織体制と予算のご質問があり

まして、私どもで把握できている範囲での答弁

になりますけれども、大阪府・市はＩＲ推進局

を共同設置いたしておりまして、今現在、確認

できる範囲で43名の体制で、今年度の当初予算
で約3億3,000万円と把握しております。
次に、和歌山県ですけれども、和歌山県もＩ

Ｒ推進室を専門部署として設置しておりまして、

今現在、14名の体制と伺っております。予算規

模は、今年度当初予算で約2億3,200万円という
把握をしております。

横浜市ですけれども、先ほど9月補正予算で
可決されたということで、先に予算額を申し上

げますと、2億6,000万円が計上されております。
このほか、当初予算で調査費が数千万円ござい

ましたので、2億6,000万円をちょっと上るかと
思います。体制につきましては、11月1日付で
25名体制というところでございます。
【吉村委員】 今、和歌山、横浜、大阪府・市の

3地域での体制というのがわかったわけですが、
ちなみに、ちょっと聞くのを忘れたんですけれ

ども、長崎県の体制もお知らせいただけません

か。

【小宮ＩＲ推進課長】本県におきましては、平

成29年10月にＩＲ推進室を設置いたしまして、
この4月にＩＲ推進課で、今現在15名の体制で
業務を遂行しております。予算額としましては、

県と市におきまして推進協議会を設置しており

まして、合わせまして約2億2,800万円の予算で、
今現在取り組んでいるところでございます。

【吉村委員】予算の規模的には長崎県も頑張っ

てやっているというようなことが、ある程度わ

かってくるわけですが、12月10日の新聞にも載
ったんですが、長崎空港に新しいポンツーンを

つくると、それから、ターミナル用地を整備す

ると、空港はかれこれで、事業費約53億円をか
けて整備をしていくんだと。空港の機能充実だ

けならそれでよかったんですが、ここに「ＩＲ

誘致を見据え整備をしていく」というふうに書

いてあるわけですね、県が。そういうことで、

佐世保市も既にハウステンボスのＩＲ用地とし

て205億円、そういうことを担保して準備をし
てあると。そういうことで、推進体制は見てと

れるわけですが、この企画振興部で扱うＩＲ事
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業ということもわかるんですが、こうやって空

港の整備とかいろんな道路、西九州自動車道は

もとより東彼杵道路、それから、新幹線のフル

規格、先ほどからも説明がありましたが、それ

と長崎空港の機能の拡張とか、そういうことが

あらゆる要素を複合的に重ね合わせてその効果

を上げていくということになるんだろうと思う

わけですね。

そのように考えると、県の部局、幾つかまた

がってくると。そういった意味で、企画振興部

長に聞きたかったんですが、企画振興部長だけ

では答えることがなかなか難しいのかなと思う

わけで、そういうことを所管する、いわゆる企

画振興部、それから、県で言えば土木部、そう

いうところを所管するところはどこだろうかと

考えるわけですが、そこで、委員長にお伺いし

たいんですが、平田副知事がそういう所管をし

ながら副知事をされているわけですが、本日こ

この委員会に出席をしていただいて、もう少し

掘り下げたところでの議論を交わせないかと思

うんですが、この委員会に副知事の出席につい

てお諮りをいただければありがたいと思います。

【中島(浩)委員長】 休憩します。

― 午前１１時５０分 休憩 ―

― 午前１１時５０分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開します。
吉村委員より本県の重要課題ということで、

ＩＲについて、部署間も横断しての施策という

ことで、平田副知事を本委員会に出席を要請し

たいということでございますので、急な話です

ので、副知事のほうに出席を求めたいと思うん

ですけれど、スケジュール等の確認をさせてい

ただいて、午後から皆様にお知らせしたいと思

いますので、よろしいでしょうか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 では、しばらく休憩いたし
まして、再開を午後1時30分といたします。

― 午前１１時５１分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

本県の重要課題でありますＩＲについて、平

田副知事に出席を求めることに、ご異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 それでは、そのように進め
ることといたします。

休憩します。

― 午後 １時３１分 休憩 ―

― 午後 １時３１分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開します。
次に、午前中に引き続き、議案外所管事務一

般について質問を行います。

質問はございませんか。

【吉村委員】 午前中、最後にお尋ねしていて、

実現してよかったと思います。

それ以外のことで質問させていただきたいと

思います。

午前中も陳情審査のところで五島産業汽船、

長崎～鯛ノ浦航路の問題が出ていたわけですが、

陳情というわけじゃなくて、新聞にも掲載され

ていたから、これを見て思ったんですが、新上

五島町が法定検費用1億7,000万円を出して、五
島産業汽船の「びっぐあーす」に補助すると。

これが、先ほども小林委員のほうからも出てい

ましたが、過疎債を適用されるという話なんで

すが、そこら辺については、過疎債を活用する

ということがはっきりしているのかどうかを改
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めて確認させていただきたいんですけれども。

【井手市町村課長】過疎債のソフト分を活用さ

れるということで承っております。

午前中申し上げました、書類として申請書が

出ている状態というわけではございません。

【吉村委員】 これはずっと、まだ我々は、新会

社以前の株式会社五島産業汽船の流れ、それか

ら、経営破綻に至るまでというところの検証作

業をまだ引き続きやっているところです。そう

いう中にあって新会社が設立されて、まだ2年
はたってないんですかね。そういう中で、もう

こういう計画がずれてくるということは、やは

りこの航路に問題があるんじゃなかろうかとい

うふうに思ってしまうわけですが、国土交通省

のいわゆる地域公共交通確保・維持、この補助

メニューは、要件が、唯一かつ赤字の航路、こ

ういうことになっているわけですね。長崎～鯛

ノ浦～有川というところは、いわゆる競合路線

になっているわけで、競合しなければ補助対象

になるわけです。わざわざ過疎債を適用して補

助をするということが必要ではないわけです。

そこで、市町村課長にお尋ねしたいんですが、

これはどっちも法律ですよね。過疎債は、ざっ

くり言うと過疎対策特別措置法、そして、その

ソフト事業、過疎地域自立促進特別事業という

名称になるかと思いますが、それについては、

いわゆる地方自治法がその裏側に担保されてい

るのかなと思うんですけど、国土交通省のほう

では、この離島地域公共交通を確保するという

ことについては適用できない。でも、地方自治

法では適用できるという法律の相反する矛盾が

あるんじゃなかろうかなと、どっちが優先する

のかなと、昼休みの間に考えたんですけれど、

なかなかわからないんですよね。そこら辺、何

かご見解があったら、お知らせいただきたいん

ですけれど。

【井手市町村課長】地方債につきましては、地

方債同意等基準、あるいは地方財政法がもとも

との法律でございますけれども、その地方財政

法、それから、地方債同意等基準、それの要綱

等がございまして、そこに定められた要件に合

致すれば申請ができ、それは過疎債にかかわら

ずほかの起債もございますけれども、基準に照

らして該当する内容に起債をすることができる、

お金を借りることができるという制度になって

いようかと思います。

国土交通省の補助航路のほうにつきましては、

私は詳細に把握はしておりませんが、そもそも

の成り立ちと申しますか、起債をするというの

は、補助というよりもお金を借りる行為ですの

で、ちょっと内容が異なると申しますか、町が

お金を借りることができるのかというのが起債

のほうの考え方、もう一つ、国土交通省のほう

で航路に対する補助を入れられている分につい

ては、補助基準等が別途定められているものか

と考えております。

【吉村委員】これはなかなか難しい、どっちの

法律が優先するのかなとか考えたりするわけで

すよ。一方でだめと言いながら、一方ではいい

となったりすると、もう少しそこら辺、今後、

研究をしてみていただけないかなと思うんです。

補助と借り入れとなるんですが、借り入れも、

結局、過疎債でしょう。それを後もって交付税

で措置しますとか、結局補助と変わらないよう

なシステムになっているわけですが、そういう

ところを全般的に見た時に、何か矛盾するよう

なところを感じるんですが、研究をしてみてい

ただければと思います。

それから、この新聞記事を読んでいるんです

が、経営破綻した同名旧会社は、同航路で、年



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１２日）

- 132 -

間最大約10万人の利用者があったというふう
に記載があります。新会社発足後の昨年10月か
ら今年9月の1年間ですね、利用者は約8万人と、
ここに2万人差があるわけですが、新会社にな
ってからは、船は1隻ですよね。先ほどの説明
で、旧会社は2隻を運航しておったということ
になるわけですが、ここで10万人と8万人と2万
人しか差がないわけですね。普通考えると、1
隻減ったんだから、半減するのかなと思うんで

すが、もう一つの九州商船と、2つの航路があ
るわけですね。1社の場合は競合路線にならな
いので、わざわざこういう過疎債を適用させて

補助をするというようなことをせんでもいいん

だろうと思うんですけれども、例えば、年間の

上五島から長崎に来る乗客数というのが、全体

で幾らなのか把握されておれば、お聞きをした

い。

もし、これが1社になった場合、新上五島町
～長崎間の乗客を全員運べるのかなという2つ
の疑問が出てくるんですが、その点については、

わかるところがあれば、お知らせをいただきた

いと思うんですが、いかがですか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 昨年、

平成30年10月から今年の9月までの1年間で、新
上五島町から本土間の利用実績といったものを

集計しました結果では、航路としましては、福

江～青方～博多航路、それから、佐世保～上五

島航路、長崎～五島航路、主要なところではそ

ういったところも入っております。合計しまし

て、37万1,000人ほどの利用実績があっており
ます。

それから、2点目のお尋ねでございましたが、
新上五島町に、今、鯛ノ浦～長崎、有川～長崎

の2つの航路があると。それを1つの会社で運ぶ
ことが可能かどうかということでお尋ねがござ

いましたけれども、実績で、数字ベースで持っ

ておりますけれども、1年間のうち、天候であ
ったり、あと、ドックの関係とかがございまし

て、単純に船舶の定員だけでは、乗せられるか

どうかといったところが、この数字だけではわ

かりませんものですから、改めて、昨年度の運

航状況も踏まえたところで整理をしまして、ご

説明させていただければと思います。

【吉村委員】 37万人という数字が出てきたけ
れども、年間の運航実績というのは、再度調べ

てみないとわからないということですから、そ

れは、今後、調査をしていただきたいと思うわ

けです。

それで、これは、私個人的には旧会社からの

検証がまだ済んでいないと思うわけですが、そ

ういう中にあって、また、新会社もこのような

状況になるということについて、どうしても残

るものがあるわけですが、委員長にお願いをし

たいんですが、この件につきましては、こうい

う新会社でもこのような、いわゆる経営状況が

よろしくないというような結果が出てきている

わけですが、そもそもこういうことになったき

っかけとか、そういうのをまだ引き続き調査を

していく必要があると思うんですが、この総務

委員会は今回で終わるわけですね。ですから、

委員長の引き継ぎとして、今まだ調査をして調

べないといかんということも答弁で出てきてお

りますので、引き続き、次の委員会に申し送り

をしていただくようにお願いをしたいんですが、

いかがでしょうか。

【中島(浩)委員長】 申し送りたいということで
すね。

委員長としてですけれど、今日でこの委員会

の審査というのは終わりますので、委員会とし

て、そしてまた、委員長として、次の委員長に
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なられる方に、口頭になりますけれども、その

旨をお伝えすることでよろしいですかね。

【吉村委員】口頭でもいいですから、きちんと

引き継ぎをやっていだければありがたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。

以上で終わります。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【小林委員】今、吉村委員のほうから、これは、

また次の委員会等において、ぜひともいろいろ

と審議をしなければならない問題点がたくさん

あるというような、今の経過がありますので、

その辺のところはその辺のところとして、次回

の総務委員会で、また具体的な審議がなされる

ものと思いますが、やっぱりこういうふうに要

望書という形できておりますけれども、午前中

も言いましたけれども、かなり中身が、我々が

聞きおくというような形でこれを通り過ぎるわ

けにはいかないと、これまでの経過があるだけ

にですね。そこのところはひとつご理解をいた

だきながら、改めてご質問いたしたいと思いま

す。

契約書の内容がどうなのかということを、午

前中に担当企画監にお話をしたところでありま

す。私もその契約書を手に入れましたよという

形で、午前中は時間がなかったので途中までに

しておりましたが、これは裸傭船契約書という

ことで、これを見ておりますと、修繕・検査及

び諸費用というところの第8条があります。い
わゆる船を借りる者は、「本契約期間中におけ

る本船の定期検査、中間検査及び臨時検査（以

下、法定検査と言う）、修繕・運航及び船員に

関する諸費用、その他本船仕様並びに保守・保

全に必要な一切の費用を負担しなければならな

い」、こういうきちんと修繕・検査及び諸費用

と、こういう法定検査についても、同じく借り

主側の会社で一切費用は負担しなければならな

いと、ここまできちんとこの契約書ができてい

るわけです。

ですから、通常で言えば、船を無償で貸与さ

れて、そして、当然のことながらいろいろ修理

とか、修繕とか、あるいはそうやって、今言う

法定の検査が、当然5年に一回ぐらいやってく
るんでしょう。そういうようなお金については、

きちんと会社側でやるんだよと、こういうこと

になっていると。

これだけの契約をきちんとつくっておきなが

ら、今、改めて、こうやって吉村委員からも指

摘があったように、なんで公金をそこに求めな

ければならないのか。求めるということもおか

しいし、それを受け付けるということについて

も、率直に言っていかがなものかと。

大変言葉はきついようでありますが、あえて

言わせていただくと、いわゆる五島島民の離島

の皆様方の足を守ると、足を確保するというこ

ういう美名のもとに、いわゆる国民の税金で公

金をこんなに垂れ流していいのかどうかと。

指摘のあるとおり、旧会社においても、何度

も言う、17億3,000万円という、これだけのと
うとい公金が投入されているわけです。あくま

でも路線維持を求めてしっかりやってほしいと、

県も、また新上五島町も一緒になって頑張った

んですよ。しかしながら、残念ながら、事実上

経営破綻してしまったじゃありませんか。

そういう流れになっているわけだから、なん

で今新たな新会社が、しかも、県に対して、県

は何もない、何もないと、県は何度そういうよ

かれとする立場が、新上五島町にしても、ある

いは新会社にしても、あまり県を大事にしてな

いというか、県に重きを置いてないようだけれ

ども、必要な時だけ、こういう過疎債等々の話
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をしてくるぐらいのことなんだけれども、しか

し、我々は忘れてはならないことは、その旧会

社が持っておった「びっぐあーす1号」とか「び
っぐあーす2号」とか、そういうものを新会社
に譲り渡して、それで事業をやってもらうとい

うことに対しては、知事の認可というか、知事

が印鑑を押して、使ってもいいという県の姿勢

を、県のとるべき道をきちんとしているわけで

すよね。

だから、そういうことからいけば、当然、決

算書はどういうふうになっている、9月の決算
はどういうことでありましたとか、そんなよう

なことは県に、当然報告すべきことじゃないか

と思うし、また県も、きちんとそれは出してい

ただかなければ困るというような、そういう求

めをしなければならんじゃないかと、こう思っ

ているわけですよ。なんで契約を、こうやって

勝手にできている契約を守らないのか。これは、

事実上の契約違反じゃないのか。こんなのは契

約違反と言うわけだよ。

と同時に、今言うような形で、そうやって赤

字なのか、黒字なのか、9月決算のそういうも
のが全然県に届いてない。これは一体どういう

ことなのか、この2つについて、簡潔にお答え
をいただきたいと思います。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 まず、

船舶の裸傭船契約については、現状では、定期

検査費用等については新会社のほうで負担をす

るということで、当初、指定管理の契約が結ば

れたといったところでございます。（「今もそ

うだろう」と呼ぶ者あり）当初、それを結んだ

ということでございます。今もそうでございま

す。

その上で、新上五島町と町議会のほうでは、

今現在の五島産業汽船株式会社の経営状況を見

て、検査費用の負担が難しいという判断をされ

た上で、この裸傭船契約についても、所定の覚

書を交わした上で変更するといったところで考

えられているということでお聞きしております。

それから、決算関係の書類につきましては、

先ほども申し上げましたけれども、11月28日に
株主総会がありまして、そこで決算が固まった

というふうに認識をしております。

ただ、県のほうではその以前から、新会社に

対しては、航路の収支状況であったり、利用人

数については求めておりまして、こちらのほう

から、会社の決算がまとまった後はヒアリング

をさせていただいて、会社の経営状況を確認さ

せてくださいといったところでお願いをしてお

り、新会社のほうからも了解をいただいており

ます。

その上で、今後、国とも連携を図りながら、

会社全体の経営状況について、県として把握を

していくということで考えておりますので、今

まさにその準備を進めているところでございま

す。

【小林委員】県が何か準備を進めるのか。何の

準備をしているのか。余計なことはいろいろ言

うな、そうやって。君は新上五島町の人間か。

何を言っているか。もうちょっと落ち着け、俺

も落ち着くから。

そこで、例えば今の話だけれども、旧五島産

業汽船が、いわゆる指定管理を受けて、じゃ、

今までの「びっぐあーす」とか、そういう指定

管理を受けた船を、ずっとそうやっていろいろ

と点検とか、ドックにつないでおかなければな

らないような、そんな状況の一切の費用は誰が

出したんですか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】県のほ

うで、残っている資料で確認できる範囲では、
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傭船契約を受けた航路事業者のほうで出してい

るものと認識をしております。

【小林委員】 つまり、航路事業者、指定管理を

受けた五島産業汽船が25億円という大きな赤
字を抱えながらも、全部それを自前で出しとっ

たということを、今あなたははっきり認めてい

るし、そういう状態だったわけよ。

だから、今回あなたが言う論理が非常におか

しいというのは、経営が、そうやって新上五島

町から伝えられたことをオウム返しで言ってい

るのか、あなたのいわゆる個人的な見解もそこ

に入れて言っているのかよくわかりませんが、

要するに、経営が1億7,000万円の法定の検査の
費用を出しきらないと。だから、こうやって契

約にきちんと書かれたもの以外の形で、過疎債

とかいうような形の中で応じなければ仕方がな

いと、こんなような非常に短絡的なことを言っ

ているわけです。

だけど、過疎債の原資も国民のとうとい税金

ではありませんか。ここのところをやっぱり

我々はしっかり受け止めなければいかんと思い

ますよ。

船はただで借りる、すべての検査、かかる費

用、みんなそうやって公金をもって流用できる。

こんなぼろい商売がありますか。誰だってやり

たいよ。そういうことから考えてみた時に、こ

れは事実上の、まさに契約を逸脱する契約違反

だというのは、こういうことですよ。

それと同時に、やっぱり長崎～鯛ノ浦、有川

～長崎、この航路は、まさに競合していますよ。

競合しているところで、片や五島産業汽船のそ

のものだけは1億7,000万円のかかる費用をそ
うやって過疎債みたいな形でこれを出してあげ

る。じゃ、九州商船の船については、おまえた

ち、自分でやれと。こういう話は、やっぱり公

平な立場からしてみても、公金を投入する条件

としてはいかがなものかと思うわけで、そうい

うことの内容がここに書かれているわけですよ。

だから、九州商船だって、この航路について

は赤字ですか、黒字ですか、これを知っていま

すか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】有川～

長崎航路につきましては、県のほうで補助金等

を支出しておりませんので、航路の収支につい

ては承知をしておりません。

【小林委員】九州商船の中身を私がすべて知っ

ているわけじゃないが、少なくともこの競合路

線については、かなりの重たいマイナスが出て

いるというようなことが漏れ伝わってきており

ます。

ですから、この赤字路線というのは、何も五

島産業汽船のみの赤字ではなくして、九州商船

も、この競合路線においては、いわゆる補助金

がないわけでありますから、かなり苦戦されて

いるということも聞いております。

そういう状況の中で、公金を利用するならば、

それぞれの会社の船があって、そこを長崎～有

川、長崎～鯛ノ浦と2つの会社がやっているわ
けですよ。一つだけをそうやって公金で面倒を

見て、もう一つの会社を面倒見ないということ

については、誰が考えても、やっぱり理屈が通

らんと。こういうところで、公金の適正な支出

と、こういうことを今回のこの要望の中でうた

われてきているわけですよ、公金の適正な支出、

公平・平等な競争関係の確保のためにと。

こういうような形と同時に、やっぱり今回の

検査の費用も出しきらないということも考え合

わせると、「今後においても税金の垂れ流し、

繰り返されることは明白であります」と、ここ

まで言い切っとるわけだよ。
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だから、そういうようなことを考えていけば、

このことは、私はどんな名目をつけても、これ

は補助金なんです。これは、九州商船が書いて

いるとおりだよ。補助金支出に公益性が必要と

されておりますと、これはやっぱり地方自治法

の232条の2に反しますということに、つまり、
全くの公益性が認められないと、こういうこと

で地方自治法第232条の2に反していると。
同僚議員から聞いたところによると、九州商

船の社長は弁護士でおられるそうだよ。だから、

率直に言って、法律の全くわけのわからん人で

はないわけだよ。

だから、ここまで辛辣にやるということは、

社長が弁護士だからということのみならず、先

ほども言っているように、あまりにも公平さが

欠けていると、こういうようなことを県として

まかり通らせていいのかと。過疎債というのは、

県の役割は何もないんだと、ただ、県のほうは

素通りするだけだと、事務的なまとめをするだ

けだと、こんなようなことを言っているけれど

も、果たしてそれでいいのかどうかと。私はそ

このところを、最後に、市町村課長、あなたを

いろいろ責めようと思ってないんだよ。ゆっと

くり、そこのところはどう思われるか。

こういう経過もずっとここの中で、吉村委員

や私やその他の委員の方々からいろいろとご意

見があったから、聞かれていると思いますけれ

ども、こういう17億3,000万円のリフレッシュ、
あるいはリプレイス、こういうお金をここに投

入しております。そして、何かいつのまにか破

綻してしまって、何かしらんけれども、失礼だ

けれども、計画倒産の疑いまで出てくるような、

そんな形の中で新会社で、そして、今日にきて

いるということ。そういう経過を見た時に、あ

まりにも片手落ちだし、地方自治法第232条の2

に反しているという、公益性が全く認められな

いと、ここのところを担当課長としてどのよう

に受け止めておられるか、そこだけ聞いて終わ

りたいと思います。

【井手市町村課長】今、小林委員がおっしゃい

ました232条の2という点に関しましては、公益
上必要がある時には、地方自治体は補助等でき

るというような条文かと思いますけれども、こ

この公益上必要があるかどうかという点につい

ては、自治法の逐条解説等によりますと、その

自治体の長、それからその自治体の議会のほう

で議論して判断すべき内容であるというふうな

条文になっております。

それと、地方債につきましては、先ほど過疎

債というようなお話が出ておりますが、過疎債

に限らず地方債につきましては、地方自治法の

245条の2という条文がございまして、関与とい
う形で協議という起債の申請がなされて、我々

は同意をするというやりとりをするところにな

りますけれども、そこは地方自治法に基づいて

実施をしているところなんですが、それは法令

等に基づいて行わなければならないとなってお

りまして、我々としましては、地方債に関して

は地方財政法、あるいは地方債同意等基準等の

法令等に基づいて判断をするという状況になり

ます。

そうなりますと、地方債を活用したいという

申請が出てまいりました時に、町議会等で議論

がされて、町として公金の支出をするという判

断をなされたものが、我々のところに申請が上

がってきますれば、それは、起債の内容等は、

当然ながら、先ほど申しました地方債同意等基

準でしっかり確認をいたしまして、そこに合致

している内容であれば同意をするということに

なろうかと考えております。
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【小林委員】 ただ一つ、これは部長も、我々も

認識しておかなきゃいかんのは、九州商船の今

回のこの要望書、この社長は弁護士をやってら

っしゃるというようなことを聞いております。

私は確認はしていませんが。

そこで、もし今回の1億7,000万円等のお金を、
いわゆる公金を支出するということになれば、

もし町が実行されるとすれば、住民訴訟及び国

家賠償訴訟を提起する予定でもあると、こうい

うような形。それから、これらの訴訟において

は、特定の民間の利害が町の行政を左右してい

る事実が明らかにされます。要するに、裏のご

ちゃごちゃしていることが、今回こういうよう

な形の中で全部明らかにされる。私も九州商船

の社長に面会を求めて、こういうようなことが

県議会の中でまともに通ってきたということ自

体が、我々は大きく反省をせんといかんことだ

し、県の行政がこういうやり方で、果たしてい

いのかと。

リフレッシュ、リプレイス、引き継いだ時に

5億4,000万円か6,000万円ぐらいを地元に還元
しなければいかんと、いわゆる運賃を安くせん

といかんと、こういうところの金額が、引き継

いだ時は5億6,000万円ぐらい。その5億6,000万
円ぐらいの金額に対して、今どれくらい還元し

ているかというと、半年で3,000万円、1年で大
体6,000万円と、担当からお話を聞いています。
いずれにしても、いろいろとこれから、もう

一度言うけれども、離島の足をきちんと確保し

なければいけないというこの美名のもとにおい

て、このような支出がまかり通るような、そん

なやり方で果たしていいのかどうかということ。

今回、当然のことながら、もうこれをやろうと

されておりますから、住民訴訟及び国家賠償訴

訟を提起された時に、県も全然関与してない、

何も知らないというわけにはいかないと思うん

です。十分その辺のことも考えながら、やっぱ

り市町村課長とか、企画振興部としては、十分

な丁寧なやり方をやっていかなければいけない。

最低でも九州商船の了解を、競合航路の片やの

会社のオーケーを、それぐらいの努力はせんと

いかんのじゃないかと、こういうようなことを

考えますので、この辺のところもお願いして終

わりたいと思います。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【松本委員】 それでは、議案説明資料の4ペー
ジのＪＲ長崎本線の上下分離について質問をい

たします。

午前中も、課長からも説明がございました。

順を追って、もう一回事実関係を確認させてい

ただきたいと思います。

3年後の九州新幹線西九州ルートの開業に合
わせて、現在、特急列車「かもめ」が運行され

ている在来線区間、諫早から肥前山口間につい

てでありますが、この区間については、平成19
年に長崎、佐賀、ＪＲによって、ＪＲ九州は経

営分離をせず、上物の車両はＪＲが運営し、鉄

道施設の維持管理費などは長崎県と佐賀県で運

営するという、先ほどから出ている上下分離方

式を三者基本合意をしたという経緯がございま

す。そして、下の部分のところをどう負担する

かについては、翌年の平成20年に、鉄道施設の
維持管理の費用負担について、長崎県と佐賀県

で協議をしたということです。

その負担割合については、まず、どのような

積算で、どのような負担割合で合意に至ったの

か、お尋ねをいたします。

【小川新幹線・総合交通対策課長】 まず、平成

20年度の確認の状況でございますが、鉄道施設
の維持管理経費の金額につきましては、ＪＲ九
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州からの資産譲渡の対価である14億円と、譲渡
された鉄道施設にかかる運行開始後20年間の
維持管理経費ということで、これは年間でござ

いますが、2.3億円ということで整理をされてお
ります。20年間で46億円と、施設の有償譲渡14
億円、合計60億円が、当時、鉄道施設の維持管
理に必要な経費として両県で確認をされている

金額でございます。この60億円について、佐賀
県1に対して長崎県2の負担割合で確認をした
ものでございます。

また、当時、鉄道施設の維持管理経費の見込

額でございます、年間2.3億円と申しますのは、
第三セクター鉄道会社である松浦鉄道並みの保

守管理体制を前提に積算をした金額でございま

して、それを長崎県、佐賀県で確認をしたとい

うところでございます。

【松本委員】 先ほど答弁でありましたとおり、

新幹線開業時には、条件として、在来線区間に

ついては上下分離方式で、車両はＪＲ、鉄道維

持管理費用は長崎と佐賀で、20年間で60億円を
2対1で、積算基準としては、これは当時、第三
セクターで松浦鉄道並みの運営ということで

2.3億円を積算したと。そして、それで長崎と佐
賀で維持費で合意をしたということの経緯が平

成20年。
それが、10年後、今になって、しかも開業3

年前の今になって、先ほど説明があるように大

幅に、3倍に増額になったその理由について、
お尋ねをいたします。

【小川新幹線・総合交通対策課長】先ほど申し

ましたように、鉄道施設の維持管理経費につき

ましては、当時、第三セクターの鉄道会社であ

る松浦鉄道並みの基準で試算した金額でありま

したが、確認当時と比べて人件費や資材単価が

上昇しただけでなく、それ以上に、平成20年の

負担割合の確認時点では想定されていなかった、

いわゆるＪＲ基準による保守レベルの向上、並

びに設備指令業務の発生などにより、大幅に今

回増額となっており、年間、今、6.9億円の見込
みとなっているところでございます。

【松本委員】そこの部分がいま一つ納得ができ

ない。結局、今まで10年間あった中で、ＪＲさ
んとも佐賀とも、ずうっと実務者で打ち合わせ

をしている。そして、10年前は松浦鉄道並みの
維持管理と、長崎と佐賀が合意しているのに、

今回、ＪＲ側から提示されたのは、いや、ＪＲ

並みの保守の条件。だから、10年間何もなかっ
たのに、突然、3年後の開業を見据えてそうい
った話が出てくることに非常にやはり、これは

長崎、佐賀が合意したことは、じゃ、何だった

んだというところに、非常に不可解に感じます。

確かに、安全の確保を第一にするために維持

管理を行うことは認識をしておりますが、平成

20年の三者合意というのが、本当にしっかりと
通っているのかというところに非常に違和感を

感じております。

やはりこういう増額を突然3年前に、しかも3
倍になりますと、40億円だったものが約170億
円近くになるという多大な負担になります。そ

ういったものを考えた時に、やはりＪＲに対し

て、もちろん国にも相談しながらコスト縮減に

向けて、これは長崎だけの問題ではなくて、区

間が長崎と佐賀にかかっていますから、やはり

長崎と佐賀で力を合わせて、ＪＲや国に対して、

やはりコスト縮減の働きかけをしていく、もし

くは長期的に持続可能な支払いができるような

ことは、ＪＲにも考える責任がある。だって、

上下分離って、上と下は一緒にあるわけですか

ら、そこをやはり、今後進めていくべきだと思

いますが、いかがお考えでしょうか。
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【小川新幹線・総合交通対策課長】これまでも

長崎県、佐賀県、ＪＲ九州の三者協議におきま

して、企画振興部長のほうからＪＲ九州へ、コ

スト縮減に努めてほしいということは繰り返し

申しておりますし、委員ご指摘のように、私ど

もとしても、佐賀県とともにＪＲ九州に対しま

して、維持管理費の縮減等について、今後も一

緒になって求めてまいりたいと思っております。

【松本委員】やはり今までの経過を考えまして

も、そもそも今回の新幹線の一番の発端は、や

はり国においてフリーゲージトレインを国策と

して進めていたにもかかわらず開発が失敗した

ということがもともとの発端でありますし、ま

た、対面乗換をするという対応をした後も、新

幹線の追加工事もございました。材料費の高騰

とか追加工事、この部分も、もちろん国もそう

ですが、長崎も佐賀も負担を負うような形にな

ってきております。

在来線区間に関しては、先ほども申しました

とおり、諫早が起点で佐賀までつながっており

ますので、これはやはり長崎、佐賀の本当に今

後の死活問題になります。23年間の約束で、や
はり地域の方々が不便にならないように維持し

ていくためには、しかも、結局、3年後の開業
の時には、もう特急の「かもめ」はなくなるわ

けですよね。在来線が始まる、スタートするわ

けですから、ここをやはり、ＪＲ側との協議が

進まないと、下手したらそこが動かなくなる可

能性もある。それは、やはりＪＲ側にしても、

長崎、佐賀にとっても不幸な、もちろん地域に

とって最も不幸なことでございますので、どう

やったらこれができるのか。

これは長崎、佐賀が、割合とかいろいろな問

題よりも、まずは、佐賀と一緒になってＪＲ側

に、今おっしゃったように事務レベルでの協議

をしっかり固めていっていただきたいというこ

とを要望して、次の質問に移ります。

次は、また交通なんですけれども、ＩＣカー

ド導入についてでございます。

まち・ひと・しごと創生懇話会という部分の

資料において、20ページに、地方創生の懇話会
の意見の中で、県内全域をカバーできる共通の

交通ＩＣカードが必要という意見がございまし

た。そういう中で、事務事業評価の14ページに、
県内の交通事業者が進める、全国で相互利用が

可能なＩＣカード「nimoca」の導入を支援する
事業が記載をされております。ＩＣカード導入

支援事業費が本年実施され、本年度で終了とな

りましたが、まず、その概要についてお尋ねを

いたします。

【小川新幹線・総合交通対策課長】全国相互利

用カードの導入事業にかかる補助の関係でござ

いますが、今年度、県内の交通事業者でござい

ます県交通局、県央バス、西肥自動車、佐世保

バス、松浦鉄道、長崎電気軌道の6事業者にお
いて、全国相互利用が可能なnimocaの導入を今
現在進めております。

その事業費に対しまして、県として、松浦鉄

道を除く5事業者には12分の1の補助をしてお
りまして、松浦鉄道につきましては、第三セク

ターということで、少し補助率を上げた形で支

援をするようにしております。

現在お聞きしているところによりますと、来

年の春ごろの供用開始を目指して、今、準備が

進んでいるというところでございます。

また、一方で、長崎バスやさいかい交通にお

きましては、独自のＩＣカードであります「エ

ヌタスＴカード」を今年9月に導入済みでござ
います。これにつきましても、片利用というこ

とで、全国相互利用カードが使える機能を有す
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るということでございますので、全国相互利用

カードであれば、県内のバス、もしくは電気軌

道、松浦鉄道には乗車ができるということにな

りますし、県内のＪＲの区間でございますが、

ＩＣカードの機能が備わっている駅間の利用に

もそれが利用できるというような状況になって

おります。

【松本委員】 現在は、本県においては

「SUGOCA」というＩＣカードが導入されてい
ます。先ほど答弁にありましたように、今後は

nimocaという全国利用できるカードに移行し、
ＪＲだけではなく、県営バス、佐世保バス、松

浦鉄道、島原鉄道、路面電車など相互間で利用

ができるようになるということであります。

その中で、やはりちょっと気になることがあ

りまして、県内で、じゃ、そのＩＣカードが使

える状況というのを確認しました。私は大村市

で竹松駅から、実はもう今日、初めて乗ってき

ました、これを買ってですね。乗った時に、こ

の地図の灰色の部分が、今、SUGOCAが使える
ところなんです。ここの灰色の部分しかＩＣカ

ードが使えないから、結局、オレンジの部分で

すね。だから、ここから言えば、竹松までは使

えるけれども、松原から佐世保までの区間、そ

れと、諫早までは使えるけど、そこから、さっ

き話があった在来線の部分、佐賀の区間も含め

てオレンジのところは、同じＪＲでもカードが

使えないと。

したがって、例えば大村や長崎のほうから佐

世保に行こうとした時、もしくはハウステンボ

スに行こうとした時、nimocaでタッチをしても、
払えないという状況が発生するということです

ね。

これは、なぜ中途半端というか、途中までで

終わらせてしまったのか。長崎本線は佐世保ま

でがゴールになっていますから、半分までしか

カードが使えないということは、せっかく導入

したものが、稼働率が半分に減ってしまう。こ

のことというのは、特に佐世保方面の方にとっ

てはすごく不便だと思いますし、特にハウステ

ンボスは、九州県内からもさまざまなお客様が

来られます。関東・関西、県外の方も「Suica」
を持ってらっしゃるから、それが使えないとい

う苦情を直接いただいたわけですが、このよう

な状況、もしＩＲが進んだ時に、九州県内で人

を呼ぶ時にも非常に足かせとなってくると思い

ますが、こちらに対しては、今後どのようにお

考えでしょうか。

【小川新幹線・総合交通対策課長】委員ご指摘

のように、県内のＪＲ路線の駅の数でいきます

と、ＪＲ九州が独自に、このSUGOCAが利用で
きる機器を整備しているのが19駅でございま
す。長崎から竹松までというところでございま

す。

その他の部分につきましては、ＪＲは、今、

独自の導入を考えている駅ではないというお話

をお聞きしておりますので、私どもとしても、

バスとか路面電車等々含めて、ＩＣカードが利

用できる環境が整っていくということになりま

すので、今後のインバウンド対応等々も含めて、

ＪＲ九州のほうとも、今後意見交換をしてまい

りたいと考えております。

1点だけ、修正でございますが、先ほど委員
のほうからご発言がありました全国相互利用カ

ードの部分で島原鉄道ということでありました

けれども、島原鉄道は、今回入っておりません

ので、そこだけはご理解いただければと思いま

す。

【松本委員】昨日の質疑でも、やはり観光に対

して本県としてはかなり力を入れております。



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１２日）

- 141 -

ＩＲもそうですけれども、そういったところに、

やはりＩＣカードの導入というのは、結局、Ｊ

Ｒだけじゃなくて、今お話があったとおり、ロ

ーカルな第三セクターの鉄道や、またバスも使

えるということで、この利便性の向上というの

は、結局、県内周遊の後押しになると思うんで

すね。このカード1枚で県内どこでも行けるん
だと。そういうふうなことだけではなく、やは

り県外からの鉄道における、バスにおける誘客

にもつながっていくと。

これは、もちろんＪＲさんが、民間でやるべ

きことではありますが、今回、補助事業という

のも単年度でやってらっしゃいます。やはり利

用性向上のために、ぜひ、ＪＲ九州とまず協議

をしていただきまして、県内すべてに導入でき

るようにご検討いただくことを要望して、質問

を終わります。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【川崎委員】同じ公共交通について、お尋ねい

たします。

来年度の重点戦略の資料をちょうだいいたし

ました。その中から2点ほど。
持続可能な公共交通ネットワークの確保に向

け、地域の日常生活の移動を支える地域公共交

通の再編を促すための支援を実施、来年度取り

組もうとされている重点戦略を確認いたしまし

た。

特別委員会も、随分、地域の皆様の足の確保

ということで、コミュニティーバスも含めて検

討する中、持続可能な、つまり、利用者にして

みれば、日常の買い物、病院、通学、生活その

ものに移動する手段をしっかりと確保していた

だきたい。それに向けて取り組んでいきますよ

という県の姿勢だというふうに思います。

予算は300万円計上されていますが、来年度

どういった事業に取り組んで、どういった成果

を出そうとされているのか、お尋ねいたします。

【小川新幹線・総合交通対策課長】 まず、今回

の事業の目的でございますが、委員のご指摘の

ように、今後、持続可能な地域公共交通網をき

ちんと各自治体に検討していただくというのが

非常に重要ではないかということで、地域公共

交通網の形成計画等の策定、もしくは、これに

準じた計画をつくっていただく。もしくは、既

につくっているところにつきましては、そうい

う見直し等も含めて行った自治体に対しまして、

その計画に基づくコミュニティー交通の運行を

行う場合に要する経費の支援を行うというもの

でございます。

また、その事業を実施する際にアドバイスを

行うことで、公共交通網の再編を促して、先ほ

ど言いましたような持続的な地域公共交通の確

保・維持を図っていきたいというものでござい

まして、まず来年度、この300万円という格好
で上がっている部分につきましては、当然計画

の策定、もしくは現在の計画の見直しというの

が必要でございますので、実施できたにしても、

やはり計画の見直し等々考えると、期間として

は半年程度かなということで、約3自治体への
補助を前提とした形での予算の枠組みで要望さ

せていただいているところでございます。

【川崎委員】 3自治体に対する支援ということ
でした。公共交通網形成計画、あるいはそれに

準じた計画、こういったものがないと前に進ま

ないというところは、前々から指摘をしている

ところでございます。これだけ予算も計上して

取り組もうとする姿勢は評価をいたしますが、

しっかりと実りある取組をぜひお願いしていき

たい。

人口減少が進んでいく中に路線維持で、なか
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なか賄えないから、撤退というか減便、それを

含めて動きがあっているのも事実でありますの

で、一方では、地域において生活をしていこう、

人口減少を止めていこうという動きがあるわけ

ですから、それに資する支援ということになろ

うかと思いますので、しっかりとお取り組みい

ただきたいと思います。

同じく重点戦略で、新幹線開業やＩＲの誘致

を見据えて、 ＭａａＳ（マース）等の新たなモ

ビリティサービスの構築を推進と、1,000万円の
計上を行って取り組もうとする重点戦略がござ

います。これについて、詳しく説明をいただき

たいと思います。

【陣野政策企画課長】今、委員からご指摘があ

りましたように、ＭａａＳ等の新たなモビリテ

ィサービスの構築を推進ということで、重点戦

略の35ページにも記載しておりますけれども、
ＩＲの整備、さらには新幹線開業といった形で、

今後、新たな人の流れが生まれようとしており

ます。

そういった中で、新幹線の駅やＩＲを起点と

いたしまして、本県に訪れる方を各地域に円滑

に周遊させるということを考えるために、Ｍａ

ａＳ、モビリティ・アズ・ア・サービスの略称

でございまして、実際に旅行する時に、出発地

から目的地までどういった手段で、どういった

交通機関を使って、料金がどうかという検索、

さらに予約、そして決済と、こういった複数の

サービス等を一元的に提供するものの概念とし

て ＭａａＳというものがございます。こういっ

た形のところを、ぜひ本県がどういった形で導

入できるかというのを検討したいということで、

来年度1,000万円の事業につきましては、今申し
上げましたように、さまざまな交通のサービス

がございます。ＪＲ、鉄道、バス、さらにはタ

クシー、レンタカーといったさまざまな交通サ

ービス、そういう交通事業者、さらには、観光

関係の皆様等、いろんな方々の連携が不可欠と

なってまいりますので、そういった方々と一緒

になって、どういった形で ＭａａＳを本県に導

入したほうがいいのか、まずは、そういう導入

に関する関係者の皆様との協議、並びに調査経

費を計上しているところでございます。

【川崎委員】 ＭａａＳ、最近はよく耳にする

言葉でありましたが、まだまだなじみが少ない

ところでして、一つの形として検索、予約、決

済、そういったものを含めた、どっちかという

とシステム、いわゆるアプリのようなものが成

果物として、最終的に求めるというふうに認識

をいたしました。都市部に行けば、ＪＲ、地下

鉄など、よく検索をして、大変便利なシステム

については、日常感じているところであります

が、地方においては、おのおのの事業者の分は

あったとしても、それを本当に出発地から目的

地までストレスなくきちんと誘導してあげると

いうものについては、確かになかったなという

ように思いますので、これが確立して、日常、

とりわけ観光のお客様、目指すところがＩＲ、

新幹線開業を見据えてということですので、ぜ

ひ仕上げていっていただきたいなと思うんです。

これは、青天井というわけにはいきませんが、

予算をつけて開発をしてデーターがそろえば、

恐らく実現はするんだと思います。技術的な話

なのでやれると思われます。問題は、現実的な

ものがサービスとして受けられるかということ

になろうかと思うんですね。

特別委員会で雲仙に行かせていただいて、雲

仙の旅館組合関係の方と意見交換をやらせてい

ただきました。空港から直行便がないんですと

いう話でした。前々からの課題なんですね。例
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えば、この ＭａａＳで検索をしました。直行便

がないからどういったことが検索として出てく

るのかななんて想像するんですけど、検索して、

タクシーで1時間半、1万数千円と出てきた時に、
果たしてこれが本当にサービスなのかと。結果

的には、検索をしてそう出てくるんだろうけれ

ども、それが本当に真にあるべきサービスかな

と考えると、これはもうはてなマークしか出な

いわけで、やはり一定のきちんとした観光地を、

主要な入り口のところ、空港なり駅なり、入り

口のところから主要な観光地を結んでいって、

さらにそこから枝葉でコミュニティーバス等結

びつけていって、初めてそれが現実的なものに

なるんだというふうに思います。

申し上げますように、技術的なことについて

は、絶対これは確立できます。絶対できますよ。

しかし、それが新にサービスとして提供される

かどうかは、また、それは本当に、今、物理的

にきちんとそれをお届けするだけの公共交通網、

あるいはタクシー、レンタカー、最近はライド

シェアもあるようですが、そういったものも含

めて総合的に整備された上で成り立つサービス

だというふうに思います。

並行して公共交通の整備、先ほどの地域公共

交通網形成計画等の支援に資する事業を来年度

支援するというところと、ぜひセットで取り組

んでいって、サービスを提供していっていただ

きたいなというふうに思うんです。一度ご見解

を賜ります。

【陣野政策企画課長】川崎委員ご指摘のように、

アプリというシステムになるのか、また、ウェ

ブの活用になるのか、そこはまた、そういった

システムの面もございますけれども、今お話が

ありましたように、私どものそもそもの目的は

ＩＲ、新幹線開業でいらっしゃるインバウンド

観光客を含めた多くの観光客の皆様をいかに円

滑に周遊させるか。それは、当然交通体系もそ

うですし、また、周遊については、当然観光の

方とも、どういった手段で観光客をうまく周遊

させるかといういろんな場面が出てくると思い

ますので、そういった面につきましては、交通

の部門、並びに観光の部門ともしっかり連携し

ながら進めてまいりたいと考えております。

【川崎委員】ＩＲが出ましたので、ＩＲのお客

様は、決してそこだけにとどめることなく、少

なくとも九州を周遊させるというような、そう

いったものが目的であったと思います。

そう考えますと、長崎県だけのサービスにと

どまらず、もっと広域で連携するというような、

そういった可能性のアプリ、アプリを例にとれ

ば、そういったものが求められるんだろうとい

うふうに思います。そういうところを目指して、

今後、検討していただきたい。

一方では、何度も言いますけど、公共交通そ

のもの自体をもう少し充足させていただきたい、

そのように考えています。

そこで、これは皆様方に申し上げることでは

ないのかもわかりませんが、これは一回つくっ

たらやめられないというか、やめてほしくない

し、ずうっとやっていく必要があると思うんで

す。そうすると、中身というか、ダイヤは変わ

る、路線は変わる、毎日のようにいろんなもの

が変わっていくということを考えると、システ

ムが構築された後もデータベースのメンテナン

スというのは非常に大事なことかと思います。

検索してみて行ってみたら、もうそのダイヤは

ないよとか、そんなことがあってはいけないわ

けで、そうすると、日常的なメンテナンスとい

うことが非常に大事な分野になってこようかと

思います。
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そうすると、ぜひそういったものが日常的に

情報として入手できるような維持、メンテナン

スという表現がいいのかな、そういったところ

を考えると、ぜひ地元の企業で開発しながら、

ずっと面倒見ていく、地元の企業を成長させて

いっていただく、そういった観点からもぜひお

取り組みいただきたいなと思うんです。それは

ちょっと違う分野なのかもわかりませんが、ぜ

ひそこについては、ご見解があれば、賜りたい

と思います。

【陣野政策企画課長】 この ＭａａＳのシステ

ムにつきましては、今も複数民間事業者が実証

として取り組んでおられますし、福岡でも少し

始まっているところでございます。

そうした中で、一定開発につきましては、そ

ういった専門な分野の業者に、まず見解等をお

聞きしながらと思いますけれども、委員からお

話がありましたように、県内の事業者にもどう

いった形で参画できるかという点も含めて、あ

わせて検討してまいりたいと考えております。

【川崎委員】何とか地元の企業の皆さんで受け

ていただいて、そして、地元企業が力をつけて、

また次の分野で活躍できるようなところ、ぜひ

心を砕いていただきたいなというふうに思いま

す。ぜひ、この完成を願っておりますので、頑

張っていただきいと思います。

次に、新幹線のことでお尋ねします。

今、松本委員から、並行在来線のことについ

ても話がありまして、私も1点確認ですが、物
価上昇、人件費、資材の高騰、その説明という

ことについてはわからないでもありません。一

方では、維持・メンテナンスについて、当初は

ＭＲ並みだったのが、ＪＲ並みに安全基準が高

まるよというようなところ。そして、新法人に

運営をする、そういったことが当初想定をされ

なかったというようなことだったんですけれど

も、10年前でしょうが、それはＪＲの路線をそ
のまま走っていくわけでしょうから、安全基準

がなんでＭＲというふうに置き換わっていった

のか。安全基準はＪＲであってしかるべきだっ

たんじゃないんでしょうか。そもそも想定がお

かしいんじゃないかというふうに思いますが、

いかがでしょうか。

【小川新幹線・総合交通対策課長】 平成20年
の確認時点におきまして、全国で、新幹線開業

に伴い、いわゆる在来線を上下分離をしていた

事例というのが、青森県の青い森鉄道が1事例
のみございます。この青い森鉄道は、平成14年
から一部供用開始を始めておりまして、その時

点では、上の運行については青い森鉄道がやっ

ておられまして、下のいわゆる施設の維持管理

については、青森県が直営で行っていたという

状況でございます。

それを受けまして、平成20年度時点では、両
県では直営で維持管理を想定しまして、運行は

ＪＲが行うなり、ほかの三セクが行うなりとい

ろんな議論はあったと思いますが、上下分離と

いうことでＪＲが行うということで、松浦鉄道

並みで整理をしておったというところでござい

ます。

この青い森鉄道につきましても、平成22年に
全線が供用開始をされておりますが、その時点

で、いわゆる運行者も保守管理業務の実施者、

いわゆる施設の維持管理をする者についても、

国の安全対策等による助言により、上も下も青

い森鉄道が実施をすると。いわゆる下の所有者

は青森県だけれども、その施設の維持管理を受

けるのは青い森鉄道が受けたという形に形が変

更されております。

そういうものも受けまして、平成28年に、長
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崎、佐賀両県で国土交通省のほうに、その施設

の維持管理の受ける相手方というものについて

確認をさせていただきましたら、運行事業者が

保守管理業務を実施するのが原則であるという

回答も得たというところでございまして、その

時点でＪＲ九州へ委託をするという必要性が生

じたというところでございます。

【川崎委員】運行するところが、維持管理につ

いてはレベルを維持しなきゃいけないというこ

とだと思うんですが、そもそもわかっていたこ

とじゃないかなというふうに思うんですけれど

も、そうすると、例えば、仮の話ですけれども、

運営事業者がかわれば、また維持メンテナンス

の基準は変わっていくということですか。

【小川新幹線・総合交通対策課長】委員ご指摘

のように、例えば上のいわゆる運行事業者が三

セク等々になるとしますと、そのレベルに合わ

せた維持管理という形になろうかと思っており

ます。

【川崎委員】それは仮の話でしたので、それ以

上のことについては控えますけれども、そうい

った経緯があったということですね。

新法人という話ですけど、両県をまたぐ路線

のところの運営を担っていこうとする中におい

て、新法人が、そもそもそういったことを最初

に議論しておかなきゃいけなかった話じゃない

んですかね。単独の県だけでやれるというとこ

ろじゃないはずだと思うんですが、いま一度、

平成20年に新法人という考え方がなかったこ
とについての説明をお願いします。

【小川新幹線・総合交通対策課長】先ほどの答

弁でも一部ご説明しておりますが、平成20年当
時の確認時点では、下の施設の鉄道施設関係の

維持については、青森県の例に倣って直営でや

ることを想定をしながら合意をしているもので

すから、その後、上下分離の区間がやはり両県

にまたがるということもありますし、また、輸

送の安全の確保とか、あと、災害等緊急時によ

り迅速な対応等が可能であるということを考え

れば、新法人を設立したほうがより迅速な対応

ができるんだろうということで、平成31年4月
に、佐賀県、ＪＲ九州と本県との間で、鉄道施

設の維持管理を行う組織として一般社団法人を

設立するという方向性を確認をしたというとこ

ろでございます。

【川崎委員】 そうしますと、1対2の負担割合
の話ですが、今後、協議をするということです

し、私も長崎県の県議会議員でありますので、

県の財政については何とか守っていきたいとい

う立場ではありますが、新法人の運営というこ

とに関しては、何とも意見は申し述べにくいん

ですが、この保守レベルがＪＲ基準になったと

いうことについては、これはどうなんですか、

負担割合ということについて、今現在のお考え

があれば伺いたいんですが。

【小川新幹線・総合交通対策課長】私どもとし

ては、保守レベルがＪＲ基準に上がったこと、

それと、設備指令関係が新たに発生している部

分、ここにつきましては、費用負担が何対何と

いう話じゃなくて、まずは佐賀県とその当時想

定されていなかった部分でございますし、状況

が大きく変化しているということもございます

ので、まずは十分に協議をさせていただいて、

お互い合意をしていくということが非常に大事

であろうと思っておりますので、今後、実務担

当者レベルの協議だけではなくて、部長間協議

もやっておりますし、また、副知事間協議も含

めてレベルを上げた協議もやっていきたいとい

うことで考えております。（「関連」と呼ぶ者

あり）
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【小林委員】新幹線の上下の分離のあり方につ

いて、今意見が出ています。私は長く県政にお

って、新幹線に、当然誰でも同じですが、関心

を持って、こういう並行在来線の取り扱いにど

れだけ当時の関係の方々がご苦労されたかとい

うこと、私は肌身で知っているわけです。

そういう上下分離なんていうのが、何か当た

り前みたいな話に聞こえてくるけれども、とん

でもないことなんだよ。どれだけ苦労して経営

分離をここまで持っていったかということ。鹿

島市の反対、江北町の反対、まあ、とにかく並

行在来線、あの間の12の駅の皆さん方の同意、
そういうことを、やっぱり新幹線を走らせるた

めに経営分離をしなければいかんと、こういう

暗礁に乗り上げるような状態を、この上下分離

という、青森で一つの事例があったかもしれな

いが、どれだけ苦労に苦労を重ね、折衝に折衝

を重ねてここまで持っていったかという経過は、

もっとよく知らせていただかないと、何かもう

最初からわかっとったことだろうと、こんなふ

うなことで、2.3億円が、いつの間にかこうして
6.9億円に、そういうような形の短絡的な話じゃ
ないんだよ。

まず、そこのところだよ。次長でも、課長で

もいいけれども、どうか。そんな上下の分離で、

今回みたいなことで簡単に決まったぐらい思っ

ているか、あなた方は。

【小川新幹線・総合交通対策課長】委員ご指摘

のように、この新幹線事業計画というのは、長

年にわたりいろんな紆余曲折を経てきた事業だ

と思っております。実際に事業実施計画の認可

を受ける前に、ＪＲ九州のほうが、いわゆる並

行在来線としての表明をされた際に、いろんな

形で地元同意という部分でいろんなご苦労があ

ったという部分については、私どももお聞きし

ておりますし、また、その当時の資料もいろん

な形で見させていただいております。

それをいろんな方々のご苦労の中で、この在

来線を並行在来線とせずに、上下分離という形

をとることによって、その後の新幹線の事業計

画の実施認可だったり、もしくはその後の着工

だったりというところに結びついてきたという

のは、やはり本県のみならず佐賀県の方々のご

理解もいただいていると思いますし、本県の関

係者については、非常に大きな汗をかきながら

やってこられたものだと、私どももそこは痛感

しながら、この事業の重要性というものについ

て十分認識をして進めてまいりたいと考えてお

ります。

【小林委員】だから、今回の2.3億円が約7億円
ぐらいになっているとかというそこの経過をい

ろいろ言う人もおるけれども、やっぱり山口知

事もそのころはいないわけで、失礼だけれども、

あまりよくご存じないと思うんです。

今言うように、この新幹線を長崎ルートで持

ってくるということの経過は、経営分離をしな

ければいかん、並行在来線の問題、とても頭の

痛い問題であって、これは、要するに同意をし

ていただかなければ新幹線は着工することがで

きないということの中から、苦肉のいろんな策

の中で、こういう上下分離方式がもたらされて、

いいアイデアを出してもらって、これが経営分

離にならんということにしたわけだよ。並大抵

のことではないわけだよ。

だから、山口知事はそういうことについては

ご存じないし、佐賀県の方々でもどこまで知っ

ているんだろうか。佐世保の皆さん方には大変

お叱りを受けたけれども、当初は佐世保乗り入

れだった。これを佐賀県の井本知事案というこ

とで、井本知事で短絡ルートといってぼおんと
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やって、武雄温泉から真っ直ぐ嬉野を通って大

村に持ってくると、こういう状況の短絡ルート

ができたわけだよ。これとて大変なことだった

わけだよ。

そういうような経過の中で、この上下分離の、

当時、20年4月25日に2.3億円というような形の
中で、他のことが想定できなかったということ

については、率直に言って新しいやり方であっ

て、なかなか今日のような諸行政を、当時、十

数年前、こういうようなことを判断することは

できなかったんじゃないかと思うんだ。私はそ

う思うんだけれども、そういう考え方に立って、

今日新たな試算をいろいろしてみると、あれも

これもという形の中で、こうやって6.9億円ぐら
いの状況になってきている。

この6.9億円が、またさらに、黄色いところが
ありますね。この黄色いところが幾らぐらいか

かるのか、また右側に、これはブルーと言うの

か緑というのか、何か色がついているけれども、

これもまた新たにかかる。6.9億円にプラスして、
あと幾らぐらい、大体全体の維持管理費の高騰

になっていくのか、この辺はいかがですか。

【小川新幹線・総合交通対策課長】 まず、新法

人の管理費でございますが、今、委員ご指摘の

黄色い部分でございます。この部分につきまし

ては、新法人の人件費、もしくは事務所管理費、

鉄道施設の固定資産税等々の公租公課、そうい

うものを合わせまして、私どもは、今、長崎県

の独自試算でございますが、年間約1億6,000万
円ほど必要になるかと思っております。

外側の緑色の部分でございますが、この部分

が、今後の投資的経費と申しまして、諫早―肥

前山口間の、例えば鉄道橋とかトンネル、そう

いう部分が、当然大規模な修繕とかそういうも

のが出てきますと、この経費が新たに必要にな

ると。この経費については、現在、ＪＲ九州の

ほうで施設の整備計画というのを検討されてお

りますので、それが出てきますと、ある程度そ

の数字についても見えてくるという状況でござ

います。

【小林委員】新たに1.6億円、6.9億円プラス1.6
億円、ＪＲ側から提案される、この数字。そう

こうなっていくと、これはやっぱり10億円ぐら
い、あるいはそれを超えるかもしれない、こう

いうような認識で、私は今の話を受け止めまし

たが、じゃ、これに対して、佐賀県側ですよ。

いろんな協議の中で2.3億円で、つまり3分の2
と3分の1、2対1の割合でやっていくんだと、こ
ういう経過の中から、これだけの予想外の、想

定外の維持管理に水準が高まっていると。それ

が、いわゆる経費にはね返っていると、こんな

ようなことだろうけれども、仮に、例えば約10
億円とした場合に、結局、佐賀県側の言い分は、

その高くなったということに対して、2対1でず
っと継続して、幾らになろうが、2対1でやって
くれと、こういうことを真摯に約束を守れと、

議会で山口知事が発言されていることなのか。

山口さんのわからない言葉が一つあるのは、

誰もわからんやろう。これは新聞です。中村知

事が議会で答弁をした状況を受けて、「新しい

合意というのは、新しい分野でやること、今ま

での合意はどうなるのか、意味がわからないと

批判した」と。「新しい合意というのは、新し

い分野でやること」、この「新しい分野でやる

こと、今までの合意はどうなっているのか、意

味がわからない」と、こう山口さんは言ってい

るけれども、山口知事が、この新しい分野でや

ることだと言う新しい分野というのは何かと。

この山口知事のおっしゃる、「意味がわからん」

というのが、全くこっちも意味がわからんわけ
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です。しっかりのしつけて返したいと思うんだ

けれども、どうだ。今までの合意はどうなって

いるのかと、新しい分野でやることと、新しい

分野とは何ですか。新しい分野というのは、経

費が高くかかるようになりましたよと、だから、

もう一度見直しをお互いに協議をしませんかと、

こういうことが新しい分野ではないかと思って

いるんだけれども、何か、山口さんが言う新し

い分野というのは何の意味なのか、わかります

か。聞いたことはありますか、山口さんから。

【小川新幹線・総合交通対策課長】佐賀県知事

のほうのこの問題に対するご意見というのは、

私どもは直接伺ってはおりません。今、委員が

ご指摘をされた内容につきましては、私どもと

しては、当時想定をしていなかった部分につい

ては、新しい合意が必要だということで協議を

していきましょうというお話をさせていただい

ているつもりですが、多分、トータルの部分に

ついても合意ができているという認識で、そこ

の認識の差が出たものではないかと思いますが、

直接お話をお聞きしておりませんので、詳細は

定かではございません。

【小林委員】時間がないそうですから、最後に、

長崎県としては、仮に10億円となったとする。
そうすると、これに対して今までの2対1の割合
ではだめなんだと、2対1を、負担をもうちょっ
とお互いにきちんと整理せんといかんという、

負担の基本的な見直しを求めているのかどうか、

そこはどうですか。

【柿本企画振興部長】この上下分離の負担の問

題については、私どもとしては、まずはこうい

った全体的な姿をはっきりとさせるということ

が大事だと思っておりまして、この経費の増加

した内訳でありますとか、それから、新たにど

ういった想定されてなかったのが出てきている

か、そういったことをまずは明確にした上で、

そういった全体像について、やはり新たに生じ

てきた部分についてはしっかりと関係者、ＪＲ

九州も含めてですけれども、協議をして、そし

て、それぞれがそれについてしっかりとした合

意をした上でこれを決めていく必要があるとい

うことで考えているということでございまして、

まずはその全体像をしっかりと共有した上で、

そして、その協議をしっかりと進めていくとい

うことで、我々は取り組んでいきたいと考えて

いるところでございます。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【下条委員】 皆様、お疲れさまでございます。

私の方からは、2つほど質問を用意しており
まして、企画振興部だけのお話ですので、ＩＲ

推進についてと、あとＳＤＧsの取組について、
ご質問させていただきたいと思っております。

それでは、まず、ＩＲ推進の方からご質問さ

せていただきます。

午前中でも、吉村委員がご発言されましたが、

11月29日に、「北海道ＩＲ誘致の見送り」とい
うような報道がされました。現在、長崎では九

州・長崎ＩＲということで、さらに山口県も含

めて一丸になって、ＩＲ誘致に向けて頑張られ

ているというふうに思っております。

私の質問は、まず、このＩＲのＧＧＲについ

てお聞きしたいと思います。グロス・ゲーミン

グ・リベニュー、全体の収益の協議についてと

いうところですけれども、いただきました資料

でも、長崎県・佐世保市ＩＲ推進協議会実施方

針の素案の24ページ、第7項の1の（2）に書い
てありますが、この使用について、県としての

お考えをお聞きしたいと思っております。

私の認識では、収益の約30％が県と国に入る
ということで、その割合が国に15％、県に15％



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１２日）

- 149 -

と思っていますが、このあたりも含めてお聞き

したいと思っております。

【小宮ＩＲ推進課長】今、下条委員から質問が

ありました。先ほど私が補足説明で説明いたし

ました資料2、本編でございます。24ページに
第7といたしまして、カジノの収益の活用等の
記載がございます。その中ほどにございます1
の（1）、（2）の納付金についてのご質問でご
ざいます。

まず、認定都道府県納付金といたしましては、

委員ご質問がございましたように、カジノのゲ

ーミングのほうですね。カジノのお客様がかけ

た金額から払い戻した金額を差し引いた額、こ

れを粗収益と申しまして、ＧＧＲと通称呼んで

おります。このＧＧＲにつきましては、一旦、

30％を国のほうに納めるというルールでござ
います。その30％のうち15％が本県に交付され
るということでございます。

もう一点、使途についてのお尋ねがございま

した。こちらはＩＲ整備法に明記をされており

ます。1点が、観光振興、それから地域経済振
興、あと社会福祉増進、このほかに文化芸術の

振興に資する、こういった県の施策、市の施策

に充当できるという規定でございます。

【下条委員】ありがとうございます。そういっ

たご説明の中で、最近、私が非常に心配をして

いることが一つありまして、先週ですね、番組

名は申し上げませんが、朝の番組で、有名な落

語家さんがコメンテーターで出ている番組なん

ですけれども、かなり批判的といいますか、こ

れは、ちょっと放送内容を簡単に言うと、横浜

のＩＲ誘致について、アメリカの、今、横浜が、

選定事業という形で手を挙げている事業者をベ

ースに、また、韓国のカンウォンランドも含め

て、かなりバランスをとった内容になっていた

んですけれども、実際、それがコメンテーター

さんに移りますと、このＩＲというのはカジノ

じゃないか、ギャンブルじゃないかということ

で、そのコメンテーターさんが全員不必要とい

うような、何というんですかね、必要か、不必

要かというのができるんですけれども、不必要

ということで、見た感覚が、すごく悪い感覚を

受けました。テレビでしかこういった話題に触

れない方は、ＩＲ、リゾート・統合施設という

のはなかなかわかりにくいところがあると思う

んです。

私も、ＩＲ・観光振興対策特別委員会で仁川

のパラダイスシティを視察させてもらいました。

当然、カジノが、ギャンブルが中心ではありま

すが、その中に劇場であったり、ホテル、また、

さまざまな遊園地等、国際会議場もありました

けれども、わくわくするような、家族連れで行

っても本当に楽しめるような施設がありますし、

もしそういったものが長崎県に誘致されると、

私は議員としてではなくて、個人としても非常

に楽しみだなというふうに思っております。こ

ういったことを、県としてもどんどんＰＲをし

ていただきたいというふうに思っております。

その中で、一つ、ＧＧＲ、今、粗収益の中の

15％というふうにありましたが、私が一番注目
しているのは、これは特別委員会でも発言させ

てもらいましたけれども、社会福祉の増進とい

うところにこの費用が使っていただけるという

ふうになっております。

これは、例えばなんですけれども、子育て支

援、今回の知事の本会議の冒頭説明でも十分盛

り込んでおられましたけれども、子育て支援セ

ンターのようなものがあります。地域でさまざ

ま活動されておりますが、実際に視察に行って

みますと、かなり手弁当、いわゆるボランティ
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アで、さまざまな地域の方々が子育てを支援し

ているという状況を目の当たりにします。そこ

で私も話をしましたら、「何とかちょっと、県

としても少し支援してもらえないですかね」と

いうような切実な声を聞いております。こうい

ったことも勘案して、私はぜひ長崎県として取

り組んでいただきたいんですけれども、ご見解

はいかがでしょうか。

【小宮ＩＲ推進課長】今、下条委員からご説明

がございましたとおりで、私どもも反省してお

ります。なかなか県民の皆様にＩＲというもの

を正しくご理解いただけてないというのは、私

どもの周知・広報のあり方も反省すべき点があ

ろうかと思います。

今後、カジノに限らず、そういったエンター

テインメント施設、お子様からご高齢のご家族

皆さんで楽しめる統合型のリゾート施設という

ことをやはり積極的にＰＲしていく必要があろ

うかと思います。

また、認定都道府県納付金の活用につきまし

ては、社会福祉の増進というのは、県の中でも

人口減少対策をはじめ子育て支援、若者の県内

定着促進まで含めていろいろな使途は、今後、

検討していかなければならないと考えておりま

すので、今、委員からご指摘がありました子育

て支援のほうにも重点的に議論が及ぶように、

今後、検討してまいりたいと考えております。

【下条委員】ありがとうございます。そのよう

な形で、ネガティブなものも発信するのも重要

だと思います。リスクであったりとかですね。

ただし、ネガティブだけでは、そういったイメ

ージになりますので、前向きなＰＲも行ってい

ただきたいと思います。

この項目の最後になりますが、12月11日にメ
ディアリリースされましたが、厚生労働省がギ

ャンブル依存症対策について、治療費の保険適

用の方針を固めたとなされました。

やはり皆さん、ギャンブルというのは依存症

の対策ですね、非常に心配されておりますので、

こういったところも含めて、長崎県として前向

きなＰＲを発信していただきたいというふうに

思っております。

【小宮ＩＲ推進課長】今、委員からご指摘があ

りましたように、懸念される事項も含めて、Ｉ

Ｒが持つ経済波及効果、雇用創出効果、いい面、

悪い面、どちらも県として責任を持って発信し

ていきたいと思います。

また、こういった機会でございますので、委

員各位におかれましても、こういった情報発信

力、各委員お持ちかと思いますので、積極的に

ご協力いただければと思いますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。

【下条委員】そうですね、ありがとうございま

す。この雇用創出というのが本当に見込まれる

事業ですので、ともに推進を頑張っていきたい

というふうに思っております。よろしくお願い

します。

それでは、続きまして、ＳＤＧsの取組につい
てご質問をしたいと思います。

これも今日、陣野課長からも第2期「長崎県
まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中に盛り

込んでいくということがありましたし、本会議

の冒頭、知事説明においても、「持続可能で、

誰一人取り残さない」社会の実現というＳＤＧs
の理念を盛り込むと、力強く書いていただいて

おります。

このＳＤＧs、17項目がありまして、私たち
が企業として取り組んで、個人として取り組ん

で、何項目に当たるよというような形で推進を

して、よりよい社会を目指すというふうに思っ
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ておりますが、中身を調べていきますと、こう

いったものにどう取り組んでいくのかと。具体

的に取り組んでいくのが、やはりいろいろなお

考えとか、知恵を絞りながら進めていかないと

いけないなというふうに思っております。

まず、県の皆様にお聞きしたいのが、このＳ

ＤＧsにどのように取り組んでおられるのかと
いうことをお聞きしたいと思います。

私が、11月26日に長崎市内で、民間事業です
が、ＳＤＧsに取り組んでいるということで、実
際に企業を視察してきましたので、まずはお聞

きをしまして、その後、その内容についてお話

をしたいと思います。

【陣野政策企画課長】ＳＤＧsにつきましては、
今議会、また9月定例会でも浅田委員からもご
質問がありましたように、ＳＤＧsの考えは大変
重要な取組であるということから、まず、県と

いたしましては、今回、提出しております総合

戦略、また、次の総合計画をはじめとして、県

のさまざまな計画の中でＳＤＧsの理念を反映
した施策を盛り込んでいくという形で取り組ん

でおります。

現在、総合戦略、今回、素案も提出させてい

ただいた中でも、そういったＳＤＧsの視点を踏
まえて施策を練っていくとともに、各個別の計

画にも、今後も盛り込んでいくという形で考え

ております。

また、ＳＤＧsの普及啓発につきましても、現
在、民間の企業で積極的に取り組んでいる団体

の皆様にそれぞれご意見をお伺いしながら、ど

ういった形で連携することによって、県内のさ

まざまな分野においても普及できるかというこ

とを、今、検討しているところでございます。

【下条委員】ありがとうございます。そのよう

な民間事業者とコミュニケーションをとって、

ご意見をいただきながらということでしたので、

具体的にお話を聞いたものを、もうそのままお

伝えをしたいと思います。なかなか辛辣な内容

がありましたので。

この民間企業は、原口電気さんという方で、

社長は原口さんなんですけれども、ＪＣ、青年

会議所で、このＳＤＧsの取組を推奨していると
いうことで、名刺にも盛り込んで、また、全国

的にもネットワークがありますので、全国的に

ＳＤＧsを先進的に取り組んでいる方の会社の
視察をしたりとかして、かなりいろんな勉強を

されていました。

その中で、この原口社長が取り組んでいるの

は、女性の社員さんが妊娠・出産をしたという

ところで、カンガルーワークと、これはもとも

とあるのか、原口社長さんがつくったのかわか

りませんが、抱っこしながら働くという理念で、

出産しても退職せずに育児を継続しながら働く

スタイルということを、まず、ご提案をされて

います、女性スタッフに。

そして、この女性スタッフがどう思ったかと

いいますと、自分を必要としてくれているんだ

と強く思って、企業、社長とこの社員さんの関

係も非常によくなったし、社長が言うには、「重

要な仕事というのは、責任ある仕事というのは、

簡単には育たない。お任せする方はなかなか育

たないので、企業としてもすごく役立っている」

というようなことがありました。これは、ＳＤ

Ｇsの取組の一番典型的ないいお話かなという
ふうに思っております。

辛辣なところはこれからなんですけれども、

じゃ、これはすごくいいことなので、このお話

は、メンバーは、私と、それから県のほうも政

策企画課からお二人来ていただきまして、長崎

大学のアントレプレナーシップセンター、セン
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ター長の山下教授、また、ほかに民間の方も来

られていますが、その中で、じゃ、こういう取

組をどうやって広げていくかということになり

ますと、ＩＳＯのように点数制にして、これを

取得したら少し補助がもらえるとかできないん

だろうかとか、もっとこういったものを点数化

して、点数が高かったら県の入札の時にプラス

で加算されないだろうかとか、そういったお話

がされました。当然、こういうのはかなり難し

いですよということを言っていたんですけれど

も、一つ、私が、こういった意見交換をしてい

て本当に思ったのが、この活動自体をどんどん

発信していったらいいんじゃないかと思ったん

です。

ちょっと話が変わりますけれども、8月5日に
日経グローカルで、県議会の活力度というラン

キングがなされております。この中で、1位は
三重なんですけれども、長崎県は第7位なんで
すよ。これ結構高いです。昨年がどうだったの

か、前回がどうだったのかというのは、すみま

せん、まだ私にも資料が届いてないんですけれ

ども、7位です。
この中で、採点の基準は、情報公開であった

り、議会の運営等、かなり細かくあるんですけ

れども、住民参加というのがあります。長崎は、

この住民参加が非常に評価されていまして、全

国で2位です。その住民参加がどうやって2位に
なったのかといいますと、住民からの請願、陳

情、こういったものを積極的に委員会で取り上

げたり、本会議場に来ていただいたりというよ

うなことが評価されたというふうにありますが、

いろいろ取材をしてみますと、ベースとしては、

やはり新しくなったこの県庁に来てみたいと。

そして議会のほうに行ったり、こういった委員

会を見てみたいというふうに思われている市民、

県民の皆さんが多くおられると。これが非常に

評価をされている、ベースになっているという

ふうにお聞きをしました。

こういったものをあわせて、今日はスポーツ

課の野口課長もおられますけれども、Ｖ・ファ

ーレンのパブリックビューイングに400人ぐら
い来ていましたし、県産品のＰＲなんかも本当

にたくさん、にぎわっております。こういった

ものを県庁のロビーでも、可能なところで結構

なんですよ。県としてＳＤＧsをバックアップし
ているよ、そして、こういった取組をどんどん

発信させてもらえたらすごくいいんじゃないか

と思うんですけれども、いかがでしょうか。

【陣野政策企画課長】 ＳＤＧsの取組につきま
して、先ほどご答弁させていただきましたよう

に、民間の企業の皆様、例えば先ほど委員から

お話がありました長崎青年会議所、熱心に取り

組んでいらっしゃる青年会議所とか、さまざま

な企業様のご意見を聞く中では、やはりほかの

企業に横展開していくためにも、いい取り組み

のところの紹介をしてはどうだという話とか、

セミナー等を開催することによっていろいろ普

及できるんじゃないかという話がございます。

また、委員からお話がありましたように、県

庁のエントランスホールではさまざまなイベン

トを行っておりますし、今年の8月には長崎Ｓ
ＤＧsクラブという民間の団体の皆様のＳＤＧs
に関するほうの、こちらにつきましてはエント

ランスホールではなくて県庁の1階の大会議室
で開催しましたが、そのときにも会議室を使用

させていただいておりますので、どういった形

で普及していくのかという点につきましては、

改めて検討させていただきたいと考えておりま

す。

【下条委員】最後になりますけれども、私も時
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間が合う場合は、できる限りいろんなイベント

に顔を出しております。そのときに職員の皆さ

んにお話を聞きますけれども、全員が、本当に

こんなにたくさん来ていただいてうれしいと、

土日のことも多いんですけれども、頑張ってい

るという本当にうれしいお言葉をたくさんいた

だいております。

ＳＤＧsのこういった取組は、人口減少、スタ
ッフがいない、人材不足だというところにも、

人材を大切にして、継続をして、その企業の資

産である人材を守っていく、こういったものに

つながる本当にいい例だと思いますので、県庁

のこういったイベントと掛け合わせて、これか

らも推進していっていただきたいというふうに

思います。ありがとうございました。

【中島(浩)委員長】 ここで、しばらく休憩をと
ります。

再開を15時30分といたします。

― 午後 ３時１２分 休憩 ―

― 午後 ３時２８分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開します。
平田副知事におかれましては、急な連絡で、

本当にお忙しい中に当委員会に来ていただきま

して、本当にありがとうございます。

ＩＲに特化して企画振興部を、また、ほかの

部局も含めた形での横軸を通しての話というこ

とですので、ぜひ、今日はご協力をお願いした

いと思います。

それでは、質疑のある方。

【小林委員】副知事には、大変忙しい中にご出

席をいただきまして、吉村委員の提案のもとに、

この委員会で副知事にぜひご出席を願いたいと、

こういうことでお時間をいただいたわけであり

ます。

何せ30分ということでございますので、あま
り前段をいろいろしゃべっておりますと、あな

たがしゃべる時間がなくなるということで、大

変なことでございますので、問題点は短めに、

そして、内容をしっかり副知事から受け止める

ことができればと思います。

副知事に質問する前に、企画振興部長、ＩＲ

を取り巻く環境がいろいろとありますけれども、

端的に言えば、何て言いますか、北海道が手を

挙げなかったというようなことで、地方創生と

いう立場のＩＲ、このことを考えていけば、か

なり地方創生枠の中で北海道か長崎かと、こん

な話があっただけに、今回の動きは真新しく受

け止めなければいかんと思います。

しかしながら、これはいかに地方創生といえ

ども、いわゆる陸・海・空におけるところの、

ＩＲを迎えるための交通アクセスが果たしてど

うなっているのかと。今の交通アクセスの状態

の中で、たとえ地方創生と言いながらも、九州

が一つでまとまったけれども、なかなか環境は

厳しいのではないかと、そんな受け止め方をし

ておりますが、このＩＲを迎え入れるための、

陸・海・空におけるところの交通アクセスの改

善について、今どういうふうに受け止めておら

れるか、お尋ねをしたいと思います。

【柿本企画振興部長】ＩＲについての交通アク

セスの改善でございますですけれども、国が現

在示しております基本方針の案におきましても、

ＩＲ整備を見据えた交通環境の改善の取り組み

ということを重要な評価基準の一つと位置づけ

られておりまして、県としては、区域整備計画

の策定に向け、最優先で取り組んでいるところ

でございます。

まず、国内外からの集客のゲートウェイとな

ります長崎空港の受け入れ対策につきましては、
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東アジアや東南アジアなどからの国際定期航空

路線の誘致・増便に加えまして、空港の24時間
化やＣＩＱの機能強化策について検討を進めま

すとともに、空港からＩＲ候補地への輸送手段

としての海上輸送の強化に必要な港湾施設整備

の検討や船舶の大型化、高速化に向けた航路事

業者との意見交換、こういったことを進めてお

ります。

また、陸路に関しましても、ＩＲ候補地周辺

の道路の拡幅でありますとか、交差点改良など

の道路整備に加えまして、西九州自動車道の佐

世保大塔インターチェンジから武雄南インター

チェンジの4車線化でありますとか、東彼杵道
路の早期事業化を国に働きかけますとともに、

ＪＲやバスといった公共交通機関の充実をはじ

めとするソフト対策についても、交通事業者と

具体的な検討を進めているところでございます。

今後とも、国や交通事業者とも情報共有を密

に図りながら、陸・海・空それぞれの交通アク

セスの改善に向けた検討を進め、区域整備計画

にしっかりと反映できるように取り組んでいき

たいと考えているところでございます。

【小林委員】大体これまで語ってこられたよう

な型どおりのお話ではないかと思います。もち

ろん、そういう必要性をしっかりと受け止めて

いただいていると、こういうことにつきまして

は、よく理解をしているところであります。

さて、そこで副知事、今日はやっぱりどうし

ても、長崎県庁の、まさにＩＲを誘致するため

の、いわゆる県庁の縦横の組織の中のいわゆる

本部長として、そこの任にあられるわけであり

ます。まさにあなたの一挙手一投足が、今回ど

ういう結果がもたらされるかというようなこと

でありますし、私は、現副知事の任期がどれく

らいまでかわからないけれども、ぜひ見届けて

帰っていただくような、そんな状況まで、ひと

つ盛り上げていただくことをお願いしたいわけ

であります。

今、副知事にお尋ねする前に、まず、どうい

う陸・海・空の、まさにＩＲを誘致するための

生命線、いわゆる交通アクセスの改善をどのよ

うに県は今行っているのかとか、あるいは考え

ているのかとか、そんなことをちょっとお尋ね

して、部長の答弁をいただいたところでござい

ます。

そこで、副知事、やっぱり今の話の中で、何

といっても東彼杵の道路の整備促進、それから、

西九州自動車道の4車線化、この辺のところは
もう必須ですよね。

それと同時に、海は海で、例えば仮に大村空

港からＩＲの区域までわずか短い時間で、海を

使えばと。例えば、通常1時間かかるところが、
船で行けば、高速船で行くならば30分でＩＲの
区域に到着をすると、これは大きな一つの魅力

ではないかと思うし、かなり交通アクセスの改

善につながることではないかと思います。

そういう段取りの上において、今一番必要な

のが、この長崎大村空港が、今のままで果たし

てＩＲ誘致に資するかというようなことをやっ

ぱり考えなければならないと思うわけでありま

す。

3,000メートルの滑走路で、何といってもアジ
アに近い。そして同時に、これから国の政策は、

そういう外国の観光客数は、もう4,000万人とか、
6,000万人とか、もう10兆円以上とか、そうい
う消費金額まで横並びしながらその対策を講じ

ているわけでありまして、まさに時期的なこと

が、そういう今回のＩＲの構想ときちんと合致

していると思うんです。だから、このチャンス

をいかにして生かすかということではないかと
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思います。

私は、空港の今の状況の中で、機能拡張しな

ければ、なかなかＩＲ誘致につながらないので

はないかと。やっぱりこの空港が、今、国際空

港として6万6,000人ぐらいとか、あの佐賀でも
ですよ、滑走路がわずか2,000メートルしかない
のに、もう12万人以上来ているとか、こういう
ところを考えてみると、やっぱり空港の機能拡

張は、これはもう絶対に避けて通ることができ

ないと、こういうような考え方の中でおるわけ

でありますが、じゃ、機能を拡張するためにど

うするのかと。

例えば、今、あそこは3,000メートルの滑走路
がある。横は60メートルと、すごい就航率の高
い、そして海上空港ですから、騒音が少ないと

ころだと、こんなことを言われているわけだけ

れども、やっぱりあと1本ぐらい、ＩＲを誘致
するために、この3,000メートルの滑走路をあと
1本ぐらいつくるぞというような、そういうＩ
Ｒ誘致のための考え方を天下に明らかにしてい

く必要があるんではないかと。

では、機能拡張に伴うところの滑走路を仮に

整備すると、こうした場合において、県ができ

るか、市ができるか、国ができるかと、こうな

ってまいりますと、やっぱり言われるように、

民間の力をおかりする必要がそこに出てくるの

ではないかと。

では、民間からそうやって必要性があるとす

るならば、どうしてもいろんな課題、問題が横

並びしていることもわかっているけれども、こ

れを民営化ということで、ある一定の期間を、

いわゆる運営権を渡すというコンセッション方

式でやるような取組を、もうこれから天下の内

外に明らかにしながら、難しい課題を一つひと

つ解決していく必要があるんではないかと思い

ますが、まずその辺について、平田副知事のご

見解を承りたいと思います。

【平田副知事】 お答えを申し上げます。

今、委員ご指摘のとおり、ＩＲの誘致が実現

するとなりますと、非常に多くのお客様が航空

路を使っておいでになるということで、その利

用者数、現在は平成30年度で327万人という数
字でありますけれども、今後、ＩＲ誘致が実現

するとなると、その数は飛躍的に増加するので

はないかというふうに考えております。

そのため、ＩＲを誘致した場合の来場者数な

ども想定しながら、じゃ、長崎空港としてどれ

ぐらいの方が利用され、また、空港としてどう

いった受け入れ規模、また、どういった施設が

必要になるのか、また、さまざまな国際規格な

ども考えて、どういった機能を確保していかな

ければいけないのか、この検討がまず必要では

ないかなというふうに思っております。

当然、そうしたことを検討する中では、そう

いった検討とあわせて、空港の運営のあり方に

ついても検討していく必要があると思っており

ます。

空港運営のあり方ということについて申しま

すと、昨年度、民営化の可能性も含めた調査と

いうのを実施しております。その中では、県内

の離島航空路線の維持など本県特有の課題もあ

るといったことも明らかになっておりまして、

引き続き、そういった空港の運営のあり方につ

いては、いろんな調査もしながら検討していき

たいと思っております。

いずれにしても、ＩＲを誘致ということにな

った時に、交通アクセスの改善というものが、

国の、今、基本方針で示されている評価基準と

して挙げられているものの中でも、交通アクセ

スの改善というものは含まれておりますので、
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当然そこについて、私どもも評価をいただける

ような整備計画を今後つくっていかなければい

けないということでありまして、今後、ＩＲ区

域の整備計画の策定を進めていく中で、空港運

営のあり方についても、当然、機能を高めてい

くということにはいろんなやり方もあると思い

ますので、民営化も含めて検討を進めてまいり

たいと考えております。

【小林委員】今、平田副知事も誠心誠意ご答弁

いただいていると思います。

ただ、我々サイドから見た時に、「検討、検

討」と、「計画、計画」と、こういうような、

やっぱり石橋たたいた答弁をされなければいか

んかもしれないし、あるいは、それだけ非常に

緊張感走るような内容ではないかと思っており

ますから、一定の理解は当然しておるわけです。

しかし、ただ、これを事務的とか、あるいは

行政手法で果たしていいのかというところを言

っているわけです。もうここで必要なのは、あ

る意味では誠意ではないかと。やっぱり足して

二で割るとか、そういうような形で、やっぱり

優先順位を決めながら、長崎県の百年の大計と

いうことを考えた時に、このＩＲがどれだけの

大きな代物かということ、どれだけ人口減少に

本当に悩んでいる、どんな打てども対策は効き

目がないと。こんなような状況からして、何か

やっぱりここで国策につながるような、世界を

相手にできるような、そんな状況をやっぱりも

たらさんといかんではないかと。そういうダイ

ナミックな現実に、そして、一つひとつの問題

があることも事実。それをある意味で、私は優

先順位というものをつけながら、そういう課題

を乗り越えていくぐらいの、それくらいの大胆

な発想のもとに検討が、もう具体的にこう進ん

でいくんだというような一つの方針を、きちん

と私は打ち出していただきたいと。

だから、申しわけないが、さっきも言うよう

に、副知事がここに来ていただいて、これだけ

のご答弁をされるということは大変なことであ

るけれども、なかなかそこで、「はい、わかり

ました」と、残念ながら言えないわけです。こ

れは、もし仮に副知事じゃなかったとしても、

中村知事でも、「そんな考え方でいかがなもの

ですか」と、あえて言わざるを得ないような、

そういう今の置かれた状況ではないかと思うん

です。

副知事、ご存じのように、これは私のまとめ

が本当か、もう一回、間違いがなければ、間違

ったと教えてもらいたいけれども。

まず、いわゆるカジノの事業者の選定も2020
年の秋ごろと、来年の秋ごろにやるということ、

これは間違いないですね。

そうすると、区域認定の申請提出、これが

2021年の1月4日から7月30日ぐらいまでと、そ
ういうことで、そして、2021年の秋ごろかいつ
ごろか、そのいっぱいまでにか、3カ所の区域
認定と。こういうことで、2025年か2026年ごろ
に、いわゆる開業というような形になってくる

んだと、こういうようなことでスケジュールを

聞いているところであります。間違いがなけれ

ば、そういう前提の中でお話を進めていきたい

と思います。

では、この2021年、つまり業者を決定して、
いわゆる区域認定の申請を提出するのが、2021
年の1月4日から7月30日までのこの間の申請書
の中に、いわゆる交通アクセスの改善の中で、

いろいろありましょうけれども、空港の民営化

を行うと。ＩＲ誘致を引っ張ってくるために、

空港の民営化を十分行うと、この空港民営化に

ついて内容に触れなければ、これはなかなか交
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通アクセスの改善につながらないのではないか

と。いわゆる長崎県の姿勢として消極的ではな

いかとか、あるいは、限界をやっぱり感じると

か、そういうような受け止め方の中で、ここの

ところが果たしてどうなるものかと思っている

んです。

だから、この申請の中に「民営化」という言

葉をしっかり具体的に書くことができるかどう

か、その辺のところについてはいかがでござい

ますか。

【平田副知事】 お答えいたします。

申請をする際に、当然のことながら交通アク

セスの改善について記載をすることになるわけ

であります。その中で長崎空港の利活用といい

ますか、長崎空港でどれぐらいのお客様をお引

き受けして、そこからＩＲの用地まで運ぶかと

いったような一連の流れについて記載をするこ

とになると思っております。

その際に、長崎空港がどういった機能を果た

していくのかということについては、記載事項

の中で説得力ある形でちゃんと書いていく必要

があると思っておりますけれども、一方で、国

の基本方針を見ております限りは、現時点では、

交通アクセスの改善については記載事項、ある

いは評価事項として求めているということは理

解しておりますけれども、結局、それは空港を

経由してどういった人の流れになるのかという

観点だと思っておりまして、必ずしもそこが空

港の運営方法を現在のＩＲの基本方針が問うて

いるわけではないのではないかというように思

っております。

ただ、いずれにしても、長崎空港が、ＩＲを

誘致するとした場合に、どういった規模でどう

いった役割を果たしていくのか、どういう機能

を持たせていくのかということは非常に重要な

ポイントですので、それが説得力のある形で外

に対して言えるかどうか、そういったことの中

で考えていくべきものだと思っております。

【小林委員】 だから、その辺のところが、今言

えることと、言えないことがあるんだろうと思

います。

ただ、一般論として言わせていただくと、こ

れだけの取り巻く環境が、こういう言い方が正

しいかどうかは別として、好転をしてきている。

長崎県の置かれている立場、「九州は一つ」と

いうことで、九州の全面的なバックアップを受

けている。長崎は、そういう事務的にもしっか

りできる得る、関係の皆さん方が努力をいただ

いている。あとは交通アクセスの問題だけなん

だと、こういうような形なんですよ。

だから、そういう交通アクセスに対して、大

胆に、さあ、東彼杵の道路も、西九州自動車道

についても、いろいろと今、取り組んでいただ

いているもろもろのことについてもしっかり盛

り込むことはできるとしても、やっぱり空港を

何としてもどうするかと。麻生財務大臣なんか

も、陳情すると、空港の機能拡張だと、空港の

機能拡張以外はないぞと、こんなようなことを

新聞記事でも読んだこともあるし、はっきりお

っしゃっているわけですよ。

それに対して、民営化の検討まではいってい

るけれども、問題や課題が列記されただけであ

って、やれる環境の中にもあるけれども、しか

し、問題点もあるよと、こういうようなことで、

みずほの、いわゆるコンサルの内容はそこで終

わっているわけですよ。

だから、そこから一歩踏み込んで、ＩＲを勝

ち取るために、誘致をするためには、万難を排

して長崎県はやっていくんだと。こういうよう

な仕組みの中で、考え方の中で、空港の機能拡
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張のためには、もう民間の力を導入する以外に

はないんだと、好むと好まざるとにかかわらず、

問題を一つひとつ、課題解決をしっかりやりな

がら、この民営化をやっていくんだと、こうい

うことでなければいかんと思います。

これは、副知事、ＩＲが決定してから民営化

を打ち出しても間に合いますか。交通アクセス

に対して長崎県が真剣に取り組んでいるという

一つのあかしのために、空港に対する民営化も

大きな手段だと私は思っているんですよ。

だから、ＩＲはあと2年後ぐらいに区域認定
の中に、仮に長崎県を入れ込んでいただいたと

した時に、これからＩＲをひとつ我々は検討し、

それをやりますというような段階で、2025年か
ら2026年ぐらいにもう開業するという時間が
せっぱ詰まってきた時に、空港をこれから整備

していかなければいかんと、こういう時間的な

問題もあるじゃありませんか。そういうときに、

一体間に合うのかどうか。決定後に民営化の話

を打ち出しても遅くないぞと、ここのところは

いかがですか。

【平田副知事】スケジュール感をどう持つかと

いうことでありますけれども、ＩＲの開業時期

とも大きく関係をしてこようかと思います。

ご案内のとおり、先ほど再三ご指摘あります

とおり、2021年に整備計画をつくって、それか
ら認定の手続に入るということでありますけれ

ども、どういった事業者と組むのかということ

をまず決めて、どういった事業者がやってきて、

その事業者が開業時期をどのように考えるのか

と、スケジュール感のところについては、恐ら

く今後、整備計画作成に向けていろんな手続の

中で検討していくことになると思います。

なので、結局、開業スケジュールを横目で見

た時に、空港機能の強化を図っていこうとした

時にどういったやり方ができるのか、できない

のかということについては、もうしばらく、も

うしばらくと言うとちょっと語弊がありますけ

れども、結局、開業時期をどのように設定する

かとか、そういった事業者との検討も一方では

行わなければいけないということもありますの

で、現時点でスケジュールとかについて確定的

なことは申し上げられませんけれども、ただ一

つ言えるのは、開業時期を見据えながら、その

ときまでには、私どもとしても整備計画に盛り

込んだ空港機能の拡充・確保ということについ

て、それを説得力のある形で実現できるかどう

かということについては、ある程度説明をして

いかなければいけないということになりますの

で、その中で、いつ、どのような判断をしてい

くのがいいのかということについて、さらに議

論を深めていかなければいけないかなと思って

おります。

【小林委員】答弁がしにくい状況の中で、ちょ

っと、当然、議論をせんといかんから聞いてい

るんですけれども、その申請の中に、申請とい

うのは来年のことなんですね、もうね。そうい

う状況の中に、民営化というような、そういう

空港の機能拡張に伴うところ、このことを盛り

込まんでいいんですかということ。決定してか

ら民営化のことを打ち出してもまだ間に合うん

ですかとか、そういうようなことを言っている

わけですけれども、民営化を最初にきちんと打

ち出しをしなければ、ＩＲの誘致につながらな

いんではないかと、漏れてしまうんではないか

と、こういう心配をいたしているんですが、そ

この感触はいかがですかということです。

【平田副知事】今のお尋ねの点で申し上げます

と、あくまでも今の基本方針とかを読む限りは、

求められているのは交通アクセスの改善という
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ものの内容でございまして、それはまさに量的

な話、それから手段がちゃんと確保できるのか

という話でありますので、空港の運営主体につ

いて明確に書き込まなければ整備計画として体

をなさないというようなことではないと理解し

ております。

【小林委員】 そうしたら、例えば、今、3つの
事業者で、誰が選ばれるかわからないけれども、

この3つの事業者の中で、例えば選ばれた人が、
民営化を自分たちでやりたいと、こうなってき

た時に、どうしますか。

【平田副知事】空港の民営化については、これ

は言うまでもないことですけれども、長崎空港

の場合は国管理空港ということでありますので、

民営化を仮にやるとなった場合には、国のプロ

セスとなっていくわけであります。

その際に、ＩＲと空港の管理というものは、

事柄としては別の話でございますので、恐らく、

仮にＩＲの事業者が空港の民営化ということの

話をするにしても、それは事柄としては違うも

のという整理がなされると思います。

【中島(浩)委員長】 休憩します。

― 午後 ３時５３分 休憩 ―

― 午後 ３時５３分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 再開します。
【小林委員】国交省出身のあなただから、一番

よくおわかりだと思いますけれども、いわゆる

上下が分離された経営主体を、やっぱり上下一

本でやっていきたいということは、国の基本的

な方針じゃないかと思うんです。もう、九州の

中でも福岡がスタートし、熊本もこれからどう

なっていくのか、それから長崎だと、こう言わ

れて久しいわけですよ。

だから、民営化については、国は、あえて言

葉を言えば、手ぐすね引いて待っていると、こ

んな状況もあっていくんじゃないかと。そうい

うところについて、やっぱり離島航空の問題と

か、ＯＲＣの問題とか、あるいは全日空との関

係とか、こういう横たわる課題があることは現

実だけれども、それを乗り越えて課題も解決し

ながら民営化の方向の中にやっぱりかじ取りを

始めるというぐらいなことをしっかり打ち出し

ていただかないと、やはり長崎県の姿勢が問わ

れると、そう思っているんですよ。

だけど、そういうところについては、どうも

副知事の言を聞いておりますと、そんなに慌て

なくてもいいぞと、決定してからでもいいぞと。

しかし、決定する要因が空港の民営化ではない

かとこちらは思っているんだけれども、今の話

では、空港の民営化を打ち出さなくても、決定

する時は決定するんだと、こういうような感覚

でいいのかと。では、一つの、我々に、申請す

る側のほうに交通アクセスの改善は絶対に必須

だと言っているわけでしょう。その中に、こち

らは、やっぱり世界初の海上空港で騒音が少な

いんだと、就着率が高いんだと、こんなことを

打ち出ししながらアピールしていきたいわけだ

けれども、そういう点はあまり関係がないんで

すか。そこはどうですか。

【平田副知事】ＩＲの誘致に関して申しますと、

現在の政府から出ている基本方針などを読む限

り、求められているのは、あくまでも交通アク

セスの改善の内容でございまして、いかに充実

した内容を記載できるようにしていくのか。ま

た、そのことがいかに根拠を持って語れるよう

にしていくのか、これがポイントかなと思って

おります。

【小林委員】だからですよ。改善の内容を根拠

あるものにするということが求められているわ
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けだから、空港の機能拡張というものは、もう

待ったなしの必須科目ですよ。だから、そうい

うものを、空港をどうするということの中で、

民営化という形で打ち出していかなければいけ

ないのではないのかと、こう言っているんです

けれども、何かさっきの話からいくと、あまり

そういうような話じゃないかのような話をしな

がら、今はやっぱりこういう根拠のある改善策

を打ち出さなくちゃいかんとおっしゃっている

わけで、ちょっと話がかみ合わないような感じ

も、申しわけないが、するんですが、いかがで

ございますか。

【平田副知事】 空港機能の高度化を図る上で、

幾つか手段はあり得ると思っておりまして、私

どもも必ずしも、別に民営化を排除しているわ

けでは全くありませんで、当然、それも選択肢

の中の一つとして検討していくということにな

ると思いますけれども、いずれにしても、空港

機能をどのように確保していくのか、その内容

をしっかり詰めていくということに尽きるかと

思っております。

【小林委員】 時間ですから、最後に、じゃ、来

年、業者が決定をします。その業者の方が、い

わゆる自分たちの手で民営化をやりたいとか、

あるいは離島航空についても、自分たちの手で

問題解決をやりたいと。つまり、長崎県が民営

化するための課題、これを自分たちの手によっ

てやることができればというような積極的な姿

勢を持たれて、そして課題が解決できるという

ようなこととか、民営化についても、大事業で

ありますけれども、このくらいの取り組む決意

を持って我々は手を挙げ、選ばれたんだと、だ

から、やるよと。こういうような形の中で、そ

ういう頼もしい方にせびやってもらいたいと思

っているんですよ。

それで、時間がないから、最後に、今日、副

知事に来ていただいて、今までの一貫した答弁

と、今日、副知事がわざわざ来ていただいて、

何か真新しいことがあったんだろうかと。今ま

ではこのくらいまでしか発言できなかったけれ

ども、今日はここに来て、吉村委員が呼び出し

たから、おれはこれだけのことを言っているぞ

と、こういうような、何か今までにないような、

長崎県はＩＲに対して全力で取り組んでいるん

だと、これだけ一生懸命やっているよと、こう

いうことを内外にきちんと知らしめるようなこ

とができるような、今までにないようなそうい

う取組、何か言い残しがあったらいかんと思い

ますので、最後にどうですか、この辺のところ

も含めて。我々はその新しい感覚を聞きたいと

思って、今日わざわざ来ていただいているわけ

です。どうぞ。

【平田副知事】私が今日、お答えをすることで、

どこが新しいのかということはなかなか申し上

げづらい面もありますけれども、いずれにして

も言えるのは、今後、整備計画をしっかりつく

り込んでいかなければいけない。そのためには、

根拠のある形でちゃんと、特に評価項目の中で

も重要だと言われている交通アクセスの改善に

ついて取り組んでいかなければいけないという

こと。それを開業スケジュールですとか、ある

いはＩＲ誘致の場合に想定している人数、それ

から空港の持つべき規模、機能、そういったこ

とをしっかり検討していかなければいけないと

いうことを改めて申し上げた次第でございます

けれども、この点については、いずれにしても、

先ほど、例えば委員のほうからも、頼もしい事

業者にやってもらったほうがいいんではないか

というようなご指摘もありまして、今後の各事

業者とのいろんなやりとりの中で整備計画の作
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成を進めていく中でしかできないことも多々ご

ざいますので、今後、いずれにしてもしっかり

取り組んでいきたいと思っております。

【中島(浩)委員長】 時間となりましたので、平
田副知事に対する質疑は終了いたします。

平田副知事におかれましては、退席いただい

て結構でございます。

ありがとうございました。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時 ０分 休憩 ―

― 午後 ４時 １分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

引き続き、議案外の審査を行います。

質疑はございませんか。

【浅田委員】 お疲れさまです。ＩＲ、新幹線、

いろいろ聞きたいことはあるんですが、皆さん

からたくさん質問が出たので、全く聞かれてな

い県庁の跡地活用について、お伺いしたいと思

います。

これも重要項目であるかと思うんですが、別

紙でお配りいただいている中で、「長崎市との

協議状況」というのがございます。今、長崎市

議会の中でもいろいろ議論がなされているよう

ではございますが、この跡地の現状、跡地の発

掘状況によっては今後どうなるんだろうという

ような声も一方で聞かれているというふうに聞

いているんですけれども、市との協議状況、も

う少し詳しくお伝えいただけますでしょうか。

【苑田県庁舎跡地活用室長】補足説明を差し上

げましたように、長崎市との協議状況としまし

ては、埋蔵文化財以外につきましては、ホール

の質の高さの考え方や施設間の連携のあり方、

そして、駐車場の整備方法といった部分につい

て協議を続けさせていただいております。

これとあわせまして、埋蔵文化財調査が、現

在、1月15日までの予定で実施されております
ので、そういった状況を見極めながら、ホール

の整備場所についても判断したいといった意向

を長崎市からもお伺いしているところでござい

ます。

こうした形で、埋蔵文化財調査の状況にも留

意いたしますとともに、それ以外の、現在協議

を続けております課題につきましても、引き続

き長崎市ともやりとりをしながら、継続してま

いりたいと考えている状況でございます。

【浅田委員】若干所管が違うんだろうと思うん

ですが、実際、埋蔵文化財をしている流れの中

で、第3別館付近等々に関しても、まだ古い時
代の遺構が残っている層があるのではないか。

そういうことを踏まえて、専門家の方からも、

1月中旬にも聞き取りをするということがなさ
れております。

一応、1月15日までとなっておりますが、先
ほども若干おっしゃっていたかと思いますけど、

ここは、例えば、今後のホールの目途がある一

定決まっているから、何が何でもそこに合わせ

て、後ろを合わせてということではなく、ここ

は揺るぎなくしっかりと調査はやるということ

でお変わりはない。仮に、もしも埋蔵文化財調

査が延びた場合においては、市からは、そこで

また協議をするという声が上がっているという

認識でよろしいんでしょうか。

【苑田県庁舎跡地活用室長】お話がありました

ように、この埋蔵文化財調査につきましては、

ホールの整備のスケジュールがあるからという

のではなくて、いわゆる予断を持つことなく、

学芸文化課のほうでも、調査の基準等に基づい

て適切な期間を設定し、専門家等にもご意見を

いただきながら、調査箇所も設定の上、実施を
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しております。

そういった中で、お話がありましたように、

さらに調査を進めた上で、1月の中旬に専門家
のほうに、改めて意見をお伺いすることとして

いるところでございます。

その調査が長引いた場合に協議をするかとい

ったところにつきましては、現在の手続の進め

方といたしまして、専門家に意見を聞くのと並

行して協議を行うという形をとらせていただい

ておりますので、次回またご意見を伺いますけ

れども、ご意見を踏まえた上で、県・市で話を

していくと、そういったようなプロセスになる

ところでございます。

【浅田委員】繰り返さないなくていいので、質

問だけ答えていただければと思うんですが、仮

に、この日程が延びた場合に、市が、過去にあ

りましたよね。一度長崎市役所の跡地でつくる

というようなことを、呼び戻したことがあった

と思います。

このホールというものは、今の基本構想にお

いては、県庁跡地、市役所跡地、どちらでもい

いように、そもそもがなっていたかと思うんで

すが、それを踏まえて、もし市のほうから、も

う県を待っていたら進まないので、市の跡地で

つくりますといった場合において、県は、それ

でもまだホールをつくるという認識は変わらな

いんでしょうか。

【苑田県庁舎跡地活用室長】長崎市におかれま

しても、先般の市議会のほうでも、「このホー

ルの整備のスケジュールにつきましては、県庁

舎跡地で整備するほうが、現時点におきまして

も、市庁舎跡地よりも早期に完成できると見込

んでいる」といったような答弁がなされている

ところでございます。

こうしたことから、県としましても、現時点

では、そういった仮定の話について考えを申し

上げるというのは適切ではないのではないかと

考えておりまして、引き続き埋蔵文化財調査の

動向にも注意いたしまして、長崎市との協議を

継続してまいりたいと考えているところでござ

います。

【浅田委員】仮定のことなので言いづらいとい

うところは理解するところでございますが、市

議会の中において、まだ県庁跡地のほうが早く

建てられるからということが言われていると。

しかし、しっかりとまだ古いものが残っている

というふうな、そういう専門家の意見もある中

で、きちんとした調査を本当にやっていただき

たい。それは、確かにここの所管は県庁舎跡地

活用室かもしれませんけれども、それをなくし

て、市のほうがホールをというようなところに

引っ張られることなく、きちんとしたことをや

っていただきたい。

そして、市民、県民の声はいま一度しっかり

と聞くというふうにおっしゃっていましたけれ

ども、そのあたりも、まだ私が前の9月に聞い
た後に、どのような形で市民、県民の声を聞い

ているのか、ホールは必要じゃないという地元

の方もいらっしゃいます。そういう声も多々、

多々ある中で、もっとしっかりと聞いていただ

いた声を上げていただければと思います。

【苑田県庁舎跡地活用室長】先ほども申し上げ

させていただきましたけれども、調査につきま

しては、予断を持つことなくしっかりと調査を

進めてまいりますし、そういう中で、外部の専

門家にも委嘱をいたしまして、意見をお伺いす

ることをいたしておりますので、そこの部分は

適切に、今後とも対応させていただきたいと存

じます。

また、もう一点ございました、県民、市民の
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皆様の声をしっかり聞いた上でといった部分で

ございますが、このあたりも補足説明でも申し

上げましたように、現在、専門家ですとか、民

間事業者にもさまざまな意見や提案というのを

聞かせていただいているところでございます。

この基本構想策定の中で、こういったご意見

も踏まえまして、改めて整理をさせていただき

まして、段階、段階で県議会にもお示しし、ま

た、県民、市民の皆様にもご意見をちょうだい

しながら整備を進めてまいりたいと考えており

ます。

【浅田委員】繰り返しになりますけれども、こ

この部分は、まだまだ県民、市民の中には、果

たして平成26年に要望が出された、あれから次
代も移り変わっている中で、本当にこの3つの
基本構想でいいのかというような声も実際あり

ます。そういったところもしっかり聞いて、未

来に負を残さないような形をとっていただけれ

ばと思います。

時間がないので、ほかの質問に移らせていた

だきます。

先ほどＳＤＧsの質問を下条委員のほうから
もしていただき、多くの味方が増えてきたとい

うことはありがたいなと思っています。2年半
ぐらい前に質問した時には、本当に何度も言う

ようですが、県の方もなかなかご理解をいただ

けなかった。それが、今回、総合戦略に前々か

ら私も要望しておりましたとおり、アイコンと

かが入って、目に見えるような形にはなってい

ると。しかし、目には見えるけど、そこからの

具体策がなかなかわかりづらいというのを、私

も下条委員がおっしゃっているところと同じで

す。

それに関しては、過去に何度も、これもまた

質問しているんですけれども、民間の方との連

携をとる、民間の方々に推進をしていく中で、

よく県がいろんな事業においてやられている認

証制度だったりとか、登録制度だったり、そう

いうことをＳＤＧsでやることが、民間の人たち
や市民、県民にも広がりを見せるのではないか。

それをやれば、下のロビーを使ってそういう表

彰式など、ほかの事業と同じで、やったりする

ことによって相乗効果も生まれるというふうに

思っているんですが、過去の質問の中で、そう

いったところも検討していただくということは、

部長からの答弁もございましたが、現状いかが

でしょうか。

【陣野政策企画課長】浅田委員からお話があり

ました認証制度につきましても、9月の定例会
の一般質問でもご質問いただきまして、今、取

組状況といたしましては、まさに認証制度も含

めて、民間の取り組んでいらっしゃる団体の皆

様にも、そういったことも含めてさまざまな意

見交換をさせていただいている状況でございま

す。

また、認証制度につきましては、国のほうで

も少しそういったことを検討しているという情

報も入っておりますので、そういった情報は改

めてしっかり見極めた上で、再度検討してまい

りたいと考えております。

【浅田委員】国のほうでもいろいろ自治体を含

めて、民間を含めてアワードとかをもう何年か

前からやっておられますよね。そういったこと

も含めて、自治体にしても、企業の人が自分た

ちがやっていることを公にできるような形をと

っていただけないか。

それと、9月と、その前にも、多分質問した
と思うんですけれども、ファシリテーターの養

成講座、防災士の資格みたいな感じで、県とか

の補助だったり、県独自でそういうのを取らせ
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たりするようなこともお考えいただきたいとい

う質問も過去にもしております。私自身も、自

分の主催で、ＳＤＧsカードゲームのイベントだ
ったり、シンポジウムだったりをしている中で、

やっぱり経験していただくことによってすごく

ご理解をいただけることがあると思うんですが、

そのあたりのご検討はいかがでしょうか。

【陣野政策企画課長】ファシリテーターの養成

につきましても、さまざまなご意見、今、民間

の団体から伺っているところでございます。

また、県職員につきましても、ＳＤＧsについ
てしっかり認識した上で取り組んでもらわない

といけないと考えておりますので、まずは私ど

も企画振興部の職員にも、ＳＤＧsの取組等も含
めて、また、カードゲームの話もございました

が、そういったものを実際に体験してもらうと

いう取組も今検討しているところでございます。

あわせて、庁内の職員に対しても、職員研修

等で、ＳＤＧsの取組も、再度研修の内容にも少
し盛り込んでいきたいということを、今検討し

ているところでございます。

あわせて、そういった形でのさまざまな取組

につきましては、民間の団体の意見も聞きなが

ら、再度検討してまいりたいと考えております。

【浅田委員】いろんな自治体においてカードゲ

ームのファシリテーターの養成をなさっていた

り、実際そこの部署の方が取られていたりとか、

もっともっと積極的に、やっぱりスピード重視

というところはあると思います。

これもまた、前にも申し上げましたけれども、

できれば、なかなか全庁的にどういう事業をや

っていて、どうすれば長崎県が掲げている、長

崎県が先に目指している世界観をつくるために、

長崎でやっている事業をカードゲームに落とし

込む、オリジナルのカードゲームをつくってみ

たらいかがでしょうかということも私は申し上

げているんですけど、そのあたりはいかがでし

ょうか。

それをやると、いろんな方々から、「横軸で」

とかといろいろ話もありますけれども、おのず

とそれが横軸で出てくるし、それをオリジナル

カードゲームを、ＳＤＧsのカードゲームをつく
ることによって、長崎県がやろうとしている事

業、そして、長崎県の未来像を多くの方に知っ

ていただけることになると思うので、これはぜ

ひとも強くやっていただきたいと思っているん

ですが、いかがでしょうか。

【陣野政策企画課長】 まず、ＳＤＧsにつきま
しては、当然、どういった取組で普及していく

のかというのが重要だと考えております。そう

いった中で、カードゲームにつきましても、一

つのツールだと考えております。

そういった中で、まず、私どもの職員も、カ

ードゲームがどういったものかというところを

しっかり体験してもらうことも大事かと思って

いますので、まずは、先ほど申し上げました企

画振興部の職員研修の中でも、少しそういった

カードゲーム、具体的には、先進的に取り組ん

でいらっしゃる大学のところのカードゲームも

少し参考とさせていただきながら取り組むこと

によって、委員のご提案のあったカードゲーム

につきましても、どういった形がいいのかも含

めて、検討してまいりたいと考えております。

【浅田委員】県庁のロビーでも幾つかの団体が

カードゲームをやられて人を集めたりとか、ワ

ークショップをやったりとか、もう既に何度も

ここでもやられております。そういうところに

参加していただいたりとか、スピードを持って、

ずっと検討したりとか、いつかはやりたいとか

では進みませんので、それこそそれが、今度予
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算にかかわってきますので、来年度の予算の中

で、本当にオリジナルカードゲームをつくると

なると、もっともっと深くやっていただく必要

性もあると思いますので、一歩も二歩も踏み込

んだ形で県民に広く知れ渡る施策をとっていた

だければと思います。よろしくお願いします。

そして、もう一点だけ質問させていただきた

いと思います。

ＩＲの中にもかかわることであるんですが、

最近すごく学生とか、部活とかでも増えており

ますeスポーツについて、長崎県としての今後の
取り組み、そして、現状などをお伺いできます

でしょうか。

【野口スポーツ振興課長】 eスポーツの取組で
ございますが、今年、茨城国体の文化プログラ

ムでeスポーツが取り上げられたということで、
その長崎県予選を7月28日に県庁1階ロビーで
実施いたしました。

その理由としましては、茨城国体の文化プロ

グラム種目の県予選として行われたということ

と、それから、主催が茨城国体の実行委員会等

で、県のサッカー協会がかかわっていること。

つまり、サッカー競技の普及にもつながるよう

なイベントであったということと、大会参加者

から参加費を徴収せずに賞金も出さず、射幸性

もないということで、本種目開催については会

場提供の協力を行ったところでございます。

現在の私どもスポーツ振興課のスタンスとし

ては、果たしてeゲームがスポーツかというとこ
ろから問題はございますけれども、eスポーツ自
体は、身体に障害を持つ人でもスポーツを疑似

体験ができる。そういったこととか、先ほど言

った、スポーツに関心がない人たちにスポーツ

に対する興味関心を抱かせるきっかけづくりと

なると。それから、最近では福岡市で2月に1万

3,000人ぐらいのイベントをやったというふう
に聞いておりますし、富山県では9月に5Ｇ、次
世代通信規格をにらんだ大会を開催するなど、

いろんな自治体で積極的な取組が始まっている

ということは当然認識しておりまして、世界的

な市場規模、それから、我が国においても、今

後の発展可能性から見まして、地域活性化にお

いて大変効果的な分野であるということは認識

しております。

ただ、先ほどのスポーツの定義としてどうか

ということと、さらに、ゲーム依存症の対策と

いうのが非常に問題点としても課題がございま

すので、当課としましては、今後はスポーツ庁

の方針、それから、他の自治体の状況も参考に

させていただいて、さらには、県庁内で言うと

文化とか産業の部分、それから福祉関係も関わ

ってくると思いますので、県としてどのように

関わっていくかというのを、関係課を含めて検

討してまいりたいと考えているところでありま

す。

【浅田委員】 長崎の協会も、日本のeスポーツ
連合のほうに正式にしっかりと入ることができ

ましたし、これからもっともっと進んでくる状

況だと思うんですね。

確かに、今、県の中での所管の問題等々がま

だまだあるというところで、それ自体がちょっ

と遅れているというか、もっと取組をやってい

ただきたいなと。2018年のアジア競技大会のほ
うでもeスポーツは出ておりますし、東京は間に
合わなくても、その次のパリとかではというよ

うな話も出ております。

そんな中で、先ほど依存症の問題とかもあり

ましたが、あわせて、すべてを一緒のように、

そういったことも踏まえながら、どうやって依

存症をなくす、増やさないか、かつ、eスポーツ
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を発展させるかというのをやるということにお

いて、もっと来年度とかも、しっかりとそうい

ったところもやっていただくと、今は所管は違

いますが、福祉の分野でこのeスポーツを取り入
れたりとか、高齢者の方々が、海外においてはe
スポーツのチームをつくって、今後の長寿命化

を目指してやられていたりとか、ひきこもりの

子どもを公の場所に出すことによって、大会に

出すことによって違った角度があったり、おっ

しゃっていたように、身体的なスポーツではな

いかもしれないけれども、ある意味の戦うとこ

ろであり、長崎も、実際サッカー協会が絡んで

これ自体をやっておりますので、そういったと

ころをもっと積極的にやっていただくと、この

長崎の場合は、特にＩＲも目指しておりますし、

ＩＲの事業の中にもこういったところも入って

いるところも多々、多々ありますので、もっと

もっとこの部分も積極的に取り組んでいただけ

ればと思っております。

【野口スポーツ振興課長】ちょうど昨日のこと

でございますけれども、10年以上前に、長崎市
に立地いただいている某企業様と、同企業の社

会貢献活動と私どものスポーツ行政と、何か連

携した取組ができないかなというような協議の

場がございました。その協議の中で、eスポーツ
に関するお話がございました。

この会社は、今月から、eスポーツのコーチと
プレイヤーをマッチングするサイトを立ち上げ

たり、登録者を増やすために、長崎で何かイベ

ントを開催したいというようなお話でございま

した。このサイトには、eスポーツにおいて非常
に先進的な取組をしておる、Ｊリーグの湘南ベ

ルマーレの選手が2名参加していたり、障害者
のプロスポーツプレイヤーも参加されたりとい

うふうなことでございますので、こういう具体

的な案件をきちんと受け止めて、それをどう対

応していくかということからスタートしていけ

ればなというふうに思っております。

【浅田委員】もう時間なのでやめますが、実際、

今年も佐世保のきらきらフェスタとか、大村で

もポップダンとかというイベントだったり、松

浦のこども博とかでも、このeスポーツを取り入
れたブースがあったりとか、いろんな世代で広

がっていますし、小学生の「ぷよぷよ」という

ゲームのところでは長崎の子が優勝しています

し、3日前にも、タイであった国際大会でも、
長崎出身の人が優勝しています。そういう意味

において、実は長崎は競技者は注目をされてい

る部分もありますので、そういったところも見

ていただいて、ぜひお願いしたいと思います。

これはまた、改めて質問します。

【中島(浩)委員長】 ほかに質問はございません
か。

【深堀委員】持続可能な公共交通ネットワーク

網の構築に関して、先ほども少し質疑はあった

んですけれども、その件に関して質問したいと

思います。

本県においては、人口減少が著しくて、人口

密度も低下していく中で、いかにして公共交通

ネットワークを守っていくかというのは、将来

に課せられた大きな課題であるというふうに認

識をしているわけですけれども、その中で、先

般、ある記事を見ました。それは、政府の未来

投資会議なるもので、地方バスの路線の独禁法

適用除外、特例法案というものを今考えている

というような記事が出ています。

これはどういうことかというと、例えば長崎

市域で言っても、例えば同じ地域に複数のバス

会社があって、その中で、それぞれがいろんな

許認可をとって運営しているんだけれども、そ
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れについて、例えば両者で話し合って、路線で

あったり、時刻であったり、そういったものを

協議できるかというと、それは独禁法に引っか

かる問題で、そういったことが今できない状況。

ただし、今、この未来投資会議で議論された

内容は、疲弊する、人口が減ってくる地域の中

で、そういったこと、今のままの法の縛りでい

けばもたないよと、そういう意味合いからそう

いったものを検討するというのが記事であって、

見た時に、本県にとって、ものすごく影響があ

る話ではないのかというふうに私は感じたもの

ですから、あえてこの問題を取り上げて聞こう

と思っているんですけれども、この中身につい

て、どういうふうな理解、そして、県としてど

ういった準備をされているのかというのをお尋

ねしたいと思います。

【小川新幹線・総合交通対策課長】委員ご指摘

の部分でございますが、今そういう議論がされ

ているということは、私どもは十分承知をして

おります。

そういうものの今後の進展を見ていかないと、

私どもが先にいろんな形で動くというのは、な

かなか難しいのかなと思っているんですが、確

かに、言われるように、過疎地域等々含めて、

どういう形で、今、非常に問題になっておりま

す高齢者等々の通院とか、お買い物とかという

部分を含めて確保していくのかというのは、私

どもとしても非常に大事な課題だと思っており

ます。

そういう意味で、今回、先ほどもご説明いた

しましたが、地域公共交通網の形成計画等々を

含めた、地域の公共交通に関する議論というの

を各自治体で進めていただきたいと、それの背

中を押したいというのもありまして、例えばバ

スの役割、タクシーの役割、十分役割分担をし

ながら、いろんな広範囲のそういうネットワー

クがつくれるとか、そういう部分について、今

後進めていただきたいということで、今回の事

業についても出しているところでございますの

で、今、委員ご指摘の部分については、未来投

資会議等々の状況を踏まえて、国の動きを十分

に見据えた上で、私どもとしても対応してまい

りたいと思っております。

【深堀委員】 状況はわかりました。ただ、中身

は、恐らくこういった長崎県という地方にとっ

て、ものすごく大きな影響がある話であって、

確かに交通網の計画は、今の枠組みの中で、そ

れはしっかりやることは当たり前のことなんで

すけど、先ほども ＭａａＳの話も少し議論であ

りましたね。当然、それにはつながる。

ここで記事を紹介すると、やっぱり地域で競

合する事業者が運行回数や路線を事前協議して

調整し、収入を分け合う運賃プール制の導入も

容認。結局、タクシー、電車、バスを含めてプ

ール制のことも、そこに道筋を開くような、こ

れは、当然、10年限定の特例法になりそうな状
況なんですけれども、やっぱりもう少し国の審

議状況を見極めるということは、そのとおりだ

とは思うんだけれども、いち早くそういった情

報収集しながら、地方都市として、県としては

こういったことを求めたいと、逆に政府施策要

望の中に早くこういった内容に取り組んでほし

いということを、私は挙げるべきだというふう

に思うんですよ。単に待っておくだけじゃなく

て。そういったお考えも少し聞かせてほしかっ

たんですけれども、どうですか。

【小川新幹線・総合交通対策課長】委員ご指摘

のように、本県において非常に大きなものであ

ると思っておりますので、私自身も国のほうに

出向いていろんな情報をとりながら、本県とし
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てどういう対応ができていくのか、また、それ

に沿った形で、国のほうにそういう要請等々も

できるのか、十分に検討してまいりたいと思っ

ております。

【深堀委員】 ぜひお願いしておきます。

次に、もう一点だけ。部長の説明資料の中に

もありましたけれども、移住の対策についてで

あります。これは、先般の委員会の時にもお尋

ねしたことではあるんですけれども、今回もチ

ャレンジ2020の数値目標の進捗状況でも、本県
への移住数というのが掲載されておって、その

中身についても、前回の委員会の時も、各市町

別の移住の実績というのをお聞かせいただきま

した。

当然同じことを、少し繰り返しになるんです

けれども、平成30年度移住者数というのが
1,121名で、目標値に対して211％、非常にいい
傾向にあるというふうには理解をします。

離島地域への移住者も増加しているというこ

となんですけれども、その中で、要は、地区別

とＩターン、Ｕターン別の評価、そして、さら

に確認をしたいのは、特にＩターンで、年々移

住者数は増えてきているんだけれども、本当に

それが定着に結びついているのかどうか、その

あたりを確かに、細かい数字を把握するのは難

しいとは思うんですけれども、つかんでいる情

報があれば、定住ですね、移住してきた数は増

えてきているけれども、本当にそれが、何年も

たって調査をした時に、例えばＩターン者のほ

とんどがまた戻ってしまっているとかというこ

とがないのか、そういった後追いの調査の状況

等について、少しお知らせいただきたいと思い

ます。

【浦地域づくり推進課長】移住に関するお尋ね

であります。

平成30年度の移住者の実績が1,121人という
ことで、まず、地区別、ＵＩターン別の評価と

いう点でございますけれども、平成30年度実績
が大きく伸びた要因として、まず私どもが考え

ているのは、国境離島関係5市町の移住者が、
県全体の伸びを上回って伸びているということ

で、これは平成29年度に施行した有人国境離島
法の関係施策の効果として、雇用の場が多く生

まれているということを受けての背景だという

ふうに認識しております。

また、ＵＩターン別で見てみますと、ここ数

年間で、ＩターンよりもＵターンが伸びてきて

いる状況であります。これは、本県から最も多

くの方が転出している福岡県からの移住者が増

えているという状況もありまして、これを受け

まして、特に福岡県からのＵターンで見ますと、

県全体の約3割を占める311人が、現在、福岡県
からのＵＩターンの実績になっており、前年度

比で140人の増、81％の増加ということで、先
ほど申し上げました、ＵＩターン別の状況につ

ながっているというふうに考えております。

もう一点、定着の質問でございます。

移住された方々の地域への定着率というのを

過去に調査をしたことがございます。少し説明

しますと、平成23年度から平成27年度の5年間
で移住された方に対して、平成28年11月に調査
を行っております。その地域に引き続き在住し

ているかどうかというところでございますけれ

ども、この結果としましては、これはＵＩター

ン合計でございますけれども、88.1％の定着率
となっております。

なお、参考に、同じような調査で、ちょうど

5年前、平成18年度から平成22年度までの移住
者を対象に調査をしたことがございました。こ

れは平成23年に調査をしているんですが、こち
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らの定着率としては79.7％ということですので、
少し定着率は増加しているのかなと、そういう

ふうに評価をしております。

【深堀委員】 今、報告があったとおり、定着率

は、平成18年から平成22年度分の移住者の分と、
平成23年度から平成27年度分の定着率を翌年
度に調査しているんですね。79％が88％に上昇
しているということで、この調査をするのは、

ものすごく労力がかかると思うんですよね。Ｕ

Ｉターン別にわかれば、数値としては一番生か

せる数字になるのかなというふうに思うんです

けれども、ここで、そこまでは求めるつもりは

ないんですけど、特にＵターンは、出身者が帰

ってくるわけですから、ある意味定着はしやす

いことは、もう一般論としてわかるんですよね。

Ｉターンですよね。縁もゆかりもない人が長

崎県内に来てくれた時の定着がどうなのか。そ

こが全数調査をする、そこまでの労力をかける

よりも、各基礎自治体、特に今、離島部におい

ては、そういった移住者の方が増えているとい

うことですし、当然、説明の中に移住サポート

センターの活用とかもあるわけで、感覚的な部

分でもいいと思うんですよ。各離島の窓口とな

る行政のほうに、どんな定着の状況なのか、そ

んなところを、一度お聞き取りでもしてみて、

私が離島部の方からお聞きしたのは、移住者の

方が来てくれる、それはありがたいんだけれど

も、その移住者の方々が、どうしても地元の方

となじめずに、移住者ばかりで群れてしまう。

地元に溶け込むことが難しい場合があるんです

よということを五島の方から聞いたことがあっ

て、そのことが私はずっと気になっていて、移

住サポートセンターがせっかくある以上、そう

いったところとしっかり連携をしながら、地元

の方としっかり地元に根づくようなことになれ

ばいいのかなと。そういった聞き取りであった

り、そういう課題であったりということをしっ

かり把握をする場面をつくっていただいて市町

と連携してほしいなというふうに思っているん

ですけれども、どうでしょうか。

【浦地域づくり推進課長】ただいま深堀委員か

らＵＩターン別の分析についてのお尋ねであり

ましたけれども、ご指摘のとおり、先ほど申し

上げた調査におきましては、ＵＩターン別の把

握はできておりません。

一方で、調査の際に、長崎を離れた方に理由

を幾つか聞けているようなケースもございまし

て、例えば、今まさに委員がおっしゃったよう

に、「地域社会に溶け込めなかったので長崎を

離れた」、あるいは、「思っていた生活環境と

は異なっていたので長崎から離れた」、こうい

った理由が見られます。ですから、傾向として

は、やはり今お話があったように、Ｉターンで

移住に来られた方のほうが長崎から離れていく

傾向が、どちらかというと、やはり高いだろう

というふうに考えております。

離れる理由というのは、恐らくＵターンで来

られた方とＩターンで来られた方と、当然異な

るだろうと思っています。移住者の定着を進め

るためには、こうしたＵターン、Ｉターン別に

異なる理由に対して、しっかりそれぞれに応じ

た対策というのを取り組む必要があるというふ

うに考えておりまして、そういった意味からし

ますと、ＵＩターン別の離れた理由をしっかり

確認していくということは、今後、移住者の拡

大を増やす上で非常に有効な考え方だと思って

おります。

したがいまして、次回の調査は、また数年後

ということになるんですけれども、ぜひ、県内

の市町にも協力をいただきまして、今申し上げ
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ましたように、ＵＩターン別の長崎を離れた理

由についての分析が十分できるように、今後し

っかり努めてまいりたいと考えております。

【深堀委員】 ぜひそのようにお願いします。

いろいろ資料を出される時に、我々見る側と

しても、移住者というひとくくりではなくて、

ＵＩターンでどれくらいなのかというような、

そういう見せ方をしていただければ、非常に助

かりますので、以後、よろしくお願いいたしま

す。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【中村(泰)委員】 お疲れさまでございます。恐
縮ですが、質問の数が多いので、できれば端的

に、よろしくお願いいたします。

まずは、新幹線に関する話です。

昨日、山口知事と国交省の水嶋鉄道局長が談

話をされました。まず、こちらで、鉄道局長の

コメントの中に、私が見ておる資料は、新幹線

の特別委員会の資料になりますが、環境アセス

に関して触れられております。長崎の関係者が、

予算要求のところで心配をしていると。要は、

令和2年度の予算に盛り込まなければならない
といったことを長崎が心配をしているというと

ころでコメントがありました。そこについて、

さらに水嶋局長はコメントをされておりまして、

「しかしながら、佐賀県のご了承なしには令和

2年度の予算に環境アセスの予算を計上するこ
とは、今後のこの問題を進めていくに当たって

いい影響はない」と、はっきり言われておりま

す。つまり、「佐賀県の了解を得られない限り、

12月の政府案にアセス予算を盛り込むことは
困難」という明確な発言がございました。

一方で、山口知事のほうから、またこの環境

アセスについて、「佐賀県としても、この件に

ついてはあってはいけない」というように断言

をされています。また、「佐賀県の中でアセス

というものは、国のほうが一方的にやるのはあ

り得ない」と言われています。

こういった会話をされて、最終的に水嶋局長

も、記者から「何か策があるのか」と言われた

時に、「秘策がないんだ」ということを、本音

を吐露されておりました。

また、同日、ＰＴのほうで議論がなされまし

て、こちらでもアセスについてコメントがござ

いました。委員の方からの発言の中に、「アセ

ス費用については、今から佐賀県知事に会うの

で、最後まで頑張らせてください。予算の結果

次第で、その次どうするか考える」といった趣

旨のコメントがございました。

私としては、なかなか硬直状態であるといっ

た中で、ＰＴの中で、まだ佐賀県を説得すると

いうことを諦めていないということがございま

したが、しかしながら、「その結果次第でその

次を考える」といったところで、その次の話も

出ているんだと。しかしながら、その次が、恐

らく現状、見えないということが、またわかっ

たわけでございます。

そういった中で、次ですね、大変厳しい状況

にあるんですけれども、県としてどういうふう

に踏み込んでいくのか、ご回答をお願いいたし

ます。

【坂野企画振興部次長】今、新幹線のアセス予

算の関係について、お尋ねがありました。

先日、中村知事が上京した際にも、中村知事

のほうから鉄道局長に、「ぎりぎりまで政府予

算案に盛り込めるよう調整をお願いしたい」と

いうふうにお願いをしております。鉄道局長も、

「最後まで努力したい」というふうに言ってい

ただいておりますし、昨日の取材の中でも、「ま

だ数日時間があるので、引き続き佐賀県の理解
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が得られるよう、最終的な調整をしたい」とい

うようなご発言をされておりますので、県とし

ては、引き続き調整のほうをお願いしたいとい

うふうに考えております。

その次の話が出ているというところでござい

ますが、今、国交省のほうも調整中ということ

ではございますが、その後のことにつきまして

は、どういった対応がとれるのかということを

国交省や関係者ともよく相談していきたいとい

うふうに県としては考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
大変厳しい状況で、誰もが、どうしたらいい

のかがわからないというところでございます。

県としてできることは限られてはおりますが、

引き続き国としっかりと連携をしながら、次、

どうするのかということを早急に決めて、何と

か連携をとっていただきますよう、よろしくお

願いいたします。

続きまして、また新幹線の件です。こちらは

要望だけでお願いをいたしますが、先日、水嶋

鉄道局長のほうから、「660億円佐賀県が負担
をするところで施設ができれば、固定資産税も

県内、市町に入る。こんなお買い得な公共事業

はない」といったコメントがございました。な

かなか、ここですぐに数字を出すというのは難

しいんですけれども、鹿児島ルートなどの例に

倣いながら、どれぐらい佐賀県が、長崎もそう

なんですけれども、固定資産税によって市町に

どれだけお金が入るのか、わかり次第、ご連絡

いただければと思います。

続きまして、これも関連になります。ＪＲ本

線の鉄道施設の維持管理費用が上がったという

ところでございまして、私は前職でＪＲにおり

ました。そこで、設備指令業務費用が一番引っ

かかったんですけれども、ＪＲは、私は以前、

新幹線車掌、そして指令という仕事をしました。

実際、指令業務というのが、特に分離されてい

るわけじゃなくて、なぜこれがもともとの時点

で分けられていたかが理解が全くできないと。

松浦鉄道を何か参考になさると、ベースになっ

たというところなんですけれども、正直、すみ

ません、これは失言というのか、このあれを見

た時に、すごくなめられているという思いにち

ょっとなりまして、（発言する者あり）という

のは、各委員の皆様からも、最初からわかって

いただろうということがあったんですけれど、

本当に、これは最初からわかっていた話であっ

て、数年たってこれがわかったといったことも

理解もしがたいものでございます。もう少しこ

のあたりをご教示いただけますでしょうか。

【小川新幹線・総合交通対策課長】 これは、先

ほどもご答弁申し上げましたが、この確認時点

という部分においては、青森県の青い森鉄道が、

下の鉄道施設の関係については、いわゆる直営

でやっているという事例が、上下分離について

は唯一、平成20年度時点ではあったと。それを
参考に、当然、今回の部分についても直営でで

きるんではないのかということが前提にあった

ので、そういう指令関係の設備とかという部分

が入らなくて、いわゆる第三セクターの松浦鉄

道並みの経費ということでの整理になっている

というところでございます。

【中村(泰)委員】 しかしながら、平成28年に再
度国に確認をしたら、実際それではだめだとい

うお話があったと。これがなぜ8年後に確認を
したのかといったところは、ちょっと理解がし

がたいところでございまして、確認をしたとい

うことは、恐らく、多分、ここがずっと懸念材

料としてあったんじゃないかと。コストの計算

をする時に、リスクで済むはずなんですね。そ
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のリスクの中に、これが多分あったんだろうな

と。逆にそれがないということは、コストをは

じく能力というのか、本気でコストをはじいて

ないんじゃないかなというような懸念をちょっ

と持ってしまうんですけれども、こうなってし

まったところは、もうどうしようもできないの

で、正直我々も、これはもっと上がるんじゃな

いかというような心配がございます。一層厳し

く、コストについては見ていただきますように、

重ねてお願いを申し上げます。

続いて、総務委員会の関係議案の説明資料8
ページでございます。「しまは日本の宝」戦略

の推進というところで、これは離島の社会減に

ついて触れられているようでございます。

先日も、五島の社会減が非常に軽減されて、

かなり改善をしていっているというお話をちょ

っとお伺いしました。昨日、文化観光国際部の

審議の中でいただいた資料、県内の地域ごとの

宿泊客の推移があったんですけれども、五島が

ひとり勝ちをしています。

要は、宿泊客でもひとり勝ちをして、社会減

においても、要は、ひとり勝ちというのは、過

去からの改善というところでひとり勝ちをして

いるというところで、県としても、恐らく、今、

五島の動きにかなり注目をしていると。

一方で、これは五島市の取組がすぐれている

といったこともお伺いしておりますが、その展

開がうまくできていないんじゃないかなといっ

たところも、また気になっておりまして、その

あたりについてご教示願います。

【明石地域づくり推進課企画監】五島の先進的

な取組が他の地域に広げられていないんじゃな

いかというご質問かと思います。

実は、3月まで五島振興局に勤務をしており
まして、出身も五島なんですけれども、実際、

五島市の観光客の増加については、世界遺産の

登録といったものが大きな要因でございますけ

れども、国境離島による滞在型観光の取組で、

さまざまなコンテツをつくっていったというの

も実情でございます。

実際、世界遺産登録になって、個人観光客も

増加してくるであろうといったことを見据えて、

「キリシタン物語」というような着地型の旅行

商品を、登録前から実は準備をして､ガイドの養

成もして、実際登録になって、五島の場合には

久賀島と奈留島に構成資産がありまして、公共

交通、船とかを使うと非常に回りにくいという

ような実情がありましたので、定期船と海上タ

クシー、島内はジャンボタクシーですね、こう

いったものを組み合わせて、昼食と体験も含め

た着地型旅行商品というものを整備しました。

これは、振興局が事務局を務める協議会が中心

となって、市町、観光協会を構成メンバーとす

る協議会なんですけれども、ここで事前に準備

をしっかりとできたというのが一つ大きなポイ

ントではないかと思っております。

同時に、世界遺産登録ということで、かなり

メディアに露出をしたというのも観光客が増加

した要因ではないかというふうに考えておりま

す。

また、国境離島の取組で、宿泊施設の整備で

ありますとか、あるいはＳＵＰ（サップ）など

の観光コンテンツを運営するような方々、ある

いは民間の旅行会社が雇用機会拡充事業等を使

って参入をしているというところで、非常に五

島の観光の魅力が高まったということが言える

かと思います。

また、社会増減につきましても、実は11月末
までの状況でプラス23名といったような劇的
な改善が見られております。これは、国境離島
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交付金による雇用の創出に加え、五島市の移住

の施策が充実をしているということと、移住相

談員というものの体制を整備しておりまして、

非常にきめ細やかな対応をされているというの

が、我々も振興局から見ていて非常にわかるよ

うな状況でございました。

また、ＵターンとかＩターンされてきた方々

のネットワークをもって、移住者が移住者を呼

び込むといったような好循環の流れができてい

るというのも非常に特徴ある部分ではないかな

というふうに考えております。

こういった五島の取組を、他の離島地域にも、

ぜひ我々も展開をしていきたいというふうに考

えておりまして、定期的に各市町の方々ともテ

レビ会議でありますとか、あるいは直接、我々

も訪問して、先進事例の紹介を含めた意見交換

をさせていただいております。

今後も、そういった取組をしっかりとしなが

ら、場合によっては、それぞれの島の実情をし

っかりと議論しながら、我が町にも展開してい

くんだというような前向きな取組を促していき

たいというふうに考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。真新
しいところとして、民間がかなり入ってきたと

いうところと、移住者が移住者を呼ぶと、なる

ほどなと思いました。

五島市が、結局、パイの取り合いになってし

まうところもあるので、出し惜しみじゃないで

すけれども、本当に大事なところを出しかねな

いところもあると思いますので、そこはしっか

り県の方で展開いただけるように、よろしくお

願いをいたします。

続いて、「第2期長崎県まち・ひと・しごと
創生総合戦略（素案）」の3ページで、先ほど
ＵＩターンの話が出ておりますが、もう端的に

ＵＩターですね。こちらは、人口減少の中でも

すごく重要な施策とされておりますが、今後、

頭打ちにならないのか、どうでしょうか。

【浦地域づくり推進課長】今、委員からお尋ね

の頭打ちにならないのかというところではあり

ますけれども、移住者数につきましては、この

まち・ひと・しごとの次期総合戦略の中で、人

口減少に歯止めをかける上では、やはり移住者

を増やしていく必要があるんだということで、

別途、ＫＰＩを設定させていただいておりまし

て、そのＫＰＩとしては、3,200人を最終目標と
させていただいております。

これまで伸びてきた実績のトレンドとしては、

伸び率の傾向が地域によって少し異なるという

こと、これは先ほど深堀委員からも話がありま

した。それと、また、地域間競争が激しくなる

中で、今、中村(泰)委員のほうから少し話があ
りましたけど、伸び率が年々低下しているとい

うトレンドが事実あると思います。

こうしたトレンドを踏まえた上で、伸びは鈍

化しつつも、やはり年々わずかでも増加を目指

していくことが非常に大事だというふうに思っ

ておりまして、今回、平成30年度の実績をベー
スに、そうしたトレンドを踏まえまして、数値

の算出結果が、先ほど申し上げました最終目標

という数値にしております。この目標達成につ

きましては、決して容易ではないというふうに

承知しております。

ただ、一方では、移住者の増加が実現できな

ければ、社会減少に歯止めをかけることができ

ずに、総合戦略そのものの基本目標の達成も実

現しないというふうな強い意思を持ちながら、

人口減少対策の重点プロジェクトの一つとして、

統括監ＰＴにも加わっておりますので、関係部

局間の連携強化に努めるとともに、県内21市町
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とも力を合わせて、目標達成に向けて全力で取

り組んでいく必要があるものというふうに考え

ております。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。私も、
多分、これは頭打ちするのかなという危惧をし

ております。もちろん目標は高く持つべきなん

ですが、一定の現実的なところでやらないと、

本当に社会減というか、社会均衡を2040年に保
つというところが、これに頼ってしまったら失

敗するので、そこは現実的に考えていかなけれ

ばならないと思います。

続いて、その同4ページにございます、こち
らが男性と女性の転出超過の数字を示されてお

ります。要は、女性のほうが出ていっていると

いうことを、これは示しております。

ずうっとこういう状況が続いており、先日、

私が髪を切っている時に、女性の方だったんで

すけれども、美容師の学校が長崎にないと、な

ので福岡に行きますということを言われていま

した。というように、女性が出ていっているの

がわかりながらも、なかなか施策が打てない、

このことについてどういう取組をしているのか、

お願いします。

【陣野政策企画課長】委員ご指摘のとおり、近

年、特に女性の転出超過が拡大している傾向に

ございます。

一つの要因としましては、特に、大学進学時、

女性の進学率が年々上昇している。そして、県

外の大学に進学しているという状況がございま

す。加えまして、進学後に戻ってくる方が少な

いと。女性は、特に20歳から24歳のところ、転
入が男性よりも少ないという傾向がございます。

こうした傾向もございますので、今は、特に、

総合戦略の素案の概要の説明の時に申し上げま

したけれども、改めて、出ていった方を呼び戻

すという政策を少し考えていきたいと思ってい

ます。

こうした中で、福岡を特に中心といたしまし

て、県外大学に進学した方の呼び戻し，Ｕター

ン就職という形、特に、女性の場合につきまし

ても、女性に特化した相談会をしたいと。

また、委員からお話がございましたように、

特に、看護とか保育、介護、美容等につきまし

ても、一旦、福岡に出られているという方もご

ざいますので、そういった方々が、出られた方

に対しても、Ｕターン就職という形で部局と連

携した取組を行っていきたいと思っております。

そういった形で、さまざまな、一旦、出てい

かれた方を呼び戻すという政策、または、県内

就職につきましても、先ほど申し上げました女

性に特化した就職説明会であったりとか、県内

の企業につきましても、女性が働きやすい環境

づくりといった形の働きかけを行っていきたい

と考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。この
数字は転出を示しているので、戻ってくる方の

ケアも大事なんですけれども、出ていく方が、

明確に、男性以上に女性のほうがそういう傾向

が強いということなので、もっとその声を聞か

なければならないと思いますので、そういった

取組を進めていただければと、お願いします。

最後の質問にさせていただきます。

ＩＲについてでございますが、ちょっと水を

差すようなところではあるんですけれども、先

日、福岡に行った時に、福岡の議員なんですけ

れども、「福岡も、中には自分たちのところに

といった声が経済界の中からある」という声を

聞きました。「土地も、実際ここならできるん

ですよ」みたいな、聞きまして、正直ちょっと

恐ろしいなと、もしかしたら、敵が内にあると
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いう懸念をいたしました。

福岡であれば、本当にアクセスとか、我々が

改善すべきところを本当に見事に改善できるよ

うな土地であり、環境ですので、いかにして福

岡をもっともっと味方につけることがすごく大

事になってくるんじゃないかなと感じました。

いかがでしょうか。

【吉田企画振興部政策監】福岡の方から、ＩＲ

についてのお話をお聞きされたということでご

ざいますが、実は、9月30日に福岡の青年会議
所様、ＪＣのほうで、「福岡にＩＲを」という

シンポジウムがございました。その結果をもっ

て、ＩＲというのは都道府県と政令指定都市が

手を挙げることができるんですが、福岡市の高

島市長のところに、福岡でもＩＲをやったらど

うかということで提言に行かれたと伺っており

ます。

そのときに福岡市長は、今回の3つに手を挙
げる、この段階においては、福岡市はその準備

が全くできてないので、今回は、そういう気は

全くないと否定をされております。

ですから、先ほどお話がありましたように、

九州が一体となった取組というのは、今回の3
つを選ぶスケジュールにおいて、ほかに間に合

うところが九州で、長崎しかないので、長崎を

九州一丸となって応援しようということでござ

います。

第1回目の区域認定から7年後に、また見直し
がございますので、そのときには、また改めて

そういった、九州でどうするかという協議にな

ると思いますが、少なくとも現時点においては、

長崎を押すということで、一体として、まとま

って取り組んでいるところでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。福岡
も、恐らく、その次にトライする可能性が高い

ということも、同時に聞きました。つまり、今

回取れなければ、次、福岡が取りにくると。長

崎と福岡がかぶった時にどうなるのかというの

は、もうすぐわかる話ですので、何とかもう絶

対取るんだと、福岡も一緒になって取るといっ

た流れが、最後重要になってくるんだろうと。

関東、関西、九州なんだといったところでやっ

ていただきますよう、よろしくお願いします。

以上です。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【川崎委員】一点だけ、ＩＲについてお尋ねし

ます。

交通の問題については、何人かの委員からご

質問がありましたが、来年度の重点戦略でＩＲ

誘致のための交通インフラ計画推進事業8,900
万円を予定しておられます。具体的には、どう

いう取組になるのか、お尋ねいたします。

【小宮ＩＲ推進課長】来年度の重点戦略に記載

をしております、ＩＲ誘致のための交通インフ

ラの整備、今、現在8,900万円要求をさせていた
だいております。

具体的には、ＩＲ整備に伴いまして、ハウス

テンボス周辺の国道、県道、そういったところ

が観光客の増加が見込まれますので、交通量が

どのくらい増加するのか、そういったものを見

据えまして、既存道路の拡幅ですとか、交差点

の改良、そういったところを調査したいという

ことで、ハード、ソフト両面からの対策案を検

討するための予算を要求させていただいている

ところでございます。

【川崎委員】確認ですが、今のところそういう

調査にとどめ、具体的にどういった、拡幅にと

どまらず、例えば東彼杵道路のことも土木部で

は検討に上がっていると思いますが、そういっ

たところを具体的に云々というところにまでは



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１２日）

- 176 -

いかないということでの理解でいいですか。

【小宮ＩＲ推進課長】今回の要求は、ＩＲの候

補地の周辺道路の調査・検討に要する経費でご

ざいますので、今、ご指摘がございました東彼

杵道路ですとか、区域外の道路、交通網につい

ては、別途、土木部の方で予算要求をさせてい

ただいておりますので、そちらの方で検討がな

されるものと認識をいたしております。

【中島(浩)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、企画振興部関係の審査結果について整理

したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ５時 ３分 休憩 ―

― 午後 ５時 ４分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、企画振興部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにとどめ、明日は、午前10
時から委員会を再開し、危機管理監及び総務部

関係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ５時 ５分 散会 ―



第 ４ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年１２月１３日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ３時５３分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 中島 浩介 君

副委員長(副会長) 山下 博史 君

委 員 小林 克敏 君

〃 中島 廣義 君

〃 浅田ますみ 君

〃 川崎 祥司 君

〃 深堀ひろし 君

〃 松本 洋介 君

〃 吉村  洋 君

〃 下条 博文 君

〃 中村 泰輔 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

危 機 管 理 監 荒木 秀 君

危機 管理課 長 近藤 和彦 君

消防 保安室 長 宮﨑 良一 君

総 務 部 長 平田 修三 君

総務 文書課 長
（ 参 事 監 ）

荒田 忠幸 君

県民センター長 鳥谷 寿彦 君

秘 書 課 長 伊達 良弘 君

広 報 課 長 田中紀久美 君

人 事 課 長 大安 哲也 君

新行政推進室長 大瀬良 潤 君

職員 厚生課 長 山下  明 君

財 政 課 長 早稲田智仁 君

財政 課企画 監 園田 貴子 君

管 財 課 長 松田 武文 君

管財 課企画 監 太田 昌徳 君

税 務 課 長 原  清二 君

情報 政策課 長 山崎 敏朗 君

総務事務センター長 松村 重喜 君

企画 振興部 長 柿本 敏晶 君

文化観光国際部次長 岩田 正嗣 君

会 計 管 理 者 野嶋 克哉 君

監査 事務局 長 下田 芳之 君

人事委員会事務局長
（労働委員会事務局長併任）

大崎 義郎 君

議会 事務局 長 木下  忠 君

警 務 部 長 伊藤 健一 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【中島(浩)委員長】 おはようございます。

これより、危機管理監及び総務部関係の審査

を行います。

【中島(浩)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。
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予算議案を議題といたします。

危機管理監より、予算議案説明をお願いいた

します。

【荒木危機管理監】 おはようございます。

危機管理監関係の議案についてご説明いたし

ます。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の危機管理監の1ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第119号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分、第123号議案
「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第5
号）」のうち関係部分であります。

はじめに、第119号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第4号）」のうち危機管理
監関係について、ご説明いたします。

歳出予算は、防災費746万7,000円の増を計上
いたしております。

これは、危機管理監職員の給与費について、

関係既定予算の過不足の調整に要する経費であ

ります。

次に、第123号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第5号）」のうち危機管理監関
係について、ご説明いたします。

歳出予算は、防災費102万9,000円の増を計上
いたしております。

これは、職員の給与改定に要する経費であり

ます。

以上をもちまして、危機管理監関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【中島(浩)分科会長】 次に、総務部長より、予
算議案説明をお願いいたします。

【平田総務部長】 おはようございます。

総務部関係の議案について、ご説明をいたし

ます。

総務部の予算決算委員会総務分科会関係議案

説明資料をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第119号議案「令和元年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」のうち関係部分、第123号議案
「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第5
号）」のうち関係部分であります。

はじめに、第119号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第4号）」のうち関係部分
について、ご説明いたします。

歳入予算は、合計で12億1,575万9,000円の増、
歳出予算は、合計で2億7,296万7,000円の増を
計上いたしております。

この歳出予算の内容は、総務部所管の給与費

について、関係既定予算の過不足の調整に要す

る経費及び今年度確定した法人関係税等の過納

金に対応する県税還付金及び還付加算金に要す

る経費の計上によるものであります。

次に、繰越明許費について、ご説明いたしま

す。

今回、繰越明許費として、総務管理費1億
5,042万7,000円を計上いたしております。
これは、旧長崎振興局税務部庁舎の解体工事

等にあたり、工法の検討などに不測の日数を要

し、工事着手が遅れたため、予定していた工事

の年度内完了が困難であることから、繰り越し

を行うものであります。

次に、第123号議案「令和元年度長崎県一般
会計補正予算（第5号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明いたします。

歳入予算は、合計で5億9,315万9,000円の増、
歳出予算は、合計で1,348万6,000円の増を計上
いたしております。
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これは、総務部所管の給与改定に要する経費

であります。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【中島(浩)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 質疑がないようですので、
これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。

第119号議案のうち関係部分及び第123号議
案のうち関係部分は、原案のとおり、それぞれ

可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

【中島(浩)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

総務部長より総括説明をお願いいたします。

【平田総務部長】総務部関係の議案についてご

説明をいたします。

用います資料は、総務委員会関係議案説明資

料及びその（追加1）、（追加2）、（追加3）

がございますので、ご用意をお願いいたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第126号議案「職員の給与に関する条例等の一
部を改正する条例」のうち関係部分、第132号
議案「当せん金付証票の発売」についてであり

ます。

はじめに、条例議案についてご説明いたしま

す。

第126号議案「職員の給与に関する条例等の
一部を改正する条例」のうち関係部分。

この条例は、10月9日に行われた県人事委員
会の職員の給与等に関する報告及び勧告や国家

公務員の取り扱いの状況等を踏まえ、職員の給

与改定等を実施するため関係条例を改正しよう

とするものであります。

次に、事件議案についてご説明いたします。

第132号議案「当せん金付証票の発売」につ
いて。

この議案は、当せん金付証票法第4条第1項の
規定により、令和2年度の宝くじの発売総額を、
110億円以内に定めようとするものであります。
次に、議案外の報告事項についてご説明いた

します。

今回、ご報告いたします項目といたしまして

は、産業廃棄物税について、「長崎県総合計画

チャレンジ2020」の数値目標の進捗状況につい
て、事務事業評価の実施について、地方創生の

推進について、「長崎県まち・ひと・しごと創

生総合戦略」の数値目標の進捗状況について、

令和2年度の重点施策、「長崎県地方機関再編
の基本方針」に基づく振興局見直しの方向性に

ついて、綱紀の保持についてであります。この

うち主な部分について概要を説明いたします。

まず、産業廃棄物税についてでありますが、

産業廃棄物税については、産業廃棄物の排出抑
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制及びリサイクルの促進などを図り、循環型社

会の形成に資することを目的として、平成17年
度から九州各県で導入されております。

本県の産業廃棄物税条例においては、九州各

県と同様に5年を目途として、その施行状況等
を勘案し、必要な措置を講ずるものとされてお

り、5年目となる本年、産業廃棄物の処理量の
推移、排出事業者の意識調査の結果など、制度

の検証を行ってきたところです。

その結果、産業廃棄物の排出抑制、リサイク

ルの促進など、産業廃棄物税の効果が認められ

ることから、九州各県と同様に継続することと

し、また、循環型社会のさらなる推進を図るた

め、課税免除の特例制度の見直しを行うことと

しております。

今後とも、産業廃棄物税制度を有効に活用し

て、循環型社会の形成に向けた取組を積極的に

進めてまいります。

次に、「長崎県総合計画チャレンジ2020」の
数値目標の進捗状況について。

平成28年度から令和2年度の5年間を計画期
間とする「長崎県総合計画チャレンジ2020」に
掲げる数値目標の平成30年度末における進捗
状況のうち、総務部関係については、お配りし

ている資料のとおりであります。

次に、事務事業評価の実施についてでありま

す。

これについては、本年度県全体として、1．
令和元年度事務事業の評価821件、指定管理者
制度導入施設の評価49件、令和2年度当初予算
に向けた公共事業に係る新規事業箇所の事前評

価71件を実施し、公表いたしました。内容につ
いては、お配りしている資料のとおりでありま

す。

続きまして、地方創生の推進について。

第2期総合戦略の策定については、去る9月定
例会において骨子案をお示しし、骨子案に対す

る県議会でのご議論や有識者による懇話会等か

らのご意見をお伺いした上で、市町と緊密な連

携を図りながら、取組内容を具体的に盛り込ん

だ素案を、今定例会にお示ししております。

総務部関係部分の具体的取組をご説明いたし

ますと、「夢や希望のあるまち、持続可能な地

域を創る」におきまして、ＩＣＴを活用した地

域活性化と行政運営の効率化に取り組んでまい

ります。

続きまして、説明資料の（追加1）の総務部
をお開き願います。

（令和2年度の重点施策）
令和2年度の予算編成に向けて「長崎県重点

戦略（素案）」を策定いたしました。

総務部の予算編成における主な基本方針及び

主要事業について、ご説明いたします。

「長崎県行財政改革推進プラン」を着実に推

進し、「事業・業務プロセスの見直し」「より

効果的・効率的に事業・業務を実施する職員の

人材育成」「県政の将来に向けて持続可能かつ

安定的な行財政運営の具体化」に向けて取り組

みます。

また、財政面においては、県税収入を確保す

るため、市町との連携を継続し、未収額の解消

に努めるとともに、基金の取り崩しに頼らない

財政運営への転換を目指し、財政構造改革のた

めの総点検などにより、歳入・歳出両面からの

収支改善を進め、財源不足の圧縮に努めます。

続きまして、説明資料の（追加2）をお願い
いたします。

「長崎県地方機関再編の基本方針」に基づく

振興局見直しの方向性についてであります。

平成20年3月に策定いたしました「長崎県地
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方機関再編の基本方針」において、県は本土地

区を県北と県南の2地区に区分し、それぞれに
総合地方機関を設置することとしております。

県北地区につきましては、方針に沿った再編

を平成21年度に実施したところですが、県南地
区の再編については、庁舎確保の課題もあり、

途中段階という状況にあります。

また、県南地区の再編の対象である長崎・県

央・島原の各振興局の庁舎は、いずれも築50年
以上が経過して、老朽化が進んでいる状況もあ

るため、今後、地方機関の再編と庁舎の確保を

一体的に推進していきたいと考えております。

新たな庁舎の建設場所は諫早市として、再編

後の体制と機能については、地方機関再編の基

本方針の考え方を基本としながら、それぞれの

地域に必要な機能を配置することとし、県議会

や各市町等のご意見をお聞きしながら、振興局

のあり方について、さらに検討した上で、来年

度中を目途に、再編の実施案を策定してまいり

ます。

その後、庁舎の設計・建設に着手し、令和7
年度ごろの再編実施を目指してまいります。

恐れ入ります説明資料の（追加3）をお願い
いたします。

最後に、綱紀の保持についてであります。

去る8月29日、長崎振興局の職員が、病気休
職中に飲酒運転を行い、ガードレール等への接

触事故を2回引き起こしたことから、12月12日
付で関係職員に対し、懲戒免職等の厳正な処分

を行いました。

また、平成31年1月から令和元年9月までの期
間に、偽造した決裁文書をもとに公印の押印や

支出処理等を行った職員に対し、同じく12月12
日付で減給4月の懲戒処分を行いました。
職員の服務規律の確保については、これまで

も再三にわたり周知徹底を図っているところで

あり、また、飲酒運転については、県を挙げて

根絶に取り組んでいる中で、職員がこのような

不祥事を起こしたことは、まことに遺憾であり、

県議会をはじめ県民の皆様に対しまして、深く

お詫びを申し上げます。

今後、県民の皆様の信頼を回復するため、職

員一人ひとりが法令遵守はもとより、全体の奉

仕者として高い倫理観を持って行動するよう、

綱紀の保持の徹底に全力を尽くしてまいります。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【中島(浩)委員長】 次に、人事課長より補足説
明をお願いいたします。

【大安人事課長】今回、ご審議をお願いしてお

ります第126号議案「職員の給与に関する条例
等の一部を改正する条例案」について、補足し

てご説明させていただきます。

お手元の「令和元年11月定例県議会総務委員
会説明資料」の１ページをお開きください。

この条例は、10月9日に行われました長崎県
人事委員会の職員の給与等に関する報告及び勧

告、国家公務員の給与の取り扱いの状況等を踏

まえ、本年度及び次年度以降の給与改定を行う

ため、関係条例を改正しようとするものであり

ます。

はじめに、2の「（1）職員の給与に関する条
例の一部改正」については、給料表と諸手当の

改定がありますが、いずれも、県の人事委員会

勧告に基づき、国家公務員に準じて改定するも

のであります。

給料表につきましては、各給料表の水準を国

家公務員の俸給表の改定に準じ、平均0.12％引
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き上げるものであります。

次に、住居手当についてですが、手当の支給

対象となります家賃額の下限である基礎控除額

を1万2,000円から1万6,000円に、また、手当の
最高支給限度額を2万7,000円から2万8,000円
に引き上げるものであります。

また、この住居手当の改定に伴いまして、手

当額が最大4,000円減額となることを考慮しま
して、手当の月額が1,000円を超えて減額となる
職員につきましては、令和2年4月1日から令和3
年3月31日までの1年間、減額を1,000円とする
経過措置を設けるものであります。

2ページをお開きください。
期末勤勉手当につきましては、年間の支給月

数を引き上げるもので、それぞれ内容は記載の

とおりとなります。

一般職員と部長級である特定幹部職員につい

て、勤勉手当につきまして0.05月分引き上げ、
現行、年間4.45月から年間4.5月とするものであ
ります。

次に、「（2）一般職の任期付職員の採用等
に関する条例の一部改正」につきましては、高

度の専門的な知識・経験を有する者で、任期を

定めて採用される職員である特定任期付職員に

ついて、給料表を引き上げるとともに、職員の

期末手当の支給月数を0.05月分引き上げるもの
であります。

3ページをご覧ください。
「（3）知事及び副知事の給与及び旅費に関

する条例の一部改正及び常勤の監査委員の給与

及び旅費に関する条例の一部改正」につきまし

ては、知事、副知事及び常勤の監査委員の期末

手当の支給月数について、国の指定職俸給表適

用者の改定に準じ0.05月分引き上げるものであ
ります。

最後に、これらの給与改定の実施時期になり

ますが、給料表の改定につきましては、平成31
年4月1日から実施したいと考えております。ま
た、住居手当の改定につきましては、令和2年4
月1日から実施したいと考えております。
期末・勤勉手当の改定につきましては、令和

元年6月期分は既に支給されていることから、
本年度の引き上げにつきましては、令和元年12
月期に反映することとし、令和元年12月1日か
ら実施、また、令和2年度以降の分につきまし
ては、令和2年4月1日から実施したいというふ
うに考えております。

以上で、第126号議案の内容について補足説
明を終わります。よろしくご審議のほど賜りま

すようお願いいたします。

【中島(浩)委員長】 次に、危機管理監より所管
事項説明をお願いいたします。

【荒木危機管理監】危機管理監の所管事項につ

いてご説明いたします。

お手元に配付しております、総務委員会関係

議案説明資料及び総務委員会関係議案説明資料

（追加1）の危機管理監の部分をお開きくださ
い。

今回、ご報告いたしますのは、防災推進員養

成講座の開催について、消防団活動の充実強化

について、原子力安全連絡会の開催についての

ほか5件でございます。
説明資料、危機管理監の1ページをご覧くだ

さい。

まず、地域防災力の向上を図る取組としまし

て、県では、毎年、防災推進員養成講座を開催

しており、これまでに22カ所で実施、1,317名
の方が講座を修了されております。

今年度は、佐世保市、長崎市及び五島市で開

催し、約180名の方が受講されております。ま
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た、養成講座を修了された方には、特定非営利

活動法人日本防災士機構が実施する防災士試験

の受験資格を与えられ、これまでに1,069名の方
が合格をされております。

今後とも、地域や職場における防災の担い手

となる防災推進員の養成に取り組んでまいりま

す。

続きまして、消防団活動の充実強化について

でございますが、自然災害の被害が激甚化する

中、消防団員の確保とともに、消防団活動の円

滑な推進が必要であり、中でも、自主防災組織

との連携を進めることが重要であることから、

去る11月1日、島原市消防団と島原市安中地区
の自主防災組織を対象にした、消防団と自主防

災組織の連携に係る研修会を開催いたしました。

研修会では、山口大学の瀧本浩一准教授指導

のもと、消防団員と自主防災組織のリーダーが

一緒になって、消防団と自主防災組織のかかわ

りなどについて、グループで熱心な意見交換を

行っていただきました。

県では、このような研修会を初めて開催しま

したが、今後も市町で取り組みやすいよう、さ

らに工夫し、他の地域においても実施に努めて

まいります。

また、11月19日には、長崎県立大学佐世保校
において、同大学との共催で、大学生を対象に

した地域防災セミナーを開催いたしました。

県では、こうした機会が大学生が在学中、そ

して社会人になった後の消防団加入などのきっ

かけになるよう、このセミナーでいただいた意

見などを参考に、引き続き取り組んでまいりま

す。

次に、説明資料危機管理監の2ページをご覧
ください。原子力安全連絡会の開催についてで

ございます。

九州電力玄海原子力発電所から30キロメー
トル圏内にエリアを有する松浦市、佐世保市、

平戸市、壱岐市において、玄海原子力発電所に

おける安全対策等の情報の共有化と意見交換を

行うため、長崎県原子力安全連絡会を開催いた

しました。

当日は、各分野の代表者を対象に、県からは

令和元年度の原子力防災訓練等の説明を行った

ほか、関係市、九州電力からも各対策について

説明を行っております。

参加した皆様からは、原子力災害時の避難に

対する住民の理解を深める訓練を求める意見等

をいただきました。

いただいたご意見につきましては、今後の原

子力防災対策に活かしてまいります。

次に、長崎県国民保護訓練についてでござい

ますが、去る11月8日、長崎県庁及び西海市に
おいて、令和元年度長崎県国民保護訓練を実施

いたしました。

今回の訓練では、国際テログループによる爆

破テロ事案を想定し、負傷者の救護や海路と空

路による搬送に加え、住民避難の手順を確認す

るなど、対処能力の向上を図ったところであり

ます。

今後とも、関係機関との連携を密にし、県民

の安全・安心を守るため、国民保護計画に基づ

く体制の充実・強化に努めてまいります。

次に、説明資料危機管理監の3ページをご覧
ください。

原子力防災訓練の実施についてでございます

が、去る11月30日、玄海原子力発電所での事故
発生を想定した原子力防災訓練を実施いたしま

した。

訓練には、松浦市、佐世保市、平戸市及び壱

岐市の住民約700人を含む83機関、約1,700人が
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参加し、避難訓練を行い、情報伝達訓練、緊急

時モニタリング訓練及び原子力災害医療訓練な

どを関係機関と連携し、実施いたしました。

今回は、松浦市において、広報手段の多様化

を目的に、初めてエリアメールを活用した広報

訓練を行うとともに、避難手段の多重化を探る

ため、松浦鉄道を活用した避難訓練を行いまし

た。

また、広域避難訓練のほか、情報伝達共有を

行うためのテレビ会議等も実施いたしました。

今後、訓練内容等を十分に検証し、その結果

を原子力防災対策に反映させてまいります。

次に、「長崎県総合計画チャレンジ2020」の
数値目標の進捗状況についてでございます。

「長崎県総合計画チャレンジ2020」に掲げる
数値目標の平成30年度末における進捗状況の
うち危機管理監関係分については、お配りして

いる資料のとおりでございます。

危機管理監関係分の数値目標6項目の平成30
年度の進捗状況は、目標を達成したものが5項
目、目標を達成できず、進捗状況に遅れが見ら

れるものが1項目となっております。
引き続き、最終目標の達成に向けて取り組み、

総合計画の実現を図ってまいります。

次に、説明資料危機管理監の4ページをご覧
ください。政策評価の結果等についてでござい

ます。

長崎県政策評価条例に基づき、施策評価、事

務事業評価を実施し、危機管理監関係部分につ

いては、お配りしている資料のとおりでござい

ます。

危機管理監におきましては、「戦略9 快適

で安全・安心な暮らしをつくる」に取り組んで

おり、途中評価を実施いたしましたが、その概

要については、資料としてお配りしているとお

りでございます。

このうち、主な成果としましては、各種訓練

の実施に取り組んだ結果、防災関係機関相互の

緊密なる連携を確保しつつ、防災体制の充実・

強化が図られたところであります。

また、今後の主な対応方針としましては、引

き続き人材育成、消防団への確保などに取り組

み、地域防災力の向上を促進することにより、

防災対策の推進を図ってまいります。

事務事業評価につきましては、関係の事業群

評価調書により11件の事業を評価いたしまし
たが、そのうち6件の事業について、令和2年度
に向けて改善の見直しを検討しており、結果に

ついては、ホームページ等を通じ、県民の皆様

にも広く公表をいたしております。

今後、県議会における議論を踏まえながら、

施策及び事業等の企画立案、見直しなどを実施

してまいります。

最後に、説明資料（追加1）の危機管理監部
分の1ページをご覧ください。
令和2年度の重点施策についてですが、予算

編成に向けて、「長崎県重点戦略（素案）」を

策定いたしました。

これは、「長崎県総合計画チャレンジ2020」
に掲げる目標の実現に向けて、令和2年度に重
点的に取り組もうとする施策についてお示しし

たものであります。

このうち危機管理監の予算編成における基本

方針及び主要事業について、ご説明いたします。

危機管理監においては、総合計画に掲げる「安

心快適な暮らし広がる長崎県」の実現のため、

県民の命を守るための必要な取組を重点的に実

施いたします。

なお、令和2年度当初予算に係る予算要求状
況につきましても、あわせて公表を行ったとこ



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１３日）

- 185 -

ろであります。

これらの事業につきましては、県議会からの

ご意見などを十分踏まえながら、予算編成の中

で、さらに検討を加えてまいりたいと考えてお

ります。

以上をもちまして、危機管理監関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【中島(浩)委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。

質疑はございませんか。

【深堀委員】 126号議案「職員の給与に関する
条例等の一部を改正する条例について」、お尋

ねをいたします。

この中での住居手当の改定の部分です。改定

の内容が、基礎控除額の引き上げと最高支給限

度額の引き上げ、これは住宅手当をもらう側に

とってみれば、最高支給限度額の引き上げとい

うのは上がるという要素であり、基礎控除額の

引き上げというのは、今度は、受け取る側の住

居手当の額が減じられるということになるわけ

ですけれども、今回のこの住居手当の改定によ

って、プラス・マイナスですね、全体の何％ぐ

らいが上がって、全体の何％ぐらいが下がるの

か、そういった見通しは多分あると思うんです

けれど、そのあたりを教えてもらえませんか。

【大安人事課長】今回の住居手当の見直しに伴

いましての手当をもらう側の増減でございます

が、手当の受給の増と見込まれる方が、全体の

もらわれている方のうちの約41％でございま
す。これによって減る方が約57％というような
ことになっております。

【深堀委員】わかりました。そういう中身にな

っているということですね。

経過措置も今回設けてあって、手当が最大

4,000円減額になる場合を考慮して、1,000円を
超える減額については、1年間の経過措置みた
いなものがあると。

これは、今回、要旨の中で、県人事委員会の

職員の給与等に関する報告及び勧告や国家公務

員の取り扱いの状況等を踏まえてということな

んですけれども、この経過措置というのは、全

国でもやっているような話なんですかね。

【大安人事課長】今回の改定に伴いますこの経

過措置でございますが、他県の状況におかれま

しても、それぞれの中で経過措置は設けられて

いる状況でございます。

特に、今回の中で、例えば国の取り扱いでい

きますと、経過措置の減を一定2,000円までとい
うようなことが行われておりました。本県の場

合に、状況を見た時に、減額となる方の割合が

国と比べて大きいと、多くいるというような状

況、また、特に若年層の方が減額になるところ

が多いと、そういった状況も踏まえまして、今

回、このような措置を講じているところでござ

います。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ほかに質疑がないようです
ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第126号議案のうち関係部分及び第132号議
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案は、原案のとおり、それぞれ可決することに

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、各議案は、原案のとおり、それぞれ

可決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【近藤危機管理課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会議員との協議等の拡充に

関する決議」に基づき、本委員会に提出いたし

ました危機管理監関係の本年9月から10月まで
の実績に関する資料について、ご説明いたしま

す。

まず、県が箇所づけを行って実施する個別事

業に関し、市町並びに直接・間接の補助事業所

に対し内示を行った補助金につきましては、該

当ございません。

次に、1,000万円以上の契約案件につきまして
は、資料1ページから2ページに記載のとおり、
長崎県防災ヘリコプター航空機保険契約及び長

崎県防災ヘリコプター2,400時間点検整備の2
件となっております。

決議意見書に対する処理状況については、該

当ありません。

続きまして、知事及び部局長等に対する陳情・

要望のうち、本年9月から10月に県議会議長宛
てにも同様の要望が行われたものにつきまして

は、壱岐市からの要望が1件となっており、そ
れに対する県の取り扱いは、資料3ページに記
載のとおりでございます。

附属機関等会議結果報告については、該当ご

ざいません。

以上をもちまして、危機管理監関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【荒田総務文書課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出して

おります総務部関係の資料について、ご説明い

たします。

1ページをお開きください。
1,000万円以上の契約状況一覧でございます。
令和元年9月から10月までの実績は、計4件で
あり、1ページに、各契約の内容を一覧でお示
ししております。

その内容といたしましては、番号3に記載し
ております情報政策課で運用している約70の
電子県庁システム、各課で運用している約70の
中小規模の業務システムを集約して、4カ年度
にわたる36カ月間の維持管理運用支援を行う
電子県庁システム及び中小業務システム維持管

理運用支援業務委託が1件などとなっておりま
す。

また、2ページから5ページにつきましては、
入札結果一覧を添付いたしております。

6ページをご覧ください。
陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

9月から10月までに県議会議長宛てにも同様の
要望が行われたものは、一般社団法人身体障害

者福祉協会連合会からの身体障害者福祉の充実

に関する要望書の1件となっております。
具体的な要望項目としては、資料の6ページ
に県の対応をお示ししております。

7ページをご覧ください。
最後に、附属機関等会議結果報告でございま

すが、令和元年9月から10月までの実績は、長
崎県公益認定等審議会が1件、長崎県行政不服
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審査会が1件、長崎県情報公開審査会が2件、長
崎県個人情報保護審査会が2件、長崎県政策評
価委員会が3件、長崎県広報外部評価委員会が1
件の計10件となっております。
また、それぞれの会議の結果につきましては、

8ページから18ページにお示しをしております。
以上で、資料の説明を終わらせていただきま

す。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【中島(浩)委員長】 次に、新行政推進室長より
補足説明をお願いいたします。

【大瀬良新行政推進室長】「長崎県地方機関再

編の基本方針」に基づく振興局見直しの方向性

について、補足してご説明させていただきます。

お手元のほうに資料をお配りしております。

こういった資料をお配りしております。その1
枚の資料の「『長崎県地方機関再編の基本方針』

に基づく振興局見直しの方向性について」をご

覧ください。

現在の振興局の状況といたしまして、大きく

2つの課題がございます。
1つ目は、長崎、県央、島原の各振興局のほ

うが築50年以上を経過をしており、かなり老朽
化している状況と。

また、一方で、県では、平成20年3月に長崎
県地方機関再編の基本方針を策定し、その中に

おきまして、本土地区においては、県北地区と

県南地区の2地区に区分し、それぞれに総合地
方機関を設置する方針をお示ししております。

この方針に基づきまして、県北地区は平成21年
度に再編を実施しておりますが、県南地区につ

きましては、新たな庁舎の建設が課題となって

おりまして、再編というのは途中段階になって

おります。

このため、県といたしまして県南地区の再編

と庁舎の確保、これを一体的に進めることにつ

いて検討し、現段階での県の考え方ということ

を取りまとめたところでございますが、この再

編につきましては、地域での行政サービスに与

える影響も考えられますので、今後、県議会や

各市町等のご意見もお聞きしながら、さらに検

討を深めてまいりたいと考えております。

具体的にご説明申し上げますが、「1. 庁舎の
位置」の部分をご覧ください。

課題となっておりました庁舎の建設場所につ

きましては、地理的な利便性などを踏まえまし

て、諫早市内の、諫早駅の北側に建設したいと

いうふうに考えております。

続きまして、「2. 今後の進め方」の部分をご
覧ください。

今後は、再編後の体制と機能等につきまして

は、平成20年3月にお示ししています基本方針
の考え方を基本としながら、今回お示ししてい

ます方向性につきまして、県議会や各市町等の

ご意見をお聞きしながら、さらに振興局のあり

方等について検討を深めまして、令和2年度末、
来年度末を目途に再編の実施案を策定したいと

考えております。その後、庁舎建設に着手しま

して、令和7年度中の県南地区の再編実施を目
指してまいりたいと考えております。

続きまして、下段の「3. 再編後の機能・体制」
の部分をご覧ください。

再編後の機能・体制につきましては、現時点

での県の考え方といたしまして、長崎、県央、

島原、この3つの各振興局の組織につきまして
は、（仮称）県南地域事務所の庁舎に集約して

まいりますが、県民サービスを維持していくた

めに、長崎地区、島原地区に必要な機能を配置

したいと考えております。
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まず、長崎地区につきましては、税務の窓口

機能、保健所、水産業普及指導センター、建設

部門のうち土木維持管理の機能、長崎港湾漁港

事務所及び大規模プロジェクトを実施・推進す

る事務所を配置いたします。

島原地区につきましては、おおむね長崎地区

と同様の機能を配置してまいりますが、特に島

原地区につきましては、本県を代表いたします

農業地帯でもございますので、現在、配置して

おります農業普及の機能及び家畜保健衛生所も

存置したいと考えております。

さらに、雲仙・普賢岳の防災・減災機能につ

きましては、今後も、県としても、しっかりと

した対応をしていくために必要な機能と体制を

現地に配置いたします。

このほかの長崎地区及び島原地区の機能につ

きましては、諫早に配置します（仮称）県南地

域事務所に集約してまいります。具体的には、

最下段に記載のとおりでございます。

以上で、振興局見直しの方向性について補足

説明とさせていただきます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【中島(浩)委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、まず、陳情

審査を行います。

配付しております陳情書一覧表のとおり、陳

情書の送付を受けておりますので、ご覧願いま

す。

陳情書について、何かご質問はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はございませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 それでは、次に、所管事務
一般についてご質問はございませんか。

【川崎委員】 おはようございます。

地方機関の再編について、お尋ねをいたしま

す。

6月の議会で、平成20年3月で基本方針は定ま
っている、平成21年4月には、当面の再編とい
うことで進んでいると、これから10年間、ほと
んど具体的に形として動いてないということは、

事業評価を内部でやられた、「順調」というこ

とには値しないと、厳しい指摘をさせていただ

いておりました。

前回の議会から、諫早地域における集約とい

う一般質問の議論、そして今回、今説明があっ

たようなところを伺わせていただいて、大きく

前進をしているということについては評価をし

たいと思います。

施設の老朽化、長崎振興局、そして県央の振

興局は耐震性もないと、非常に危険な状態の中

で業務をやっている。防災機能としても果たせ

るわけがないというところから、早期に進めて

いく、そのようなお考え、加えて、やはり厳し

い、もう一つの資料の「あり方を検討する上で

考慮すべき要素、厳しさを増す財政状況」とい

うことで、いわゆる合理化を図って財政を見直

していくというところがあったかというふうに

思います。

こういった大きなテーマのもとに再編を進め

られるということは、この資料では、令和7年
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に実施をしたいということは記載されています

が、少しでも早く前倒しで進めていくべきだと

いうように思っているところでございます。

まず、お尋ねは、この合理化によって、いわ

ゆる財政をどう改善させていくものか。さらに、

あわせてお尋ねをいたしますが、やはりさまざ

まな合併というのは、非常に神経質なところも

あって、本当に住民サービスが担保されるのか

と、そういった不安なところもありますので、

こういったところを丁寧にご説明をいただきた

いと思います。

【大瀬良新行政推進室長】ただいま川崎委員の

ほうから2点ご質問がございました。
まず、1点目のコストの削減効果はどうなる

のかというご趣旨かと思います。

これにつきまして、コストの削減ということ

で考えていきます際に、人件費、それから庁舎

の建設費等の観点から考えていく必要があるん

だろうと考えております。

その際に、あくまでも現段階での県の考え方

に基づいたところでやっていった場合というこ

とでご説明をさせていただきますが、まず、人

件費につきましてでございますが、今回の県南

3つの再編につきまして、全体として職員の削
減は、確かに見込んでおります。その際、あく

まで現時点での再編した場合の試算ということ

になりますけれども、総務経理等の内部管理業

務集約などで、人数にいたしまして、約30名程
度の削減になろうかと試算をしております。

そこで、この30名というのを削減した場合、
共済費等を含めた人件費ということで考えてい

きますと、おおむね平年ベースで、年間約2億
4,000万円の削減効果があるというふうに試算
をしております。

ただ、先ほど申し上げましたが、組織体制の

詳細検討につきましてはこれからということで

ございます。さまざまな事業量の増減もありま

すので、最終的な削減数は、再編の実施直前に

確定するということになります。人件費は、以

上でございます。

それから、庁舎の建設等にかかる経費のコス

ト縮減ということで考えてまいりますが、再編

を実施するに当たりまして、諫早に新庁舎を建

設するというふうに考えておりますが、仮に、

再編を逆に実施しないという場合には、長崎、

県央、島原の各振興局庁舎はいずれも老朽化し

ていますので、再編しなければ、それぞれ個別

に建て替えるということになってまいります。

では、その建設費につきまして、概算で試算

したところで見ますと、再編を実施する場合、

今回の我々の案等でございますが、新庁舎の建

設費、その他もろもろの経費で約60億円の経費
がかかろうかと思っています。これを再編せず

に3つの庁舎の建設費等を考えますと、70億円
程度かかるものと考えております。

したがいまして、この比較を考えますと、再

編を行うことによりまして、10億円の削減効果
があるものと見込んでおります。

それから、庁舎建設後の維持管理費等の関係

も一定ございますけれども、現在の3庁舎の維
持管理費というものが約6,000万円程度となっ
ております。

では、新庁舎、新しくつくっていく庁舎の維

持管理経費につきましては、今後の新庁舎の庁

舎規模とか機能、それによって変動するため、

試算は困難でありますけれども、いずれにしま

しても、できるだけ縮減してコスト削減の効果

を出せるようにしてまいりたいと考えておりま

す。

それから、2点目でございます。行政サービ
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スの低下の観点でございます。

今回、我々が再編をさせていただくというこ

とになりますと、事務所を集約することによっ

て、例えば職員が現場に行く場合、それから、

逆に県民の皆様が庁舎に行く場合には、一定、

例えば時間が長くなるということもございます。

ただ、道路事情等、さまざまな道路の改善状況

等を踏まえますと、一定時間等は改善は少しで

きるところはあろうかと思います。

さらに、現在、先ほどお示しをさせていただ

きましたけれども、県民の皆様が来庁して行政

サービスを県の行政機関で受ける場合のサービ

スとしまして、そういうサービスを受けること

が多い業務、例えば税務の窓口であったり、土

木の維持関係の窓口、こういったことにつきま

しては、行政サービスが低下することがないよ

う、我々としましても地域に配慮いたしまして、

一定の機能を配置するということでしておりま

すので、これにつきまして、我々としましては、

県民サービスが大きく低下するということにな

らないよう、できるだけの配慮をしたところで

ございます。

ただし、これにつきましては、今後も県議会、

各市町等のご意見も聞きながら、今後、またさ

らに、検討は深めてまいりたいと考えておりま

す。

【川崎委員】合理化のことでは数字を、現段階

ということではありますが、年間2億4,000万円、
これはランニングですよね、毎年2億4,000万円。
庁舎の整備については、イニシャルで約10億円
の差、そして、維持管理費ということで、3庁
舎では6,000万円程度でありますが、再編後は、
ちょっとクエスチョン、まだよくわからないと

はいえ、一つに集約されるんですから、それは

もっと削減されることはわかっているわけです。

そうすると、人件費の2億4,000万円は毎年の
こと、維持管理費のことについても毎年のこと、

大きく削減ができるということであれば、本当

に前に進めていく。これは1年でも前倒しでき
れば、その分財政が改善できるわけですから、

速やかに進めるべきなんだろうと考えます。

一方では、繰り返しになりますが、住民サー

ビスの低下ということについては、ぜひ心を砕

いていただいて、市町の意見、また、議会で今

からいろいろと議論があるかと思いますが、真

摯に検討いただいて、しっかりと前に進めてい

ただきたいというふうに思います。

先走った話ではありますが、この再編が進め

ば、これまで何度も質問させていただいており

ますけれど、長崎振興局は非常に立地がよくて、

寄りつきもいいし、隣には長崎大学という国立

の大学があって、何か雇用に資する活用をぜひ

進めていきたいということを思うんです。今の

段階で結構ですが、何かお答えができるものが

あれば、お尋ねしたいと思います。

【大瀬良新行政推進室長】ただいま長崎振興局

庁舎、いわゆる大橋庁舎のことで、以前からご

質問等もいただいていますが、現段階におきま

して、この大橋庁舎の活用等につきましては、

まだ具体的に決まっておりません。これは、ほ

かの配置する機能等も含めまして、今後さらに

検討を深めまして、一定我々なりの検討案とい

うか、考え方がまとまりましたら、その折には、

また県議会のほうにもいろいろご相談しながら、

最終的な案というのをつくっていきたいと考え

ております。

【川崎委員】人口減少が最大の課題の本県にお

いて、企業誘致ということについては大きなテ

ーマだというふうに思います。クレインハーバ

ービルもほぼ入居者が固まってきたと、じゃ、
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次、どうするんだというところは課題になって

こようかと思いますので、しっかりとその辺を

踏まえながら、検討を進めていっていただきた

いと思います。よろしくお願いします。

次に、危機管理監にお尋ねをいたします。

ドローンのことなんですが、さまざまな分野

で、このドローンというのが活用されています。

非常にたけた機器だなと思って、いろんな角度

から見ているんですが、ぜひ災害の場面におい

ても、既にいろんなところで現場を確認したり

とか、外で活躍しているところは見受けられま

す。

あるいは、長崎県の自治体において、こうい

った災害におけるドローンの活用、いろんな事

業所もあられると思いますが、そういった皆様

との連携、活用、どういった状況か、お尋ねを

いたします。

【近藤危機管理課長】防災分野の部分でのドロ

ーンの活用でございますけれども、県内市町に

おきまして、現在6市において、そして今後、1
市が協定を結ぶという形で、合計7市において
県内の企業、もしくは個人経営の会社等と防災

協定を締結しまして、ドローンを活用している

というような状況でございます。内容につきま

しては、災害情報の収集というような状況でご

ざいます。

一方、県におきましては、昨年5月の防災協
定という中で、損害保険ジャパン日本興亜株式

会社様と防災協定を結びまして、災害時におけ

るドローンの情報収集ほか、防災知識の普及啓

発という内容の協定を締結している状況でござ

います。

【川崎委員】県においても一定の災害協定、そ

して、県の自治体も7つの市が防災協定という
ことで、災害情報の収集に取り組んでおるとい

うことです。

やっぱり災害が起これば情報収集をして、そ

こから次の動きがあるんだろうと。そう考えま

すと、やはり人がなかなか入り込めないところ

にも行って収集ができるということであれば、

もっと全域、協定を結んで、そしてその威力と

いうか、それを発揮していただいて、速やかに

次の対策が打てるように、ぜひ促していただき

たいなというふうに思います。

それから、次のステップ、また、今度はいろ

んな活用というか、情報収集から次の展開もい

ろいろあっているようでございますので、ご活

用を進めていただきたいと思います。

次に、電源の確保について、お尋ねをいたし

ます。

9月9日の未明、台風15号、千葉県に大変な被
害をもたらしました。全域約90万戸が停電をし
て、長いところは2週間ほど電源が来なかった
と。大変な災害というか、本当にお気の毒に思

っているところです。理由は、東京とかそうい

ったところと比べて、電線のネットワークが緻

密じゃないというところから、1カ所が分断さ
れると、なかなか電気が行かなかったりとか、

あとは、倒木によって、いわゆる電線・電柱に

被害があって電気が通らないと、そういったこ

とから長期化をしたというところがありました。

我々の文化的生活を維持するのに、電気はも

うなくてはならない、そういったところにあっ

て、まさに生活のインフラの中の第一番手にな

っているんじゃないかなというふうに思います。

そういった中において、この電源をどう確保

していくのかと、もちろん電力会社さんは復旧

に向けて頑張っていただいているんですが、す

ぐにでも電源が欲しいという方はたくさんあら

れると思うんですね。例えば福祉の施設、医療
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機関も最たるもの。福祉の施設でも、例えば人

工呼吸だったり、たんの吸引だったりとか、そ

ういった皆様方にとっては、この電源というの

は非常に大事な、命を守るインフラになってい

るわけであります。

そういったところから、長期間に及ぶような

災害があった時に、やはり長く電源を確保でき

るといったものを備えておく必要があるのでは

ないかと思うんです。いわゆる自家発電のこと

なんですが、そういったところが、今、この長

崎県内がどういった状況にあるのか、非常時の

電源確保にどう備えているのか、お尋ねをいた

します。

【近藤危機管理課長】委員ご指摘のとおり、自

家発電の備えというのは、確かに重要で大事だ

というふうに認識をしております。

まず、避難所につきましては、調査しました

ところ、県内16市町におきまして、避難所に非
常用電源を整備しております。ただ、これは、

必ずしも避難所すべてに配置しているというわ

けではなく、持ち運びができる備蓄品という形

で配備をしておりまして、必要な施設にそれを

持っていって使用するというような対応をして

いるところでございます。

次に、病院施設でございますけれども、県の

医療政策課が、昨年の8月時点で調査をしてお
りますが、県内149病院のうち、病院で自家発
電の配備をしているところが116病院と回答が
あっております。

なお、災害拠点病院が、県内13病院ございま
すけれども、ここにつきましては、設置の条件

として、非常用電源とか、非常用の発電燃料の

整備・備蓄というものが定められているもので

ございますので、そこは全て整備をされており

ます。

また、福祉施設につきましては、なかなか全

体像が把握はできておりませんけれども、先ほ

どのご指摘の人工呼吸器、もしくはたんの吸引

を必要とする方だとか、要配慮が必要な施設に

つきましては、すべて整備をされていると聞い

ているところでございます。

また、生活インフラのような事業所につきま

しては、災害対策基本法上、指定公共機関とい

う形で位置づけられておりまして、そういう事

業所は、災害時にサービスを早急に復旧するこ

とが使命でございますので、そういう非常用電

源というのは、各所で整備をされていると理解

をしているところでございます。

【川崎委員】 災害拠点病院についてはすべて、

病院についても自家発電はおおむねそろえては

いますが、でも、100％じゃないと。福祉施設
については、必要なところについては整備され

ているということは、おおむね自主防衛といい

ますか、されているということは確認をいたし

ました。

最近はいろいろ、たけた機種もあるようです。

長時間・長期間発電もできるような、過度な設

備投資じゃなくて、そういったところもあって、

いろんな新しい機器の発展とともに、いろいろ

効率的に、安価に整備をできるように、情報提

供もしていっていただきたいなというふうに思

います。

これは、佐世保市の支所に視察に行かせてい

ただいて、14支所があるんですが、いわゆるＢ
ＣＰの観点から、非常用電源を導入されていま

した。3日間。私は、燃料というのは油関係だ
けかと思ったら、プロパンガスで発電をすると

いう機種でした。ガソリンを使う分については、

やはりメンテナンスが大変みたいで、詰まりが

あったりといったことで、いざかけようと思っ
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たらかからないとか、非常用電源が全く非常時

に稼働しないと、何なんだというところもあり

ましたが、そういった意味でいくと、プロパン

というのは、メンテナンスが非常に簡単である

というところから採用なさっておられました。

そう大きな容量じゃなかったので、ごくごく

限られた、例えば窓口業務をそれに充てるとい

うことではなく、本当に基幹的なサーバー、そ

ういったところを運用させて、最低限のところ

は維持するというお考えでありました。大野支

所というところでしたけど、すぐ2階には避難
所と指定されていましたが、そこにはまだ、そ

ういったものは備えてないと、今後検討という

ことでありました。

行政のそういった機能を維持していくために

も必要なところということで、いわゆる認識と

いうか、意識も改革がされているような状況で

ございますので、ぜひそういった観点からも、

電源確保に向けてはいろいろとご検討を進めて

いただきたいなというふうに思います。

避難所については、恐らく市町の公民館あた

りというのは、なかなか自分のところでそうい

った非常用電源を持っているところはないと思

いますよ。そういったことであれば、県じゃな

いかもわかりませんが、市町に呼びかけて、そ

ういった公民館においても数日間何とか命をつ

なげられるだけの容量を持ったものを整備する

ようなさまざまな支援とか、検討いただければ

なというふうに思っております。

最後、ご所見があれば、伺いたいと思います。

【近藤危機管理課長】ご指摘のとおり、ＢＣＰ

の観点から、それぞれの市町におきましても、

非常用発電の電源の整備が課題だと認識はして

おります。

県におきましても、県自体が貸し出し用の非

常用電源というようなものは持っていない状況

ではございますけれども、災害協定の中で、長

崎県空調衛生設備協会と締結をしておりまして、

そこで応急対策として、市町の指定避難所に発

電機の提供を要請できるというようなこともや

っておりますので、その中で対応してまいりた

いと思います。

また、今後につきましても、公民館等にそう

いう発電の必要性というようなものをご説明し、

ＬＰガス等のほかの技術、最近は、電気自動車

等もそういったことも考えられるというふうに

思いますので、そういったものも含めて研究し、

ご紹介をしてまいりたいと思います。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【松本委員】まず、川崎委員が先ほど質問され

た振興局の再編についてでございます。

私の地元の大村も県央振興局の所管になって

おりまして、しかし、諫早市にあるということ

で、大村の人も諫早に行っているわけです。や

っぱり自分たちの住んでいる市に振興局がない

という場合は、広域化になると。

それが、さらに、今度は県央振興局が広がっ

て、長崎、島原も範囲に、広がるというところ

に関して、地域の方々も県政に対して、やはり

距離があるだけじゃなくて、市町との連携とか

そういった意味でも、いかがなものかという声

が上がっておるのを地元で聞きました。

確かに、コスト削減というのは、もう十分わ

かります。今の財政状況でわかりますけれども、

ただ、コストの削減、合理化という理由だけで、

やっぱり安易に統合してしまうと、それによっ

て本来の、一番大事な納税者である県民の方々

の利便性が欠けてしまうということに、非常に

不安を感じるわけでございます。

特に、昨今におきましては、事務事業等が県
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から市に移管されている部分もございます。そ

ういった中で市の負担も増えていると。やはり

県と市がしっかり連携できることも大事と思い

ますが、そもそものところで、もともとは土木

事務所であったものが、振興局という名前に変

えましたよね。振興局の役割というものはどう

いうものでありますか、お尋ねいたします。

【大瀬良新行政推進室長】ただいま松本委員の

ほうから、振興局の役割というものはどういっ

たことであるかと、市町との連携の観点からと

いうことでございます。

まず、県としまして、再編の話を今回出させ

ていただいておりますが、平成20年3月の基本
方針の中でも、一定考え方は示させていただい

ているところでございます。

そういった中におきまして、特に振興局の役

割といたしましては、より現場に近いような業

務をやっていって住民サービスを進めていくと

いうところが大きな機能であると思います。

その際に、もっと大きな考え方を申し上げま

すと、平成19年当時でいきますと、市町村合併
というのもかなり進んでまいっておりました。

そういった中におきまして、やはり市町の中で

より住民に近いところでの基礎自治体での行政

サービスというものは拡大していくものという

ふうに考えておりました。

では、その際に、県の行政体としましては、

やはりより広域的なところでの調整、政策の企

画立案等というのを進めていくべきだろうとい

う考え方の中で、こういった基本方針というの

をつくってまいったところでございます。

いずれにしましても、今後、2040年問題等々
ございますので、さらに市町とも連携の仕方、

それから、県の役割というのもいろいろ議論を

していきたいと思っております。

【松本委員】 今、ご答弁がありましたよね。市

町土木事務所を振興局に変えた背景としては、

より現場に近い業務を実施したいと。市町村合

併で市町自体も減っていく中で、県としては、

住民に近い行政サービスを拡大するという名目

で振興局を設立した。しかし、結果的には、そ

れが統合によって振興局が減るということは、

それが後退することに、状況だけを見ればとら

れかねないというところになります。

そこで、やはり説明の中にもありましたけれ

ども、仮に長崎、島原を統合したとしても、今

おっしゃった住民に近い行政サービスなど、例

えば農業であったり、また、建設業などで発注

業務もしております。そういったものがやはり

おろそかにならないように、一部残していくと

いうことも大事だと思います。そして、市町や

住民の方と連携するためにも、やはりそういっ

た部分はどのように残すかということを県が一

方的に決めて、こうなりましたと言うのではな

くて、地域の方々や、そういったかかわる方に、

6年間ありますから、しっかり説明をし、また、
意見を聞くことが大事だと思いますが、そちら

のご認識をお尋ねいたします。

【大瀬良新行政推進室長】ただいま松本委員か

ら、やっぱり地元の声等もしっかり聞くべきで

あろうというご指摘でございます。我々もまさ

しくそういう観点の中で、今回、あくまで現時

点での県の考え方というものをお示ししたとい

うところで、この機能、残す機能というか、配

置する機能等を含めまして、今後、さらに各市

町、県議会は当然でございますけれども、そう

いったところで声を聞きながら、今の現段階に

おきましては、来年度にかけてもご意見等を聞

いて、できることがどういったことがあるかと

いう観点、そういったものを踏まえまして、最
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終的な案というのを確定してまいりたいと考え

ております。

それから、振興局のあり方を含めまして、先

ほども答弁申し上げましたけれども、今後の地

方自治体としての行政サービス、いろんな観点

で検討すべきことはあろうかと思います。ＩＣ

Ｔの活用であったり、そういったものも含めま

して、行政サービスが落ちていかないように、

我々としてもいろんなことを検討してまいりた

いと考えております。

【松本委員】ぜひとも地域の声を聞いて、市町

の声を聞いていただいて、本来の目的である、

やはり住民に近い行政サービスがおろそかにな

らないように配慮をしていただき、どういう声

を聞いたかも、また議会で今後、来年度以降報

告をしていただきながら、配慮して進めていた

だきたいと思います。

続きまして、消防団についてでございます。

事務事業の評価結果の4ページに、消防団活
動充実強化事業という項目があって、「改善」

というふうになっております。実際に、今、人

口減少で過疎化が進んでおります。昨年の火災

も、平成30年で537件発生をしております。そ
ういった火災や、また大雨による風水害にとり

まして、消防団の役割は、これから大変大きく

なるものと思いますし、団員の減少が、やはり

負担の増大につながります。

そういった中で、やはり消防団の活動充実強

化事業は重要だと思いますが、今年1年間やっ
てみて改善をするということですが、何が課題

で、何を改善しようと思っているのか、お尋ね

をいたします。

【宮﨑消防保安室長】消防団の活動の充実強化

を図っていくために、県といたしましては、現

在、団員さん、それから、団員に今後なってい

ただきたい方が働いておられる事業所の連携で

ございますとか、女性や大学生などへの働きか

け、そして、消防団が円滑に活動できるように、

自主防災組織との連携強化、こういったことを

柱として、この1年間、取り組んでいたところ
でございます。

この取組を踏まえまして、今後見直しをする

点といたしまして、例えば事業所の連携につき

ましては、平成29年に県商工会連合会にきっか
けをつくっていただいて協定が進んだわけでご

ざいますけれど、こうした連携をさらに拡大さ

せていくということが一つ。

それと、事業所が協力をしていただくために

は、やはり何らかのインセンティブが必要では

ないかというようなこともございまして、今後、

それもあわせて検討していく必要があると考え

ております。

また、市町、商工会をはじめとするいろんな

事業所団体の皆さんに、連携のいろんな具体的

なメニュー、アイデアを今後お示しして連携を

進めていくということも必要ではないかと考え

ております。

また、大学生の加入促進につきましても、説

明の中に書いておりますけれども、啓発のため

の講演、パネルディスカッション等行ったわけ

でございますけど、やはりできるだけ多くの学

生に今後も参加していただけるように、大学と

の連携を推進する県庁内の他の部局とも相談し

ながら、今後進めてまいりたいと考えておりま

す。

【松本委員】前回も申し上げました、消防団が、

結局、私の町内でも300世帯の中で3人しかいな
いということで、結果的に、自分が10月に消防
団に入ってみて、わずか2カ月なんですけど、
驚いたのは、思った以上に消防団の負担という

のは大きいなと。2カ月でも火災が1件あって出
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動したり、点検活動に2回行って、そして、ポ
ンプ操法大会があって、そして、救急救命講習

があってと、2カ月間でもう6回ぐらい経験をさ
せていただきました。

その中で団員の方々も、仕事をしながら、家

庭もありながら一生懸命、もちろん準公務員と

いう立場でありますが、頑張っている姿を見た

中で、やはり団員が足りないと。そして、やっ

ぱり高齢化しておりまして、若い団員が入って

こないというところで、今も地域で呼びかけを

しているところでございます。

今月も年末警戒で、消防団員の方々が、火災

がないように年末警戒をされますし、来月は出

初め式があります。そのときは、やはり平日に

あるんですね。そうすると、会社を休まなきゃ

いけないと。会社を休むということに対して、

会社側の理解と協力がないと、会社に出てくれ

と言われたら、それにも参加できないというこ

とで、いろいろ書類もつくって、会社に理解と

協力を求めるんですが、町内の方、地域の方々

も応援はしているんですけれども、やはりサラ

リーマンの団員の方が増えているというのが、

昨今の傾向であります。ですから、今答弁であ

ったように、大学生とか、公務員の方々とかに

も、やはり関心を持っていただいて、消防団活

動に理解と協力を求める。

そして、自主防災組織もこれから必要になっ

てきますので、そういったところとも連携をし

て、少しでも来年度事業で改善をして、それで、

市町でそれぞれの取組があると思います。そこ

のいい部分は、県が旗を振って情報を共有化し

て、成功事例は、ほかの市町でも使っていただ

けるように、そこの調整を県のほうでしていた

だきたいと思います。

3つ目に、一般質問でいろんなハラスメント
のことが取り上げられておりました。さまざま

なハラスメントがある、いろんな職場でいろん

なのがありますが、県の知事部局は、今、4,000
人の職員がいると伺っています。それで、実際、

精神的なストレスで病気休職をしている方がど

れだけいるのかという確認をいたしました。

病気休暇が94名いて、そのうち精神疾患が59
名、これは給与は全額支給をされるが、90日ま
でと。そして、さらに休職、3年間を限度に、
これは地方公務員法に基づいてになりますが、

ここは2年間までは8割支給される。この方が、
精神疾患の方が30名いらっしゃるということ
で、やはりさまざまな職場内で、家庭の事情も

あるでしょうが、精神疾患をされる。

しかし、給料は発生するわけでございまして、

そういった方々は、実にもったいないというか、

やる気があって県職員になられたのに、働くこ

とができなくなったというこの状態、しかし、

これは精神的なものですから、やはりいろいろ

な取組をして職場に復帰していただくように努

めていかなければ、家庭やその方の人生にとっ

ても大きいと思いますが、職場復帰に向けての

取組をお尋ねいたします。

【山下職員厚生課長】職場復帰に向けた支援に

ついて、ご説明いたします。

円滑な職場復帰を図ることを目的に、職場復

帰をする前に、職場の配慮事項、業務内容等を

共有するため産業医、所属、本人等をメンバー

とした職場復帰支援会議を開催することとして

おります。

また、職場復帰者全員に産業医の面談を行っ

た後、復職支援計画を作成しております。個別、

具体的に職場の配慮事項、例えば事務量、業務

量の量を調整してほしいとか、残業、出張ある

いは宿泊の制限をしてほしいとか、そういう内

容でございますが、そういうような計画を定め、

本人及び職場、所属と共有することとしており
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ます。

職場復帰後でございますが、産業医及び県が

雇用しておりますカウンセラー、保健師による

定期的な面談を実施いたしまして、必要な場合

は、産業医から職場への配慮事項等を通知する

こととしており、その再発防止に努めていると

ころでございます。

また、加えて、復職した職員を対象に、集ま

って話し合いをするというような復職者ミーテ

ィングというものを開催しておるところでござ

います。

【松本委員】しっかりとそういった取組をして

いきながら、職場に、今、休職されている方、

精神疾患の方、病気休暇の方59名、病気休職の
方30名いらっしゃるということでございます
ので、取り組んでいただきたいと思いますが、

そもそもそうなる前に未然に、精神的なストレ

スがある場合は、やはり職場内で解決できるよ

うな配慮というものも必要だと思っております。

例えば過重な残業でストレスとか、いろいろ

な関係がある時に、しっかり職場内でコミュニ

ケーションをとっていただいて、上司の方が部

下の方々に声をかけるとか、また、職場内でそ

ういったことのコミュニケーションをとってお

れば、問題がある時には、そこの中で解決でき

ることもあると思いますし、今回議案で不祥事

が出ておりましたけれども、こういった不祥事

も起きないように呼びかける、やはり注意喚起

をすることも必要だと思います。

4,000人もいるわけですから、それは人事課と
かそれぞれの部署だけで全部を、4,000人を見る
ことはできませんから、やはり各部署に対して

しっかりとしたそういう配慮をするような呼び

かけをしていただいて、そういったことがない

ように取り組んでいただくことを要望します。

最後に、広報についてでございます。

追加議案説明資料の追加1のところに、「長
崎県広報戦略」に基づき、各種広報媒体の特性

を活かし、ターゲットに即した情報発信を行い

ますというふうに書いてあります。この「ター

ゲットに即した情報発信」ということについて、

具体的にお尋ねいたします。

【田中広報課長】長崎県の重点施策の中に、「長

崎県広報戦略」に基づき、各種広報媒体の特性

を活かし、ターゲットに即した情報発信を行い

ますということで記載をしておりますけれども、

この「長崎県広報戦略」と申しますのは、長崎

県の県民の皆様と協働によって、よりよい行政

運営を行うということを目指し、元気な長崎県

をつくるということを方針に掲げまして、その

ためには、県民の皆様に県の施策をご理解いた

だく、それから、県民の皆様から信頼を得る、

そして、県民の皆様に県政へ参画していただく

意識を抱いていただくということを目指し、そ

ういったものを実現するために、誰に、何を、

どうやって発信を行うかというふうなことをし

っかり戦略のもとにお届けするということで策

定をしているものでございます。

県の事業はさまざまな事業を行っております

けれども、お届けする事業の内容によって、や

はりどなたにお届けしたらいいのか、それを一

番的確にお伝えするにはどの媒体を使ったらい

いのか、そういったものを戦略的にやることに

よって、届けたい方にしっかり届けるというこ

とを目指しております。

毎年の事業の中におきましても、そういった

考えのもと事業を推進しておりまして、これは

広報課が実施をいたします広報も、それぞれの

事業課と調整をとりながら、どなたにお届けす

るのか、どの媒体を使うのかということをきち

んと協議をしながら実施をしておりますし、そ

ういったことを各部局の方々にも認識を持って
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いただきまして情報を発信していただくという

ことで実施をしているものでございます。

【松本委員】県の行政というのも多岐にわたっ

て、情報量もかなり膨大でございます。県民140
万人の方々、皆様にそれを全部お伝えするとい

うのは、やっぱり限界があると思うんです。「つ

たえる県ながさき」や「にこり」というのは本

当によくできていて、ピンポイントには伝えて

いますけれども、先ほどターゲットの部分で答

弁でおっしゃったように、こういう情報が欲し

いという方にピンポイントにお伝えするのが、

一番ニーズに合っているわけでございまして、

そこのところをそれぞれの分野、各部署、広報

が県全部の広報をするというのは限界がありま

すので、それぞれの部署の方々に、例えば福祉

の部署は福祉、教育は教育、医療福祉だけでは

なくて産業の部分でも、かかわっている業界の

方々にどういう情報が欲しいのかというのを、

まずその部署が把握をして、その部署ごとに、

やはり広報活動をするという自主的な広報戦略

というのは、私は大変意味があると思っており

ます。

140万人一斉に伝えなければいけない情報も
あるけれども、情報が欲しいという方に、県の

施策が本当に伝わっているのかと。やっぱり市

町が住民の方にとっては身近で、市議会でも、

町議会でも、結構身近で見られます。ただ、県

になると範囲が広い。そして、自分に直接関係

がないよという声もいただきます。新聞やテレ

ビ報道で取り上げていただくことが、一番皆さ

ん関心があるんですけれども、やはり県自身か

ら直接的に伝えるという意識を持って、新たに

こういうことをやります、こういうことを活用

してくださいというのを発信しないと、パブリ

ックコメントでもほとんど意見が出ないという

状況は、私たちがやっぱり直接情報を伝えない

から、だから、関心も持っていただけない。

しかし、140万人、納税者の方々にとっては、
知る権利というのもございますので、そこをや

はり各部署にしっかりと伝えて、ターゲットに

即した広報戦略に努めていただくことを要望し

て、質問を終わります。

【中島(浩)委員長】 ほかにありませんか。
【下条委員】 皆様、お疲れさまでございます。

私からは3項目、危機管理、それと情報政策、
ただいま松本委員からもありました広報につい

て、お尋ねをしたいと思います。

まずは、危機管理ですが、これも先ほど川崎

委員のほうから言っていただいた内容にかなり

近いことになりますが、私もこの千葉県の台風

被害というものは、本当に長期にわたって、特

にライフラインである電力がダウンした状況で、

暑い時期に起きたということで、これはかなり

厳しい被害が出たなと思っておりますし、こう

いった規模の災害がいつ長崎県にきてもいいよ

うに、平時から準備しておかないといけないと

強く思っております。

そこで、今回、私が注目しておりますのは、

避難所です。特に、避難所の整備についてお尋

ねをしたいと思っております。

細かい数字は、今回は、ここでは申し上げま

せんが、長崎県においても、例えば今年であれ

ば、大雨の時に避難勧告等の情報が出た場合に、

あまり思わしくないような県民の皆さんの避難

行動ということが見受けられた。ストレートに

言いますと、避難勧告がなされても、すぐに避

難をしていただけなかったというような実態を

お聞きしております。

さまざまな理由があると思うんですけれども、

避難所が本当にいろんな意味で整備をされてい

ると、自宅にいるよりも当然安全ですし、整備
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されたところに避難をしようと思うんじゃない

かなというふうに思っているんですけれども、

その中でも、今回、暑い中で、大雨、台風の被

害というのはやはり夏の暑い時期に起きること

が多いですので、特に避難所の二次被害を、熱

中症なんかの二次被害を避けるという意味で、

エアコンといった設備ですね、こういったもの

が、今現状どうなっているかということを、ま

ずはお聞きしたいと思います。

【近藤危機管理課長】避難所におけるエアコン

の設置状況でございますけれども、一応、私ど

もとしまして、現状が今どうなっているかとい

うのは、正直把握できていないところでござい

ます。

なお、先般、ＬＰガス協会の方が県議会にも

そうですけれども、私どものほうにも来られま

した時にお聞きした範囲では、体育館に2箇所
設置はされているのみで、ほとんどは設置され

ていないという状況でございました。

【下条委員】 ありがとうございます。私も、そ

の会に同席をしておりまして、確かにそのよう

なことだったと思います。

避難所については、各市町の小中学校の体育

館が主に使われており、また、場所によっては

公民館が利用されているというふうに認識をし

ております。

その中で、プロパンガスを電力源としたエア

コンの設置について、私もそのときに、学校の

体育館の空調について設置してはどうかという

ご意見をいただきました。

これを少し調べてみましたら、電力に依存し

てないということで、電力がダウンしても、先

ほど川崎委員も言われましたが、非常用に近い

ような形で独立して電力を保てるということが

あって、非常に適しているのではないかという

ふうに思っております。どう思われますか、い

かがでしょうか。

【近藤危機管理課長】ＬＰガスのエアコンの優

位性でございますけれども、停電であった場合

でも、起動する時には発電が必要ですので、そ

のときには内蔵された非常用発電、小さなもの

で結構なんだそうですけれども、それで一旦起

動ができれば、後はガスでずっと循環すること

ができますので、空調が停電であったとしても

ずっと続けられるとのことです。

また、燃料につきましてはガスボンベだとい

うことですので、ガスボンベを運べば時間制限

もなく有用だと聞いております。

【下条委員】わかりました。かなり有効なんじ

ゃないかというようなお話ですが、ここで大き

く問題になりますのが、やはり設置をするコス

ト、また、ランニングコストというふうになる

と思います。

そこで、その財源であったり、支援のほうを

少し調べたんですけれども、補助金及び事業債

というものが活用されるものがあるというふう

にお聞きしました。

一つ目が、経済産業省が、ちょっと長いんで

すけれども、災害時に備えた社会的重要インフ

ラへの自営的な燃料備蓄の推進事業費補助金と

いうものがある。これは経費の2分の1であった
り、状況によっては3分の2が充当されるという
ふうにお聞きしております。もう一つ、総務省

の緊急防災・減災事業債というものが適用され

る可能性があるというふうにお聞きしておりま

す。

このような形で、国のほうもさまざまな災害

時におけるこういう電力であったり、避難所等

のインフラの整備というものには支援をすると

いうふうな状況ですので、ぜひとも、県としま
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しても、危機管理監としましても、このような

ことを考えていただきたいんですけれども、い

かがでしょうか。

【近藤危機管理課長】今おっしゃられました補

助金、そして起債等を活用すれば、かなりイニ

シャル部分の軽減にはなろうかと思っておりま

す。

まずは、学校の体育館につきましては、避難

所として指定をされますと、エアコンは二次被

害を軽減するために必要であろうかと思います

ので、私どもとしましても、所管の教育庁をは

じめ市町にも、この必要性は働きかけてまいり

たいと考えているところであります。お聞きし

ている範囲では、その設置費用、補助があった

としても多少かかる。そしてプラス、ランニン

グコストもかかるというところで、少し二の足

を踏んでいると聞いておりますが、環境整備の

ために、できるだけ働きかけてまいりたいと考

えているところでございます。

【下条委員】今、私がお伝えしたのはイニシャ

ルコストの補助なんですけれども、ランニング

コストについてもやはり足かせといいますか、

なかなか行動のほうに移らないというようなこ

とだったんですけれども、まだ試算の段階です

ので、やってみないとなかなかわからない部分

は多くありますが、今、手元にある私の試算で

も、電力やその他の電力設備と比べた場合も、

かなりランニングコストは安くなるような指標

が手元にも届いております。

例えば、電気と比べると、15年間を使用した
場合に、およそ1,000万円程度削減が見込めると
いうような試算も手元にあります。ランニング

コストも、ガスを使った場合、少し削減が見込

めるんじゃないかと思っておりますので、この

あたりもぜひ研究していただいて、協議させて

いただきたいというふうに思っております。

万が一、電力がダウンした時に、自宅にいれ

ば熱中症になるかもしれないと。避難所が、エ

アコンも含めてさまざまな整備、ある程度快適

な環境になれば、避難勧告があった時に、これ

は避難しようと、自分はここにいるよりもいい

んじゃないかというようなことで行動に移って

いただくということは、生命を守るというもの

で、ものすごく重要ではないかというふうに思

っております。全国の被害で、避難勧告があっ

ても、自宅にいて大丈夫だろうということで逃

げ遅れて大切な命が失われたという事例もたく

さん聞いておりますので、ぜひとも前向きに検

討していただきたいというふうに思っておりま

す。よろしくお願いします。

次ですけれども、情報政策についてご質問し

たいと思います。

情報政策の質問の前に、12月3日、県立大学
において、情報セキュリティ学科とＩＴ企業が

共同で運営をする研究センターが設立されたと

いうのが、メディアのほうで報道されました。

また、この共同センター設立に伴い、情報セキ

ュリティ学科の定員も40名から倍の80名に増
えたというふうにお聞きしております。

今年の夏に県立大学の百岳事務局長にお会い

をしまして、私も情報セキュリティの研究員を

しておりますので、これは、今、県が抱えるＩ

ＣＴを活用した長崎県情報化推進計画にも非常

に類似するような、後押しをするようなすばら

しい事業ですので、ぜひとも定員の増員をして

いただきたいというふうに私もお伝えをしてお

りました。そういったところが、ものすごいス

ピード感を持って、12月にこういったことにな
ったのは、恐らくは、県の皆様が本当に力強く

県立大学を支援していただいた結果ではないか



令和元年１１月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（１２月１３日）

- 201 -

なというふうに思っております。改めてお礼を

申し上げて、ともにこれからも頑張っていきた

いというふうに思っております。

それでは質問に入らせていただきますが、今

回、この情報政策の中で行政の作業効率化につ

いて、ご質問をしたいと思っております。

ながさきＩＣＴ戦略の事業評価であったり、

さまざまな資料をいただいておりますが、「第

2期長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」
の数値目標、ＫＰＩについてお尋ねをしたいと

思います。

資料の4ページ、デジタル行政の推進、指標
名が「作成ロボット利用所属数」とありますが、

こちらについて､このＫＰＩを含めて内容をお

尋ねいたします。

【山崎情報政策課長】指標名の「作成ロボット

利用所属数」ですが、これは、ＲＰＡツールを

利用した作成ロボットの利用所属数でございま

す。変更が、まだ間に合っておりませんでした。

基準年度の令和元年度、今年度ですけれども、

今、ロボット自体の調達をかけておるところで

ございまして、来月中旬ぐらいから利用開始に

なる予定でございます。今年度は5所属、そし
て、その後、ここの表に記載してある形で進め

ていこうと思っております。

対象としております全所属数は、本庁の所属

数を約110としておりまして、最終的には職員
でロボットを作成し、運用・維持管理を目標と

しているため、目標全体の半分程度の50所属を
令和7年度の目標としております。
また、導入ロボットのライセンスの有効活用

を図るために、製品の利用状況に合わせて導入

していくように、その都度、増やしていくよう

にスモールスタートを考えいるところでござい

ます。

【下条委員】 これは、もう本当、広域といいま

すか、平たく言いますと、皆さんの作業をいか

に力をかけずに効率よくやっていくということ

が目的で間違いないですかね。そうだと私は認

識しております。

ロボティック・プロセス・オートメーション

（ＲＰＡ）のほうも、恐らく取りかかられてい

ると思いますけれども、私、委員にさせていた

だいて、皆様とさまざまなデータのやりとりを

していまして、ちょっと疑問に思うことがあり

ました。

それは何かといいますと、皆さんが使われて

いるワードやエクセル、また、パワーポイント、

ＰＤＦ、こういったものの統一といいますか、

全部署を統一しましょうという話ではないんで

すけれども、こういった種類のデータはこうい

ったフォーマットがある、エディターと言うん

ですけれども、エディターは後で説明をします

が、エディターを使うというような何か基本的

なルールがあるのかどうか。まず、そこのとこ

ろを、なかったらなかったでいいんですけれど

も、お聞きしたいと思います。

【山崎情報政策課長】例えばワードとか、エク

セルとか、そういったものの利用のやり方とい

うことになろうかと思いますけれども、それに

ついて、特段、今のところ、どれを使いなさい

というものはございませんで、やはりその機能

に一番適した、例えば表計算であればエクセル

でありますとか、文章関係であればワードとか、

プレゼンテーション関係であればパワーポイン

トとか、その用途、用途に合わせて、それぞれ

職員が使っているものと思っております。

【下条委員】 ありがとうございます。多分、私

もそうじゃないかなと思ったんですね。恐らく

はルールといいますか、こういった種類のデー
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タはワードでつくりましょう、こういった種類

のデータはエクセルにしましょう等の決まり事

はないのかなというふうに思っておりました。

実は、なぜここに私が疑問といいますか、注

目をしているかといいますと、私は長く民間事

業に勤めていた際にプログラミングという仕事

に携わっておりました。その中でエディターと

いうのは、電子入力をするフォーマットになる

んですが、例えば一つの事業体、すごく大きな

部門、たくさんの部署を抱えているような大き

な企業体でも、システムをつくる時に、私たち

プログラマーは、このエディターが好きだから

Ａというエディターを使います、私はＢが慣れ

ているからＢというエディターを使いますとい

う話は、まず、あり得ません。絶対に同じエデ

ィターを使って統一をしていきます。これは、

インターネットやプログラムの世界ではもう当

たり前のお話でありまして、ウェブ標準とか、

規格統一というような言葉で使われまして、か

なり常識的なお話であります。

今、聞きました行政サービスの効率化を目的

としまして、さまざまなＲＰＡであったりとか、

今ご説明いただいたようなデジタル行政の推進

ということをされていますが、その以前に、皆

様が使われているデータの種類、こういったも

のの協議をしたほうがいいんじゃないか。すべ

てを統一してしたほうがいいんですけれども、

なかなか難しい部分もあると思いますが、今の

ままでは、多分、本当に職員の皆さんがしやす

いもの、使いやすいものでつくっている。それ

を頑張って、今、印刷をしたり、ある程度まと

めてデータ化をしているという状況になりまし

て、これはなかなか情報的資産の蓄積につなが

らないんじゃないかなと。また、こういったも

のをビッグデータであったりとか、さまざまな

利用、活用する時に大きな弊害になるんじゃな

いかなというふう思っているんですけれども、

ご見解はいかがでしょうか。

【山崎情報政策課長】データの標準化という点

では、幾つか進めているものがございまして、

例えば、全職員が使う基幹システム関係であれ

ば、もうフォーマットが決まって、そこの中に

データを入れ込むことによってアウトプットが

できるというようなものもございます。

そういったものではなくて、通常の職員の業

務の関係の中で言えば、例えば、先ほどＲＰＡ

の関係で、昨年、実証実験をやった中で、地方

機関の占有許可業務がＲＰＡに適しているかど

うかをやったことがあったんですが、よく調べ

てみると、各地方機関ごとにそのやり方が違う。

エクセルで入れたり、手書きで入れたり、また、

別のシステムで入れたり、そういったものはＲ

ＰＡにいく前に何か一つのシステムで、例えば

ウェブ、アプリケーションとかでやれば、皆さ

んが一緒に同じフォーマットで作業ができる。

結果的には、集計もかなり楽になりますので、

そういったＲＰＡを今後推し進めていくことに

なりますけれど、そこを具体的にやっていく中

で、どういった業務なのかというのも踏まえな

がら、ＢＰＲといいますか、業務の標準化、ま

ずは、そういったことに力を注ぎながら、そこ

の中でどんな個々の業務の文書の標準化ができ

るかというのは検討していきたいと思っており

ます。

【下条委員】私が本当に要点をかいつまんでお

伝えをしたいのが、私たちプログラマーは、す

ごく華やかな世界でやっているように見えます

が、実は、ものすごく地味なことをしておりま

す。ＡＩも5Ｇ整備が国家戦略だということが、
12月12日にメディアでも発表されましたけれ
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ども、ＡＩや5Ｇというような、本当にとてつ
もない規格のこういったプログラミングの世界

がもう間もなくきます。

ＡＩは何かというと、すべてを可能にするシ

ステムではないんですよ。私の直感ですが、Ａ

Ｉは子供みたいなものです。幼稚です。幼稚と

いいますか、ちゃんと食べて消化するまでに、

こちらで材料をきれいに整えてあげないと、す

ぐおなかをこわしますし、食べてくれませんし、

私が今お話をしているのは、ＡＩに食べていた

だくものなんです。材料なんですよ。

これがばらばらであれば、例えば、ながさき

ＩＣＴ戦略で会議をされております。県内のメ

ンバーを見させていただきましたけれども、す

ばらしい方ですよ。この方たちが皆さんで時間

を使って協議しても、すばらしいものができた

としても、そのデータとなる、もとの材料とな

るものが統一化されてないと、これをものすご

い時間をかけて統一化をしていくということに

なっていくんではないかというふうに危惧して

おります。

逆を言うと、我々プログラマーは、散乱して

いるものを常に整理をして、整頓をして、標準

化をしていくという仕事に、実は7割ぐらいの
力を使っております。すごく地味な作業をして

おります。この地味な作業、ここに民間のエキ

スパートであったり、知見を持っている方を登

用していただきたいんです。その上の、この素

材を使った戦略というものはさまざまな活動を

されていると思います、いろんなものを拝見し

まして。

私が注視しているのは、その前の材料、皆さ

んのデータの段階で、どういうエディターを使

うのか。エクセルなのか、ワードなのか、いや

いや、何か普通の文書のエディターなのか、そ

ういったものを皆さんで考えることも重要です

けれども、やはり第三者の基幹システムの設計

図を書けるような知識のある方に入っていただ

いて、そこを整理整頓していただくと、私は、

このデータが、横浜市が先進的に取り組まれて

おりますが、皆さんの行政データをオープンデ

ータ、もしくはビッグデータという形で産業の

活用であったりとか、さまざまな利用ができる

んじゃないかと思っております。

すごく難しい話をしていますが、皆さんもア

ップルのパソコンとウィンドウズのパソコンと

2つ持たれている時に、2つの規格があったら大
変でしょう。文書が行かないじゃないですか。

こういうお話です。これを1つにしたほうがい
いんじゃないか、もしくは、部署間では1つに
したほうがいいんじゃないかというお話をさせ

ていただきました。

ぜひ、これからもこういったものを、まず念

頭に置いて、いろんな形で協力して進めていた

だきたいというふうに思っております。最後に、

ご見解をお聞きしたいと思います。

【山崎情報政策課長】行政文書をビッグデータ

化してＡＩに分析させると。そういった際には、

やっぱりＡＩが効率よく学習をするためには、

標準化された文字列というのがどうしても有効

なんだろうという思いはしております。

ただ、そういった技術については、まだ私ど

もも情報収集が不十分でして、現在、ながさき

ＩＣＴ戦略推進研究会、産学官20団体ぐらいご
ざいますけれども、そこの中でやっているのは、

例えばハウス内の温度とか、ＣＯ２とかの環境ビ

ッグデータとか、赤潮発生の原因となる有害プ

ランクトンの画像分析だったり、Wi-Fiアクセ
スポイントのログのビッグデータ分析によって

観光客の周遊動向の可視化など、そういったも
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のにＡＩを活用しているんですけれども、まだ

そういった行政文書につきましては具体的にビ

ッグデータ化、さらにＡＩを使って、それをや

ることによってどんな分析ができて、どの程度

のアウトプットといいますか、提言をいただけ

るのかとか、ＡＩの解析レベルでありますとか、

また、どんなデータ形式がよいのかとか、例え

ばクラウド利用の場合には、ネットワーク環境

との間のセキュリティをどうすべきなのかとか、

あと導入とか、維持コストとか、そういったも

のを情報収集していかないといけないなと思っ

ておりまして、ながさきＩＣＴ戦略推進研究会

やＡＩ系の誘致企業の方もいらっしゃいますの

で、そういった方々の知見を活用しながら情報

収集に努めていきたいと思っております。

【下条委員】ありがとうございます。時間が迫

ってきましたので、最後にしますけれども、こ

ういったオープンデータ、ＡＩのほうをまず見

越してデータをさまざまな、どのようなエディ

ターでつくっていくのかというのを協議するこ

とは、恐らくは、この作業自体が皆さんの日ご

ろ行っている作業の効率化であったりとか、ま

だまだ判明されてないような共通部分であった

りとか、行政のデジタルの推進というような形

につながっていくのではないかと思っておりま

すので、これから一緒にいろんなものを協議さ

せていただきたいというふうに思っております。

最後に、ちょっと短く、松本委員からもあり

ましたが、広報についてお尋ねをしたいと思い

ます。

私も松本委員と全く同じ意見を持っておりま

して、やはりこの広報の部分は、県の施策であ

ったり、住民参加ということでは大切だと思っ

ております。その中で、新聞や紙媒体というの

は本当に大切なんですけれども、やはりたくさ

んの方に見てもらうということで、テレビの広

報2課がなされております。
前回、私も消防団の募集について、広報2課

で取り上げていただいたらどうかというような

ご要望も言わせていただいております。このよ

うな形で、この広報2課について充実を図って
いただきたいんですけれども、いかがでしょう

か。

【田中広報課長】 広報2課の充実をということ
でのご意見でございますけれども、毎年、部の

方から重点的な広報テーマを挙げていただきま

して、重点広報というのを決めさせていただき

ます。

その中で、例えば先ほどおっしゃっていただ

いた広報誌の「つたえる県ながさき」で特集と

いう形で取り上げるものを中心に、各月の広報

2課の番組も、クロスメディアという形で実施
をさせていただくということで、まずは重点的

なものを配置します。

ほかの週につきましては、その年、その時々

で、やはり県民の方にお伝えをしなければいけ

ないものがございますので、そういったものを

各部局のほうと話し合いをしながら選定をさせ

ていただいているということでございます。

前回、ご意見をいただいておりました消防団

につきましても、所管課と話をいたしまして、

来年2月に広報2課のほうで取り上げさせてい
ただくことで今調整をしておりますので、皆様

方の意見をいただきながら、テレビで放送する

内容というものも、逐次、見直しを行いながら

実施をさせていただくことにしております。

【下条委員】ありがとうございます。最後にな

りますが、この広報2課に対する、私なりに考
えたご提案が一つあります。

その発端になったのが、まず、この広報2課
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は、結構県民の皆さんに評判がいいです。それ

は何かといいますと、やはり少しくだけていま

すよね。内容がおもしろ、おかしくやっている

というところで、どうしてもかたくなってしま

うような県の施策についても柔らかくご理解を

いただいているというのと、もう一つは、本当

に広報2課が県庁の中にあるんじゃないかとい
うようなお声も聞いております。これはすごく

いいことだと私は思います。

こういったものを勘案して私が考えたのは、

これはあくまでご提案ですよ。県の職員の皆さ

んに、その広報2課に出ていただけないかなと。
また、理事者の皆さんにですね。これは効果が

ありまして、まず、皆さんが本当に広報2課が
あるんじゃないかと思っているのが、これが本

物になっていくんじゃないかと思っております。

それと、もう一つは、出ることによって、「あ

あ、なんか出とったね」とか、県庁内でそうい

った話題になって、「見てよ」とかですね、「私

出るけん、見てよ」とかですね、そういうこと

で、どんどん口コミであったりとか、いろんな

相乗効果が出てくるんじゃないかと思っており

ます。

私も、行政の注目度であったり、お伝えしな

いといけないこと、やはり注目をしていただか

ないといけない、見ていただかないといけない

と強く思っております。その中で、この広報、

また、広報2課は大変大きな力になると思いま
すので、さまざまなご提案等をお聞きしていた

だきながら進めていければというふうに思って

おります。ありがとうございます。

【中島(浩)委員長】 しばらく休憩します。
再開は、午後1時30分とします。

― 午前１１時５４分 休憩 ―

― 午後 １時３２分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開します。
質疑はありませんか。

【深堀委員】 2点ほどお尋ねしたいと思います。
午前中も質疑があった、長崎県地方機関再編

の基本方針の件でお尋ねをしたいと思います。

午前中の質疑の中で、効果なりいろんな状況

なりの答弁がありましたけれども、その中で、

まずお尋ねをしたいのは、効果があるこういっ

た見直しであるんですけれども、平成20年3月
に策定されたこの基本方針に基づいているわけ

ですけれども、10年ちょっと経過をし、この10
年の中でいろんな社会環境も変化をしてきてい

ます。これから先の10年、20年を見据えた時に
もいろんな変化が、当然想定をされるわけです

けれども、そういった中で、今回こうやって提

示をされたわけですが、平成20年3月の策定の
分から、今、この時点でこういったものを出し

てきた時に、ここの10年間の変化というのを見
据えて、何か修正をしたりした点がなかったの

かどうか。

また、平成21年には、佐世保地区では県北振
興局が機能をまた集中化したわけで、その成果

といいますか、その効果も踏まえて、今回出さ

れているのかどうか、そのあたりを教えてくだ

さい。

【大瀬良新行政推進室長】ただいま深堀委員の

ほうから、平成20年3月と今回の案の中で違っ
ているところはどこか、県北地域の再編とあわ

せたところでお答えをということでございます。

大きく申し上げます。まず、時代の流れの中

で、ＩＣＴの進化というのは大きくきているも

のと思っております。それから、道路整備網に

つきましても、この間、高速道路の拡大とか延

長とかというのもあっております。そういう変

化がまずあった上で、そういったところも勘案
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しながら、今回の案を取りまとめたところでご

ざいます。

変わったところといたしまして、平成20年3
月時点で想定していましたのは、例えば土木関

係は基本的に集約をしていこうと、全般という

ふうなところもございましたけれども、やはり

この間の災害等の状況を踏まえながら、一つは

維持機能をやっぱり置いていかないといかんだ

ろうと、改めてここは認識して、県北のほうで

もそこはやってきたところでございますが、ま

ずそれは変えてなくて、さらにしないといけな

いと思ったところです。

さらに、土木関係の話で申し上げますと、大

型のプロジェクト、例えば島原道路であります

とか、西彼杵道路でございますとか、こういっ

た大型プロジェクトというのも進んでまいりま

したので、こういったところについては、県と

しても、県の全体的な振興という観点から、し

っかり進めていかないといけないということで、

そういったところに対する事務所というのは現

地に残していかないといかんといったところを

大きく変えているところでございます。

県北で、実際、平成21年、当面の再編という
のをまず先行して実施したわけでございますけ

れども、この間、先ほど申し上げたようなとこ

ろも踏まえましてやった結果として、今回、県

南地域についても再編をして、さらに行政の効

率化を進めながらも住民サービスを落とさない

ようにというところでございます。それで、例

えば雲仙の機能というのを、改めてしっかり残

していこうとか、災害の観点等も加えていると

ころでございます。

【深堀委員】 わかりました。平成20年3月に策
定した部分でこの10年を見返しながら、やはり
残すべきところは残すというふうに、若干修正

を加えてきた結果であるという話でした。

先ほど松本委員の質疑の中でも少し出ました

けれども、集中化される、例えば島原とか長崎

とかというところの残された地域の話には少し

なるんですけれども、いろんな新聞報道等でも

あったんですけれども、平成の大合併以降、合

併した地域の人口減少が著しいんだというよう

な、合併しなかったところよりもしたところの

ほうが人口減少が著しいという日弁連の調査結

果の報道が先般あったんですけれども、そうい

ったことを考えた時に、ちょっと逆行するんで

すけれど、いろんな県の仕事の効率化という意

味では、もちろんいいんだけれども、今度は、

片一方で、集中化されるところの自治体の疲弊

というのをどう捉えるかということになるんで

すけれども、その点の考えは、何か含まれてい

ますか。

【大瀬良新行政推進室長】市町村合併との関係

でございますけれども、確かに市町村合併で、

報道等の中でも、例えば合併したところで旧役

場等の周辺等が地域活力が落ちていっているん

じゃないかというようなお声があるというのは、

私も承知をしております。

そういった中で、県の財政が厳しい中にあっ

て、さらに、じゃ、我々は人口減少対策という

ものも県全体として全力で取り組んでいるとこ

ろでございますけれども、そういった中でも、

やっぱり財政等々考えていくと、先ほどご答弁

申し上げましたが、ＩＣＴ等で一定効率化がで

きるような部分もあるというところを踏まえた

時に、組織の運営の中で、より効率化を進めた

上で、例えば、先ほどコスト削減が幾らぐらい

かというご質問がございましたけれども、そう

いった財源も活用しながら、人口減少対策で使

っていけるような事業施策等もあるのではない

かと思っております。

したがいまして、そういった観点もにらみな
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がら、我々としても行政の効率化も進めつつ、

かといって、住民サービスにもできるだけ資す

る、施策としても一生懸命やっていかないとい

かんという、バランスをとりながらということ

で、今回、そういう意味では、できるだけ早く

やっていったほうがいいだろうということで、

ご提案を申し上げた次第でございます。

【深堀委員】 この点は、令和2年度にまた協議
といいますか、検討していくということなので、

そこでもいろいろ意見は申し上げていかなけれ

ばいけないのかなというふうに思っているんで

すけれども、細かい話を少し聞かせてください。

まず、今の資料の中で、建設コストの話もさ

っき議論がありました。資料の中では建設費用

が40億円から50億円程度、先ほどの答弁の中で
は60億円程度というお話があったわけですけ
れども、この財源ですよね。例えば県庁舎でい

けば、特別な基金云々であったわけですけれど

も、今回、振興局の建設に関する費用というも

のをどういった財源で行おうというふうに考え

ているのか、もしわかれば、教えてください。

【早稲田財政課長】都道府県における行政庁舎

の財源については、通常、一般単独ということ

で、費用を平準化しました起債を講じることに

なります。

一般単独事業債ですので、交付税措置などは

ありませんで、ここは、例えば20年償還などに
よって平準化して元利償還をするというのが基

本でございます。

また、あわせて、例えば防災などについては、

県庁舎のところでも防災・減災にかかるような

ものは地方債の適用というものがございますの

で、その場合は、例えば100％起債を措置した
場合は、70％は交付税措置というような防災の
起債もありますので、通常は一般単独ですので、

交付税措置がない地方債を適用して建設すると

いうのが一般的な考えでございます。

【大瀬良新行政推進室長】先ほどの数字で、こ

の資料の6ページと7ページのところで建設費
用が40億円から50億円かかっているところで、
先ほど答弁の中で60億円というふうな数字を
申し上げたところの違いでございますが、資料

の7ページに、先ほどの40～50億円程度と書い
ているところの下に※印で書かせていただいて

おりますけれども、この40～50億円というのは、
庁舎の箱としての建設費用で、概算で考えてい

るところです。

そこに、さらに触れておりますけれども、中

には各種の設備等がございます、監視をしてい

く設備等が。そういったものの移転費用等を加

えますと、現段階でこれにプラス、加えていく

と60億円程度ではないかということで、そこが
違いでございます。

【深堀委員】 わかりました。財源については、

一般財源の起債をするということで、やはりか

なりの高額な費用になるわけですから、できる

だけここを圧縮していくという作業も、当然の

ことながら必要になってくるのかなというふう

に思います。

資料の中でもあるように、再編する中身、そ

して、残すべき機能というのも当然記載がある

わけですけれども、こういった再編を進める中

でも、長崎地区、そして島原地区に残す土木維

持管理機能であったり、大型プロジェクトを実

施する推進事務所等々というふうに記載がされ

ているわけですよね。ということは、今ある長

崎、そして島原振興局、老朽化しているという

ことだけれども、その機能を、人を残すわけで

すから、その庁舎というのは必要になってくる

わけですよね。そのあたりは、今の計画ではど

ういうふうに考えているんですか。

【大瀬良新行政推進室長】今後の配置等の問題
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にかかわるお話でございますけれども、端的に

申し上げますと、具体で、今どの機能をどこの

庁舎、もしくは、例えば新しく庁舎を建て替え

るのか、確保するのかというところは、現段階

では持ち合わせていません。

ただ、例えば島原振興局でいきますと、老朽

化している中でも、なお、耐震化等も進んでい

まして、まだ十数年程度使えますし、実際島原

振興局の中から県央のほうに集約する分でスペ

ースが出てきたりしますので、そういったとこ

ろの中で活用できる部分もあるかと思います。

ただ、いずれにしましても、これも、今後、

あわせて検討をしていきたいと考えております。

【深堀委員】 じゃ、長崎、島原の振興局の再編

しようとしている計画の中で、残る長崎と島原

の振興局の庁舎の活用については、今、検討し

ているということなんですね。

先ほどの川崎委員の質疑の中では、再編しな

ければ70億円かかる、再編したら60億円なんだ
ということで、10億円のメリットがあるんです
ということを言われたわけだけれども、旧長崎

と島原の庁舎の活用が見えない中では、なかな

かこの数字というのは、あまり表に出せるよう

な数字ではないんじゃないですかね。

例えば、これをもう完全に廃止して、そこを

更地にしてどこかに活用するとなれば、こうい

った数字は出てくるのかもしれないけれども、

その庁舎をどうするかというのが決まっていな

い中で、そういう数字は出るんですか。

【大瀬良新行政推進室長】先ほど、この数字に

つきましては、いずれにしても機能を3振興局
残すとするというか、老朽化している中で、お

のずとずっと使えるわけではないということで

ございます。

したがいまして、仮にこれを建て替えていく

必要があるとするとということでいきますと、

先ほど申し上げた70億円かかると。片や、今度
集約したところで60億円程度ということで差
が出てまいりますけれども、先ほど申し上げま

した既存の施設の活用、それから、今後いろい

ろ検討を進める中においては、例えば借り上げ

をしていくとかということとか、いずれにしま

しても、経費が安くなるような方法というのは、

今後もさらに検討を進めてまいりたいと考えて

おります。

【深堀委員】まだ検討中の話なので、あまり突

っ込んでは言えないんでしょうけれども、でき

る限りコスト削減といいますか、そして、今使

っている部分の有効活用というか、そういった

こと、厳しい財政状況なわけですから、そこを

いかに効率化していくかというのは非常に重要

なテーマだと思うので、ぜひ今からの令和2年
度の検討期間の中でも十分議論していただきた

い。

この問題、最後にしますけれども、環境の変

化という話を冒頭していますが、答弁の中で、

見直した分があるというふうにも説明を受けた

わけですけれども、直近の話題で言うならば、

2040年研究会が報告書を10月に発表して、これ
は今度のまち・ひと・しごと創生総合戦略や今

後のいろんな計画に反映をさせていくというこ

とで、これはもう共通認識だというふうに思い

ます。

その報告書の中に、地方の振興局に関する点

も提言があっているわけですよね。そこに少し

関連する部分を読んでみますけれども、「県の

業務を職員を含めて基礎自治体である市町へ移

管し、二重行政や類似した業務を解消していく

必要があるのではないか。県の本庁と振興局の

役割について見直す必要があるのではないか」、

こういった幾つかの2040年研究会での提言が
実際にあるわけですけれども、当然、今回建て
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替えを、令和7年ですから、そこから少なくと
も50年近く存続するような建物を建てようと
する計画の中で、じゃ、2040年という時代がど
ういうふうに変わってきているのか。そのこと

を見据えた時に、本当に今のこの考えている計

画が適切なのかどうか、このあたりというのは、

せっかく研究会で議論されていろんなことが想

定される中で出てきている中で、ぜひこの提言

も踏まえて、どうあるべきかというのは、ぜひ

そこを検討の材料に加えてほしいんですけれど

ね。

ＩＣＴ等の進展、先ほども下条委員はいろい

ろなことを言われていましたけれども、劇的に

変わるはずですよ。今、450人から550名規模と
書いていますけど、2040年に、これは半分にな
っているかもしれないわけですよね。

そういうことを考えた時に、今の計画が本当

に正しいのかというのを、ものすごく吟味しな

ければいけないと思うんですけれども、そうい

う感覚の話を聞かせてください。

【大瀬良新行政推進室長】まさしく深堀委員が

言われた観点、今後、特に庁舎を建てて何十年

と使っていく中で、まさに、さらに今後、時代

が変わっていくと、我々も考えております。

そこで、午前中の答弁の中でも、若干2040年
問題に触れさせていただいたところですが、例

えば、今、お手元にお配りしています資料の5
ページの一番下のほうになります。2の集約前
に整理すべき事項ということの（2）に、新庁
舎の適正規模ということで、最後の3行目ぐら
いに触れさせていただいているんですけれども、

「人口減少が進む中でも必要なサービスを維持

向上させていくために、県と市町の役割分担の

あり方まで踏み込んだ広域的な体制を検討する

など、長期的な課題も十分に検討する必要があ

る」ということで、まさしく我々もそこを見据

えながら検討を進めていく必要があると思って

います。

その中で、前回の議会で、若干、市町村課の

マターでございますが、触れさせていただいた

んですけれども、2040年問題につきましては、
市町村、それから県とは別の今後の自治体のあ

り方とか、市町がどういうことが困難になって

いくか、人材確保の問題とかというのも議論の

テーマにさせていただくので、そういった中で

もご意見も聞きながら、県がさらに先々を見据

えた時に、どういった市町に対する支援のあり

方、例えば職員を派遣してほしいという声も出

てくるかもしれませんし、そういうようなもの

を、今後議論を深めていきたいと考えておりま

す。

【深堀委員】ぜひいろんな、今の振興局の業務

のあり方、そして、市町との業務の移管の問題、

そういったところも、将来的なこともしっかり

見据えて、ぜひ議論をお願いしたいというふう

に思います。

もう一点だけ。まち・ひと・しごと創生総合

戦略の中で、これは県民生活部の指標なんです

けれども、女性が活躍できる場の拡大と男女が

ともに働きやすい環境づくりという項目があっ

て、その中にＫＰＩで、事業所における管理職、

係長以上に占める女性の割合というのが目標と

して掲げてあります。平成30年度が27.3％、こ
れを令和7年に30％という目標、これは県民生
活部の長崎県全体の目標なんですけれども、県

庁という職場の中で女性の管理職の目標であっ

たり、比率であったり、そういったところが今

どういうふうになっているのかだけ、教えてく

ださい。

【大安人事課長】女性の管理職の関係、県庁の

部分でございますけれども、県におきましては、

女性の活躍促進ということの中で、特定事業主
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行動計画の中で、課長級以上の管理職の目標値

の設定をいたしております。令和2年度目標値
14％ということで取組を進めているところで
ございます。

計画をつくる以前の平成27年4月の時点で、
管理職は5.0％の状況でございました。本年4月
においては9.3％という状況になっております。
十分行き届かないところはありますけれども、

今後、女性の登用拡大、重要な課題であるとい

うふうに認識いたしております。積極的に取り

組みを進めていきたいと思っております。

【深堀委員】 今、目標を14％以上というふう
におっしゃいましたね。細かいことを言うよう

で恐縮なんですけれども、この14％というのは、
全管理職に占める割合を言われているんでしょ

うか。

【大安人事課長】課長級以上の管理職の中での

女性の割合ということでございます。

【深堀委員】なぜこういう細かいことを言って

いるかというと、この指標を見ながら思ってい

たことなんですけど、いろんな職場、職場で男

女の構成比というのは違うわけですよね。女性

が多い職場もあれば、女性が少ない職場もある。

県庁は、先ほど確認したら、職場全体で女性が

22.7％の割合というのを事前に聞いているんで
すけれども、そうすると、全体の割合が違う中

で、管理職に占める割合をぽんと決めることが

本当に適切なのか、母数が違うのにパーセンテ

ージを決めるのは、ちょっと乱暴ではないのか

なという気がしたものですから、聞いたんです

けれども、今の県庁の職員の比率から考えれば、

今言われた、課長がおっしゃられた課長級14％
というのは、ある意味適正に近いところなのか

なというふうに評価をしたんですが、そういっ

た母数といいますか、男女の構成比もしっかり

着眼した上で目標を立てているというふうに理

解をしていてよろしいですか。

【大安人事課長】 この14％の目標の設定でご
ざいますけれども、これにつきましては、実は

国の第4次男女共同参画基本計画の中に、地方
公務員においての登用目標というのが一定示さ

れている部分がございます。それを踏まえた形

での設定ということでございます。

また別に、男女の構成等々については、採用

の捉え方であったり、そういったところの中も、

特定事業主行動計画の中で考えているところで

ございます。

いずれにしましても、目標値については、そ

ういう考え方の中で設定をさせていただいたと

いうことでございます。

【中島(浩)委員長】 ほかにございませんか。
【小林委員】災害対策をこれから県の行政の中、

市町の行政の中でしっかりやっていただかなけ

ればいけないことだと思いますけれども、今、

新聞記事を見ておりますと、「県内自治体策定

事情」というような大きな見出しで、国土強靱

化地域計画が全く策定されてないと、こういう

ことが報道されておるわけであります。

もう一度重ねますけれども、これだけ自然災

害が大きく報道され、被害が甚大になっている

と、こういうことから考えてまいりますと、そ

れぞれの県下21市町で、そういう国土強靱化の
地域策定が全くできてないというのは、ちょっ

と正直言って、この記事には驚いているわけで

あります。

そういう意味から、まずお尋ねをいたします

が、県下21市町があるわけでありますけれども、
県内自治体策定ゼロというのはどういう状況に

あるのか。つまり、策定中だとか、あるいはま

だ検討中だとかいろいろ、21市町であろうかと
思いますけれども、その21市町の現状が策定ゼ
ロと言われているのが、11月13日の新聞なんで
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すけれども、実際どういうふうになっているの

か、把握をされておりますか。まず、お尋ねを

します。

【近藤危機管理課長】国土強靱化地域計画の策

定状況でございますけれども、現時点で策定中

の市町が14市町でございます。策定予定、検討
中というところが7市町というふうになってお
ります。

【小林委員】今言うような、国土強靱化の地域

計画というのが、今、策定済みとかというのは

ゼロだということで、策定中が14市町と、そし
て、策定予定というのが7市町ということであ
りますね。こういう状態のご報告を今いただき

ましたけれども、いつまでにこれを策定しなけ

ればいけないのか。

策定がゼロだということについて、実際的に

取り組んでいただいているところもあるし、ま

だ策定中と、策定予定というところもあるわけ

ですね。まだ足並みがそろってないけれども、

実際的に策定のばらつき、これを考えてみた時

に、いつまでにこれを策定しなければならない

のか、その辺からお尋ねをします。

【近藤危機管理課長】策定の期限というような

ものは、規定上何も設けられていないというと

ころではございますが、ただ、この策定する目

的というのが、令和3年度以降の国土強靱化に
かかる国の予算を確保するために、その申請に

あたっては、その裏づけとなる根拠が必要だと。

その根拠というのが、国土強靱化地域計画とな

っておりますので、いわゆる国土強靱化地域計

画の策定がなければ、国の予算確保はできない

というような形になっております。

令和3年度以降の予算の申請というのは、令
和2年の夏場ぐらい、実質6月ぐらいから実際動
きが始まると思っておりますので、来年の6月
までには、地域計画の策定はしていただきたい

と各市町にはお願いをしているところでござい

ます。

【小林委員】 来年の6月ぐらいまでに策定はや
っていただかないと、令和3年度からの防災対
策とか、あるいは減災の対策を幾ら要望しても、

いわゆる予算が全くゼロになってしまう。そう

いう状態を、策定をすることによって避けたい

と、こういうことではないかと思うんです。

そういう状態でございますから、まず、今策

定中だとかいうこと、まだ7市町が遅れている
ような感じがしますけれども、これがもしでき

てなければ、県としても、何をやっているかと

いうことになっていくと思います。

そういうことから考えていくと、これの策定

が遅れているということ、今、まだゼロだと、

策定が全部済んだというところがないというこ

とは、つまり、それだけ大変な作業があるので

はないかと思っておりますけれども、そういう

遅れている理由というのは、一体どういうよう

な受け止め方をされているか、お答えをいただ

きたいと思います。

【近藤危機管理課長】国土強靱化地域計画とい

うのは、防災・減災にかかるそのリスクを評価

して、ハード面、ソフト面からの施策を取りま

とめるというようなものでございまして、県で

申し上げれば、総合計画に準じたような、そう

いう全庁的な計画というふうになっております。

それの国土強靱化といいますか、防災・減災の

対策の部分というようなものでございます。

ですので、一つの防災対策課だけでは、到底

策定は難しくそれを企画面全般、そして、実際

施工等を行う土木、農林、そして教育部門とか、

さまざまな関係各課が関わってできるものであ

り、非常にマンパワーが要るというような作業、

そして、そこの地域の合意形成のための作業も

踏まえると、やっぱり時間がかかる計画となる
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のではないかと考えております。

【小林委員】時間がかかるということについて、

今、そういう経過を聞いたんでありますけれど

も、これだけ、冒頭申し上げたように、長崎県

においても大雨の特別警報と、50年に一回とか、
50年ぶりとかいうような、そんな報道がなされ
ておりました。たしか、今年は2回ぐらいそう
いう警報が出されたような感じがいたしており

ます。

実際、これだけ大変な仕事だというようなこ

とをおっしゃいますけれども、これが大変な仕

事であるけれども、じゃ、つくらなくていいの

かと、策定しなくていいのかといえば、そうで

はないと。やっぱり策定はしっかりしていただ

かなければいかんと。来年の6月までだと、大
体それぐらいまでにはやってほしいと、こう言

っているんだけれども、大変な人手とかマンパ

ワーが要求される。そしてまた、ある程度専門

的な人材が要求されると。

それを満たしてないような市町が、現実にあ

るのかと。だから、そういうところに対して、

策定をするために、これを完成させるために、

県が何か支援をするような、そんな記事もあっ

ているけれども、そういうことについて、何か

支援をする用意があるわけですか。

【近藤危機管理課長】市町に対しましては、県

のほうから、十分そこの必要性を説明するとと

もに、実際、市町にも訪問をしまして、策定を

依頼しているところでございます。

県の支援を申し上げますと、県が既に平成27
年12月に策定をしておりまして、その県の計画
を盛り込んだ、策定ツールと申しまして、国か

ら提供がありました様式等に、県のリスクシナ

リオだとか、県が定めたＫＰＩ、そして、脆弱

性の評価などの数値を盛り込んだ、そういった

シートを市町のほうに配布しまして、それに市

町の状況を盛り込むことで、ある程度比較的容

易に策定ができるような作業のツールを、提供

しております。それについて、また説明をしな

がら、策定作業について助言等を行ってまいり

たいと考えているところでございます。

【小林委員】今の話を聞いてみると、県が作成

した書式があるとか、様式があると。そういう

ような形で、それを一つの参考にしながらつく

ってもらおうと、そういうことを支援という形

でやっておられるということだけれども、そこ

の、今お話があったリスクシナリオというのが

非常に大事になってくると思うんですね。これ

は自然の甚大な被害ということを前提としてつ

くるシナリオと、あってはならない、起きては

ならないということを最悪の事態を考えてつく

るリスクシナリオというふうに聞かせてもらっ

ているんだけれども、そこを、県がつくったも

の、それは21市町の実情に応じたものなってい
るのか。やはり市町でしっかりその辺のところ

は、自分たちの地域は自分たちで備える、守る、

やっぱり減災とか防災とか、そういう対策を練

ってもらわなくちゃいかんわけだから、そこの

支援の仕方というのは、ただ、そうやって書式

をつくって、こういうふうに書くんだよとか、

こういうふうにつくるんだよというような、手

取り足取りみたいな形のものでいこうとされて

いるような、そんな受け止め方をするんだけれ

ども、果たしてそれでいいのかどうかと。やっ

ぱり自分たちの市とか町は自分たちが守るんだ

という、実際の町とか市の強い責任感と、そこ

に住む人たちの暮らしをしっかり守るというこ

とから考えていけば、もうちょっとしっかりし

てもらわなければいけないんじゃないかと。

だから、令和3年度から、今まではこういう
災害とか、そういう甚大な被害があった場合に

おいては、予算は非常につきやすかったけれど
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も、これからはそういう計画が策定されてない

ところ、また、策定の中にしっかりとした防災

対策がそこに盛り込まれてなかったら、国の予

算は勝ち取ることはできないと、そういう、あ

る意味では当たり前の正論で今いこうとしてい

るわけだから、こういう策定ゼロとかいうよう

なことが見出しに出てまいりますと、非常に県

民の皆様方は、何をやっているのかと、こうい

うような形になると思うんです。

だから、もうちょっと市町にしっかり責任持

ってやらせるというような、そんな考え方の中

に立ってもらいたいと思うんだけれども、これ

から県の支援のあり方についても、それぞれ地

域の実情に応じたということを大事にしてもら

うためには、やっぱり市町の担当者にしっかり

わかっていただかなければいけないと思います

が、その点いかがですか。

【近藤危機管理課長】全く委員のおっしゃると

おりだと思っております。

災害というのは、地域、地域でそれぞれ違っ

た起こり方というのが考えられますので、そこ

ら辺に応じた取組というか、リスク評価をすべ

きところではあろうかと思っておりますけれど

も、県の場合は、国の基本計画に沿ったリスク

シナリオを基本として、過去に起こった、例え

ば長崎大水害や雲仙普賢岳の噴火災害等、そし

て、あとは地震に関しましては、長崎県地震等

防災アセスメント調査というのを平成18年に
行っておりまして、それに基づく地震・津波の

予測等を評価して、それをリスクシナリオとし

てつくっております。

それは、県として起こり得る最大級のリスク

というようなものを踏まえてつくっております

ので、市町におきましても、まず、現段階で急

いでつくるという状況にあっては、県と同じリ

スクを見ていただいて、そこに地域、地域のそ

れぞれの独自のものを加味してつくっていただ

ければと考えているところでございます。

【小林委員】 そういう豪雨とか土砂災害とか、

ある程度そういうことを前提としてやっている

んだろうけれども、一番大事なことは、なかな

か予測困難な地震対策ですね。この地震という

ところについてのリスクシナリオというのが、

過去の前例を持っていろいろやっているようだ

けれども、これはどこで起きるかわからないわ

けでしょうけれども、そういう面から、例えば

活断層とか、あるいは断層とかという地震にと

って非常に怪しげな状態がいろいろ言われてい

るわけだけれども、断層と、地震につながるよ

うな活断層、ここの違いというのは、皆さん方

が非常に心配しているわけだけれども、そこは

どうですか。

【近藤危機管理課長】断層と活断層の違いとい

うものでございますけれども、断層と申します

のは、地下の地層や地盤に力が加わって割れて

食い違いが生じたもので、実際は至るところに

あると聞いております。

一方、活断層というのは、その断層のうちに

繰り返し過去から地震を発生させてきたという

ことがわかってきておりますので、将来も地震

を発生させるおそれがある断層のことを活断層

と呼んでおります。

ちなみに、防災のアセスメント調査におきま

しては、県下で注意すべき活断層というのは、

雲仙断層群、島原沖断層群、橘湾西部断層帯、

大村・諫早北西付近断層帯というような形が、

今後注意をして地震を想定したことを評価すべ

きだと言われているものでございます。

【中島(浩)委員長】 委員長を交代します。
【山下副委員長】 委員長を交代しました。

【小林委員】そうしたら、地震は活断層のそこ

のところだけを心配しておけばいいのか、通常
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の断層という状態では地震の関連というのがど

うなっていくのか。

もう一度言いますが、地震対策の中に活断層

が横たわっているところ、そこだけを心配すれ

ばいいのか、通常の断層というのは、長崎県の

地域の中にどこだって横たわっているというよ

うなことなのかと。だから、活断層のところだ

けを我々は心配すればいいのか、そこはどうで

すか。

【近藤危機管理課長】いろいろお聞きしますと、

やはり委員も先ほどおっしゃいましたように、

断層というのは至るところにあるということな

んですけれども、実際、今私どもが注意すべき、

地震を起こす断層というのは活断層として評価

されていますので、その活断層を見ないといけ

ないということでございます。

ただ、今申し上げた以外の活断層も、実はま

だあるかもしれないというようなところもあり

ますので、そういったところも踏まえて、注意

すべきところでありますけれども、今現在、本

県でリスク的に注意しなければいけないのは、

今の活断層が揺れるといいますか、地震になる

ことによって、県内どこでも震度5弱から6強ぐ
らいの地震が起こり得るというところを、常日

頃から注意を払って、それに対する備え、耐震

策というのをとる必要があろうかというふうに

考えているところでございます。

【小林委員】最後に、重ねてお願いをしておき

ますけれども、やっぱり先ほどから言っている

ように、こうして新聞で、県内自治体の国土強

靱化地域計画が策定がゼロだというような形の

中で、策定済みが全くないということ、ここは

非常に大きく取り上げるべきだと思います。

今、策定中のところが14と、検討中というの
が7ということで、検討中なんていうのは、7つ
の市町の自治体が、果たして6月までにそれが

できるかどうか。よっぽど県の支援が必要にな

ってくるのではないかと、こういうことですね。

だけど、この策定は、どんなことがあっても

しっかりとした、いわゆる市町の実情に応じた、

地域の実情に応じた内容でなければいけないと、

そういうようなことを考えて、ここのところに

はもう少し重きを置いた指導が必要ではないか

と。だから、支援のあり方と指導のあり方、こ

の辺をしっかり受け止めてやっていただけるよ

うに、これは重ねて要望しておきたいと思いま

すので、お願いをしたいと思います。

答弁はありますか。

【近藤危機管理課長】市町の計画ではございま

すけれども、それが強いては防災・減災の対策

につながるということでありますので、県とし

ましても、必ず市町につくっていただくように

強く支援をしてまいりたいと考えているところ

でございます。

【山下副委員長】 ほかに質問ございませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまでございます。
私のほうからは情報政策、公文書管理、あと

は防災広報で話をさせていただきます。

まずは、情報政策に関してでございます。

「長崎県総合計画チャレンジ2020 平成30年
度の数値目標の進捗状況」、こちらで総務部の

2ページになります。戦略10、「ながさきＩＣ
Ｔ戦略」進捗状況でございます。

進捗状況の分析の中に、ビッグデータなどの

先端技術を活用した地域の課題解決や地域活性

化などに取り組む必要があると、これがまさに

ＩＣＴをやる目的だと感じております。ながさ

きＩＣＴ戦略が来年度までということで、つま

り、来年度にその次の次期ながさきＩＣＴ戦略

を立案していくということが述べられておりま

す。

そこで、先日、先ほどからも話がございます
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が、長崎新聞のほうで、5Ｇ整備が国家戦略で
あるといった記事がございます。これは、つま

りどういうことかというと、5Ｇを整備するに
当たって、国が全面的に、特に補助金などを用

意しながら整備を進めると。つまり、国として、

半ばやりなさいと。これを使って地域なり、国

なり、そういった問題を解決するようにという

明確な意思が表明されております。

そこで、来年度から取りかかる、次期ながさ

きＩＣＴ戦略におきまして、今、県がどういう

状況にあるのか。また、この5Ｇ整備、5Ｇを利
用してどのような構想を描こうとしているのか、

まずはご教示願います。

【山下副委員長】 委員長を交代します。

【中島(浩)委員長】 委員長を交代しました。
【山崎情報政策課長】 まず、5Ｇの現状のとこ
ろなんですが、今年度4月に総務省が、事業者4
者に電波割り当てを行いました。それをもとに、

審査基準の中で、今年度から2年後まで、2020
年までにすべての都道府県において5Ｇの高度
特定基地局の運用を開始しなければならない。

また、2023年までに、面積割りですけれども、
全国で50％以上の高度特定基地局を開設しな
ければならないというところがございます。

この高度特定基地局というのは、いわゆる親

局でございまして、5Ｇは、今の携帯で使って
いる通信の4Ｇというのがありますけれども、
これは半径数キロから数百メートルの到達距離

がございますけれども、5Ｇになりますと、そ
の約10分の1ぐらい、電波の到達する距離が短
くなります。ですので、この特定基地局だけで

は、当然5Ｇは使えませんで、それをつなぐ子
局といいますか、基地局の追加が必要になって

まいります。今現在は親局の部分を、今言った

年度で整備を図ってください。国としては、さ

らにそれを加速させるようなことを行うために、

さらに、税制優遇措置だった思いますけれども、

一定の援助をしましょうと、そういった流れに

なっております。

【中村(泰)委員】 意図としては、5Ｇの状況と
いうより、県が5Ｇを用いてどういう県をつく
っていくのかといったところをお伺いしており、

特にＩＣＴ戦略においてそれをどう使うのかを

お伺いしました。お願いします。

【山崎情報政策課長】 失礼しました。

今度の次期戦略の中におきましては、5Ｇに
ついては整備を進めていくという形にしており

ます。新しい技術である5Ｇについて、通信事
業者による整備が行われることになっておりま

すけれども、なかなかその整備自身が、実際に

使える環境になるまで結構時間がかかろうかと

思いますので、今度の戦略の中では、事業者や

市町と連携しながら整備促進を図っていきたい。

その整備促進という中で、具体的に利活用があ

れば、さらにそこの地域は整備が先に進むので

はないかという思いで、今回は整備促進という

位置づけで戦略の中にはうたわせていただいて

おります。

【中村(泰)委員】 整備を促進することはぜひと
もお願いをしたいんですが、私の本意を申し上

げますと、次期ＩＣＴ戦略は、恐らく令和3年
度から向こう5年間です。要は、5Ｇが2023年か
らそこに入るわけですね。次期ＩＣＴ戦略にこ

の5Ｇをどうするのかを明確にうたわない限り、
要は、長崎県は5Ｇを整備したところで使えな
い状況に陥るリスクがあると思うんですが、い

かがですか。

【山崎情報政策課長】 5Ｇの具体的な利活用に
ついては、ある通信事業者のパートナーシップ

とかに入って、情報を受けながら、具体的にそ

の情報を各部各課に流して利活用の促進を促し

てはおります。
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ただ、ここの次期戦略の中では、まだ、それ

は並行してやりますけれども、いかんせん、ま

ずは通信基盤、5Ｇが使える環境になるという
ことが大切ですので、そこのところをまず促進

していくと。そこの中で並行しながら、利活用

も進めていくと、そういった形で書かせていた

だいています。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。
利活用について、今すぐに答えてくださいと

いうことを決して申し上げているつもりは全く

ございません。次のＩＣＴ戦略において、この

5Ｇを用いてどうするのかをこれからしっかり
議論してほしいというのが私の思いでございま

す。

先日、いわゆるキャリアの専門家とこの状況

について話をいたしました。正直、5Ｇの戦略
がしっかりできている自治体、もしくは企業と

いうのはほとんどいないと。しかしながら、

2023年から基地局が整備されて、恐らくそこで
世界が変わっていくだろうと、今言われていま

す。

ただ、キャリアとしては、整備をすることで、

本来の主役というのは我々ユーザーなんですね。

要は、いわゆるドコモであるとかソフトバンク、

au、楽天が何を我々に対して期待をしているの
かということは、各企業、自治体が自分たちの

課題、そして課題に基づいてどういったことを

したいのか、何ができるのかを考えてほしいと

言われています。

つまり、私としては、長崎の課題は人口減少、

そして離島です。長崎こそ、こういった5Ｇに
よっていろんな社会問題、情報政策課のほうで

ビッグデータ何とかかんとか、地域の課題を解

決するんだとここに書かれております。これが

まさに目的であって、それを解決する手段が5
Ｇであろうと私は思っております。

なので、ぜひ、次期ＩＣＴ戦略で5Ｇ整備に
よって何をするのかを明確にうたっていただき

たいのですが、いかがでしょうか。

【山崎情報政策課長】 5Ｇの特性としまして、
超高速の通信、それと遅延がないとか、そうい

った形で、例えば4Ｋ、8Ｋとかのよりきれいな
画像が送れますとか、あるいは遠隔医療のため

に、離れたところから医療ができますと、そう

いったものができますということで説明があっ

ております。

具体的に、こんなことができるけれどもどう

かということで、各部のほうへも、県庁のポー

タルサイトとかで情報提供をしているんですけ

れども、医療分野ではご相談があったりとかは

確かにしておりますが、まだ具体的にそれが戦

略に書くまでのものではないので、特定の分野

で何をするというところまで、今の段階では、

まだ整備自身も並行してやっていますので、実

証実験レベルではやれるのかもしれませんが、

なかなかまだ、具体的に書くのは難しいと。も

う1年たって、その次の次期ＩＣＴ戦略のほう
になってくれば、また少し状況は変わるかもし

れませんが、今の段階では、まだ整備促進を図

るという形でしか書けないと思っております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。今す
ぐに書いてくださいということではなくて、次

期においてそれはお願いをしたいと。

そもそも今のＩＣＴ戦略が、私も拝見させて

いただいたんですけど、申しわけないんですが、

なかなか長崎らしさというものを感じることが

できなくて、よその自治体にもあるような記載

のように見受けられると。

そこで、先ほど下条委員のほうからも、共通

化が重要であるというお話がございました。私

もまさに同感でありまして、それは、浅田委員

からもよく話がございますけれども、外部の人
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材をどれだけ入れてやっていくのか。例えばい

ろんなコンサルであるとか、特に総務省の皆様

は、こういったところにすごく強い方がおられ

るので、恐らく総務省としても、ＩＣＴを推進

するために、人材であるとか費用を惜しみなく

出そうとしているはずなので、次期ＩＣＴ戦略

において積極的に総務省、もしくは外部のコン

サルを入れてぜひともやっていただきたいんで

すが、いかがでしょうか。

【山崎情報政策課長】先ほどの発言で訂正があ

ります。私は、次期総合戦略の話と次期ＩＣＴ

戦略とごちゃごちゃしてお話ししましたけれど

も、次期ＩＣＴ戦略についてお話をさせていた

だきます。

その策定に向けましては、例えば総務省との

連携という中では、例えば総務省の一つの事業

の中で、ＩＣＴの知見を有する地域情報化アド

バイザー制度がありまして、それを利用して、

本県も昨年10月に、ＩＣＴ・ＩoＴを活用した
施策づくりというワークショップセミナーを開

催したところです。あと、総務省との連携にお

きましては、個別な案件については、九州総合

通信局と協議をするなど行っておりまして、今

後も状況に応じて、連携しながら進めていこう

と思っております。

あと、外部人材の活用については、一つは、

既存のながさきＩＣＴ戦略推進研究会、産学官

で20団体ぐらいあるんですけれども、地場ＩＴ
企業とか大学、銀行、シンクタンクとかで構成

されております。そこの知見を含めて、あと、

先端技術の導入の促進のためには、それに加え

て民間人材の活用でありますとか、誘致企業の

中でＡＩ系の企業もございますので、そちらの

ほうともうまく連携がとれるような、そんな体

制を今検討しているところでございます。

【中村(泰)委員】 わかりました。今言っていた

だいたような方々、総務省、また民間の方とい

うお話が出ましたので、しっかりとそこは連携

をとっていただきながら、本当に時代が変わる

と。ここについていかなければ、本当に長崎が

沈むというぐらいの覚悟を持って、ぜひとも取

り組んでいただきたいと思います。

では、続いて、公文書の管理に関して話をさ

せていただきます。

先日、11月6日に長崎県郷土資料センターに
関する質問状という形で、長崎の近現代資料の

保存・公開をもとめる会の皆さんから質問状が

県に届いたかと思います。こちらのもとめる会

のメンバーは、長崎大学の核兵器廃絶研究セン

ター（ＲＥＣＮＡ）の先生方が中心となって、

こういった会を立ち上げられました。

この会としては、被爆体験の伝承において公

文書管理が重要だと主張をされております。後

から説明をしますが、被爆体験だけじゃなくて、

県の行政の意思決定について、後から確認が必

要になった時に公文書管理が重要であるとおっ

しゃっておられます。今、すごく長崎県内で活

動されて、地元新聞であるとか、地元メディア

の皆様から非常に取り上げられている皆さんで

あります。

私も被爆三世で長崎の政治家でございますの

で、被爆体験の伝承、被爆を経験した方々の数

が減っているので、どうやってこれを伝承して

いくのかというのが、私の責務だと感じており

ます。

そこで、会のほうから回答を今求められてい

ると思いますが、どういうスタンスというか、

形で、今回答しようとしているのか、ご教示い

ただけますでしょうか。

【荒田総務文書課長】先ほど長崎の近現代資料

の保存・公開をもとめる会から、長崎県の郷土

資料センターに関する公開質問状ということで、
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教育庁の生涯学習課、新県立図書館準備室と総

務部総務文書課宛てに質問状をいただいており

ます。

今度、12月25日にお会いする機会をいだたけ
るということでございましたので、そこで、現

時点での対応について、ご説明をしたいと思っ

ております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。早速
12月25日に話し合いの場を持っていただける
ということで、安心をいたしました。

私も、近現代資料の保存・公開をもとめる会

の皆さんと連携をとらせていただきまして、私

なりに公文書についていろいろ調査をさせてい

ただきましたので、少し話をさせていただきま

す。

まず、もとめる会の目的、なんでこういった

形でやっているのかといったところですが、ま

ずは、郷土資料センターの開設において、こち

らで公文書管理にかかわる、また、ほかの機能

を有することができるんじゃないかというふう

に考えておられまして、せっかく郷土資料セン

ターがこれからできるということで、まだ時間

はあるので、その体制づくりのために、ぜひと

も有識者、市民等で話し合いの場を持ちたいと

思っておられます。

そして、長期的な思いとしては、公文書を扱

う各機関、長崎で言うと県と市町の連携ですね、

こちらを進めてほしいという思いです。また、

先々、できれば公文書管理の条例ですね、都道

府県で条例を制定しているところもございます

が、そういった取組を進めていきたいと考えて

おられます。

そこで、冒頭、被爆体験という形で話をさせ

ていただきましたが、広島市と長崎市の公文書

管理の状況について調べましたので話をさせて

いただきます。

実は、広島のほうが公文書管理がはるかに進

んでいるということがわかりました。まず、公

文書がどれだけ今寄贈されているのかといった

数字なんですけれども、広島市が2015年と2016
年で大体800件から700件ございます。一方、長
崎市のほうは、2015年～2016年で見ると、180
件、100件というように、ちょっと数が違うと
いう状況でございます。

学芸員の数も、広島は常勤が5名、嘱託3名、
長崎は常勤1名、嘱託1名というように、数にお
いては長崎と広島を比べると、やはり力のかけ

方が違うということがわかりました。

広島がどういう歴史を踏まえて管理を経てき

たかというと、広島も原爆によって、公文書を

はじめとする資料が消失したと。しかしながら、

その後、広域合併により合併した町村において、

多くの公文書が保存されていることがわかった

と。そういった流れの中で、要は、文書が散逸

するのを防ぎたいという思いから、町史・市史

の編纂の過程において、体系的な保存活用を図

るために、昭和52年に公文書館が設置をされて
おります。

その後、この公文書館には、ほかのいろんな

機能も付随するようになって、今は個人情報の

窓口業務であったり、そういった多岐にわたる

機能まで持たせることができるようになったよ

うです。

一方、長崎は、なかなか組織立っていないと、

ＲＥＣＮＡの先生方、専門家の方は言われてお

ります。公文書館の機能ガイドブックというの

があるんですけれども、その巻末においても、

九州は長崎だけが公文書館やそれに準ずる施設

の記載がないという状況であります。ＲＥＣＮ

Ａの関係者も、こういった状況の中で、広島、

長崎を比べて、ちょっと長崎が劣っているんじ

ゃないかと、研究するにおいても困ることがよ
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くあるというようなことで、今こういった動き

をされていると。

この状況が続くと、今後、被爆資料が、例え

ば、実際に被爆に関係した資料だけじゃなくて、

被爆者の声を集めた会報であったり、さまざま

な資料について、その会が解散した場合に、引

受先がないということで、紛失するんじゃない

かというような懸念を持たれております。

公文書というのは、当然、長崎において被爆

資料だけではなくて、要は、施策の意思決定に

かかわるような資料もございます。例えば式見

漁港の造成について、ある研究者の方が調べよ

うとした時に、それにかかわる資料がなかった

と。なぜ式見に漁港が造成されたのかが、結局

わからなかったといった事例があったそうです。

今、まさに九州新幹線西九州ルートであった

り、県庁跡地、そしてＩＲなど、今、極めて重

要な施策が決められようとしている中で、こう

いった意思決定がどう、例えば50年後、その先
に、研究者であったり、我々のような議員であ

ったり、そういった関係者が、どういう意思決

定で決められたのかを確認するためには、今の

状況では厳しいと、研究者は嘆いております。

長くなって申しわけないんですが、長崎市の

話をしているんですけれども、やはり市町村合

併とかいうこともあって、今後どういう形にな

っていくかわからないと。専門家としては、や

はりここは県がリーダーシップをとってすれば、

市町がいろいろ合併なり吸収なりをしていった

としても、そこを防げるんじゃないかというこ

とで考えております。

私の思いといたしましても、やはり歴史文化

の香りが溢れる長崎において、まさにそこが弱

いという状況はなかなか許容できないというか、

ぜひともこれは改善をしてほしいなという思い

で、私のほうから話をさせていただきました。

ちょっと話は長くなったんですけれども、踏

まえて、今後の県の公文書管理に対する思いを

教えていただければありがたいです。

【荒田総務文書課長】公文書が非常に大切であ

ると、つまり、しっかり管理をしているところ

なんですけれども、歴史的文書として、次代の

県民の方々がアクセスしたい時にそれがないと

いう状況が出ている、それは防ぐようにという

ことの趣旨だと思います。

まさしく私たちも、公文書の保存期間をそれ

ぞれ、30年、10年、5年、3年、1年ということ
で定めております。その期間はきっちり管理を

していきます。

しかし、いつまでも持っているわけにはいき

ません。スペースの関係ですとかありますので、

管理もしっかりできないものですから、期限が

きたらそれを廃棄することにしております。し

かしながら、次代の方々の検証に必要なものに

ついて、歴史的、文化的に価値の高い公文書に

ついては、歴史的文書ということでそれは残し

ていって、県民の方々が気軽にアクセスしやす

いような状況をつくっていくというのが我々の

使命かなと思っておりまして、そういうことで、

今回新しくできます郷土資料センターの中に、

公文書コーナーを設置して、利用しやすい体制

をつくっていこうとしております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。思い
はいただきました。ただ、現状、郷土資料セン

ターに公文書コーナーを設置するということは

私も存じておりまして、しかしながら、よくよ

く話を伺うと、それは公文書管理、もしくは収

集という機能ではなくて、どちらかというと、

言ってしまえば、本棚というか、保存するため

の場所というぐらいの機能しか、どうもなさそ

うですので、12月25日以降、こちらの会の皆さ
んと話をする中で、ぜひともそういった機能を
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入れていただきたいと思っております。

当然、ある限りの資料は保存はしたいという

思いは、必ず皆さんにもあるはずです。しかし

ながら、費用との兼ね合いといったところがあ

ろうかと思いますが、県庁のＯＢ、ＯＧの皆さ

んとか、今までの歴史において誇りを持ってお

られる皆さんに手伝っていただくとか、いろい

ろ助けていただける方は恐らく多いはずですの

で、ぜひとも県がリーダーシップをとっていた

だいて、こういった活動をぜひとも進めていた

だきたく、よろしくお願いします。

以上です。

【中島(浩)委員長】 ここで、しばらく休憩をと
ります。

再開を2時55分にします。

― 午後 ２時４３分 休憩 ―

― 午後 ２時５５分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開します。
質疑はありませんか。

【浅田委員】お疲れさまです。短めに質問しま

すが、先ほどから話が出ているＩＣＴ戦略につ

いて、まずお伺いをさせていただきたいと思い

ます。

私も一般質問等々で、何度もこの件に関して

は質問をさせていただいておりまして、離島・

半島を抱える我が県こそ、しっかりここはやる

べきではないかという思いで、これは総務部長

も同じであるということもご答弁をいただいて

いるわけですけれども、ＩＣＴ戦略研究会とい

うものがあって、しっかりそこで議論をしてい

るということが、先ほどもご答弁があったんで

すけれども、そもそも平成27年からやっている
ＩＣＴ戦略推進研究会というのが、大体年に2
回ぐらいしか行われていないと。このスピード

の時代の中で、年に2回で、果たして本当にし

っかりとした議論ができているのかというのが、

私にとっての大きな疑問なんですけど、いかが

でしょうか。

【山崎情報政策課長】開催回数の関係ですけれ

ども、今までは特に議論といいますか、知見を

いただいたのは、産学官で共同でつくる「官民

協働クラウド」、そこの運用体制、そちらのほ

うを中心に議論をさせていただきまして、そこ

の中でより先駆的なＩＣＴ、ＩoＴを活用した実
証事業、そういったものをどんどん進めていこ

うと、そういった意味合いでの内容になってお

りまして、回数的には、おっしゃるように、ス

ピード感に対応した回数なのかと言われると、

ちょっと、回数だけではないのかもしれないん

ですけれども、回数的には、そういったことを

議論するための開催でございました。

【浅田委員】そういったことを議論する、あま

り私の中では、すみません、私の理解力がない

のか、官民協働クラウドについての議論をなさ

ってきていたというふうにはわかるんですけれ

ども、これから、重点戦略の中にも入っている

5Ｇも含めて、ＩoＴかＡＩか、いろんな事々を
やっていく形の中で、やっぱり情報政策課の方

というのは、非常に重要なポジションだと思う

わけです。

この間、一般質問の時にもお伺いしましたけ

れども、情報政策課の方も、実のところは、実

際そういうことの専門家ではないと。もちろん、

皆さん優秀な方々ばかりがお集まりいただいて、

ネットとか、先進県の事例を使いながら長崎県

に適しているのは何なのかということを、この

情報政策課の中では考えているということだっ

たんですが、やっぱりこれだけの技術がどんど

ん、今、どうなるかわからない5Ｇについて、
いきなり提案型というのは、今の段階ではでき

ないにしても、それを捉えてどういうふうに発
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信していくかというのは、やっぱり今からやっ

ていかなければいけない、本当に喫緊の課題だ

と思うんですね。

私は、民間の方でもいいので、ＣＤＯを入れ

るべきではないかと。一応、長崎県においては、

その立場には上田副知事がなられていますけれ

ども、上田副知事も、この情報戦略に対しての

専門家では決してないという状況だと思うんで

すね。副知事がお二人いて、どっちかが何かを

という中の部署かなというふうに、やっぱりそ

この専門的な方が、本当にしっかりとこれから

の離島・半島を抱えて、よそよりはやっぱり遅

れをとるわけにはいかない。うちとして、だか

らこそやるべきことをもっともっと、前のめり

でやっていただくには、もう少し考えていただ

けないかと。

この間も、10回目のＩＣＴ戦略会議が行われ
ている中で、「推進にかかる体制強化及び民間

連携について」というのがテーマの一つに挙が

っていたというふうに聞いているんですが、こ

の民間連携というのは、例えば私がずっと県庁

の中においてＣＤＯをしっかりとした確立をし

てほしいというようなことなのか、今までと同

じような形での研究会の中での提案なのか、提

携なのか、強化体制というのはどのぐらいの重

さに置いての体制なのか、そこを教えてくださ

い。

【山崎情報政策課長】そのテーマの中のＩＣＴ

戦略の推進にかかる強化体制、ここの中で、い

ろんな外部の方々を入れるというような提案も

あるんだけど、どうだろうかというようなお話、

そして、その後の民間連携というのは、研究会

でありますとか、いろんな民間の方々との知見

の共有と、そういった意味合いで提案をさせて

いただきまして、いろんな外部から人を入れる

というのはどうなんでしょうかということでい

ろいろお聞きをしたところ、例えばＩＴコーデ

ィネーターでありますとか、あるいは、民間の

包括連携協定を使って、そこの中で一緒に実証

実験をやろうというような方法もありますよと

いうようなこともありましたし、あとは、具体

的な強化をやる際に、もっと課題をはっきりさ

せてほしいとか、大事なのは何をしたいか、ど

う変わりたいか、どうしなければいけないか、

そういったことをやる上で、ＩＴがどう使える

かということを議論しなければいけないよとい

うような体制の考え方ですけれども、そういっ

たお話がここの中では出てきました。

【浅田委員】どうしなければならないのかとい

うのを、今ここの会議で議論をなさっていると

したら、やっぱりちょっと問題なのかなという

気がするわけですよ。

部長は、この間の議会の答弁の中でも、やっ

ぱりそのあたりも含めてしっかりやっていただ

けるというような今後の検討課題であると。そ

の質問をして、そのご答弁をいただいた後のこ

の研究会でありますよね。このＩＣＴ戦略推進

研究会というのが、県の中ではこれからのこの

分野を担っているかのようなご答弁をいただく

んだけれども、そこがあまりにもちょっと弱い、

遅いでは、やっぱりどんなに重点項目の中に入

っていて、これからひと・まち・しごとの新し

い総合計画に入っても、なかなか歩みが遅い気

がしています。やっぱりこの分野をしっかりと

引っ張ってこられる人に上に来ていただく。そ

ういう人を、人材を配置するという必要性を私

は非常に感じるんですけれども、いかがですか。

【平田総務部長】まず、ご指摘の点については、

率直に受け止めさせていただきたいと思ってお

ります。

この検討については、これまでの委員からも

いただいた問題意識、あるいは、私自身も述べ
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た問題意識を踏まえて、担当課とも話し、担当

課長からも話がありましたように、研究会の中

でも、将来に向けたあり方についての議論をす

るということにはなっているんですけれども、

委員がおっしゃられますように、いかにも歩み

が遅いというのは、ご指摘のとおりだと思って

います。

その検討体制としてどういう形をとるかとい

うことについては、情報政策課長も申し上げま

したように、民間からの力をどのようにして取

り入れていくのかということも含めて、今検討

をしているところでございます。

それは、次のＩＣＴ戦略の進め方も含めて、

どういう形で取り組んでいくのかというのは、

現在検討しているところでございまして、まだ、

こうしますというお答えができる段階ではござ

いませんけれども、何かしらの力強い推進がで

きる形をとりたいと思っています。

その際、必ずしも委員と同じではないかもし

れないのは、ＣＤＯという形で民間の人材をト

ップに据える、あるいは指令塔として据える形

がいいのか、先ほど、実は図らずも下条委員か

らもありましたけれども、ある程度技術的なと

ころをわかっていらっしゃるところで、私たち

の行政の内部のところを実際に引っ張っていく

ためのアドバイスをもらうような形がいいのか、

あるいは、そういうようなことも含めて、いろ

いろ検討させていただいているというところで

ございます。

【浅田委員】もちろん、トップだけではなくて、

そこでしっかりつくり上げていく技術を持って

いる方たちを登用するということも急務であろ

うと思います。

この研究会の流れで言うと、あと3～4カ月後
に次が、11回目が行われるのかなと考えると、
もう予算とかそういう時期になってしまいます

ので、本当にこの部分はしっかりと予算をかけ

てでもやっていただきたいなというふうに思い

ます。

一つ、これは議会側の私とかも含めて反省し

なければなと思うんですけれども、例えば、こ

のＩＣＴを使って働き方改革とかのいろいろ着

手をしたり、そういう実証実験をやったりとい

うのにも、過去あったと思うんですよね。そん

な中で、議会とかもいつも一般質問の前とか、

委員会の前とか、たくさんの県の職員さんたち

が、ずうっと廊下に並んでいます。これは、私

は初めて議員になった12年前にもびっくりし
て、それは無駄ではないですかというような質

問も当時もしたんですけれども、12年間たって
もやっぱり変わらなくて、これは私たち議員側

も意識を変えなければいけないところだと思う

んですが、この間民間の方が会派に来て、あれ

だけ立っていますけど、県の職員さんって時給

結構しますよねと。ここにいる50人掛けるの時
給で考えると、自分が来て帰るまでの30分間、
同じ人がかなり立っていたと、すごい額になり

ますよねと。やっぱり民間企業の会社の社長と

かは、すぐぱぱっと、その辺が当然あるわけで、

私たち自身も並ばないようにとかと思うわけで

すけれども、働き方改革の実証実験とかをやっ

ているんだったら、さもこういうのって難しく

ないＩＣＴ化だと思うわけですよね。勤怠出勤

のあり方をどうやってやるのか、それが残業を

減らすことにも、行財政改革にもつながります

し、目先のところの難しくないところとかもも

っともっと目を向けていただくには、やっぱり

当たり前に県庁の中でだったりとか、政治家の

私たちも、ああやって並んでいただいているの

が、もう当たり前の風景になっていますけれど

も、決してそうじゃないんだと、そこには無駄

があるんだという視点を持って、こういうこと
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もしっかりと、便利なＩＣＴ化が進んで実証実

験もやってらっしゃるというのであれば、その

あたりもきっちり目に見えるような形でやって

いただければなというふうに思います。

こういうことも、ＩoＴ、いろんなものを入れ
るということの体制の中で、一つ議論の中にな

っている部分が過去にもありましたので、そう

いった目先のことも含めて、もっともっと便宜

が図られるところに、どう先端技術をテクノロ

ジー化していくのかということを踏まえていた

だければありがたいなと思います。

次の質問に移ります。

今日、午前中に川崎委員から話が出ていまし

た、災害時のことについてなんですけれども、

災害の時のドローンですけれども、今本当にい

ろんなところで活用されていて、先ほど県内7
市町がそういう協定を結んでいると。だけれど

も、県は大手の損保会社と結んでいるというこ

とが非常に気になったんですけれども、その大

手の方と結んでいて、実際災害が起きた時に、

そういうふうなドローンとかの実態としての体

制が整えられるのかどうなのか、その辺の詳し

い提携はどうなっているんでしょうか。

【近藤危機管理課長】大手の損害保険会社の損

保ジャパン日本興亜さんと協定を結んでおりま

す。この会社は、熊本地震とか、九州北部豪雨

でも実績がある会社でございます。ただ、ドロ

ーンを扱える、本当に専門的なプロの方は東京

にいると聞いておりますので、すぐお願いしま

すと言ったとしても、少し時間がかかるという

ことは十分考慮しないといけないと思っており

ます。

ですので、ドローンにつきましては、いろん

な活用分野もあるかと思っておりますし、農業、

それ以外の分野でもいろいろありますが、特に

防災の分野だとすると、今までの被災状況の把

握だとか、一方、スピーカーを設置することに

よって避難誘導にもつなげられるというような

やり方、そのほか、捜索活動にも活用できます

し、今後の話であるとすると、物資の輸送にも

ドローンを使えるということで、今、いろんな

ところからもお話があっておりますので、そう

いったところを踏まえて、今後の対応というの

は十分検討したいと考えているところでござい

ます。

【浅田委員】今おっしゃったように、実際提携

を、連携を結んでいても、それがどうなのかが

わからない状況では、やっぱり命にかかわった

りとか、地域が道路の問題とか壊れた時とかに、

早急なる対応が求められる時に、それは果たし

て来てくれるかどうかわからないという状況で

は、結んでいるのか、結んでないのかわからな

いに等しいのではないかなというのが今の私の

率直な感想だったんですが、県内の中にも、い

ろんな民間のドローン業者の方々がいらっしゃ

いますよね。そういった身近な、すぐに対応で

きる方、おっしゃっていたように物資とか、今、

物資を運ぶとか、海外とかでもすごく進んでい

ますし、ああいったものを、離島・半島を抱え

ておりますし、この間、松浦の災害時に行った

時にも、ドローンで撮影をしているような状況

を見させていただいたりとかを考えると、地元

にあるたくさんの民間企業と県も結ぶというこ

とをお考えにはならないものなんでしょうか。

【近藤危機管理課長】委員ご指摘のとおり、そ

こが課題だと思っております。

今、さまざまな方から、少しそういうお話も

受けておりますけれども、いろいろお聞きしま

すと、個人的といいますか、個人の会社とか、

個人さんのスクールとか、私どもとして、一体、

それぞれ個々で結ぶ必要があるのか、それより

も、一つ協会みたいなものをつくっていただけ
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れば、その協会にお願いすれば、一斉にそこで

いろんなところにお願いできるというようなと

ころもありますので、来ていただいた方に、少

し大きな協会としての活動をお願いしておりま

す。ドローンの形態は、県全体ではなくてもい

いんですけれども、ある程度まとまった形で協

会というようなものが、現状は難しいと聞いて

おります。個人と結ぶ場合、誰と結べばいいの

かというようなところも非常に難しいところが

あり、そこのところを今研究していますし、そ

ういう組合的なものができないかというお願い

もしているところでございます。しばらく研究

をさせていただければと思います。

【浅田委員】県のほうからもお願いをしている

ということですね。

実は、私はドローンをやっている方々、何名

かとお会いをして話をさせていただいた時に、

すごい横の連携はとれているというお話を聞い

たものですから、だったら、組合とかをしっか

りつくったらどうなんですかというお話も、こ

ちら側からも提案をさせていただいたところだ

ったんです。なので、そういうのができれば、

しっかり県内でも結ぶということができるとい

うことですよね。それがわかったなら、大丈夫

です。ありがとうございます。

もう一点だけ。これは、前回質問した時に、

女性消防団員の状況についてお尋ねをしていた

らば、その資料を持ってきていただいたんです

けれども、女性団員というのが、ここ数年すご

く増えているのかなと思ったのが、今全体で

392名いる中で、5年未満の方が223名というこ
とは、ここ最近がすごく女性の方々も消防団の

中においての活動というものをご理解いただい

ているんじゃないかなという気がしています。

そんな中で、細かく女性団員の活動内容を見

ると、長崎市と長与においては、男性と全く同

じ活動であると、結構厳しい状況なのかなとい

う気もするんですが、ほかの市とか町によると、

イベントのみとか、広報活動を中心にとか、い

ろんな方々が活躍できるような形の仕事という

のがあるということなので、もっともっと人数

を増やすためには、こういう細分化されている

ところの詳しい現状というものの広報をしっか

りやっていただくことによって、もっともっと

女性団員、先ほど松本委員も、自分がならざる

を得なくなったというような話も出ているぐら

いなので、女性とかでもできることとかしっか

りあるんですよということをより告知をしてい

ただければなという気がしましたが、いかがで

しょうか。

【宮﨑消防保安室長】 基本的に21市町の中で、
現在、時津町を除きます20市町のほうに女性消
防団員が在籍しているわけでございますけれど、

各市町におきまして、女性消防団員にお願いし

ている仕事というのは、分野が違っております。

長崎市のように、男性団員と同じようにお願い

しているところもあれば、今、委員おっしゃい

ましたように、広報活動、救助、後方支援、そ

うした活動への従事だけというところもあるわ

けでございます。

こうした市町の取組というのは、最終的には

市町で判断して決めていただくわけでございま

すけれども、やはりこの市町でどういう仕事を

女性消防団員がやっているというような情報と

いうのは、やはり住民の方にはなかなかわかり

づらいところがございまして、先だって県立大

学で行いました学生セミナーにおきましても、

対馬市の女性消防団員の人にパネラーとして来

ていただきましてお話をしていただいたところ、

学生の中から、女性消防団員がいろんな活動を

していることを初めて知ったというようなアン

ケートの回答もたくさんございまして、やはり
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こういう市町でこういう活動をやっているとい

うようなことを今後ＰＲして、それならば自分

でもできそうだという形で入団を決断していた

だくということもあるかと思いますので、そう

したことをまずはＰＲしていきたいと。

あわせて、各市町のこうした状況を各市町そ

れぞれ、また共有していただきまして、自分の

市町の仕事の任せ方がどうなのかというような

ことも、また見直していただきたいというふう

に考えております。

【浅田委員】ありがとうございます。やっぱり

大学でやられたというのは非常にいいなと思っ

たものですから、今後も、どんどん高齢化をし

ている長崎の中においては、どこにいてもそう

いうふうな思いを持てるということを広報する

ことも大事だと思うので、さまざまな大学、高

校とか、いろんなところでの広報活動というも

のもしっかりやっていただければと思います。

以上で終わります。

【中島(浩)委員長】 ほかにご質疑はありません
か。

【吉村委員】関連と確認とちょっとさせていた

だきたいんですが、先ほどの中村委員の公文書

の話ですが、聞いとって私もなるほどと思って、

被爆の話とか、そういうのが出てきたんで、こ

の長崎市域の話だったのかなと思って聞いてお

るんですが、被爆はしておらんわけですが、我々

は平成の大合併を経験したわけでございます。

合併で吸収されたところは、昔は79市町村あ
ったわけですが、今は21市町となって、50以上
の自治体がなくなっておるわけですね。自治体

であった時には、それなりの公文書の保管とか、

歴史を語り継ぐ、そういう資料の保管とかとい

うのがある程度できておったと思うんですが、

合併後、そういうのが散逸してしまって、昔を

語る資料がわからなくなっているというような

ことも、多少、私なりにも感じとっておったと

ころなんですが、先ほどの話で、県が主体とな

ってやってほしいんだと、お願いしますという

ような言葉だったんですが、特に、もう合併し

てしまったところは自治体ではないわけですよ

ね。

それを合併した、例えば、私のところの町は

佐世保市になっているわけですが、そうしたら

佐世保市が、周辺の町と合併をしているわけで

すけれども、その町のそういう資料をきちんと

保存してくれているかというのは、はっきり確

認したことはないんですが、なかなかそこまで

至ってないというのが現実だろうと思わけです。

そういった時に、やはり長崎県全体のそうい

う資料を県が主体となって保存をしていく、残

していくという作業をしていただければありが

たいなと思うんですが、そこについて、改めて

総務文書課長、お考えをいただきたいと思いま

す。

【荒田総務文書課長】総務文書課が所管をして

おります公文書コーナーにつきましては、県の

公文書のみを、現在、対象にしております。

委員がおっしゃっている市町の歴史文化を残

すための、後から検証するための資料につきま

しては、第一義的には、やはりその市町の行政、

あるいは図書館がしっかりそれは管理していく

べきものだと思っております。

特に郷土史を、町史を各市町必ずつくってい

らっしゃると思うんですけれども、その時に、

どうも町史が完成した後は、その関係の参照し

た資料を本来残しておけば、また、次の町史に

もつながっていくわけですけれども、つくって

やめたら、その保管が曖昧になっているところ

もあるかと思います。そういうものについて、

県がどういうふうな対応をしていくかについて
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は、郷土資料センターとも話をして、検討をし

ていきたいと思っております。

【吉村委員】 昨日、企画振興部の折に、新上五

島町が過疎債を適用させて船会社に助成を行う

という話があったわけですが、その時に、いろ

いろやり取りをする中で、やはり自治体の独立

性というのがあるわけですね。県が新上五島町

にいろいろと指図できないといいますか、新上

五島町という自治体が決めたことは、そこに自

治体の独立性を持って担保されると。県がだめ

だということはできないんだというふうな話に

なって、いわゆる過疎債適用を止めることがで

きなかったわけですけれども、それと一緒で、

今、総務文書課長が言われるように、基本的に

は、その自治体によるものだろうと思います、

その作業をすることがですね。でも、それがな

かなか厳しいと。

それで、参考に一つ例を出すと、今、地籍調

査事業がずっと全国で行われておりますが、こ

れは国費を投入してやられておるんで、ずっと

継続されているわけですが、これもそういう国

費が出ないとすれば、自治体でなかなかできな

い事業なんですよ、地籍調査それ自体が。費用

はかかっても、利益につながるものでもないか

らですね。でも、そういうことが必要だから国

も金を出して、地籍調査をきちんとやってくれ

というふうにやっておるわけで、いわゆる後世

に、その資料を残していくという、歴史を残す

という作業もやはりやらないといかんのじゃな

かろうかと。自治体の独立性はあるんですが、

そこが県と自治体と話し合いをしながら、どう

にかした共同の形で残せないのかなと。

この11月に出た新聞の記事も読んでいたん
すが、この平成の合併で、やはり市町村が合併

をして小さな町がなくなって、役場がなくなっ

て、その周辺が全部廃れていくわけですよ。こ

れを人口減少対策が、長崎県の1丁目1番地と言
いながらも、なかなかその効果が見てとれない

というのは、こういうところに原因があるから、

どうにもならないところがあるわけですよ。

それで、長崎の小値賀町の議長の言葉も載っ

ておるんですが、「合併の実態は、押しつけそ

のものだった。財政が弱い自治体は全部もう続

かんとですよと言われて、無理やり合併をさせ

られるというような、そういう状況にあった。

小値賀は、それを断って合併しなかったから今

がある」と。

小値賀の人口減少率は21.7％だそうですよ。
合併した隣の宇久は32.5％だそうです。10％以
上高い、人口減少率がですね。それで、自治体

でもなくなったから、なおさら、そういう文書

の保管というのが佐世保市に委ねられるんでし

ょうけれども、佐世保市も、そこまでの思いが

果たしてあるかというのが疑問になってくるわ

けですね、合併のあり方からして。

だから、そこは21の市町と一緒になって県も
連携しながら、そういう文書の保存、そして、

先ほどスペースの話も出よりましたが、それは

もうやっぱりＰＤＦとかにデータ化して、デー

タベースでずっと残していって、その建物自体

は長崎市に建つとすると、長崎県下全域から見

ようとすれば、紙ベースならぽんといかんわけ

ですね。それをネット上で閲覧できれば、それ

はここ1カ所でいいわけですから、そういった
形で残すということも考えていってもらいたい

なと思うんですけど、いかがでしょうか。

【荒田総務文書課長】先ほど申し上げましたけ

れども、その地域の文書は、やっぱりその地域

で本来残して、そこの住民の方が気軽に手に取

って見られるような状況をとるというのが望ま
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しい姿だと思っております。

ただ、委員がおっしゃるように、地域の自治

体でということがなかなか追いついていないと

いうことであれば、地元の方がやっぱりそうい

うことを望んでいますよということを、市町の

方に私どものほうからも働きかける必要がある

と思っております。

また、公文書コーナーでは、県の公文書のほ

うのみを現在考えておりますけれども、郷土資

料センターは、長崎県のさまざまなそういう文

書を歴史的な、あるいは文化的な資料として収

集をする機能もあるというふうに伺っておりま

すので、そういうような自治体の文書について、

どのような対応の仕方があるのかについて、生

涯学習課のほうにもお話をして検討していきた

いと思っております。

【吉村委員】先ほどの質疑のやり取りを聞いと

って個人的に思ったもんですから、なかなか完

成された質問になっておらんとですけれども、

そこら辺は各自治体にも、私自身もいろんなア

プローチをしたいと思いますけれども、そうい

う思いを持って、県としても検討していっても

らえればありがたいと思うんです。

ここにですね、合併ばかり言いますけど、「平

成の大合併で、これを進めた国だけでなく、そ

の合併の功罪は自治体も総括する必要がある」

というふうに、これは日弁連の話ですが、書い

てあるわけです。そういうことにも、県として

もかかわっていくべきではないかなと感じたと

ころです。

そういった意味で、今後、そういう検討を進

めるということについて、最後に総務部長、い

かがですか、その考え方として。

【平田総務部長】ただいまの質問、大変難しい、

お答えが難しいところになります。

私どもの所管といたしましては、あくまでも

県の公文書についての取り扱いという範疇を出

ませんものですから、県全体の市町の文書も含

めた取り扱いについてどうするということにつ

いては、私の口からお答えすることはできない

ということは、ご理解をいただきたいと思いま

す。先ほども総務文書課長が申し上げましたよ

うに、教育委員会の方とも情報を共有しながら、

あるいは市町村課とも情報共有しながら、そう

いう問題意識があられるということについては、

情報を共有していきたいと思います。

【吉村委員】 よろしくお願いいたします。

あと一点ですね、これは確認をしておきたい

んですが、財政課長、「平成31年度の地方財政
の見通し」ということで、これは総務省から、

多分、各都道府県の商工担当課宛てに通知が来

ておるんです、中小企業庁からですね。多分、

産業労働部に来ておるんじゃなかろうかなと思

います。所管するところは、この通知の相手先

は産業労働部なんですが、これは商工行政費の

いわゆる単位費用の話でして、これが平成30年
から31年にかけて、小規模事業者の支援法の改
正に伴ったいろんな事務事業とか作業、そうい

うのがかなり増加してきているんです。そうい

うことを国が考えて、30円単価を上げるという
通知が来ておるんですよ。

それで、商工会の連合会としてはよかったな

と、少しでもそれが人件費に充てられるなと。

これが、いわゆる基準財政需要額の中で出てく

るので、交付税措置なんですよ。そこにちょっ

と引っかかるわけですたいね。30円掛ける人口
なんですよ。だから、全部で約4,000万円ちょっ
とくるようになっておるわけですね。それが普

通交付税でくるんで、財政に入ってくるんだろ

うなと思って、それをどのように取り扱いをさ
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れるのかなということを、まず、お聞きをして

おきたいと思って質問をしたわけですが、どう

ぞお願いします。

【早稲田財政課長】地方交付税の単位費用の取

り扱いでありますけれども、委員ご指摘のとお

り、商工行政費ということで、単位費用が平成

30年度1,910円、令和元年度におきましては
1,940円ということで30円のアップになりまし
て、本県の基準財政需要額で見ますと4,340万
7,000円の需要額の増となっております。
総務省のほうからも、平成31年度の地方財政
対策については、商工行政費にかかわらず防災

対策費ですとか、教育関係費においてさまざま

な改正などが行われており、また、令和2年度
においても、委員ご指摘のとおり、商工行政費

を含め改正があるかと思いますけれども、その

ような情報につきまして、産業労働部だけでは

なくて、総務省から財政課のほうとしても情報

をしっかりと聞き取って、改正の趣旨に踏まえ

た対応、予算編成というものに心がけて、各部

局とも連携をとりながら、どのような予算要求、

それから予算措置というのができるのかという

のをしっかりと検討して、対応してまいりたい

と考えております。

【吉村委員】そのような答弁を忘れないように、

私も覚えておきたいと思います。

連合会もですね、商工会は県下全域あります、

組織が。それで、そこの指導員をずっと減らし

てきたわけですね。これはもう何年前からかで

すね、大分前からですけれど、ようやく来年ぐ

らいに、その目標を達成するということになり

ます。

しかし、やはり、さっきの合併と一緒で、商

工会も合併をしているんですよ。そして人員を

減らして、集まることで効率化を図っていける

じゃないのという話でやっておるんですが、や

はりそこは、現場はもうきつきつで人が足りな

い、手が足りないと。こういうことで国が増や

してくれたら、これで多少は、何人か人件費が

出るんじゃないかというふうに思っておったん

ですが、いやいや、県でも、これが増えた中で

も全額が商工会にいくんじゃなくて、県の費用

の中にも含まれていくんですよというみたいな

のが伝わってきたものですから、なるべくそう

いうことがないようにと。

やっぱり先ほどの合併にもかかわりますけれ

ども、役場がなくなって、そういう人もおらな

くなって、町が廃れていくわけですね。そこで、

それを今どうにか少しでもとどめようとしてい

るところは、もう商工会という組織ぐらいしか

ないんですよ。そういうところで頑張ってやり

よるという現状を捉えていただいて、極力、こ

れが商工会のために使われるように、関係部署

と調整を図っていただくようにお願いをします。

以上です。

【中島(浩)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 次に、意見書の審査を行い
ます。

しばらく休憩します。

― 午後 ３時３３分 休憩 ―

― 午後 ３時３４分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

今回、自由民主党・県民会議並びに自由民主

党会派から「国土強靭化対策の継続拡充を求め

る意見書（案）」提出の提案があっております。

それでは、松本委員より意見書提出について

の提案、趣旨説明等をお願いいたします。

【松本委員】 今、配付しております「国土強靭
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化対策の継続・拡充を求める意見書（案）」に

ついて説明をさせていただきます。

本意見書は、国において、平成29年度から令
和2年度までに、国と自治体を合わせた事業費7
兆円の事業規模で実施をしております「防災・

減災・国土強靭化のための3カ年緊急対策」に
ついて、令和3年度以降の継続と予算補助対象
の拡充等を国へ求めるものであります。

この国土強靭化緊急対策は、土砂災害防止や

治水対策等、防災のための重要インフラの機能

維持に加え、電力や上下水道等のライフライン

の確保など、経済生活を支えるインフラ対策を

行っているものでありますが、本県でも、これ

まで3度の「大雨特別警報」が発表され、道路
ののり面崩壊や碁盤の崩壊、農地、林地等農林

施設などの被害が発生しております。

防災・減災のハード対策は、県市町を含め計

画的に整備改良を図っていく必要があるものと

考えております。

全国各地で災害が頻発化、激甚化する中で、

本県としても、防災・減災に資する社会資本の

整備を早急かつ継続的に進めていく必要がある

ことから、国土強靭化対策の推進に当たり、1
点目に、予算の総額確保を図ること。2点目に、
緊急対策後も継続して国土強靭化対策を推進す

るとともに、予算の確保や補助対象の拡大を図

ること。また、配分に当たっては、地方に十分

配慮すること。3点目に、緊急自然災害防止対
策事業債や緊急防災・減災事業債の継続など、

地方財政措置制度の拡充を図ること、以上3点
を強く要請するものであります。

委員各位のご賛同を賜りますことをお願いし、

趣旨説明といたします。

【中島(浩)委員長】 ただいま、自由民主党・県
民会議並びに自由民主党会派から説明がありま

した「国土強靭化対策の継続・拡充を求める意

見書」について、ご意見等はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 意見がないようですので、

意見書の提出について採決を行います。

自由民主党・県民会議並びに自由民主党会派

提案の「国土強靭化対策の継続・拡充を求める

意見書」を提出することに、ご異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、自由民主党・県民会議並びに自由民

主党会派提案の「国土強靭化対策の継続・拡充

を求める意見書」については、提出することに

決定されました。

なお、文案の作成等についてはいかがいたし

ましょうか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 それでは、正副委員長に一
任願います。

次に、危機管理監及び総務部関係の審査結果

について整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時３７分 休憩 ―

― 午後 ３時３７分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、危機管理監及び総務部関

係の審査を終了いたします。

引き続き、分科会長報告及び委員長報告の取

りまとめなどの委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時３８分 休憩 ―

― 午後 ３時４２分 再開 ―
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【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

今定例会で審査いたしました内容、結果につ

いて、12月18日（水曜日）の予算決算委員会に
おける総務分科会長報告及び12月20日（金曜
日）の本会議における総務委員長報告の内容等

について協議を行います。

それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行いたいと存じますが、ご異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【中島(浩)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

― 午後 ３時４３分 休憩 ―

― 午後 ３時４３分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

本日まで審査いただいた総務分科会長報告及

び総務委員長報告については、協議会における

委員の皆様の意見を踏まえ報告させていただき

ます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時４５分 休憩 ―

― 午後 ３時４７分 再開 ―

【中島(浩)委員長】 委員会を再開いたします。

委員改選前の定例会における委員会は、これ

が最後となりますので、閉会に当たりまして一

言ごあいさつを申し上げます。

本年6月に、総務委員会の委員長を仰せつか
りまして、多くの部局を所管する総務委員会に

おいて、定例会における通常の委員会審査に加

え、決算審査や県内外での現地調査などを実施

してまいりました。

この間、山下副委員長をはじめ各委員の皆様

には、ご助言やご協力を賜り、また、理事者の

皆様方には誠意あるご対応をいただきました。

おかげをもちまして、総務委員長としての重責

を果たすことができましたことを、この場をお

かりしまして、心からお礼を申し上げます。

さて、本委員会が所管する分野は、総務部を

はじめ危機管理監、企画振興部、文化観光国際

部、出納局、各種委員会、警察本部と広範囲に

わたっております。

委員会の審査においては、特殊詐欺の被害防

止、県警における地域部の新設、県内における

自然災害の対応、自衛隊による緊急搬送体制の

維持・確保、観光の振興、ローマ教皇の来県、

県庁舎跡地活用、九州新幹線西九州ルートのフ

ル規格整備、特定複合観光施設（ＩＲ）区域整

備の推進、人口減少対策など、さまざまな審議

がなされました。

そのほか、論議のありました事項、懸案する

課題はたくさんございますが、時間の都合上、

割愛させていただきます。

最後になりますが、委員の皆様、並びに理事

者の皆様方には、健康に十分留意され、さらな

るご健勝、ご活躍を心からご祈念申し上げまし

て、私のご挨拶といたします。

本当にありがとうございました。

次に、理事者を代表しまして、総務部長にご

あいさつをお願いいたします。

【平田総務部長】閉会に当たりまして、総務委

員会所属の各部局を代表いたしまして、お礼の

ごあいさつを申し上げます。

中島(浩)委員長、山下副委員長並びに各委員
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の皆様方におかれましては、多くの部局が属す

る総務委員会において、幅広い分野にわたり、

終始熱心にご審議をいただき、大変貴重なご意

見、ご提言を賜りましたことに対しまして厚く

お礼を申し上げます。

この間、地域防災力の向上、高齢者の交通事

故防止対策、特殊詐欺被害防止対策、ローマ教

皇の長崎訪問、国際定期航空路線の維持・拡大、

観光産業の活性化、「次期まち・ひと・しごと

創生総合戦略」、特定複合観光施設（ＩＲ）区

域整備の推進、九州新幹線西九州ルートの整備

促進、国境離島地域の振興などについて熱心な

ご議論を賜りました。

その中でも、ローマ教皇の長崎訪問につきま

しては、去る11月24日、ローマ教皇フランシス
コ台下が本県をご訪問になられ、県内外の多く

の方々が歓迎される中、無事に本県における全

行程を終えられました。

この度のご訪問では、原爆落下中心地におい

て、核兵器廃絶についてのメッセージを発信さ

れました。県としましては、核兵器廃絶と世界

恒久平和の実現を目指し、教皇のメッセージを

はじめ、長崎ご訪問の状況を発信してまいりた

いと考えております。

「次期まち・ひと・しごと創生総合戦略」に

つきましては、「地域で活躍する人材を育て、

未来を切り拓く」、「力強い産業を育て、魅力

あるしごとを生み出す」、「夢や希望のあるま

ち、持続可能な地域を創る」の3つの施策体系
を掲げ、今定例会において素案をお示しし、ご

議論いただいたところであります。

今後、県議会や県民の皆様のご意見を踏まえ、

具体的な成果につながる戦略の策定を目指して

まいります。

九州新幹線西九州ルートにつきましては、8

月の与党整備新幹線建設推進プロジェクトチー

ム西九州ルート検討委員会において、新鳥栖―

武雄温泉間については、フル規格により整備す

ることが適当と判断し、また、関係者間での検

討を深めていくべきなどとする基本方針が示さ

れております。

このような中、国土交通省におかれては、大

臣や鉄道局長が佐賀県知事との会談を行うなど、

環境影響評価調査費の予算案の計上に向けて、

対応されているところであります。

県としては、今後とも、国土交通省から積極

的に情報収集を行いながら、国土交通省と佐賀

県との協議や事態の推移をしっかり見極め、状

況に応じて、議論の進展に向け、必要な対応を

図ってまいります。

このほかにも課題は山積しておりますが、本

委員会において賜りました貴重なご意見、ご提

言を今後の施策に活かしながら、県民の皆様に

具体的な成果をお示しできるよう、職員一丸と

なって取り組んでまいります。

最後になりますが、委員の皆様方のますます

のご発展、ご活躍をご祈念申し上げまして、簡

単ではございますが、お礼のごあいさつとさせ

ていただきます。

本当にありがとうございました。

【中島(浩)委員長】 これをもちまして、総務委
員会及び予算決算委員会総務分科会を閉会いた

します。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ３時５３分 閉会 ―
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